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 Ⅰ．はじめに  

 

 本学は，「愛媛大学の理念と目標及び愛媛大学憲章」により，優れた教育と高度の学術研究を推進

するとともに，地域をはじめ社会に貢献することを基本使命としています。特に「自ら学び，考え，

実践する能力と次代を担う誇りをもつ人間性豊かな人材を社会に輩出すること，とりわけ地域に立脚

する大学として，地域に役立つ人材，地域の発展を牽引する人材の養成」をこれからの主要な責務と

しています。国立大学法人化を飛躍のチャンスと捉え，学長のリーダーシップの下，「学生中心の大

学」，「地域にあって輝く大学」を目指し，中期計画を推進するとともに，戦略的施策の下，教職員

が一体となって積極的に大学改革に取り組んでいます。 

  第１期中期目標期間における取組概要は以下のとおりです。  

 

１．学生中心の大学 

（１）教育改革に向けた取組 

 平成16年12月に「学生中心の大学」づくりの中核となる全学組織として，教育や学生支援に関す

る業務を統括し，それらの有機的連携を図る「教育・学生支援機構」を設置しました。現在，機構長

（教育担当理事が兼務）の下に共通教育センター，英語教育センター，アドミッションセンター，学

生支援センターの４センターと機構長直属の教育企画室を設置しています。 

 「学生中心の大学」づくりの具体的施策の１つとして，平成18年４月に教育コーディネーター制度

を全学的に導入しました。教育内容及び教育方法の改善の企画・立案，教育効果の検証，教育成果の

活用，教員の教授能力の向上などの活動を行う教育重点型教員として，平成21年度現在で68人の教

育コーディネーターを各学部・学科等に配置しています。教育コーディネーターの活動を支援するこ

とを主な目的として，学長裁量経費による「教育改革促進事業」（愛媛大学GP）を創設し，学内公募

により，各学部・研究科における優れた教育改革の取組を採り上げ，教育経費の重点配分を行ってい

ます。この２つの制度が相乗効果となり，教育コーディネーターを中心とする新たな教育改善の取組

が全学に広がっています。これらを契機として，文部科学省GP等の競争的資金事業に15のプログラ

ムが採択されるなど，教育改革は着実な成果をあげています。 

 また，教育組織等についても改革に取り組んでいます。本学が世界に誇る３つの研究センターとそ

の関連研究分野の次世代を担い，国際的に活躍できる優れた人材の育成を目指し，理・工・農の学部

の枠を超えて独自のカリキュラムを提供する「スーパーサイエンス特別コース」の設置（平成17年4

月）や，地域等のニーズに応え，地域の担い手となる専門職業人等の育成を目的とした教育コース（学

部・研究科）の設置，また，生徒に「学びに対する高いモチベーション」，「地域を担う意欲」とそ

れを支える「確かな学力」を育て，「生きる力」を愛媛大学と連携して培うことを目的とした農学部

附属農業高等学校の愛媛大学附属高等学校への改組（平成20年４月）などに取り組みました。 

 このほか，本学ではＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント：教員の教育能力開発）にも力を入

れています。本学を代表校とする「四国地区大学教職員能力開発ネットワーク」（SPOD）においては，

実践的かつ多彩なプログラムを短期集中的に行う「SPODフォーラム」を開催し，全国の高等教育機関

から400人を超える教職員や学生の参加を得ました（平成21年９月）。そして，本学独自の取組等を含

むこれまでの実績を基に，教育・学生支援機構教育企画室は，全国の「教育関係共同利用拠点」（教
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職員能力開発拠点）として文部科学大臣の認定を受けました（平成22年３月）。 

（２）学生支援の充実 

 本学は学生支援の充実にも取り組んでいます。学生サービスの向上を目指して，城北地区にある４

学部（法文・教育・理・工学部・共通教育）の学生窓口を図書館１階「学生サービスステーション」

に一元化（平成20年４月）するとともに，ウェブを用いて学生が必要な情報を迅速に閲覧できる修学

支援システムを導入するなど，学修支援，生活相談，就職支援等の学生支援機能の充実を図りました。 

 また，学生の自主的活動を支援するため，学生個人・学生団体表彰制度の創設，評価に基づく学生

団体の財政支援等を行っているほか，学生による学生のためのボランティア活動を通して「教えあい，

学びあい，助けあう力」を高めるスチューデント・キャンパス・ボランティア（SCV），学生リーダ

ーや将来リーダーになりうる学生の支援・教育により人間的な成長を促す愛媛大学リーダーズス

クール（ELS），大学院生のアドバイザーが，学生に大学での様々な学びのピアサポートを行うスタデ

ィ・ヘルプ・デスク（SHD）などの活動を支援しています。このほか，障がい学生の修学を全学的に支

援するために，「キャンパス・バリアフリー推進室」を設置しています。 

  さらには，民間からの長期借入金により，老朽化の進んでいた学生宿舎を増改築し，学生の居住環

境の改善を図ることとしました。 

 

２．先端研究の推進 

 平成 18 年４月に，本学の特色ある分野で世界レベルの先端研究を推進し支援することを目的とし

て，先端研究推進支援機構（沿岸環境科学研究センター，地球深部ダイナミクス研究センター，無細

胞生命科学工学研究センター他で構成）を設置しました。また，平成19年度には，文系唯一の先端研

究センターとして東アジア古代鉄文化研究センター及び「宇宙の進化」に焦点を当て総合的に研究を

展開する宇宙進化研究センター，平成21年度にはゲノム情報とタンパク質情報とを一体化したプロテ

オ医学研究を軸に，基礎・臨床融合による創造的研究から人類が抱える難病を克服することを目的と

したプロテオ医学研究センターの設置により，先端研究領域の拡充を図りました。 

 これらの先端研究センターの取組は，沿岸環境科学研究センターが文部科学省の平成19年度グロー

バルCOEに，地球深部ダイナミクス研究センターが平成20年度グローバルCOEにそれぞれ採択される

など着実に成果を上げるとともに，国際的な研究者賞，教育者賞の受賞や国際ファンドの獲得など世

界的評価が一段と高まりました。 

  また，平成19年度には，研究コーディネーター制度を導入し，研究の発展及び学外資金獲得等のた

めの指導・助言，研究プロジェクトの推進等を行う研究重点型教員として，平成21年度現在で46人

の研究コーディネーターを各研究科等に配置しています。研究コーディネーターの取組は，科学研究

費等外部資金獲得増にも繋がっています。 

 このほか，平成20年10月には，若手研究者を次代のリーダーとして育成することを目的として，テ

ニュアトラック制度を採り入れた上級研究員センターを設置しました。 

 

３．社会貢献 

 平成16年６月に産学官連携推進のための全学組織として「社会連携推進機構」（地域創成研究セン

ター，地域共同研究センター（H18・産業科学技術支援センターに改組)，知的財産本部で構成)を設置
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し，平成17年４月に愛媛県と包括的連携協定を，また松山市，宇和島市など愛媛県下６市町と連携協

定を締結して，３つのサテライトオフィスを設けるなど，地域の課題・要望に応える体制を整備しま

した。 

 また，愛媛県の重要施策である地域活性化への対応のため農学部に推進本部を置く「南予活性化対

策協議会」を設置し，養殖業振興，えひめブランドの推進などに積極的に取り組んでいます。平成20

年４月には愛媛県愛南町に公共施設（旧庁舎）を借り入れ，本学教員が常駐する「南予水産研究セン

ター」を設置し，地域密着型の「新たな水産学」を目指す研究活動を通じて，地域住民との協働によ

る南予活性化への取組を行っています。 

  さらに，地域等のニーズに応え，地域の担い手となる専門職業人等を育成するため，「観光まちづ

くりコース」（H21・法文学部），「農山漁村地域マネジメント特別コース」（H20・農学部），「海

洋生産科学特別コース」（H21・農学部），「船舶工学特別コース」・「ICTスペシャリスト育成コー

ス」（H21・理工学研究科），「農山漁村地域イノベーションコース」（H21・農学研究科）を設置し

ました。 

 このほか，平成21年には，本学の学術研究成果の公開・発信を目的に「愛媛大学ミュージアム」を

開設しました。 

 

４．国際交流 

 平成19年度から，経済産業省の高度実践留学生育成事業「アジア人財資金構想」に参画し，アジア

の相互理解と経済連携の促進に向け，日本とアジアの架け橋となる優秀な人材の育成に努めています。 

 東南・南アジア及びアフリカ地域から優れた留学生を受け入れるため，理工学研究科にアジア防災

学特別コース（H19），アジア環境学特別コース（H19)，地球深部物質学特別コース（H21）を設置す

るとともに，授業料等の不徴収，奨学金給付等の支援を行いました。さらに，留学生の経済的負担軽

減等を考慮し，平成18年度にネパール国に設置したサテライトオフィスカトマンズにおいて，選抜試

験を実施しました。 

 平成20年には，モザンビーク共和国大統領の訪問を受けるとともに，同国ルリオ大学と相互訪問を

行い，交流を深めました。また，同年，防災活動などの貢献活動が認められ，ネパール政府から本学

へ感謝状が贈られました。さらに，同年，本学が中心となり，愛媛とインドネシアとの交流推進を目

指して，「愛媛・インドネシア友好協会」（会長：愛媛大学長）が設立されました。 

 教育と研究の両面において国際交流・連携を推進するため，平成21年４月に国際交流センターを発

展的改組し，「国際連携推進機構」（国際連携企画室，国際教育支援センター，アジア・アフリカ交

流センター）を設置し，アジア，アフリカの拠点国に対する活動を展開しています。 
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 Ⅱ 基本情報   

 

１．目標 

 

  愛媛大学は，学術の継承と知の創造によって人類の未来に貢献することを使命とし，基本目標 

を定める。 

１ 愛媛大学は，多様な個性と資質を有する学生に，人文科学，社会科学，自然科学を広く視野 

 に入れた教育と論理的思考能力，自己表現能力を高める教育を実施し，自ら考え実践する能力 

 と次代を担う誇りを持つ人材を育てる。大学院においては，専門分野の深い学識と総合的判断 

 力を身に付けた指導的人材を育成する。 

２ 愛媛大学は，基礎科学の推進と応用科学の展開を図り，新しい知の創造と科学技術の発展に 

 向けた学術研究を実践する。とりわけ，地域にある総合大学として，持てる知的・人的資源を生 

 かし，「自律的な地域社会・地域文化の創生」，「環境に配慮し，生きる質を大切にする社会の 

 構築」を目指す研究を推進する。 

３ 愛媛大学は，高度な学術研究と次代を担う人材の育成を通し，これからの社会の文化，福祉， 

 産業の一層の発展に貢献するとともに，地域にある学術拠点として，地域から学びつつ，その 

 成果を地域に還元する。さらに，世界に開かれた大学として，海外との学術的・文化的交流を 

 推進し，学術成果を広く世界に発信する。 

 

２．業務内容 

・ 地域に立脚する総合大学として，教育，研究，社会貢献を一体的に推進し，「学生中心の大学」 

  「地域にあって輝く大学」の実現を目指した大学運営をすること。 

・ 学生に対し，修学，進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

・ 本学以外の者から委託を受け，又はこれと共同して行う研究の実施その他の本学以外の者との 

   連携による教育研究活動を行うこと。 

・ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

・ 本学における研究の成果を普及し，及びその活用を促進すること。 

 ・ 本学における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業であって一定の承認を受けた者に 

    出資すること。 

 

３．沿革 

 昭和24年 5月31日   国立学校設置法(法律第150号)が公布され，愛媛大学（文理学部，教育学部， 

           工学部）が設置された。 

 昭和29年 4月 1日   愛媛県立松山農科大学の国立移管(学年進行による年次移管)に伴い，本学に 

           農学部が設置された。 

 昭和43年 4月 1日   文理学部改組に伴い法文学部，理学部，教養部が設置された。 
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 昭和48年 9月29日   国立学校設置法の一部を改正する法律(法律第103号)により，医学部が設置 

           された。 

 昭和51年10月 2日  医学部附属病院開院式を挙行した。 

 平成 8年 3月31日  教養部が廃止された。 

 平成16年 4月 1日  国立大学法人法(第112号)により国立大学法人愛媛大学が設立された。  

           国立大学法人愛媛大学により愛媛大学が設置された。 

 平成17年 3月 9日   愛媛大学の理念と目標及び愛媛大学憲章が制定された。 

 平成17年 4月 1日    愛媛大学スーパーサイエンス特別コースが設置された。 

 

  

４．設立根拠法 

 国立大学法人法（平成15年法律第112号） 

 

５．主務大臣（主務省所管局課） 

 文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 6 - 
 

６．組織図 

 

（平成１６年度） 

法 文 学 部 総 合 政 策 学 科

人 文 学 科

学 校 教 育 教 員 養 成 課 程

障 害 児 教 育 教 員 養 成 課 程

教 育 学 部 芸 術 文 化 課 程

生 活 健 康 課 程

情 報 文 化 課 程

附属教育実践総合センター
附属小学校
附属中学校
附属養護学校
附属幼稚園

数 理 科 学 科
理 学 部 物 質 理 学 科

生 物 地 球 圏 科 学 科

医 学 部 医 学 科

看 護 学 科

機 械 工 学 科
電 気 電 子 工 学 科

工 学 部 環 境 建 設 工 学 科
機 能 材 料 工 学 科
応 用 化 学 科
情 報 工 学 科

農 学 部 生 物 資 源 学 科

附属農場
附属演習林
附属制御化農業実験実習施設
附属農業高等学校

（修士課程）

（修士課程）

（博士課程，修士課程）

（博士課程）

（修士課程）

（博士課程）

（専門職学位課程）

教 育 開 発 セ ン タ ー
英 語 教 育 セ ン タ ー
学 生 支 援 セ ン タ ー
留 学 生 セ ン タ ー

知 的 財 産 本 部
地 域 共 同 研 究 セ ン タ ー
地 域 創 成 研 究 セ ン タ ー

沿岸環 境科学研 究セ ン ター
地球深部ダイナミクス研究センター

無細胞生命科学工学研究センター

総合科 学研究支 援セ ン ター
ベンチ ャ ー ・ ビジ ネス ・ ラ ボラ ト リー

図 書 館 医学部分館
総 合 情 報 メ デ ィ ア セ ン タ ー 農学部分館
保 健 管 理 セ ン タ ー

学 内 施 設

学 部 等

学内 共同 施設
社会連携推進機構

大 学 院 医 学 系 研 究 科

理 工 学 研 究 科

農 学 研 究 科

法 文 学 研 究 科

教 育 学 研 究 科

教育・学生支援機構

連 合 農 学 研 究 科
香川大学大学院 香川大学・愛媛大学連合法務研究科（四国ロースクール）

役   員   会

附属病院

学
　
長

経営協議会

教育研究評議会

監事
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（平成１７年度） 

法 文 学 部 総 合 政 策 学 科

人 文 学 科

学 校 教 育 教 員 養 成 課 程

障 害 児 教 育 教 員 養 成 課 程

教 育 学 部 芸 術 文 化 課 程

生 活 健 康 課 程

情 報 文 化 課 程

附属教育実践総合センター
附属小学校
附属中学校
附属養護学校
附属幼稚園

数 学 科
物 理 学 科

理 学 部 化 学 科
生 物 学 科
地 球 科 学 科

医 学 部 医 学 科

看 護 学 科

附属総合医学教育センター

機 械 工 学 科
電 気 電 子 工 学 科

工 学 部 環 境 建 設 工 学 科
機 能 材 料 工 学 科
応 用 化 学 科
情 報 工 学 科

農 学 部 生 物 資 源 学 科

附属農場
附属演習林
附属制御化農業実験実習施設
附属農業高等学校

環 境 科 学 コ ー ス
地 球 惑 星 科 学 コ ー ス
生 命 科 学 工 学 コ ー ス

（修士課程）

（修士課程）

（博士課程，修士課程）

（博士課程）

（修士課程）

（博士課程）

（専門職学位課程）

教 育 開 発 セ ン タ ー
英 語 教 育 セ ン タ ー
学 生 支 援 セ ン タ ー
留 学 生 セ ン タ ー

知 的 財 産 本 部
地 域 共 同 研 究 セ ン タ ー
地 域 創 成 研 究 セ ン タ ー

沿岸環 境科学研 究セ ン ター
地球深部ダイナミクス研究センター

無細胞生命科学工学研究センター

総合科 学研究支 援セ ン ター
ベンチ ャ ー ・ ビジ ネス ・ ラ ボラ ト リー

図 書 館 医学部分館
総 合 情 報 メ デ ィ ア セ ン タ ー 農学部分館
保 健 管 理 セ ン タ ー

学 内 施 設

スーパーサイエンス

特別コース

教育・学生支援機構

連 合 農 学 研 究 科
香川大学大学院 香川大学・愛媛大学連合法務研究科（四国ロースクール）

法 文 学 研 究 科

教 育 学 研 究 科

学内 共同 施設
社会連携推進機構

大 学 院 医 学 系 研 究 科

理 工 学 研 究 科

農 学 研 究 科

学 部 等

役   員   会

附属病院

学
　
長

経営協議会

教育研究評議会

監事
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（平成１８年度） 

法 文 学 部 総 合 政 策 学 科

人 文 学 科

学 校 教 育 教 員 養 成 課 程

障 害 児 教 育 教 員 養 成 課 程

教 育 学 部 芸 術 文 化 課 程

生 活 健 康 課 程

情 報 文 化 課 程

附属教育実践総合センター
附属小学校
附属中学校
附属養護学校
附属幼稚園

数 学 科
物 理 学 科

理 学 部 化 学 科
生 物 学 科
地 球 科 学 科

医 学 部 医 学 科

看 護 学 科

附属総合医学教育センター

機 械 工 学 科
電 気 電 子 工 学 科

工 学 部 環 境 建 設 工 学 科
機 能 材 料 工 学 科
応 用 化 学 科
情 報 工 学 科

農 学 部 生 物 資 源 学 科

附属農場
附属演習林
附属制御化農業実験実習施設
附属農業高等学校

環 境 科 学 コ ー ス
地 球 惑 星 科 学 コ ー ス
生 命 科 学 工 学 コ ー ス

（修士課程）

（修士課程）

（博士課程，修士課程） 附属再生医療研究センター

（博士課程）

（修士課程）

（博士課程）

（専門職学位課程）

共 通 教 育 セ ン タ ー
英 語 教 育 セ ン タ ー
学 生 支 援 セ ン タ ー
教 育 企 画 室

知 的 財 産 本 部
産業科 学技術支 援セ ン ター
地 域 創 成 研 究 セ ン タ ー
防 災 情 報 研 究 セ ン タ ー

沿岸環 境科学研 究セ ン ター
地球深部ダイナミクス研究センター

無細胞生命科学工学研究センター

総合科 学研究支 援セ ン ター
ベンチ ャ ー ・ ビジ ネス ・ ラ ボラ ト リー

図 書 館 医学部分館
総 合 情 報 メ デ ィ ア セ ン タ ー 農学部分館
実 験 実 習 教 育 セ ン タ ー
国 際 交 流 セ ン タ ー
総 合 健 康 セ ン タ ー

学 内 施 設

学 部 等

大 学 院 医 学 系 研 究 科

理 工 学 研 究 科

農 学 研 究 科

先端研究推進支援機構

学内 共同 施設
社会連携推進機構

スーパーサイエンス

特別コース

教育・学生支援機構

連 合 農 学 研 究 科
香川大学大学院 香川大学・愛媛大学連合法務研究科（四国ロースクール）

法 文 学 研 究 科

教 育 学 研 究 科

役   員   会

附属病院

学
　
長

経営協議会

教育研究評議会

監事
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（平成１９年度） 

法 文 学 部 総 合 政 策 学 科

人 文 学 科

学 校 教 育 教 員 養 成 課 程

障 害 児 教 育 教 員 養 成 課 程

教 育 学 部 芸 術 文 化 課 程

生 活 健 康 課 程

情 報 文 化 課 程

附属教育実践総合センター
附属小学校
附属中学校
附属特別支援学校
附属幼稚園

数 学 科
物 理 学 科

理 学 部 化 学 科
生 物 学 科
地 球 科 学 科

医 学 部 医 学 科

看 護 学 科

附属総合医学教育センター

機 械 工 学 科
電 気 電 子 工 学 科

工 学 部 環 境 建 設 工 学 科
機 能 材 料 工 学 科
応 用 化 学 科
情 報 工 学 科

農 学 部 生 物 資 源 学 科

附属農場
附属演習林
附属制御化農業実験実習施設
附属環境先端技術センター
附属農業高等学校

環 境 科 学 コ ー ス
地 球 惑 星 科 学 コ ー ス
生 命 科 学 工 学 コ ー ス

（修士課程）

（修士課程）

（博士課程，修士課程） 附属再生医療研究センター

（博士課程）

（修士課程）

（博士課程）

（専門職学位課程）

共 通 教 育 セ ン タ ー
英 語 教 育 セ ン タ ー
ア ド ミ ッ シ ョ ン セ ン タ ー
学 生 支 援 セ ン タ ー
教 育 企 画 室

知 的 財 産 本 部
産業科 学技術支 援セ ン ター
地 域 創 成 研 究 セ ン タ ー
防 災 情 報 研 究 セ ン タ ー

沿岸環 境科学研 究セ ン ター
地球深部ダイナミクス研究センター

無細胞生命科学工学研究センター

総合科 学研究支 援セ ン ター
東アジア古代鉄文化研究センター
宇 宙 進 化 研 究 セ ン タ ー
ベンチ ャ ー ・ ビジ ネス ・ ラ ボラ ト リー

図 書 館 医学部分館
総 合 情 報 メ デ ィ ア セ ン タ ー 農学部分館
実 験 実 習 教 育 セ ン タ ー
国 際 交 流 セ ン タ ー
総 合 健 康 セ ン タ ー

スーパーサイエンス

特別コース

教育・学生支援機構

連 合 農 学 研 究 科
香川大学大学院 香川大学・愛媛大学連合法務研究科（四国ロースクール）

法 文 学 研 究 科

教 育 学 研 究 科

学 内 施 設

先端研究推進支援機構

学内 共同 施設
社会連携推進機構

大 学 院 医 学 系 研 究 科

理 工 学 研 究 科

農 学 研 究 科

学 部 等

役   員   会

附属病院

学
　
長

経営協議会

教育研究評議会

監事
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（平成２０年度） 

法 文 学 部 総 合 政 策 学 科

人 文 学 科

学 校 教 育 教 員 養 成 課 程

特別支援教育 教員養成 課程

教 育 学 部 総 合 人 間 形 成 課 程

ス ポ ー ツ 健 康 科 学 課 程

芸 術 文 化 課 程

附属教育実践総合セン ター
附 属 幼 稚 園
附 属 小 学 校
附 属 中 学 校
附 属 特 別 支 援 学 校

数 学 科
物 理 学 科

理 学 部 化 学 科
生 物 学 科
地 球 科 学 科

医 学 部 医 学 科

看 護 学 科

附属総合医学教育セン ター

機 械 工 学 科
電 気 電 子 工 学 科

工 学 部 環 境 建 設 工 学 科
機 能 材 料 工 学 科
応 用 化 学 科
情 報 工 学 科

農 学 部 生 物 資 源 学 科

附 属 農 場
附 属 演 習 林
附属制御化農業実験実習施設
附属環境先端技術セン ター

環 境 科 学 コ ー ス
地 球 惑 星 科 学 コ ー ス
生 命 科 学 工 学 コ ー ス

附 属 高 等 学 校

（修士課程）

（修士課程）

（博士課程，修士課程） 附属再生医療研究セン ター

（博士課程）

（修士課程）

（博士課程）

（専門職学位課程）

　　共通教育センター
　　英語教育センター
　　アドミッションセンター
　　学生支援センター
　　教育企画室

　　知的財産本部
　　産業科学技術支援センター
　　地域創成研究センター
　　防災情報研究センター
　　南予水産研究センター

　　沿岸環境科学研究センター
　　地球深部ダイナミクス研究センター
　　無細胞生命科学工学研究センター
　　総合科学研究支援センター
　　東アジア古代鉄文化研究センター
　　宇宙進化研究センター
　　上級研究員センターー
　　ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー

　　図　　書　　館 医学部分館
　　総合情報メディアセンター 農学部分館
　　実験実習教育センター
　　国際交流センター
　　総合健康センター

大 学 院

先端研究推進支援機

学 部 等

理 工 学 研 究 科

農 学 研 究 科

法 文 学 研 究 科

教 育 学 研 究 科

医 学 系 研 究 科

スーパーサイエンス
特別コース

連 合 農 学 研 究 科
香川大学大学院 香川大学・愛媛大学連合法務研究科（四国ロースクール）

社会連携推進機構

教育・学生支援機構

附 属 病 院

監事

役   員   会
学
　
長

経営協議会

教育研究評議会
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 （平成２１年度） 

法 文 学 部 総 合 政 策 学 科

人 文 学 科

学 校 教 育 教 員 養 成 課 程

特別支援教育 教員養成 課程

教 育 学 部 総 合 人 間 形 成 課 程

ス ポ ー ツ 健 康 科 学 課 程

芸 術 文 化 課 程

附属教育実践総合セン ター
附 属 幼 稚 園
附 属 小 学 校
附 属 中 学 校
附 属 特 別 支 援 学 校

数 学 科
物 理 学 科

理 学 部 化 学 科
生 物 学 科
地 球 科 学 科

医 学 部 医 学 科

看 護 学 科

附属総合医学教育セン ター

機 械 工 学 科
電 気 電 子 工 学 科

工 学 部 環 境 建 設 工 学 科
機 能 材 料 工 学 科
応 用 化 学 科
情 報 工 学 科

農 学 部 生 物 資 源 学 科

附 属 農 場
附 属 演 習 林
附属制御化農業実験実習施設
附属環境先端技術セン ター

環 境 科 学 コ ー ス
地 球 惑 星 科 学 コ ー ス
生 命 科 学 工 学 コ ー ス

附 属 高 等 学 校

（修士課程）

（修士課程）

（博士課程，修士課程） 附属再生医療研究セン ター

（博士課程）

（修士課程）

（博士課程）

（専門職学位課程）

　　共通教育センター
　　英語教育センター
　　アドミッションセンター
　　学生支援センター
　　教育企画室

　　知的財産本部
　　産業科学技術支援センター
　　地域創成研究センター
　　防災情報研究センター
　　南予水産研究センター

　　沿岸環境科学研究センター
　　地球深部ダイナミクス研究センター
　　無細胞生命科学工学研究センター
　　総合科学研究支援センター
　　東アジア古代鉄文化研究センター
　　宇宙進化研究センター
　　プロテオ医学研究センター
　　上級研究員センターー
　　ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー

　　国際連携企画室
　　国際教育支援センター
　　アジア・アフリカ交流センター

　　図　　書　　館 医学部分館
　　総合情報メディアセンター 農学部分館
　　ミュージアム
　　実験実習教育センター
　　総合健康センター

大 学 院

先端研究推進支援機

国 際 連 携 推 進 機 構

学 部 等

理 工 学 研 究 科

農 学 研 究 科

法 文 学 研 究 科

教 育 学 研 究 科

医 学 系 研 究 科

スーパーサイエンス

特別コース

連 合 農 学 研 究 科
香川大学大学院 香川大学・愛媛大学連合法務研究科（四国ロースクール）

社会連携推進機構

教育・学生支援機構

附 属 病 院

役   員   会
学
　
長

経営協議会

教育研究評議会

監事
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７．所在地 

 本部地区 ：愛媛県松山市道後樋又１０番１３号 

   大学本部，埋蔵文化財調査室 

 城北地区 ：愛媛県松山市文京町３番 

   法文学部，教育学部，工学部，図書館，教育・学生支援機構，国際連携推進機構， 

   ミュージアム，総合健康センター，総合情報メディアセンター，実験実習教育センター， 

   無細胞生命科学工学研究センター，ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー， 

   東アジア古代鉄文化研究センター，知的財産本部，産業科学技術支援センター， 

   地域創成研究センター，防災情報研究センター，上級研究員センター 

 理学部地区 ：愛媛県松山市文京町２番５号 

   理学部，総合科学研究支援センター，沿岸環境科学研究センター， 

   地球深部ダイナミクス研究センター，宇宙進化研究センター 

 

 重信地区 ：愛媛県東温市志津川 

   医学部，附属病院，プロテオ医学研究センター 

 樽味地区 ：愛媛県松山市樽味３丁目５番７号 

   農学部，大学院連合農学研究科 

 附属高等学校地区 ：愛媛県松山市樽味３丁目２番４０号 

   附属高等学校 

 持田地区 ：愛媛県松山市持田町１丁目５番２２号 

   教育学部附属教育実践総合センター，教育学部附属小学校，教育学部附属中学校， 

   教育学部附属特別支援学校，教育学部附属幼稚園 

 （南宇和郡愛南町船越1289-1） 

   南予水産研究センター 

 
８．資本金の状況 

 ３６，１７５，８００，２４３円 （全額 政府出資） 

 

９．学生の状況 

 

 
総学生数 学士課程 修士課程 博士課程 

平成１６年度 ９，６１７人 ８，２９５人 ８９４人 ４２８人 

平成１７年度 ９，７３２人 ８，４３２人 ８７５人 ４２５人 

平成１８年度 ９，８４３人 ８，５２０人 ８９２人 ４３１人 

平成１９年度 ９，８６６人 ８，５２８人 ９４１人 ３９７人 

平成２０年度 ９，７５６人 ８，４４６人 ９３８人 ３７２人 

平成２１年度 ９，６７５人 ８，３７２人 ９５９人 ３４４人 
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１０．役員の状況 

  役員の定数は，国立大学法人法第１０条により，学長１人，理事５人，監事２人。任期は国立大学 

 法人法第１５条の規定及び国立大学法人愛媛大学基本規則第７条，第８条の定めるところによる。 

 

 ＜学長＞ 

氏名 任期 主な経歴 

小 松  正 幸 平成１６年４月１日～２１年３月３１日 平成１６年３月 学長 

柳 澤 康 信 平成２１年４月１日～２４年３月３１日 平成２１年３月 理事 

 

  ＜理事＞ 

氏名 任期 主な経歴 

小 林  展 章 平成１６年４月１日～１８年２月２８日 
平成１６年３月  

 副学長 

前 川    尚 平成１６年４月１日～１８年２月２８日 
平成１６年３月 

 工学部教授 

柏 谷  増 男 平成１６年４月１日～１８年２月２８日 
平成１６年３月 

 工学部教授 

田 村  幸 男 平成１６年４月１日～１７年３月３１日 
平成１６年３月 

 事務局長 

中 川 聰七郎 平成１６年４月１日～１８年２月２８日 
平成１６年３月 

  鳥取環境大学教授 

柳 澤  康 信 平成１７年４月１日～２１年３月３１日 
平成１７年４月 

 学長特別補佐 

遠 藤 彌重太 平成１８年３月１日～２１年３月３１日 
平成１８年２月  

  無細胞生命科学工学研究センター長 

能 勢  眞 人 平成１８年３月１日～２１年３月３１日 
平成１８年２月 

 総合科学研究支援センター長 

大 橋  裕 一 平成１８年３月１日～２４年３月３１日 
平成１８年２月 

 医学部附属病院長 

樋 口  富 壯 平成１８年３月１日～２１年３月３１日 
平成１８年２月 

 経営政策室参与 

弓 削  俊 洋 平成２１年４月１日～２４年３月３１日 
平成２１年３月 

 国際交流センター長   

泉    英 二 平成２１年４月１日～２４年３月３１日 
平成２１年３月 

 農学部長 
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亀 井  崇 平成２１年４月１日～２４年３月３１日 
平成２１年３月 

 副学長 

中 越   眞 平成２１年４月１日～２４年３月３１日 
平成２０年６月 

（株）いよぎん地域経済研究センター取締役社長 

 

 ＜監事＞ 

氏名 任期 主な経歴 

近 藤 浩 二 平成１６年４月１日～１９年３月３１日 
平成１５年２月  

  香川大学長 

芳 澤  宅 實 平成１９年４月１日～２２年３月３１日 
平成１７年９月 

  香川大学理事 

森 重    榮 平成１６年４月１日～１８年３月３１日 
平成１６年３月 

  中央経済社取締役 

眞 鍋   清 平成１８年４月１日～２０年３月３１日 
平成１８年３月 

 眞鍋公認会計士事務所長 

赤 岩 英 夫 平成２０年４月１日～２２年３月３１日 
平成２０年３月 

 国立大学協会専務理事 

 

１１．教職員の状況 

年度 教員 職員 備考 

１６        ９８８人        ９２０人 
 

 

１７ 
     １，８０２人 

（うち常勤961人 非常勤841人） 

      １，２３５人 

（うち常勤930人 非常勤305人） 

 

 

１８ 
     １，７１９人 

（うち常勤955人 非常勤764人） 

      １，２７６人 

（うち常勤924人 非常勤352人） 

 

 

１９ 
     １，６３７人 

（うち常勤954人 非常勤683人） 

      １，３６１人 

（うち常勤952人 非常勤409人） 

看護師の増員 

 

２０ 
     １，４９３人 

（うち常勤976人 非常勤517人） 

      １，６９４人 

（うち常勤1,008人 非常勤686人） 

看護師の増員 

 

２１ 
     １，５９７人 

（うち常勤1,070人 非常勤527人） 

      １，７６４人 

（うち常勤1,041人 非常勤723人） 

看護師の増員，非常勤研究

員等の任期付常勤教職員

への移行等 

 



別添「平成１９事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間（平成１６～１９事業年度）に係る業務の実績に関する報告書」

及び「平成２１事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間に係る業務の実績に関する報告書」を参照

１．予算 （単位：百万円）

予算額 決算額 差引増△減額

収入

運営費交付金 86,159 87,167 1,008

施設整備費補助金 574 9,800 9,226

船舶建造費補助金 0 0 0

施設整備資金貸付金償還時補助金 2,327 2,327 0

補助金等収入 0 4,291 4,291

財務経営ｾﾝﾀｰ施設費交付金 0 335 335

自己収入 97,059 105,115 8,056

授業料・入学料及び検定料収入 31,914 32,197 283

附属病院収入 64,462 71,784 7,322

財産処分収入 0 0 0

雑収入 683 1,134 451

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 6,994 12,540 5,546

引当金取崩 0 0 0

長期借入金 2,313 6,774 4,461

貸付回収金 0 0 0

承継剰余金 0 34 34

旧法人承継積立金 0 0 0

目的積立金取崩 0 5,591 5,591

支出

業務費 172,941 179,523 6,582

教育研究経費 98,199 90,266 △ 7,933

診療経費 58,451 71,572 13,121

一般管理費 16,291 17,685 1,394

施設整備費 2,887 16,572 13,685

船舶建造費 0 0 0

補助金等 0 4,291 4,291

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 6,994 10,791 3,797

貸付金 0 0 0

長期借入金償還金 12,604 12,639 35

財務経営ｾﾝﾀｰ施設費納付金 0 0 0

２．収支計画 （単位：百万円）

予算額 決算額 差引増△減額

費用の部 188,097 202,914 14,817

経常経費 188,094 201,298 13,204

業務費 166,539 174,990 8,451

教育研究経費 8,031 20,168 12,137

診療経費 37,686 36,259 △ 1,427

受託研究経費等 2,603 4,244 1,641

役員人件費 829 587 △ 242

教員人件費 68,625 68,286 △ 339

職員人件費 48,765 45,446 △ 3,319

一般管理費 5,957 6,269 312

区分

区分

Ⅳ 予算、収支計画及び資金計画

Ⅲ 業務実績

－ 15 －



財務費用 2,322 2,539 217

雑損 0 16 16

減価償却費 13,276 17,484 4,208

臨時損失 3 1,616 1,613

収益の部 190,399 210,889 20,490

経常収益 190,399 208,042 17,643

運営費交付金 80,510 80,812 302

授業料収益 26,773 29,376 2,603

入学料収益 4,148 4,185 37

検定料収益 993 915 △ 78

附属病院収益 64,462 73,104 8,642

受託研究等収益 2,603 4,679 2,076

寄附金収益 2,574 4,649 2,075

補助金収益 0 1,784 1,784

施設費収益 0 839 839

財務収益 1 215 214

雑益 1,773 3,502 1,729

承継剰余金債務戻入 0 35 35

資産見返負債戻入 6,562 3,947 △ 2,615

臨時利益 0 2,847 2,847

純利益 2,302 7,975 5,673

目的積立金取崩益 0 1,598 1,598

総利益 2,302 9,573 7,271

３．資金計画 （単位：百万円）

予算額 決算額 差引増△減額

資金支出 196,721 319,905 123,184

業務活動による支出 171,409 176,130 4,721

投資活動による支出 11,413 122,492 111,079

財務活動による支出 12,604 14,134 1,530

次期中期目標期間への繰越金 1,295 7,149 5,854

資金収入 196,721 319,905 123,184

業務活動による収入 190,212 209,067 18,855

運営費交付金による収入 86,159 85,717 △ 442

授業料及び入学料検定料による収入 31,914 32,198 284

附属病院収入 64,462 71,783 7,321

受託研究等収入 2,603 4,879 2,276

寄附金収入 4,391 6,787 2,396

補助金収入 0 3,916 3,916

その他の収入 683 3,787 3,104

投資活動による収入 2,901 104,064 101,163

施設費による収入 2,901 10,138 7,237

その他の収入 0 93,926 93,926

財務活動による収入 2,313 6,774 4,461

前期中期目標期間よりの繰越金 1,295 0 △ 1,295

区分

－ 16 －
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大学番号７４

平成19事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間
（平成16～19事業年度）に係る業務の実績に関する報告書

平 成 2 0 年 ６ 月

国 立 大 学 法 人
愛 媛 大 学
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愛媛大学
○ 大学の概要

沿岸環境科学研究センター
地球深部ダイナミクス研究センター
無細胞生命科学工学研究センター(1) 現況
ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー
総合科学研究支援センター① 大学名

国立大学法人愛媛大学 東アジア古代鉄文化研究センター
宇宙進化研究センター
産業科学技術支援センター② 所在地

本 部：愛媛県松山市道後樋又１０番１３号 地域創成研究センター
城北キャンパス：愛媛県松山市文京町３番 防災情報研究センター

：愛媛県松山市文京町２番５号 実験実習教育センター
重信キャンパス：愛媛県東温市志津川

⑤ 学生数及び教職員数樽味キャンパス：愛媛県松山市樽味３丁目５番７号
持田キャンパス：愛媛県松山市持田町１丁目５番２２号 （学生総数） ： 学 部 ８，５２８人（ ４０人）

大学院 １，３３８人（１６５人）
（教員総数） ： ８４３人③ 役員の状況

学長名：小松正幸（平成１６年４月１日～平成１８年２月２８日） （職員総数） ： ９６１人
学長名：小松正幸（平成１８年３月１日～平成２１年３月３１日）

(2) 大学の基本的な目標等
理事数：５名（非常勤を含む）
監事数：２名（非常勤を含む） 愛媛大学は，学術の継承と知の創造によって人類の未来に貢献することを使

命とし，基本目標を定める。
１ 愛媛大学は，多様な個性と資質を有する学生に，人文科学，社会科学，④ 学部等の構成

（学部） 自然科学を広く視野に入れた教育と論理的思考能力，自己表現能力を高め
法文学部 る教育を実施し，自ら考え実践する能力と次代を担う誇りを持つ人材を育
教育学部 てる。大学院においては，専門分野の深い学識と総合的判断力を身に付け
理学部 た指導的人材を育成する。
医学部 ２ 愛媛大学は，基礎科学の推進と応用科学の展開を図り，新しい知の創造
工学部 と科学技術の発展に向けた学術研究を実践する。とりわけ，地域にある総
農学部 合大学として，持てる知的・人的資源を生かし 「自律的な地域社会・地，

域文化の創生 「環境に配慮し，生きる質を大切にする社会の構築」を目」，
（研究科） 指す研究を推進する。

法文学研究科 ３ 愛媛大学は，高度な学術研究と次代を担う人材の育成を通し，これから
教育学研究科 の社会の文化，福祉，産業の一層の発展に貢献するとともに，地域にある

， ， 。 ，理工学研究科 学術拠点として 地域から学びつつ その成果を地域に還元する さらに
医学系研究科 世界に開かれた大学として，海外との学術的・文化的交流を推進し，学術
農学研究科 成果を広く世界に発信する。
連合農学研究科

（各センター）
共通教育センター
英語教育センター
アドミッションセンター
学生支援センター
国際交流センター
総合健康センター
総合情報メディアセンター
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(3) 大学の機構図

■愛媛大学組織図（平成19年度）
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文系学部 理系学部
教務 事務 システム

学生生活課長 学生生活支援 正課外教育支援

学部・大学院総括教務課長 総務 教育企画

入試事 務システム

就職課長 就職支援

教 育センター事務室 長 共通教育 英語教育

入試課長 入学試験 入試広報

図書館事務課長 学術総務 学術情報 資料整備 サービス企画 本館 情報サ ービス
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無細胞生命科学工学
研究 センター事務室長

広報室，経営企画部，施設基盤部

留学生交流

研究支援 研究拠点

社会連携課長 社会連携 外部資金 知的財産

研究推進社会連携推進機構
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媛

大

学

学

長

総務課長
総務
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室

各
副
学
長
・
各
学
長
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給与福利課長

教育学生支援部

法規 サテライトオフィス

副学長
（総務・施設担当）

経営企画課長 経営企画 評価調査

人事課長 人事政策 人材開発・服務

給与 福利・共済

副学長
（労務・評価・人権担当）

総合健康センター 労務管理室長 労務

経営企画部，施設基盤部

情報管理

施
設
基
盤
部
長

施設企画課長 施設総務 施設企画

電気 機械

安全衛生管理室長 安全衛生管理

電子情報 情報基盤

経営企画部，施設基盤部
施設整備課長 建築

副学長
（広報・環境・情報担当）

総務

危機管理室，研究協力部

施設管理 環境管理

財
務
・
病
院
担
当
理
事

財
務
部
長

財務企画課長 総務・照査

経理調達課長 契約第一

総務課長
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当
学
長

特
別
補
佐

）

企
画
・
計
画
担
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事

臨床研修

経営管理課長 総務 経営改善

総務

システム支援

契約第二 契約第三

財務分析室長 財務分析

予算 資産管理 出納

経理 調達第一

調達第二

医事課長 医事 外来 入院 収入 債権管理

予算管理

建築 設備

研究協力室長 研究協力 臨床研究 教育研究施設

人事労務室長 人事 職員

学生生活

医療サービス室長 医療安全管理 患者サービス 中央診療施設

学務室長 学務 教務 大学院

教育学部 教育学部事務課長 総務 学務 附属学校

法文学部 法文学部事務課長 総務 学務

工学部 工学部事務課長 総務 学務
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愛媛大学
○ 全体的な状況

部を設置して，養殖業振興，えひめブランドの推進などに積極的に取り組んで【 中期目標期間（平成16～19事業年度）の業務の実施状況の総括 】
本学は，平成17年３月に （以下， いる。平成20年４月には愛媛県愛南町に公共施設（旧庁舎）を借り入れ，本学「愛媛大学の理念と目標及び愛媛大学憲章」

という ）を制定し，優れた教育と高度の学術研究を推進す 教員が常駐する「南予水産研究センター」を設置し，地域密着型の「新たな水「愛媛大学憲章」 。
るとともに，地域をはじめ社会に貢献することを基本使命とした。特に「自ら 産学」を目指す研究活動を通じて，地域住民との協働による南予活性化への取
学び，考え，実践する能力と次代を担う誇りをもつ人間性豊かな人材を社会に 組を開始した。
輩出すること，とりわけ地域に立脚する大学として，地域に役立つ人材，地域 また，文系学部を中心に「地域は学舎」の認識の下，文化や地域施策に関す
の発展を牽引する人材の養成がこれからの主要な責務」であると宣言した。国 る研究をベースに地域課題を探り，その課題解決を目的として「地域創成研究
立大学法人化を飛躍のチャンスと捉えて，学長のリーダーシップの下 センター」を，また，自然災害に対する科学技術的視点からの防災研究，災害，「学生

を目指し，教職員が一体となって積極 時の調査，地域防災計画や自主防災活動への協力などを行う「防災情報研究セ中心の大学 「地域にあって輝く大学」」，
的に大学改革に取り組んでいる。 ンター」を設置し，地域のニーズに対応した研究成果を社会へ還元している。

【 学生中心の大学 】 【 愛媛大学重点課題 】
平成16年12月に「学生中心の大学」づくりの中核となる全学組織として教育 平成18年３月，学長２期目のスタートに当たり，中期目標・中期計画に沿っ

や学生支援に関する業務を統括し，それらの有機的連携を図るために「教育・ た年度計画を推進するとともに，法人化後に行ってきた種々の施策を実効ある
学生支援機構」を設置した。現在，教育・学生支援機構は共通教育センター， ものにし，さらに愛媛大学憲章の実現を目指して，平成18年度から次に示す５
英語教育センター，アドミッションセンター，学生支援センターの４センター つの重点課題を掲げ，その具体化に取り組んだ。
と機構長直属の「教育企画室」で構成され，機構長（教育担当理事）の下に18

第一 「学生中心の大学」づくりに向けて，教育内容の不断の改革を行うと人の専任教員を配置している。
ともに，学生の学習と生活支援を充実させる「学生中心の大学」づくりの具体的施策の１つとして，平成18年４月に教育

第二 世界レベルの研究をより一層活発に展開するとともに，質の高い多様コーディネーター制度を全学的に導入した。教育コーディネーターは教育内容
な研究推進のための環境を整備する及び教育方法の改善の企画・立案，教育効果の検証，教育成果の活用，教員の

第三 地域連携ネットワークを拡大し，地域の活性化，地域の発展に貢献す教授能力の向上などの活動を行う教育重点型教員である。学部長等の推薦によ
る人材の育成と学術研究を推進するり学長が任命し，平成19年度は59人を各学部・学科等に配置した。教育コーデ

第四 先進諸国の研究拠点と連携するとともに，とりわけ援助の手を求めてィネーターの活動を支援することを主な目的として，学長裁量経費による「教
いる東南・南アジアを中心とする開発途上国への教育研究を通した支育改革促進事業 （愛大GP）を創設し，学内公募・書類審査・ヒアリングによ」
援を進めるり，各学部・研究科における優れた教育改革のプログラムを採り上げて，教育

第五 自律的運営体制を確立し，人事マネジメントの充実と財政基盤の強化経費の重点配分を行っている。この２つの制度が相乗効果となり，教育コーデ
を目指すィネーターを中心とする新たな教育改善の取組が全学に広がっている。

また，学生の自主的活動を支援するために，学長裁量経費を活用して学生に
よる調査・研究を財政的に支援する「プロジェクトE ，学生個人・学生団体表」

【 平成19年度の重点課題に沿った具体的施策 】彰制度の創設，評価に基づく学生団体の財政支援等を行っている。学生による
第一 「学生中心の大学」づくり学生のためのボランティア活動を通して 「教えあい，学びあい，助けあう力」，

， ，を高めることを目的として，スチューデント・キャンパス・ボランティアの活 ○学生の学習生活支援に関して 学生の自主的学習環境の整備やサークル活動
動を支援している。平成18年度には学生の要望により，身体に障害のある学生 ボランティア活動の支援，学内環境整備への学生の参加などを推進した。
の修学を全学的に支援するために 「キャンパス・バリアフリー推進室」を設 ○教育改革については，全学的に一体感のある学士課程教育の再構築を推進す，

， ，置した。 るため すべての教育コーディネーターを対象とした５回の研修会を開催し
各学部・学科のディプロマ・ポリシー，カリキュラム・ポリシー，アドミッ
ション・ポリシーの全学的な検討を行った。【 地域にあって輝く大学 】

「地域にあって輝く大学」の実現に向け，地域に役立つ人材，地域の発展を ○複数の学部において課程やコースの新設を検討し，これに伴ってAO入試を導
牽引する人材の養成に努めるとともに，大学が創造する知の成果を社会に還元 入するとともに，附属学校の再編や充実については長期的な視点に立ち，附
し，地域社会の発展に貢献することに努めている。平成16年６月に民間企業， 属農高の大学附属化を実現した。
地方公共団体等との連携を強化し，地域社会との窓口を一元化するために，産 ○「大学院教育の在り方に関する検討ワーキンググループ」の報告に基づき，
学官連携の全学組織として「社会連携推進機構」を設置した。 各研究科で大学院改革を開始し，理工学研究科にアジア防災学特別コース及

平成17年４月に愛媛県と包括的連携協定を，また，松山市，宇和島市など愛 びアジア環境学特別コースを開設した。
媛県下６市町と協定を締結し，３つのサテライトオフィスを設置するなど，地 ○リーダーの養成を目指す「新時代の学生リーダー養成プログラム」を立ち上
域の課題・要望に応える体制を整えた。愛媛県の重要施策である地域活性化の げた。本取組は文部科学省「新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログ
ために全学で「南予活性化対策協議会」を設置するとともに，農学部に推進本 ラム」に採択された。
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医療の提供，より安全性の高い充実した７対１の看護体制などを実施しつつ，第二 世界レベルの研究の展開
○沿岸環境科学研究センターのグローバルCOEプログラム採択，国際的な研究者 約5.1億円の増収を確保した。

賞，教育者賞の受賞や国際的なファンドの獲得など，先端的な研究センター 平成19年度に全学的に配置した研究コーディネーターを中心に，科学研究費
の世界的評価は一段と高まった また 東アジア古代鉄文化研究センター 補助金申請書のブラッシュアップを行うなど，積極的に外部資金の獲得に取り。 ，「 」，
「宇宙進化研究センター」を新たに設置した。 組んだ。

○新たな研究組織の構築，研究費の獲得，産学研究の推進を目指して，研究コー
３．自己点検・評価及び広報活動ディネーター制度を導入した。

大学評価・学位授与機構が実施する大学機関別認証評価を受審し 「大学評第三 地域の活性化，発展への貢献 ，
」 。 ，○銀行や自治体との協定締結をはじめ，地域における講演会や南予振興塾，シ 価基準を満たしている との評価結果を受けた 11基準すべてを満たしており

ンポジウムの開催，地域連携，社会貢献に関して大きな前進があった。 学生による学生のためのボランティア活動や教員，教育支援者，TAなどの教育
○附属病院は，がん診療連携拠点病院として高度な医療を提供するとともに， 補助者が一体となって能力開発に取り組むプログラムなど８つの取組が優れた
７対１の看護体制により患者サービスを向上させた。また，新たに「海外旅 点として挙げられた。
行感染症外来 ，松山市と連携して市内デパート内に医療や福祉等に関する 平成17年度から全教員を対象に実施している「教員の総合的業績評価」にお」
相談窓口「あいナビステーション」を設置した。 いて，過去３年間の教員自己評価を基に，第１回部局個人評価を実施した。こ

の評価結果は学長に報告するとともに，平成20年１月の昇給に反映させた。第四 教育研究を通したアジア支援
○ネパールでの国際シンポジウムの開催，インドネシア３大学との協定締結と 大学としての情報提供・情報公開，広報活動の重要性を認識し 「広報室」，
学長訪問による交流促進協議，フィリピン大学教育学部との協定締結など， を中心にウェブサイト，広報誌，大学紹介DVD等の充実を図り，マスメディアを
国際交流の活発化，国際貢献の進展を図った。 活用した広報活動も積極的に推進した。

○大学院留学生を対象とした特別奨学金制度（渡日・帰国旅費，生活費月額10
４．その他の業務運営に関する重要事項万円支給）を創設し，修学支援を充実させた。

「施設マネジメント委員会」において，全学的な教育研究施設整備について第五 自律的運営体制の推進
○学部長会議に相当する運営協議会を廃止して大学改革推進協議会を設置した 検討し，特に老朽化が深刻な問題となっている学生寮の改善・改築計画を策定。

また，学長室に理事と副学長（総務担当）を加えて事前企画・提案打合せ， した。
中長期的課題に関する意見交換の場とするとともに，この下に政策チームを 研究費の不正使用の防止のために「研究費等の運営及び管理に関する基本方
設置するなどの改革を行った。 針 「研究費等の不正使用防止規程」を制定し，不正使用防止対策室を設置す」，

○事務系職員の「職員人事・人材育成ビジョン」を策定し，人材育成型・能力 るとともに，ヒアリングを実施した。
活用型の人事マネジメントを推進することとした。 アカハラ・セクハラ研修会の７回を含め，危機管理に関するセミナーを11回

開催した。各リスクへの対応を検討するために 「危機管理室」の室員を11人，
増員し，各リスクにおける危機管理マニュアル（素案）を作成した。また，学【 各項目別の状況 】

担当理事を中心に，すべての中期計画は責任部局で実施計画を作成し，中間 生の視点を採り入れた「愛媛大学災害対策マニュアル」を作成するとともに,携
評価を踏まえて着実に実施するとともに，監事が役員と個別にヒアリングを行 帯版「もしものときのポケットガイド」を平成20年度新入生を含む全学生・教
って課題を指摘し，達成状況を確認した。また，国立大学法人評価委員会から 職員に配付した。

， ，の評価結果を学内で共有し 期待されるとのコメントを受けた事項については
５．教育研究等の質の向上「教員の総合的業績評価」に基づく全学的なインセンティブの付与，学長直属

組織の見直しなど，全学体制で迅速に対応した。 教育・学生支援機構の「教育企画室」が中心となって，さまざまなFD活動の
企画・実践を通して，全学に配置した各学部の教育コーディネーター組織と連
携を強化し，教育改革を推進した。また，平成19年度に全学的な入試の司令塔１．業務運営の改善及び効率化

学長，理事，副学長及び学部長等で構成する「大学改革推進協議会」を設置 として「アドミッションセンター」を設置し，入学者選抜方法の改善と入試広
し，学部長等の意見を大学運営に具体的に反映させることにより，審議と執行 報の充実を図った。

「 」の迅速化と機能強化を図った。 沿岸環境科学研究センターを中心とした 化学物質の環境科学教育研究拠点
平成20年度から統括的なPDCAサイクルを実施すべく計画・評価本部を設置す が平成19年度文部科学省グローバルCOEプログラムに採択された。また，本学の

（「 」，るとともに，その下に教育，学術研究など10の専門部会を設置した。また，学 特色ある研究分野を新たにセンター化し 東アジア古代鉄文化研究センター
長直属の組織の役割分担を明確にし 学長室等の機能と構成員の見直しを行い 「宇宙進化研究センター ，全学的な支援を行った。， ， 」）
新たな課題に迅速かつ具体的に対応するために，学長室の下に６つの政策チー

【 優れた取組として採択された特色あるプログラム 】ムを設置することとした。
・グローバルCOEプログラム
「化学物質の環境科学教育研究拠点 （沿岸環境科学研究センター）２．財務内容の改善 」

厳しい財政状況の中 人件費削減計画を実施するとともに 自己収入の増加 ・学生支援GP， ， ，
「 （ ） 」経費節減に取り組んだ。附属病院は愛媛県との協力の下，医師不足対策に取り 新時代の学生リーダー養成プログラム－愛媛大学リーダーズ・スクール ELS －

組むとともに，「がん診療連携拠点病院」として地域のニーズに沿った高度な
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愛媛大学
項 目 別 の 状 況

業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)
運営体制の改善に関する目標①

(1) 学長，部局長を中心とする機動的な運営体制を確立する。中
(2) 学長が部局等や構成員の要望を迅速に把握し，合意形成に配慮しつつ多面的な視野からの指導力を発揮して施策に反映できる機構を確立する。期
(3) 教育研究の一層の質的向上を図るため，学内資源の戦略的な重点配分を推進する。目

標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

(1) 全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策

学長を中心とする機動的 ・学長室の要請に応じて，学【1】 （平成16～18年度の実施状況概略）
・戦略的な大学運営体制を確立 ・学長直属の「経営政策室」の室員を増員し， 長室政策チームで調査・検
するため，学長補佐体制の機能 役割分担を明確にした。 討し，政策を提案する。
強化を図る。 ・ 学長室 「危機管理室」を設置し，学長補「 」，

佐体制を機能強化するとともに 「経営政策，
室」に学外専門家を参与として委嘱し，その
意見を大学運営に反映させた。

・学長室連絡会を設置し 「学長室」の機能強，
化を図った。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【1】学長補佐体制の機動的対応力を強 【1】学長直属の組織として法人化後に設置し
化する。 た「室」の機能と構成員を見直した。特に「学

長室」は従来の経営政策室の役割を持たせて，
責任体制を明確にするとともに，学長室の下に

Ⅲ 理事・副学長を責任者とする政策チームを設置
し，新たな課題に迅速かつ具体的に対応するこ
ととした。また，各リスクに対応するため危機
管理室員を増員するなど 「危機管理室」を拡，
充して，学長補佐体制を強化した。

（平成16～18年度の実施状況概略）【2】運営機関（役員会，運営
協議会）と審議機関（経営協議 ・役員会を定例で開催して，意思決定の迅速化 （平成20～21年度の年度計画
会，教育研究評議会及び全学委 を図るとともに，主要会議議事要旨を学内ウ 予定なし）

， 。員会）の権限と責任の所在を検 ェブに掲載し 構成員への情報提供を行った
討し，機能の効率化を図る。 ・役員会，経営協議会等の審議事項を精査する

とともに，役員会の下に理事等が主宰するWG
を設置し，課題に対して迅速に対応した。

・運営協議会を廃止して効率化を図るととも
に，研究センターを統括し，研究推進を目指
す「先端研究推進支援機構」を設置し，効率
的，戦略的な体制を整備した。

Ⅲ
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（平成19年度の実施状況）
2 役員会 教育研究評議会を主軸に 【2】学長，理事，副学長及び部局長で構成す【 】 ， ，

全学執行機能及び審議機能の強化・明確 る「大学改革推進協議会」を設置し，部局長等
化を図る。 Ⅲ の意見を大学運営に具体的に反映させることに

より，執行機能と審議機能の強化と迅速化を図
った。

(2) 運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策

委員会組織を機動性の観 ・委員会運営の効率化，合理【3】 （平成16～18年度の実施状況概略）
点から見直すとともに，委員会 ・理事の役割を定め，重要事項について理事が 化を進める。
運営の抜本的な合理化・効率化 WGを主宰し，機動的な検討体制とした。
を進める。 ・事務組織を理事直轄体制とすることで，理事

の権限・役割を明確なものとし，理事業務の
効率化を図り，学長中心の管理運営体制を整
備した。

・理事等の職務分担を明確にし，理事等と事務
のラインを明確にした。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【3】理事等の役割分担に即した，委員 【3】全学委員会，WG等の設置及び開催状況等
会組織の合理的，効果的な在り方につい について調査し，委員会組織の活動状況とその
て検討する。 Ⅲ 在り方について検討した。その結果，学長室設

置要項に基づき，理事等の役割分担に即した政
策チームを編成して新たな課題に迅速かつ具体
的に対応することとした。また，監事からの意
見を踏まえて，全学的なPDCAサイクルを確立す
るために，計画・評価本部を設置した。

(3) 学部長等を中心とした機動的・戦略的な学部等運営に関する具体的方策

学部長を中心とする機動 ・教授会代議機能の効果的運【4】 （平成16～18年度の実施状況概略）
的・戦略的な学部運営体制を確 ・各学部に学部長補佐機能を設けるとともに， 用を進めるとともに，学部
立するため，学部長補佐体制の 理・工・農学部では教授会代議機能として運 構成員への情報周知と意見

。整備と教授会代議機能の充実を 営委員会を設置した。 等の集約について検証する
図る。 ・各学部に副学部長等を配置するとともに，教

授会代議機能となる審議機関を設置し，学部
長補佐機能を強化した。

・各学部に学部長を補佐する組織を置き，副学
部長，学部長補佐との連携の下に学部長を中
心とする運営体制を強化した。

Ⅲ
学部長補佐体制・教授会代議機能等の運用状

（平成18年度に実施済みのため，平成19 - 況について，監事監査を実施した。
年度は年度計画なし）

(4) 教員・事務職員等による一体的な運営に関する具体的方策

運営支援体制を強化する ・ 職員人事・人材育成ビジ【5】 （平成16～18年度の実施状況概略） 「
ため，有能な教職員の企画立案 ・経営企画部，財務部，施設基盤部に企画課を ョン」に基づいた職員研修
部門等への登用を推進する。 設置し 企画立案部門の強化・充実を図った を実施することにより人材， 。

・経営政策室員を主力とする企画戦略チームと を育成し，企画立案部門の
関連する事務部門が連携を図り，企画立案部 充実を図る。
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門の役割を果たした。
・企画担当の学長特別補佐を配置するととも

に，教育・学生支援機構に「教育企画室」を
設置し，専任教員の配置，担当職員の増員な
ど教育企画体制を強化した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【5】大学のビジョンや戦略を理解し， 【5】人材育成の基本方針として「職員人事・
高い専門性を持った職員を適材適所に配 人材育成ビジョン」を策定し，全教職員に周知
置し，企画立案部門の充実を図るととも Ⅲ した。このビジョンに基づき，職員を適材適所
に，人材育成の基本方針を策定する。 に配置するとともに，長期的な視点で職員の能

。力育成・キャリア開発のための研修を実施した

学長が学生を含む大学構 ・ 学生代表者会議」の充実【6】 （平成16～18年度の実施状況概略） 「
成員からの声を聴取するシステ ・学生を含む大学構成員からの意見を聴取する を図り，学部代表としての
ムを確立する。 ために 学長への意見箱 くるま座e-ネット 活動を支援する。， 「 」

を学内ウェブに開設した。 ・職場代表者との懇談会を定
・学長への意見箱「くるま座e-ネット」の意見 期的に行う。

に迅速かつ的確な対応ができる体制を整え，
駐輪場整備などに意見を反映させた。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【6】学生の各組織の代表者で構成する 【6】学生の各組織の代表者で構成する「愛媛
愛媛大学学生代表者会議 を立ち上げ 大学学生代表者会議」を立ち上げ，今年度は３「 」 ，

。 ，学長等が学生の声を聴取するシステムを 回開催して定期的に学生の声を聴取した また
確立する。 Ⅲ 業務支援室（P16中期計画【26】参照）におい

て，学生アルバイトによるキャンパス環境整備
を行い，学生アルバイトの「年度当初に駐輪場
のルールを周知して欲しい 」との意見に基づ。
き，平成20年度の新入生オリエンテーションで
は，学内の駐輪場や交通マナーについて周知す
ることとした。

(5) 全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的方策

学内の特色ある優れた教 ・研究拠点の形成と萌芽的研【7】 （平成16～18年度の実施状況概略）
育研究プロジェクト及び先端的 ・学長裁量経費により創設した「研究開発支援 究の重点的育成を推進する
研究基盤の整備に資源を重点的 経費」において，研究拠点を目指す「COE育 ため，戦略的な学内資源配
に配分する。 成支援研究 ，若手研究者を支援する「萌芽 分を行うとともに，研究実」

的研究」などに研究経費を重点配分した。 績を評価する。
・学長裁量経費により創設した「教育改革促進

事業 （愛大GP）において，学内の優れた教」
， 。育改革活動に対して 教育経費を重点配分した

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【7】設備整備に関するマスタープラン 【7】学術研究委員会の研究基盤専門委員会に
を策定し，先端的研究基盤等の整備のた おける検討を経て，７月に「設備整備に関する
め 資源の重点的配分について検討する Ⅲ マスタープラン」を策定し，平成20年度の概算， 。

要求に反映させるとともに，マスタープランに
基づき，学内共通経費の重点配分を行った。

(6) 学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方策
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，【8】選考システムを整備し， ・新たに設置したセンターに（平成16～18年度の実施状況概略）
学外の有識者・専門職業人等の ・アカデミックアドバイザー規程を制定し，学 学外研究者・実務家を積極
登用を積極的に進める。 外専門家を登用して，その意見を大学運営に 的に受け入れ，地域社会の

採り入れた。 ニーズに対応した教育研究
・平成18年３月に民間企業役員を社会連携担当 及び社会貢献を実施する。

理事として，また，会計監査専門家を非常勤 ・社会のニーズに対応したプ
監事として登用した。 ロジェクトを企画し，教員

，選考又は学内制度を活用し
Ⅲ 学外の有識者・専門家を積

極的に受け入れ，社会貢献（平成19年度の実施状況）
【8】客員教授，アカデミックアドバイ 【8】アカデミックアドバイザー等の学内制度 を推進する。
ザー等の制度を活用して，学外専門家を を活用し，学外専門家を登用するとともに，学 ・退職教員の専門性を活用す

「 」登用し，学外者の意見を聴取する。 長裁量経費により新たに創設した学内競争的資 るために 教育研究支援室
Ⅲ 金「産業技術シーズ育成研究支援」において， を設置する。

審査を行う諮問委員会委員に学外専門家を委嘱
し，その意見を採り入れた。また，新設したセ
ンター等に学外研究者，実務家が参加できる体
制を整備した。

(7) 内部監査機能の充実に関する具体的方策

内部監査体制の見直しを ・内部統制機能が効果的かつ【9】 （平成16～18年度の実施状況概略）
図り，内部監査機能の充実に努 ・学長の下に独立した組織として「監査室」を 継続的に実施されているか
める。 設置し ２人の専任職員を配置するとともに を検証し，不正や誤謬等が， ，

内部監査規程，内部監査マニュアル，監査チ 発生しにくい仕組みを提案
ェックリストを整備し，監査機能の充実を図 する。
った。 ・監査業務を機能的かつ効果

・監事，監査室及び会計監査人が連携を図り， 的に実施し，監査結果を大
効率的・効果的に監査を実施した。 学の運営に反映させる。

・内部監査とは別に，日常・定期的な会計検査
を財務部が会計内部検査実施要項に基づき行
った。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【9-1】内部統制の整備及び運用状況を 【9-1】１年を３期に分けて計画的に内部監査
検証し，監査の質的水準の向上を図るた を実施し，その都度監査報告書を学長に提出す
め，年間を通した実地監査を実施する。 ることにより，研究費の適正使用を周知する継

続したヒアリングの実施や，学部等が制定する
規程集のデータベース化など，監査の指摘事項

Ⅳ に対して迅速な対応を行った。さらに研究費の
適正使用に関し，監査室と不正使用防止対策室
が連携して，内部監査として研究者115人にヒ
アリングを実施した。また，監査室のウェブサ
イトを開設し，情報の提供と充実を図るととも
に，過年度の監事監査の指摘に対する改善状況

， 。を一覧にまとめ 監査結果の有効活用を図った

【9-2】財務部が行っていた会計内部検査を監
【9-2】監査の充実及び効率化を図るた 査室で一元化し内部監査として実施し，監査の
め，複数の部署で実施している内部監査 Ⅲ 充実と効率化を図るとともに，内部監査体制の
体制を監査室に一元化することを検討す 統制機能について検討した。
る。

ウェイト小計
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愛媛大学

業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)

教育研究組織の見直しに関する目標②

教育研究組識の見直しを行い，柔軟かつ機動的な組織の編成又は再編等に取り組み，教育研究の充実と活性化を図る。中
期
目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

(1) 教育研究組織の編成・見直しのシステムに関する具体的方策

公正で透明性のある評価 ・設置後10年目の先端研究セ【10】 （平成16～18年度の実施状況概略）
に基づき，中長期的な見通しに ・ 自己点検評価室」において，教育研究組織 ンターにおいて，中期目標「
立って教育研究組織の見直しを について部局ごとに点検評価を実施し，改善 の達成状況，研究成果の評
行う。 への取組を行った。 価に基づき，研究組織の在

・教育研究組織の自己点検評価に基づき 「先 り方について検討する。，
端研究推進支援機構」を設置した。さらに， ・次期中期目標・中期計画を
教育・学生支援機構の下に「教育企画室」を 見据えて，教育研究組織の
設置し，また留学生センターを廃止して「国 在り方について検討する。
際交流センター」を設置した。 ・生命科学，医科学に関する

全学センター「ゲノム・プ
Ⅲ ロテオ生命科学研究センター」

（仮称）の設置について検（平成19年度の実施状況）
【10】教育研究の充実を図るため，教育 【10】本学の特色ある教育研究を推進するため 討する。
研究組織の見直しを行う。 Ⅲ に既存組織の検討を行い，平成19年７月に東ア

ジア古代鉄文化研究センター，11月に宇宙進化
研究センターを設置し，教育研究の充実を図っ
た。

(2) 教育研究組織の見直しの方向性など

，【11】活力ある教育研究体制を ・弾力的な役割分担を推進し（平成16～18年度の実施状況概略）
創出するために，有能な人材の ・ 学生支援センター」内のアドミッション， 全学に配置した教育と研究「
確保に努め，弾力的な役割分担 修学支援，学生相談の各オフィスに専門性を のコーディネーターを中心
等によって人材の活用を図る。 活用した専任教員をそれぞれ１人配置した。 に，人的資源を活用し，教

・ 教員の役割分担の制度化と処遇を総合的に 育 研究等の活性化を図る。「
検討するWG」において，弾力的な役割分担等 ・学長を中心とする人事委員
について検討した。 会の機能を強化し 「愛媛，

」・教育改革を主導する教員として「教育コーデ 大学教員選考に関する規程
ィネーター」を全学に配置するとともに，そ 及び学部の「実施細則」に
の活動を支援することを主な目的として学長 基づき，有能な人材の確保
裁量経費による「教育改革促進事業 （愛大 に努める。」
GP）を創設した。 ・ 上級研究員センター （仮「 」

称）を設置し，テニュア・
Ⅲ トラック制度の導入を推進

する。（平成19年度の実施状況）
【11】研究コーディネーター制度を導入 11 全学に研究コーディネーターを配置し 総【 】 （

）， ，し，研究組織の活性化を図る。 数37人 教員の研究活動を支援するとともに
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Ⅲ 学部学術研究委員会と連携して研究をより発展
させるための助言，指導等を行うことで，研究
組織の活性化を図った（外部資金（共同研究，
受託研究，科学研究費，寄附金）獲得額約21.7
億円：対前年度約４千万円増 。）

各組織及び構成員の教育 ・認証評価機関からの改善を【12】 （平成16～18年度の実施状況概略）
，研究，社会連携，管理運営等の ・自己点検評価室が中心となって「教員の総合 要する事項の指摘について

活動に関して，主体的に点検・ 的業績評価」を平成16年度に試行し，平成17 担当理事を中心に教育研究
評価を行うとともに，他者から 年度から全教員を対象に本格実施した。 活動を改善するとともに，
の評価を積極的に求め，改善に ・自己点検評価室が経営情報分析室及び監事の 中期目標期間終了時の評価
資する。 業務監査と連携し，自己点検評価活動を推進 に全学体制で主体的に取り

するとともに，部局等は本学の点検項目に沿 組む。
って自己点検評価を実施し，評価書を作成し ・中期目標期間に係る評価結
た。自己点検評価室では，評価書の分析・評 果に基づき，教育研究の改
価を行い，評価結果を部局等にフィードバッ 善・向上に取り組む。
クすることでさらなる教育改善に取り組ん
だ。

・各部局等の点検評価に基づき，平成19年度に
受審する大学機関別認証評価の自己評価書を
作成した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【12】大学機関別認証評価を受審すると 【12】大学評価・学位授与機構（NIAD）が実施
ともに，自己点検評価室において，全学 する大学機関別認証評価を受審し，教育研究活
の教育研究水準に関する自己点検評価を 動の改善・向上に取り組むとともに，訪問調査
実施する。 等に適切に対応し，NIADが定める「大学評価基

」 。 ，Ⅲ 準を満たしている との評価結果を得た また
各学部・研究科単位で教育研究水準に関する自
己点検評価を実施し，自己点検評価室を中心に
大学としての現況調査表を作成する過程で，主
体的に自己点検評価活動に取り組んだ。

先端的研究科の部局化及 ・大学院において，社会の要【13】 （平成16～18年度の実施状況概略）
び専門職大学院の開設に取り組 ・医学系研究科，理工学研究科の専攻の再編と 請に対応した専門職型の教

。む。 部局化について検討した。 育コースについて検討する
・平成18年４月，医学系研究科と理工学研究科 ・理工学研究科において，専

の教員を大学院所属とし，併せて専攻構成の 門職型の教育コースを開設
見直しを行った。 するとともに，研究者，高

・教育学部に専門委員会を設置し，教員養成の 度技術者育成のための独立
専門職大学院についての検討を開始した。 研究科「生命環境科学研究

科 （仮称）の設置を進め」
Ⅲ る。

（平成19年度の実施状況）
【13】教員養成の専門職大学院開設に向 【13】専門委員会での検討の結果，教員養成の
けて委員会による検討を引き続き行う。 専門職大学院の設置はせず，教職大学院の趣旨

Ⅲ を踏まえた改組とカリキュラム改訂を行うこと
とした。

ウェイト小計
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愛媛大学

業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)

人事の適正化に関する目標③

(1) 教員の流動性を向上させるとともに，教員の個人評価システムの導入及び教員構成の多様化を推進する。中
(2) 事務職員が日常の運営事務に加えて，教員と連携・協力しつつ大学運営の企画立案等に積極的に参画できる資質や専門性の向上を図る。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

(1) 人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策

教員の教育，研究，管理 ・第１回部局個人評価の評価【14】 （平成16～18年度の実施状況概略）
「 ，運営，社会貢献等の活動に関し ・ 教員の総合的業績評価」を平成16年度に試 結果の集計・分析に基づき

て「教員の総合的業績評価」を 行し 「愛媛大学教員個人評価実施要綱」を 「教員の総合的業績評価」，
行い，評価結果を人事考査に反 改定した。 の問題点を検討する。
映させる制度を導入する。 ・ 教員の総合的業績評価」の教員自己評価を ・ ティーチング・ポートフ「 「

実施するとともに 「教員の役割分担の制度 ォリオ」の導入について，，
化と処遇を総合的に検討するWG」において， 検討する。
評価結果に基づく教員の処遇，インセンティ
ブの付与について検討し，報告書としてまと
めた。

・ 教員の総合的業績評価」の部局個人評価の「
評価結果を人事考課に反映させるための検討
を行い，指針を作成し全学的な同意を得て，
平成19年度に実施する部局個人評価の評価結
果を給与へ反映させることとした。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【14】教員の総合的業績評価（部局個人 【14 「教員の総合的業績評価」において，３】
評価）を実施し 「インセンティブの付 年間の自己評価に基づき第１回部局個人評価を，
与に関する検討委員会」のガイドライン Ⅲ 実施し，本学のガイドラインに沿って部局で策
に従い，処遇に反映する。 定した処遇のための具体的基準により，その評

価結果を平成20年１月の昇給に反映させた。

事務職員等の適正な処遇 ・事務系職員の新人事評価を【15】 （平成16～18年度の実施状況概略）
及び長期的な育成を図るため， ・ 事務系職員の人事評価に関するWG」を設置 本格実施し，その評価結果「
明確な評価基準，評価結果のフ し，新人事評価制度の導入に向けて具体的な を処遇等へ反映させるとと
ィードバック方法を確立して人 方策を検討した。 もに，契約職員及び再雇用
事評価システムを充実させる。 ・新人事評価制度の試行要領，人事評価マニュ 職員の評価についても検討

アルを作成し，全学説明会，評価者研修を開 する。
催し，全事務系職員を対象に３ヶ月間の試行 ・新人事評価制度及び評価結
を実施した。 果の処遇への反映方法につ

いて再検証を行う。
Ⅲ

（平成19年度の実施状況）
【15】事務系職員の人事評価マニュアル 【15】平成18年度の事務系職員の人事評価（第
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に基づく試行結果を踏まえ，評価方法の 一次試行結果）を受けて評価方法等の改善を行
改善を行うとともに，評価結果の処遇へ Ⅲ い，平成19年度は年間を通した第二次試行を実
の具体的な反映方法等について検討す 施するとともに，評価結果の処遇への反映方法
る。 についても指針を策定し，平成20年度からの本

格実施に反映させることとした。

(2) 柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策

（平成16～18年度の実施状況概略）【16】兼業に関するガイドライ
ン等の整備により規制の緩和を ・兼業に関するガイドラインの見直しを行い，
図る。 兼業報酬制限の廃止，週当たりの兼業従事時

間を20時間以内とするなどの規程改正を行った。

Ⅲ
【16 （平成17年度に実施済みのため， -】
平成19年度は年度計画なし）

全学的な計画による組織 ・新たに設置する研究センター【17】 （平成16～18年度の実施状況概略）
の新設・改編に対しては，定員 ・ 教員組織改編等に関する規程」を制定し， について，継続して全学が「
の供出を含め全学が協力する。 学長裁量定員の確保と配置など全学の教員定 協力して人員を配置する。

員管理に関する重要事項を役員会で決定し
た。

・各学部作成の５年間の人件費削減計画を検証
した上で，平成18年度の教職員削減計画を実
施した。

， ，・学長裁量定員を確保し 教育・学生支援機構
総合医学教育センター，研究センター等に教
員を配置した（平成18年度までの配置総数23
人 。）

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【17】全学が協力し新設組織に人員を配 【17】新設した「東アジア古代鉄文化研究セン
置する。 ター」及び「教育企画室」に学長裁量定員を配

置するとともに 「東アジア古代鉄文化研究セ，
Ⅲ ンター」に法文学部の教員定員を，また「宇宙

進化研究センター」に理工学研究科の教員定員
をそれぞれ移動するなど，政策的かつ重点的に

（ ）。人員を配置した 平成19年度の新規配置９人

教員人事を点検評価し， ・中期計画に沿った教員人事【18】 （平成16～18年度の実施状況概略）
定員の管理，定員移動等の審査 ・ 教員組織改編等に関する規程」を制定し， の適正化を図るために，教「
及び教員人事の適正化を図る。 全学の教員定員管理に関する重要事項を役員 員選考の基本方針の見直し

会で審議・決定する仕組みを作った。 を行う。
・定年退職後１年間は教員人事を凍結すること ・人事委員会において，教員

などで，学長裁量定員を確保し，戦略的・機 人事を点検評価し，その適
動的に人員を配置した。 正化を図る。

・財務担当理事の下で，各学部作成の５年間の
人件費削減計画を検証し，実施した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【18】人事委員会において，全学の教員 【18】役員会で定員の管理・異動等の審査を行
人事を点検・評価し教員人事の適正化を い，人事委員会で教員選考に関する規程及び同
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図る。 Ⅲ 実施細則に基づき人事が適正に行われているか
点検するとともに，欠員補充の理由，職名，期
日等についても審議し教員人事の適正化を図っ
た。

(3) 任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策

教員人事は公募制を原則 ・教育研究の活性化のため，【19】 （平成16～18年度の実施状況概略）
とし，任期付きポストを導入し ・公募制の全学的ルールの策定について検討す 「愛媛大学教員選考に関す

」 「 」て，教員の流動化と教育研究の るとともに，各部局において具体的な任期制 る規程 及び 同実施細則
活性化を図る。 の導入方法について検討した。 を再検討する。

・ 教員選考に関するWG」において，教員人事 ・職位数配置を見直し，助教「
の在り方について検討を行った。 の採用にテニュア・トラッ

・ 愛媛大学教員選考に関する規程 を制定し ク制の導入を検討する。「 」 ，
任期制，公募制に対する本学の基本姿勢を明
確にするとともに，平成19年度以降に採用す
る助教には，原則として全員に任期制を導入
することとなった。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【19-1 「愛媛大学教員選考に関する規 【19-1 「愛媛大学教員選考に関する規程」及】 】
程」及び「同実施細則」に基づき，教員 び「同実施細則」に基づき，公募による教員採
の公募採用に努める。 Ⅲ 用に努め，教員組織の活性化と流動性の向上を

図った。また，人事委員会においても公募状況
等の検証を行った。

【19-2】全学的に平成19年度から採用する助教
【19-2】助教に任期制を適用するととも には任期制を導入するとともに，新たに設置し
に，他の職種及び在職教員への任期制を Ⅲ たセンターの教員については全員任期制を導入
検討する。 した。

(4) 外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的方策

外国人・女性等の教員採 ・女性教職員の採用促進のた【20】 （平成16～18年度の実施状況概略）
用に当たっては人事運営上の配 ・就業規則を改正し，育児・介護のためのシフ めの職業生活と家庭生活と
慮，勤務・生活上の条件整備に ト勤務，産前休暇取得可能期間の延長などの の両立支援策として，育児・
努める。 制度を整備した。 介護費用を負担する教職員

・雇用環境整備を図り，女性教職員の採用を促 への経済的な支援，重信事
進するために，(財)21世紀職業財団から助成 業場以外の事業場への保育
金を受け，平成19年４月に医学部キャンパス 所の設置，育児・介護を行
内に院内保育所を開所することとなった。 う教職員に対する休暇制度

。の充実等について検討する
Ⅲ ・女性教員採用促進のために

「愛媛大学教員選考に関す（平成19年度の実施状況）
【 】 ， 」 「 」20-1 女性教員の採用を促進するため 【20-1】男女共同参画推進委員会では，同専門 る規程 及び 同実施細則
職業生活と家庭生活との両立(ワーク・ 委員会による全学アンケートの結果に基づき， を再検討する。
ライフ・バランス)を支援する制度の整 夜間の安全確保のための学内外灯整備を行い，
備・充実について検討し，実施する。 Ⅲ 平成19年12月に本学における男女共同参画推進

のための「宣言」と「提言」を策定し，学内外
に周知した。職場と家庭生活の両立支援の具体
策として，育児のための短時間勤務制度を整備
するとともに，ベビーシッタークーポンを導入
することとした。
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【20-2】平成19年４月に医学部附属病院に事業
【20-2】保育所を開設し，女性教職員の Ⅲ 場内保育施設「あいあいキッズ」を設置し，24
勤務環境を改善する。 人（定員30人）を預かっている。

(5) 事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策

高度な専門知識を必要と ・ 愛媛大学事務職員等選考【21】 （平成16～18年度の実施状況概略） 「
する職種の職員の民間登用を推 ・全国公募により民間から就職課長を登用した。 採用実施方針」に基づき，
進する。 ・他の国立大学法人等との人事交流を推進する 高度な専門的知識を有する

とともに，専門性のある職種（広報・情報シ 民間等経験者の採用を推進
ステム）について，民間経験者を公募，選考 する。
した。 ・採用した民間等経験者の実

・職員採用において，新卒者だけでなく，既卒 績評価を行う。
の民間企業経験者を積極的に採用した（３年
間の既卒者採用数：25人 。）

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【21】高度な専門的知識を有する民間等 【21】医学部附属病院医療情報部にシステム管
経験者の採用を推進する。 理担当職員を，医療福祉支援センターに情報収

集やデータ処理経験を有する紹介窓口担当職員
Ⅲ を，さらに医学部医事課に民間病院等経験者を

専門職として採用した。また，公平かつ透明性
の高い選考を実施するため「愛媛大学事務職員
等選考採用実施方針」を制定した。

若い職員を長期的展望に ・ 職員人事・人材育成ビジ【22】 （平成16～18年度の実施状況概略） 「
立って育成するために，人事ロ ・ 事務系職員の人事評価に関するWG」におい ョン」に基づき，計画的・「
ーテーションによる人材開発手 て，人事評価結果を人材育成，人事異動に活 合理的な人事システムを検
法を導入する。 用することを検討した。 討し，若手職員の人材育成

・ 事務系職員の能力開発・育成に関するWG」 （若手抜擢，登用）を推進「
において，職員人事・人材育成ビジョンにつ する。
いて検討した。 ・ 職員人事・人材育成ビジ「

ョン」の効用を検証し，計
Ⅲ 画的な人材育成の向上に努

める。（平成19年度の実施状況）
【22】事務系職員の人材育成の基本方針 【22 「職員人事・人材育成ビジョン」を策定】
を策定し，これに基づき計画的な人材の し，全教職員に周知するとともに，このビジョ
育成を行う。 Ⅲ ンに基づき採用・異動・評価など，人事マネジ

メント全体を通じて計画的な人材育成を推進した。

職員の専門的能力，資質 ・ 職員人事・人材育成ビジ【23】 （平成16～18年度の実施状況概略） 「
向上のための研修制度を整備す ・新たに幹部職員研修を実施するとともに，関 ョン」に基づき資質向上の
るとともに，ＯＪＴ，上司の考 係機関が実施する研修に積極的に参加させ ための研修を実施し計画的
課により職員の育成を図る。 た。 な人材育成を推進するとと

・情報化に伴う基幹要員の育成のために情報シ もに，研修講師を学内で育
ステム研修（４ヶ月間 ，実務を伴う技術職 成する。）
員研修を実施した。 ・ 職員人事・人材育成ビジ「

・従来の研修に加え，スキルアップ研修，IT研 ョン」に基づき，資質向上
修，SD研修など，職員の専門的能力，資質向 のための研修プログラムを
上の研修を充実させた。 充実させるとともに，育成

した学内講師による研修を
Ⅲ 実施する。

（平成19年度の実施状況）
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【 】 「 」【23】事務系職員の人材育成の基本方針 23 策定した 職員人事・人材育成ビジョン
を策定し 研修の体系化を図るとともに に基づき，従前の研修プログラムの見直しと体， ，
職員の資質向上のための研修内容の充実 系化を行うことで研修内容の充実を図り，人材
を図る。 育成型の人事マネジメントへの移行を推進し

Ⅳ た。特に人材育成型の人事評価制度の構築，キ
ャリア形成に基づいた体系的な研修制度の実現
を目指して，OJT開発研修，マネジメント・管
理者（人事評価）研修，コミュニケーションス
キル研修等を採り入れて研修内容を充実させた
（15種類の研修を実施，参加者：642人 。）

研究支援に携わる専門的 ・研究支援等に係る研修の充【24】 （平成16～18年度の実施状況概略）
職員を養成する。 ・研究協力部を設置し，研究支援の強化，充実 実を図るとともに，研究支

を図った。 援に関する外部研修等に積
・研究支援を担当する事務職員間で産学連携連 極的に参加させ，研修成果

絡会議を定例で開催し，情報の共有化と専門 を研究支援に反映させる。
知識の向上を図るとともに，学外の研究支援 ・博士，修士の学位を持ち，
の研修会等に積極的に参加し専門能力の向上 高度の能力を有する人材を

。を図った。 研究支援者として移用する
・教育研究を主体的に支援す

「 」Ⅲ る 教育研究高度化支援室
（仮称）を設置し，先端研（平成19年度の実施状況）

【24-1】研究支援等に係る研修の充実を 【24-1】社会連携推進機構を中心として，研究 究支援を図る。
図るとともに，研究支援に関する外部研 支援等業務に関わる職員に対して研修会・セミ
修等に積極的に参加させる。 Ⅲ ナー・講演会・説明会を行うとともに，学外で

開催された研究支援関係研修等に積極的に参加
させた。

【24-2】社会連携推進機構で受け入れた職員，
【24-2】国，地方公共団体，企業等への 客員教授，産学官連携職員を対象とした研修会
派遣及び受入れを推進し，研究支援職員 （５回 ，熊本大学との情報交換会を開催する）
等を養成する。 Ⅲ とともに，第６回産学官連携推進会議，各種展

示会等への参加により，研究支援職員等の実践
面での向上を図った。

，【25】民間を含む他機関との人 ・民間等経験者の採用及び県（平成16～18年度の実施状況概略）
事交流等を推進する。 ・他の国立大学法人等との人事交流を継続して 市，他の国立大学法人等と

実施した。 の人事交流を引き続き推進
・専門性のある職種について，民間経験者を公 する。

， ， ，募 選考するとともに 職員採用においては
民間企業経験者の採用を推進した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【25】民間等経験者の採用及び県，市， 【25】高度な専門知識や経験を必要とする医学
他の国立大学法人等との人事交流を引き 部附属病院業務において，公募により民間病院
続き推進する。 等経験者を採用した。また，幅広い職務経験や

Ⅲ 人事の活性化のために，文部科学省に研修生１
人，高専，独立行政法人等の８機関に24人を出
向させ，２機関から２人を受け入れるなどの人
事交流を実施するとともに，交流機関の見直し
についても検討した。

ウェイト小計
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愛媛大学

業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)

事務等の効率化・合理化に関する目標④

大学運営支援のための企画立案機能の強化，専門性の向上，業務の合理化・効率化及び職員の意識改革・能力開発を推進する。中
期
目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

(1) 事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的方策

事務，事業，組織等の見 ・ 職員人事・人材育成ビジ【26】 （平成16～18年度の実施状況概略） 「
直し，外部委託の推進により， ・事務組織を見直し，チーム制の導入，一定規 ョン」及び人件費削減計画
事務等の効率化 合理化を図る 模の専門的業務を処理する 室 の設置など 等に基づき，組織の改編及， 。 「 」 ，

専門性と効率性の向上を目指した。 び業務の改善・合理化を推
・就職・キャリア支援の充実のため「就職課」 進する。

を設置し，公募により民間から就職課長を登 ・法人化後に実施した，事務
用した。 組織の再編及び事務系業務

・事務局を廃止し，大学本部を設置するととも の改善並びに合理化につい
に 「事務系業務の改善及び合理化推進プロ て検証し，改善を図る。，
ジェクト」において，事務等の効率化，合理
化について検討を開始した。

・プロジェクトの検討に基づき，改善・合理化
を促進するとともに，平成19年度から再雇用
職員等で組織する「業務支援室」を設置する
こととなった。

Ⅲ

（平成19年度の実施状況）
【26】人件費削減を見据えた事務組織の 【26】人件費削減計画に基づき，医学部の２部

， ，廃止・統合等を行い，事務系業務の改善 長を１部長に削減 ４課を３課に再編したほか
。 ，・合理化を推進する。 財務部においても３課を２課に再編した また

本部及び各部局に共通する業務を集中処理する
Ⅲ ため，経営企画部に業務支援室を設置するとと

もに，８月に設置した「業務効率化検討WG」に
おいて，城北キャンパスの教務事務の集中化を
検討し，教育学生支援部を拡充するなどの結論
を得た。さらに，本部・学部の業務分担の再確
認と見直しを行った。

職員採用試験や職員研修 （平成20～21年度の年度計画【27】 （平成16～18年度の実施状況概略）
を複数の大学が共同で実施する ・国立大学法人中国・四国ブロックにおいて， 予定なし）
ための協議会を設置する。 職員採用のために実施委員会，作業部会を設

置し，職員採用試験，職員採用を適正に実施
している。

・中国・四国地区国立大学法人等の合同で，継
続して初任者研修，係長研修等の職員研修を
実施している。
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Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【27 「中・四国地区国立大学法人理事 【27】平成19年度は 「中国・四国地区国立大】 ，
・事務局長会議」の下，職員採用試験及 学法人等職員採用統一試験」の合格者の中から
び職員研修を継続的に実施する。 事務職員３人を年度途中に採用し，平成20年４

， 。Ⅲ 月には事務職員４人 技術職員１人を採用した
また，国立大学協会中国・四国支部主催の各種
研修にも積極的に参加させ，今後もこれを継続
実施することとした。

事務電算化処理システム ・業務・システム等に係る刷【28】 （平成16～18年度の実施状況概略）
等の充実を図る。 ・事務組織内で正規書類の共有化徹底を図るた 新可能システムに対する最

め 文書 ファイル 共有システムを構築し 適化計画を策定し，順次導， （ ） ，
稼働させた。 入を行うとともに，全学認

・事務電算化処理システムの各種サーバ装置を 証基盤 （利用者認証システ
総合情報メディアセンターのサーバ機室へ計 ム）の導入を行う。
画的に集中化し，セキュリティの向上と安定 ・業務・システム等に係る最
した運用・管理を行った。 適化計画の評価・見直しを

・業務・システム等に係る監査のためにIT資産 行い，新規最適化計画の策
管理システムを構築し，業務・システム最適 定を行う。
化計画の策定を開始した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【28-1】業務・システム等に係る最適化 【28-1】本学IT化計画室において，業務・シス
計画のマスタープランを策定し，次期シ テム等に係る「情報化推進計画のアクションプ
ステムの選定を行う。 Ⅲ ラン」を作成するとともに，全学的最適化計画

の基礎プランを作成し，次期情報基盤システム
等の基本要件の整理を行った。

【28-2】総合情報メディアセンターにおいて，
【28-2】事務電算化システム及び各種シ 全学認証基盤（利用者認証システム）について
ステム 旅費計算 財務会計 教務事務 の仕様作成を行い，効果的・効率的導入計画に（ ， ， ，
教育用計算機など）における全学認証基 Ⅲ 必要な基本要件を整理するとともに，事務電算
盤（利用者認証システム）の導入計画を 化システム及び各種システム（旅費計算，財務
策定する。 会計，教務事務，教育用計算機など）との整合

性等を調査した。

ウェイト小計

ウェイト総計
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愛媛大学

業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等（１）
注： 》内の数字は対応する年度計画番号を示す。《

１．特記事項 ○法人内における資源配分に対する中間評価・事後評価の実施及び必要に応じた
【 平成16～18事業年度 】 資源配分の修正

学長がリーダーシップを発揮し，円滑で自主的・自律的な大学運営，教育研究 ・ 研究開発支援経費 （1.1億円）及び「教育改革促進事業 （5,000万円）は，「 」 」
の充実に取り組んだ。その実現のために学長直属の組織として「学長室 「自 審査・評価の透明性，公平性を確保した学内競争的資金であり，研究開発支」，
己点検評価室」の設置，学長裁量経費や学長裁量定員の確保と戦略的・効果的な 援経費は平成16年度から，教育改革促進事業は平成18年度から継続して実施
配分，学内競争的資金制度の創設などの施策を積極的に行ってきた。 している。

現学長の２期目のスタートに当たる平成18年度からは，全学体制で大学改革に ・先端研究センターには，設置時に10年間の時限設定を行っている。
取り組む意識の統一を図るために 年度計画に加えて重点課題を提示している P， 【

○業務運営の効率化３参照 。】
・従来の全学委員会を精選し，役員会の下にWGを設置して，機動的な検討体制
によって意思決定の効率化を図っている。【 平成19事業年度 】

これまで３年間に行ってきた改革を踏まえ，その成果や問題点を把握して見直 ・教学と経営の統一を図ることを目的として，平成17年度から事務局を「大学
しを行いながら，業務運営の改善・効率化に取り組んでいる。中期目標・中期計 本部」と改め，事務組織を理事直轄体制とすることにより，学長中心の管理
画の達成に向けて，学長及び理事が直接，学部に赴いて説明をすることで全学方 運営体制を整備した（H17 。）
針の共通認識を深めるとともに，学部からの要望を聴取し，構成員間の意思の ・事務系職員の人事評価について，平成18年度に試行を実施し，提起された問
疎通を図った。国立大学法人評価委員会から期待されるとのコメントを受けた事 題点を反映して平成19年度に第２次試行を行うこととした（H18 。）
項，自己点検評価や認証評価等における指摘事項に迅速に対応した。 ・SD研修の充実に努めており，新たに「プレゼンテーション研修」等を実施し

た（H18 。）

２．共通事項に係る取組状況 ○収容定員を適切に充足した教育活動の実施（収容定員の充足率）
・すべての学部・研究科は，平成16～18年度の学士・修士・博士課程ごとの収【 平成16～18事業年度 】
容定員において，85％以上を充足させている。○戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用

・経営政策室，経営情報分析室，自己点検評価室を設置した（H16 。）
○外部有識者の積極的活用・学長室，危機管理室を設置した（H17 。）

・経営政策室に「教育企画戦略チーム」と「研究企画戦略チーム」を設置した。 ・社会連携推進機構等では，アカデミック・アドバイザー制度等を活用し，学
各チームはGP申請や概算要求のブラッシュアップを行い，３件のGPを含めた外 外専門家を客員教授，参与などに登用している（H18 。）
部資金の獲得につなげた（H18 。 ・経営協議会は，学外委員から要望・助言を聴く機会と捉え，毎年４回開催し）

ている。これまでに，民間で実施している人事評価者訓練の採用，法文学部
教育コースの開設などに意見を反映させている。○法人としての総合的な観点からの戦略的・効果的な資源配分

・学長裁量経費（1.7億円 ，教育研究重点経費（１億円 ，施設営繕経費（0.9） ）
○監査機能の充実億円）など，予算が減少した中で，前年度と同額の戦略的経費を確保した（H17)。

・学長裁量経費（1.95億円 ，教育研究重点経費（１億円 ，施設営繕経費（1.3 ・平成16年度に，業務部門から独立した監査室を設置し，毎年重点項目を含め） ）
億円）など，前年度と比して6,500万円多い戦略的経費を確保した（H18 。 た監査計画を策定して，法人の運営諸活動の遂行状況を公正かつ客観的に確）

・教育研究に支障がない範囲での定年退職後１年間の教員人事凍結及び全学的な 認するため，監査を実施している。その際，前年度に指摘した事項の事後確
欠員の活用によって学長裁量定員を確保し，大学の重点課題に沿って，戦略的 認もあわせて行っている。また，監事が実施する監査も補佐している。

（ ， ， ）。に教員を配置した 平成16年度：11人 平成17年度：９人 平成18年度:３人
○運営における業務実績の評価結果の活用・平成19年度から採用する助教には 原則として任期制を導入することとした H， （

18 。 ・平成16年度業務実績に対して法人評価委員会から指摘のあった「教員組織の）
改編状況」については，厳しい人件費削減の中，学長裁量定員を確保し，全
学的な重点課題に沿って新たに教員を配置する取組に反映した。
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《45-3,45-4》【 平成19事業年度 】 ・大学の経営方針に基づく教育研究支援
学長のリーダーシップの下，役員会において，大学の経営方針に沿った実施○戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用

《１》 事業（①図書館の改修，②学生寄宿舎整備，③研究センター大型設備整備，④・学長直属組織の再編
学長のリーダーシップを支える組織として設置した 学長室 経営政策室 理学部構内研究棟等整備，⑤ユニバーシティー・ミュージアム新設，⑥共通教「 」，「 」，

「経営情報分析室 「自己点検評価室」について，法人評価委員会からの意見 育管理棟改修，⑦学生サークル棟整備）を決定し，教育研究評議会，経営協議」，
を踏まえて役割分担を明確化し，組織運営機能を強化した。特に，学長の職務執 会の承認を得た。平成19年度は，図書館の耐震改修にあわせて，学生自習スペー
行を補佐する「学長室」は，従来の経営政策室の機能を包括して役割・使命を強 スの拡充，城北地区４学部の教務機能を集中化した「学生サービスステーショ
化するとともに，新たな課題に迅速かつ具体的に対応するために，その下に６つ ン」の設置など，学生サービスの向上を図った。
の「政策チーム」を設置することとした。

○法人内における資源配分に対する中間評価・事後評価の実施及び必要に応じた
・計画・評価本部の設置 資源配分の修正《３》

監事からの指摘を受けて，全学的な評価体制について検討し，担当理事を中心 《７》・戦略的・重点的な経費配分と運用状況
に中期目標期間の評価及び次期中期目標・中期計画を策定してPDCAサイクルを実 中期計画の重点課題の１つとして，学長裁量経費により教育研究関連事業に
施するために「計画・評価本部」を設置し，その下に教育，学術研究など10の専 重点的な財政支援を行っている。学内公募方式を採用し，書面審査，ヒアリン
門部会を設置した。 グ，シンポジウムの開催，報告書の提出などのプロセスにおいて，審査・評価

の透明性・公平性を担保している。戦略的・重点的な経費配分と運用状況につ
《２》 いては，国立大学法人評価委員会の観点「中間評価・事後評価，必要に応じた・大学改革推進協議会の設置

学長 理事 副学長 総務担当 学部長等で構成する 大学改革推進協議会 経費配分の修正」を受けて，各支援事業の監事監査を行った。， ， （ ）， 「 」
を設置し，意見交換を通して学部等との連携を強化し，トップダウントとボトム
アップの健全な相互作用による大学運営体制を整備した。 創設から４年が経過した「研究開発支援経費 （1.1億円）の採択研究種目の」

中から平成18年度には再生医療研究センター，平成19年度には東アジア古代鉄
文化研究センターを設置するなど，成果が上がっている（４年間の採択課題95○法人としての総合的な観点からの戦略的・効果的な資源配分

《７》 件，経費総額4.4億円 。12月に実施した公開シンポジウムでは，すべての採択・学長裁量経費の戦略的配分 ）
運営費交付金が削減される中で，平成19年度予算配分方針を策定し，政策的経 課題で発表もしくはポスター掲示を行い，学内外への情報発信に努めた。

費として学長裁量経費（2.8億円（前年度比44％増 ，教育環境改善のための教 平成18年度に開始した「教育改革促進事業 （愛大GP （5,000万円）は 「審）） 」 ） ，
育研究重点経費（6,000万円 ，施設営繕経費（1.5億円 ，科研インセンティブ 査総括：審査を終えて」をウェブサイトに公表し，この中で採択課題別に採択） ）
経費（新規1,500万円 ，省エネインセンティブ経費（新規500万円）等を確保し 理由及び今後の課題を指摘し，プログラムの実施の参考に資するとともに，不）
た（前年度比8,500万円増 。 採択課題に対してもその理由を示し，透明性・公平性を期している。審査を行）

役員会構成員に病院長，図書館長を加えた「財務・施設計画役員会」を５回開 う教育改革諮問委員会（学外経営協議会委員１人を含む）が過去２年間の事業
催し，財務計画と執行について審議した。学長裁量経費の配分を審議し,産業技 実績を点検し，平成20年度には，重点課題として３つの特別テーマを提示する
術シーズ育成研究支援経費（新規2,000万円 ，地域連携プロジェクト支援経費 などの改善を図った。）
（ ）， （ ）， （ ），新規500万円 研究開発支援経費 1.1億円 教育改革促進事業 5,000万円
スーパーサイエンス特別コース経費（960万円），新規研究センターの支援 平成16年度より配分している年間１億円の教育研究重点経費は 「財務・施，
（1,000万円 ，大学広報経費（650万円）等に戦略的に配分した。 設計画役員会」において，実績報告書に基づき執行状況を確認した結果，教育）

研究環境の整備・充実に一定の役割を果たしたことから，平成19年度からは総
《17》 額を6,000万円に減額するとともに，新たな配分先として附属学校園を加えた。・学長裁量定員の戦略的配置及び任期制の導入

全学的に人件費削減計画に取り組む中で，教育研究に支障がない範囲での定年
・特別教育研究経費による事業の実績成果退職後１年間の教員人事凍結及び全学的な欠員と併せて学長裁量定員を確保し，

教育・学生支援機構に准教授，助教（５年任期 ，社会連携推進機構に准教授， 平成19年度文部科学省「特別教育研究経費」として予算措置された３事業に）
東アジア古代鉄文化研究センターに助教（５年任期 ，農学部に准教授，教育学 ついては，学長裁量経費によりプロジェクト経費（各1,000万円）を大学負担分）
部附属中学校に教諭（２年間 ，附属高等学校に教諭（２年間）など，大学の重 として重点配分している 「学長室」において成果報告会を開催してヒアリン） 。
点課題に沿って戦略的に配置した（平成19年度までの総配置数：32人 。また， グを行い，評価シートを用いて実績評価を行った。）
平成19年度から採用する助教には，原則として５年の任期を付している。
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研修，コミュニケーションスキル研修等を採り入れた職員研修プログラムを実・附属施設の時限の設定状況
既存の研究センターと同様に，平成19年度に設置した２つの研究センターにつ 施した（15種類の研修を実施，参加者：642人 。）

いても設置時に10年間の時限設定を行った。中期目標（教育研究の質の向上）の
○収容定員を適切に充足した教育活動の実施（収容定員の充足率）達成状況に関する評価，重点的に取り組む領域の研究業績の評価，外部資金の獲

得状況などに基づき，センターの組織・在り方について見直しを図ることとして すべての学部・研究科において，平成19年度の学士・修士・博士課程ごとに
いる。 収容定員は90％以上を充足させている。

○業務運営の効率化 ○外部有識者の積極的活用
《３》 《８》・全学委員会の見直し ・外部有識者の活用状況

法人化に際して，全学委員会の抜本的な見直しを行い，各種委員会の設置は役 愛媛県愛南町と協力協定を締結し，借り入れた公共施設（旧庁舎）を利用し
割の明確化の観点から厳選し 役員会の下に理事・副学長が主宰する専門委員会 て設置した南予水産研究センターには，特命教授のセンター長をはじめ，多く， ，
WG（ユニバーシティー・ミュージアム設置準備WGなど）を設置することにより， の外部有識者の参画を仰いでいる。
機動的な運営体制を維持し，意思決定の迅速化・効率化を図っている。 また，学長裁量経費により新設した学内競争的資金「産業技術シーズ育成研

究支援」の審査を行う諮問委員会では，産業分野での応用化が期待される基礎
， 。・ 業務支援室」の設置「 《26》 研究課題に関する審査に学外専門家を委嘱し 産業界からの意見を採り入れた

事務の合理化推進と定年退職者の再雇用，障害者雇用の促進及び学生生活の
支援を目的に「業務支援室」を設置し，再雇用職員５人と障害者１人及び学生ア 《２》・経営協議会の審議状況及び運営への活用状況
ルバイト165人を雇用して，郵便の発送・授受，駐輪場の整備，構内環境整備を 平成19年度は経営協議会を４回開催し，効率的な進行と実質的な協議を充実
実施している。 させるため，資料の事前配付，個別説明などの工夫を行うとともに，大学の置

かれている厳しい現状を説明し，愛媛大学への要望・助言を積極的に求めた。
《26,34》 前年度の学外委員の意見を受けて，広報予算を拡充し，全学的な入試広報パ・事務組織の統合・再編

業務効率化検討WGにおいて，①本部部局への事務集中化の見直し，②教育学生 ンフレットの作成，テレビやラジオによる大学紹介など，新たな広報活動を展
支援業務の集中化，③附属学校園の事務一元化について検討した。その結果，今 開した。また，経費の重点配分を行っている研究プロジェクト等について，成
後，①事務集中化の改善検証，②図書館の改修整備にあわせて設置する「学生サー 果に対する評価を徹底するように指摘を受けたことを踏まえ，監事による戦略
ビスステーション」への教務事務集中化，③附属学校園を統括する事務組織の設 的・重点的な経費配分及び運用状況の監査を実施するとともに，平成20年度の
置を決定し，学生サービスの向上と事務系組織のスリム化を図ることとなった。 重点課題として「研究開発支援経費」の点検評価を実施することとした。

・事務系職員の人事評価（第２次試行）の実施 ○監査機能の充実《15》
職員の組織に対する貢献度を評価し，個々の職員の能力，適性，志向，実績等 《9-1,9-2》・内部監査組織の独立性の担保等，監査体制の整備状況

を重視した新人事評価制度を構築するために，平成18年度に第１次試行を実施し 「監査室」は，業務部門から独立して法人の運営諸活動の遂行状況を公平か
た。試行結果を事務系職員の人事評価に関するワーキングで検証し，試行要領， つ客観的な立場で検討及び評価する組織として，学長の下に設置されている。
人事評価マニュアルを改定し，平成19年度に全事務系職員を対象に第２次試行を また，監事監査の補助も行っている。監査の実施に当たっては，関係規則，規
実施した（従前の勤務評定は廃止 。平成20年度に本格実施する新人事評価制度 程等に基づき，監事，監査室及び会計監査人が連携を図って実施している。）
では 「職務行動評価 （能力評価）と「役割達成度評価 （業績評価）により評， 」 」
価し，期首面談（目標・業務内容の決定 ，中間自己評価，最終自己評価，期末 《9-1,9-2》） ・内部監査の実施状況
面談（評価結果のフィードバック ，苦情対応等，評価者と被評価者との十分な 内部監査は，内部監査計画書に基づき，１年を３期に分けて計画的に実施し）
コミュニケーションを重視している。 ている。その都度，監査報告書を学長に提出することにより，研究費の適正使

用を周知するヒアリングの実施や，学部等が制定する規則集のデータベース化
《22》 など，監査の指摘事項に対して迅速な対応を行った。・職員人事・人材育成ビジョンの策定

大学の経営理念を共有し，職員と教員が共に輝く職場を目指して，人事マネジ
メント（職員の採用，人事異動，育成，評価・処遇）を効果的に機能させるため 《9-1,9-2》・監事監査，会計監査の実施状況及び監査結果の運営への活用状況
に，職員人事・人材育成の基本方針として「職員人事・人材育成ビジョン」を策 監事監査，会計監査をそれぞれの監査計画に基づき，実施した。過年度の指
定した。特に人材育成型の人事評価制度の構築，キャリア形成に基づいた体系的 摘事項についてフォローアップを行い，開設した監査室ウェブサイトの学内情
な研修制度の実現を目指して OJT開発研修 マネジメント・管理者 人事評価 報に改善状況を掲載して，監査結果の有効活用の促進を図った。その成果とし， ， （ ）
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て，監事からの指摘を受け，計画・評価体制の整備や本学卒業生の「学び直し」
促進制度が実現している。

○教育研究組織の柔軟かつ機動的な編成・見直し等
《12》・教育研究組織の活性化に向けた検討機会の設置

平成19年度に大学機関別認証評価を受審することを決定し，平成17年度から部
局ごとに教育研究組織・管理運営の自己点検・評価を行っている。その結果明ら
かとなった課題や学生・地域のニーズに応えて，組織の設置・改組等を行ってい
る。また，大学院設置基準の改正を踏まえて，大学院教育の実質化を図るために
「大学院組織改革検討委員会」を設置し，検討を行っている。

○法人全体としての学術研究活動推進のための戦略的取組
《７》・法人全体としての組織的な研究活動推進のための取組状況

世界的レベルにある本学の先端研究を，センターを軸に発展させるとともに，
これらの研究を核とする複合領域の研究や萌芽的研究をも育成するため 「デュ，
アルサポート体制」を推進している。平成16年度に学長裁量経費を用いた「研究
開発支援制度」を創設し，学内公募，２段階審査，公開ヒアリングを経て，研究
経費を重点配分している。

平成19年度に各学部等に「研究コーディネーター」を配置し，戦略的な研究プ
ロジェクトの推進，科学研究費補助金申請書のブラッシュアップなど外部資金の
獲得に取り組んでいる。

○運営における業務実績の評価結果の活用
・評価結果の法人内での共有や活用のための方策

法人評価委員会からの業務の実績に関する評価結果は，役員会，教育研究評議
会，経営協議会に報告するとともに，全教職員にメール配信し，情報と課題の共
有化を図った 「さらなる改善が期待される事項など」については，担当理事を。
中心に検討を行い，具体的な取組につなげている。

《１,３》・具体的指摘事項に関する対応状況
平成18年度業務実績に対する指摘事項は特になかったが，平成17年度に学長直

属の組織として設置した「学長室」の役割・使命の明確化が期待されるとのコメ
ントがあったことを受け，経営政策室の機能を包括して役割・使命を強化すると
ともに，新たな課題に迅速かつ具体的に対応するために，その下に６つの「政策
チーム」を設置した。
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愛媛大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

① 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する
目標

(1) 外部資金，附属病院収入等の自己収入の増加に努める。中
(2) 学内の人的・物的・知的資源の有効利用を行い自己収入の増加に努める。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

(1) 科学研究費補助金，受託研究，奨学寄附金等外部資金増加に関する具体的方策

科学研究費補助金等の外 ・科学研究費補助金，各種助【29】 （平成16～18年度の実施状況概略）
部資金への応募件数を増加させ ・科学研究費補助金の応募件数を増加させるた 成金等の公募奨励を図るシ
る。 めに，説明会の開催，個人宛メールでの申請 ステムを一層改善し，ブラ

奨励により，申請件数，採択件数，採択金額 ッシュアップ体制を強化す
が増加した。 る。

・各学部に設置した学術研究委員会において， ・科学研究費補助金，各種助
科学研究費補助金の申請件数の増加，採択率 成金等の採択件数の増加を
向上を目指して 申請書作成の指導を行った 図るための取組について総， 。
また，科学研究費補助金の説明会では，本学 合的評価を行う。
独自の申請書作成の手引きを用いて研究計画 ・昨年度と同額のインセンテ
調書の作成方法とともに，研究者倫理，不正 ィブ研究費を確保し，科学
経理についても説明し，理解を深めた。 研究費補助金の応募・採択

に応じて各セグメントに配
Ⅳ 分する。

・２年間の成果を踏まえてイ（平成19年度の実施状況）
【29-1】科学研究費補助金，各種助成金 【29-1】学術研究委員会の下に設置した研究推 ンセンティブ制度の検証を
に関して応募の奨励を図るとともに，学 進専門委員会と学部の学術研究委員会の連携に 行い，在り方について検討
術研究委員会及び学部学術研究委員会に より，各学部に設置した研究コーディネーター する。
よるブラッシュアップ体制をさらに充実 を中心とした科学研究費補助金申請書のブラッ ・研究コーディネーターの役
する。 シュアップ体制を充実させた。その結果，平成 割を明確にし，指導力の向

Ⅳ 18年度と比較して応募件数22件，採択件数17件 上を図る。
増加した。また，全教員を対象に各種外部資金
の応募要項等をメール配信するとともに，大学
の戦略に関わる応募に当たっては理事２人によ
る推薦とし，500万円を超える資金への応募は
研究推進専門委員会が推薦して応募を行うな
ど，外部資金の獲得に努めた。

【29-2】競争的資金の積極的な獲得を目的に，
「 」【29-2】科学研究費補助金の応募・採択 全学共通経費として 科研インセンティブ経費

に応じて，各セグメントにインセンティ を1,500万円確保し，科学研究費補助金の新規
ブ（研究費）を付与する。 Ⅲ 申請件数・新規採択件数をポイントに換算した

上で，ポイント数に基づき部局長等裁量経費と
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して各セグメントに予算配分を行った。

全学的に産学官の連携を ・ 社会連携推進機構」と研【30】 （平成16～18年度の実施状況概略） 「
一層強化し，受託研究，奨学寄 ・ 社会連携推進機構」を設置し，社会連携の 究コーディネーターによっ「
附金等の増加に努める。 窓口を一元化することで，産学連携体制をよ て産学官の連携を強化する

り組織化した。 とともに 「学術研究委員，
・愛媛県及び県下３市（四国中央市，今治市， 会」と協力して，外部資金

宇和島市 産業界４社と連携協定を締結し の増加に努める。）， ，
産学官の連携を強化した。

・外部資金の獲得状況を役員会で報告するとと
もに，教員個人評価の評価項目に外部資金の
獲得状況を加え，獲得を奨励した。

・ 社会連携推進機構」の機能を活用し，産業「
界からのニーズ把握のために地元金融機関２
社との協定を締結した。

・外部資金の公募状況を全教員宛にメール配
信，ウェブサイトに掲載するとともに，大型
プロジェクトについては 学術研究委員会 研， （
究推進専門委員会）が適任者を推薦し，応募
を奨励した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【30 「社会連携推進機構」の外部資金 【30】本学の研究協力会会員企業を訪問し，科】
獲得体制を推進し，外部資金の増加に努 学技術相談を行うとともに，共同・受託研究を
める。 推進し，外部資金の獲得に努めた（共同・受託

Ⅲ 研究約5.4億円，対前年度約５千万円増 。ま）
た，学長裁量経費で創設した「産業技術シーズ
育成研究支援」制度により，若手研究者の研究
成果を技術開発へ導く支援を行った。

(2) 収入を伴う事業の実施に関する具体的方策 など

施設の有効利用などによ ・施設の有効利用等による増【31】 （平成16～18年度の実施状況概略）
り収入増に努める。 ・施設の有効利用と収入増を図るため，施設使 収策を検討する。

用料と宿泊料金の改定を行った。 ・ 総合科学研究支援センター」「
・受益者負担の観点から，平成18年４月より固 を中心とした地域社会との

定資産税の一部を宿舎料へ反映させた。 連携による研究を推進し，
・学外利用者に対する貸付料の算定基準を見直 収入増を図るとともに，共

。した。 同利用機器の整備に努める

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【31】施設の有効利用などによる増収策 【31】施設の有効利用のために，利用施設のウ
を検討する。 Ⅲ ェブサイトへの掲載内容を見直すとともに，WG

において，営利企業や学会等への貸付基準を検
討した。

学内の人的・物的・知的 ・ 総合科学研究支援センター」【32】 （平成16～18年度の実施状況概略） 「
資源を有効に活用する。 ・助手の処遇についてWGで検討し，平成17年度 を中心とした地域社会との

から特任講師制度を導入することとした。 連携による研究を推進し，
・共同研究，受託研究の間接経費率の見直しを 学内の人的・物的・知的資

行うとともに，資金の有効活用を図るため， 源を有効に活用する。
使途について規定化した。

・間接経費の一部を特許出願等経費に使用し，
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特許出願に伴う外部資金の獲得に努めた。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【32】共同研究，受託研究を推進し，間 【32】間接経費の一部を研究環境改善のための
接経費の有効利用を図る。 Ⅲ 電子ジャーナル，特許出願等経費，産学連携推

進経費に，不正経理対策のための調達物品検収
機能の強化などに有効活用した。

・業務・経営内容を分析した（平成16～18年度の実施状況概略）
附属病院の業務・経営の ・経営の効率化を図るため，外部の経営コンサ 指標に基づき，設定目標の【33】

効率化を図り 収入増に努める ルタントに施設基準や診療費用請求等の問題 達成に努める。， 。
点・課題の抽出のマネジメントを委嘱し，改
善による増収を図った。

・外部経営コンサルタントの経営分析に基づ
き，重点項目設定による各種指導料の算定な
どの取組を施設面も含めて検討した。

・愛媛県内唯一の特定機能病院として，地域の
Ⅳ 医療機関と連携し，高度な医療を提供すると

ともに，病棟クラークの導入，診療科のマニ
フェスト作成，抗加齢センターの設置，外来
患者数の増加等により，病院収入の増収を図
った（平成16年度：１億7,500万円，平成17
年度：６億1,900万円，平成18年度：５億220
万円 。）

（平成19年度の実施状況）
【33】業務・経営内容を分析した指標を 【33】平成19年度の経営方針による収入目標額
作成し設定目標の達成に努める。 Ⅳ 116億円を超える122億円の収入があった。

ウェイト小計
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愛媛大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

② 経費の抑制に関する目標

(1) 管理業務の節減を行うとともに，効率的な大学運営を行うこと等により，固定的経費の節減を図る。中
(2) 「行政改革の重要方針 （平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ，人件費削減の取組を行う。期 」

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

(1) 管理的経費の抑制に関する具体的方策 など

組織の見直し・再編によ ・事務系職員の人件費削減計【34】 （平成16～18年度の実施状況概略）
って事務の効率化を図る。 ・全学的な事務機構改革を実施し，事務の効率 画に基づき，引き続き事務

化，スリム化を図るとともに，係組織に代わ 組織の改編及び業務の改善・
るチーム制を導入した。 合理化を推進し，経費の抑

・旅費業務を外部委託することにより，旅費経 制を図る。
費の節減と旅行者の手続きを簡素化した。 ・城北地区の教育・学生関係

・チーム制の実質化，シフト勤務制の積極的採 事務の「学生サービスステー
」 ，用などに取り組むとともに，事務系業務の改 ション への集中化を行い

善及び合理化推進プロジェクトを立ち上げて 教務事務の集中化を図り，
検討した。 学生サービスの向上と事務

の精確化，効率化を図る。
Ⅲ

（平成19年度の実施状況）
【34】事務組織の廃止・統合及び「総合 【34】医学部の４課を３課に，財務部の３課を
学生サービスセンター （仮称）の設置 ２課に再編するなど組織の見直しを行った。ま」
等により，経費の抑制を図る。 た 「業務効率化検討WG」を設置し，教務事務，

Ⅲ の集中化，附属学校園業務などについて検討し
た。その結果，平成20年度に城北キャンパスに
「学生サービスステーション」を設置して事務
を集中化し，人件費削減を図ることとした。

ペーパーレス化，廃棄物 ・ペーパーレス化，廃棄物の【35】 （平成16～18年度の実施状況概略）
減量化及びリサイクルを推進す ・教職員への通知・連絡はBBSメール（学内掲 減量化及びリサイクルをさ
る。 示板 の活用によりペーパーレス化を図った らに徹底する。） 。

・ゴミの分別を徹底することにより，処分量の
節減やリサイクルの推進を図った。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【35】ペーパーレス化，廃棄物の減量化 【35】学内で閲覧できる電子文書共有フォルダ
及びリサイクルを推進する。 （ウェブセンター）に会議資料，通知文を掲載

して構成員に周知するとともに，両面コピー等
Ⅲ によりペーパーレス化を推進した。また，ゴミ

分別の徹底，納品時の梱包材料の業者持ち帰り
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等による廃棄物の減量化及びリサイクル推進の
徹底を図った。

省資源，省エネルギーを ・大学構成員の省エネルギー【36】 （平成16～18年度の実施状況概略）
目指すとともに，職員・学生一 ・省エネルギーの指導，助言，啓発活動を行う に対する意識を高め，省エ
人ひとりのコスト意識の啓発を 省エネルギー指導員を全学に配置して，教職 ネルギーの徹底を図る。ま
図る。 員・学生の意識啓発に取り組んだ。 た，電気量の節減成果に対

・全学に配置した省エネルギー指導員に腕章を するインセンティブを付与
着用させるとともに，啓発ポスターを全学に するとともに，エアコンの
配布し，意識の向上に努めた。 年次更新計画に基づき，計

・冷暖房機の集中管理，夏季一斉休暇の導入に 画的に整備する。
より節エネルギーの意識を高めた。 ・自然エネルギーの利用につ

いて，検討を始める。
Ⅲ

（平成19年度の実施状況）
【36-1】エネルギー管理標準に基づき， 【36-1】電気使用量の節減に対するインセンテ
省エネルギーに努めるとともに，電気料 ィブとして「省エネ・インセンティブ経費」を
の節減成果に対するインセンティブを付 Ⅲ 500万円確保し，平成18年度電力使用量実績が
与する。 対前年度比１％以上の節約を達成できた部局に

対して予算配分を行った。

【36-2】全学共通経費の営繕経費（１億5,000
【36-2】エアコンの年次更新計画に基づ 万円）の一部として「エアコン更新補助金」を
く補助金制度を創設する。 Ⅲ 2,000万円確保し，施設マネジメント委員会の

策定したエアコン更新計画に基づき整備を行っ
た。

(2) 人件費に関する具体的方策

総人件費改革の実行計画 ・教職員の定員削減計画に基【37】 （平成16～18年度の実施状況概略）
を踏まえ，平成21年度までに概 ・平成21年度までの具体的な人件費削減計画を づき，概ね１％の人件費の
ね４％の人件費の削減を図る。 策定するとともに，平成18年度は削減計画等 削減を継続する。

に基づき２％の人件費を削減した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【37】教職員の定員削減計画に基づき， 【37 「教員人件費削減計画」及び「事務系職】
概ね１％の人件費の削減を図る。 員の人件費削減計画」に基づき，おおむね１％

Ⅲ の人件費の削減を実施した。教員については，
教育研究に支障のない範囲で定年退職後１年間
の不補充措置を継続するとともに，事務系職員
についても，新規採用者の抑制と再雇用者の活
用及び組織の統廃合により削減計画を実施した
（削減額2.5億円，削減率1.8％ 。）

ウェイト小計
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愛媛大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

③ 資産の運用管理の改善に関する目標

長期的視野に立った資産の運用管理計画を策定し，資産の有効活用を図る。中
期
目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

(1) 資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方策など

資産管理に関する全学的 ・余裕金（寄附金及び寄附金【38】 （平成16～18年度の実施状況概略）
な体制を整備し，運用管理計画 ・資産管理に対する全学的な体制を整備し，資 以外）を資金運用計画に基
に基づいた効果的運用を計画的 金運用計画を作成して債券や定期預金により づき，引き続き有効に運用
に推進する。 効率的な資金運用を図るとともに，資金管理 する。

業務マニュアルを作成した。また，ペイオフ ・全学方針に基づき，先端研
開始に向けた検討を行った。 究推進のための設備整備，

・資金運用計画に基づき，寄附金の余裕金につ ユニバーシティー・ミュー
いて，債券の購入，預金運用等の資金運用を ジアムの整備，学生宿舎の
図った。 整備などに資産を有効に活

用する。
Ⅲ

（平成19年度の実施状況）
【38】余裕金を資金運用計画に基づき有 【38】金利の情報収集など金融市場調査を行う
効に運用する。 とともに，金融機関との交渉によって大口定期

Ⅲ 預金の利率アップの成果を得た。また，資金運
用計画に基づき，債券の購入，大口定期預金の
開設を行い，約4,800万円の運用益を得た。

ウェイト小計

ウェイト総計



- 28 -

愛媛大学

財務内容の改善に関する特記事項（２）
注： 内の数字は対応する年度計画番号を示す。《 》

１．特記事項
・科学研究費補助金に関して公募説明会を開催し，その理念，公募要領や記入【 平成16～18事業年度 】

「 ， ， ，・ 地球環境に優しい愛大を目指して」をスローガンにして，個々人で実施でき 上の留意点 計画調書作成のポイントなどを説明するとともに 研究者倫理
る光熱水料の節約から業務の組織的対応まで，幅広く検討の上，省エネルギー 適正な使用についても解説している。
対策に取り組んだ。その結果，３年間で約8,000万円の経費削減を行うことが ・平成19年度から科学研究費補助金の応募状況，採択状況を基に研究費を傾斜
できた。 配分する「科研インセンティブ経費」を新設することとした（H18 。）

・外部資金の採択状況を公表するとともに，獲得状況を「教員の総合的業績評
《29,30》 価」の評価項目に加えるなど，外部資金獲得を奨励している（H18)。【 平成19事業年度 】

産学連携の一層の促進のため 「社会連携推進機構」を中心に，企業との技術 ・外部資金獲得に向けて，産業界，金融機関，地方自治体との連携協定の締結，
交流会，愛媛県商工会議所連合会との交流・相談会，地元金融機関との連携協定 を積極的に推進している（H18)。
の締結，企業訪問による要望聴取などを実施した結果，受託研究等で約7,960万

○人件費等の必要額を見通した財務計画の策定，適切な人員管理計画の策定等を円（681,804千円→761,389千円），寄附金で約8,320万円（867,364千円→950,531
通じた人件費削減に向けた取組千円）の増収となった。
・人件費のシミュレーションを作成し，教職員の定員削減，昇給・報奨制度の

科学研究費補助金については，全学教員対象の説明会を２回（夏の学校，公募 見直し，業務の削減・効率化等，人件費削減のための取組について検討した
説明会）開催し，その理念、公募要領や記入上の留意点，計画調書作成上のポイ （H16 。）
ント，研究者倫理，不正使用の防止等について「作成の手引」に基づき説明を行 ・中期計画における総人件費改革を踏まえて，平成18年度から４年間で４％の
った。また，全学に配置した研究コーディネーターが個別に申請書に関するブラ 人件費削減計画を策定した（H17 。）
ッシュアップを行い，採択件数の増加を図った（採択件数：265件 → 282件，採 ・事務系職員に関して，年度別人件費削減計画を策定して目標の人員削減を行
択率：35.8％ → 37.0％，新規採択率：18.2％ → 20.9％ 。 うとともに，教員について定年後１年間の原則不補充の継続等によって人件）

また，競争的資金の積極的な獲得を目指し，平成19年度に「科研インセンティ 費削減計画を推進し，平成18年度は削減率２％を達成した（H18 。）
ブ経費」を新設し，科学研究費補助金の申請状況や採択状況をポイント化し，研

○運営における業務実績の評価結果の活用究経費を傾斜配分した。農学部では，新たに設置した「研究支援室」を中心に，
・具体的指摘事項に関する対応状況外部資金情報の収集を行うとともに，科学研究費補助金申請書のブラッシュアッ

プに参加した研究者のアクティビティを評価して30万円を上限として学部長裁量 平成16年度に法人評価委員会から指摘のあった外部資金獲得に向けた具体的
経費を配分した。 な対応策として，公募説明会の開催，科研インセンティブ経費の新設，連携協

定の締結等の取組を実施している。
２．共通事項に係る取組状況
【 平成16～18事業年度 】
○財務内容の改善・充実

・ 地球に優しい愛大を目指して」をスローガンに，全学一体となって個々人で「
取り組める光熱水料の節約，両面コピーの推進等を実施してきた。その結果，
平成16年度1,750万円，平成17年度3,200万円，平成18年度3,030万円の経費削
減を行うことができた。

・経費削減計画を推進するため，全学に省エネルギー指導員を配置し，啓発用ポ
スターの掲示や定期的な巡回を行うなど，環境保全と省エネルギー対策に取り
組んだ（配置数：平成16年度115人，平成17年度123人，平成18年度199人 。）

・旅行業務を全面的に外部委託したことによって，人員削減２人，回数券の利用
や割引運賃の適用による経費節減，業務の簡素化，出張者自身の経費立替によ
る負担の軽減，旅費の早期支給につなげている（H17)。
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《39-1》【 平成19事業年度 】 ・財務情報分析の取組実績
経営情報分析室と財務部財務分析室の協働で，平成17年度から同規模大学の○財務内容の改善・充実

《36-1,36-2》 財務諸表について，ベンチマークを用いて教育研究経費，管理経費などの財務・経費節減の遂行
「地球に優しい愛大を目指して」をスローガンに，省エネルギー指導員199人 分析を行っている。平成19年度には平成16～18年度の経年変化による財務分析

を配置し，環境保全と省エネルギー対策を推進するとともに，教職員・学生への を行い，比較検証を行うとともに，中期計画前半を振り返って大学の財務情報
意識啓発を行った。また，新たな取組として，電力量節約に対する「省エネイン を分析した。学内構成員に本学の収入・支出構造，財務分析から見た大学の現

， （ ）。センティブ経費」の導入，固定電話発信携帯割引サービスアダプタの設置などの 況に関する理解を深めるために 財務分析報告会を開催した 参加者：約100人
経費節減を実施し，総額約23,700千円節減できた。

○人件費等の必要額を見通した財務計画の策定，適切な人員管理計画の策定等を（具体的な節減額）
通じた，人件費削減に向けた取組電気料 約 14,800千円削減

・中期計画において設定された人件費削減目標値の達成に向けた人件費削減の電話料 約 1,600千円削減
不要用紙リサイクル 約 4,600千円削減 《37》遂行

，メール便利用 約 2,100千円削減 平成21年度までの４年間で４％の人件費削減を行う中期計画の達成のために
定期刊行物 約 600千円削減 学部ごとに具体的な人件費削減計画を策定し，着実に実施している。先端研究

《29-2,36-1,36-2》 センター，医学部附属病院，医学系研究科（臨床系 ，附属学校は，人件費削・インセンティブの付与等 ）
・平成19年度は，収入当初設定予算より増収となった附属病院に対して増収分を 減の対象外とし，また，特に教育研究に支障がある場合は，教育研究評議会，

補正予算（インセンティブ付与分）として配分した（９億7,500万円 。 役員会で審議し，対象外とするなどの配慮をしている。定年退職教員の１年間）
・競争的資金の積極的な獲得を目指すため，平成19年度から科学研究費補助金の の不補充の継続，教職員の人件費削減計画の実施などにより，平成19年度は約2.5

応募状況や採択状況を勘案してポイントを付与し，算出結果より研究経費を傾 億円（削減率：1.8％）の人件費削減となった。
斜配分する「科研インセンティブ経費 （1,500万円）を新設した。」

○運営における業務実績の評価結果の活用
・医学部附属病院の収入増 ・評価結果の法人内での共有や活用のための方策《33》

附属病院では,法人化以降各種の増収策（抗加齢センターの設置，循環器病系 法人評価委員会からの業務の実績に関する評価結果は，役員会，教育研究評
の強化，手術件数の増等）を実施しており，平成19年度については，さらに次の 議会，経営協議会に報告するとともに，全教職員にメール配信し，情報と課題
増収策を図ったことにより，前年度よりも総額約5.1億円の増収となった。 の共有化を図った 「さらなる改善が期待される事項など」については，担当。

①医学部附属病院では，看護師50人を増員することにより，病院の増収（入院 理事を中心に検討を行い，具体的な取組につなげている。
基本料看護基準７対１を取得 ，看護師の労働環境の改善，患者サービスの）
向上を図った（増収額 約376,000千円 。 《29,30》） ・具体的指摘事項に関する対応状況

②文書料の算定漏れ対策として 件数増に対するインセンティブを付与した 増 平成18年度業務実績に対する法人評価委員会の指摘事項はなかったが，平成， （
収額 約10,000千円 。 16年度に指摘のあった外部資金獲得に向けた具体的な対応策として，産業界か）

③平成19年度インセンティブリース（各診療科寄附金にて機器整備を行い，増 らのニーズ把握，研究コーディネーターによる科学研究費補助金申請書のブラ
収に応じたインセンティブを付与する制度：平成19年度新規分）に基づき， ッシュアップ体制の強化など，社会連携推進機構を中心とした取組を実施して
白内障手術器を導入した（増収額 約7,700千円 。 いる。）

《38》・資金運用による増収
①寄附金余裕金の資金運用（債券・定期預金）により，約 14,700千円の運用
益を得た。

②寄附金以外の余裕金の資金運用（定期預金）により，約 33,000千円の運用
益を得た。
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愛媛大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 社会への説明責任に関する目標

① 評価の充実に関する目標

教職員の諸活動の活性化及び大学の諸機能の向上・高度化に資する評価システムの導入と手法の改善を押し進め，評価結果をフィードバックするシステムを確中
立する。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

(1) 自己点検・評価の改善に関する具体的方策

全学的に大学情報データ ・大学評価・学位授与機構が【39】 （平成16～18年度の実施状況概略）
ベースを構築し，目標計画の立 ・ 経営情報分析室」が中心となって，平成16 構築した大学情報データベー「
案・策定，業務の実施，成果の 年度に大学情報（組織・個人データ）を収集 スの内容を踏まえ，本学ウ
評価等の一連のプロセスのなか し 「統計情報」及び「教員活動実績データ ェブサイトに掲載している，
でそれらを活用するシステムを ベース」を構築した。 「愛媛大学統計情報」を見
確立する。 ・ 教員活動実績データベース を一括管理し 直す。「 」 ，

そのデータに基づきウェブサイトで公開して ・ 国立大学法人愛媛大学の「
いる 教育研究者要覧 をリニューアルした 研究費等の運営及び管理に「 」 。
また 「自己点検評価室」において個人レベ 関する基本方針」及び「国，
ルの自己点検評価として，平成17年度から全 立大学法人愛媛大学におけ
教員を対象に「教員の総合的業績評価」を本 る研究費等の不正使用防止
格実施するとともに，教育研究の改善のため 規程」の周知を図るととも
の自己点検評価項目の見直しを行った。 に，不正使用防止計画を策

・ 経営情報分析室」に財務分析プロジェクト 定する。「
を立ち上げ，ベンチマークによる財務分析を ・不正使用防止体制の検証を
行うとともに，役員会構成員を対象に「財務 行うとともに，さらなるルー
分析に関する勉強会」を開催した。 ルの明確化と適正な運用に

努める。
Ⅲ

（平成19年度の実施状況）
【39-1】ＰＤＣＡのサイクルに活用でき 【39-1】経営情報分析室において，中期計画の
る大学情報データベースのデザインを検 評価指標の収集と分析を行い，学内のデータベー
討する。 スの構築状況を調査することにより，大学情報

Ⅲ データベースのデザインを検討した。また，財
. 務分析室との協働で作成した財務データの分析

， 「 」結果により 教職員を対象として 財務報告会
を開催した（参加者：約100人 。）

【39-2】科学研究費補助金等の学内説明会で構
】 「 」【39-2 「愛媛大学の科学研究における 成員に 愛媛大学の科学研究における行動規範

行動規範」を周知させるとともに，不正 及び不正経理防止について周知し，注意喚起を
経理防止の体制を整備する。 行った。また 「愛媛大学の研究費等の運営及，

び管理に関する基本方針 「愛媛大学におけ」，
Ⅳ る研究費等の不正使用防止規程」を制定し，責
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任体制を明確にするとともに，相談窓口，通報
窓口，不正使用防止対策室を設置し，物品等の
発注・検収体制の整備等を行った。

さらに，監査室と不正使用防止対策室が連携
して，会計ルールや執行について研究者等115
人にヒアリングを実施した。

(2) 評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策 など

評価結果を各部局の組織 ・諸活動の改善のフィードバ【40】 （平成16～18年度の実施状況概略）
的取組みや教職員個々の諸活動 ・ 自己点検評価室」において，部局等の組織 ックシステムを活用し，認「
の改善にフィードバックするシ の自己点検評価方法等について検討した。 証評価機関からの改善を要
ステムを確立し，学長は当該部 ・検討を踏まえて策定した認証評価の基本的観 する事項の指摘について，
局等に対し 改善事項を提示し 点に沿った本学の点検項目について，部局等 担当理事を中心として教育， ，

， 。必要な取組み等を促す。 において自己点検評価を実施し 「自己点検 研究活動の改善に取り組む
評価室」でその分析・評価を実施した。評価 ・全学的な計画・評価体制に
結果を部局等にフィードバックすることによ おいて法人評価の評価結果
り，さらなる教育改善に取り組んだ。 を検討し，理事が直接改善

・ 自己点検評価室」からの全学への提言，部 の取組を指示することで教「
局への分析結果に基づき，大学院教育の実質 育改革を推進する。
化に向けて教育目的の明確化，大学院シラバ ・大学計画・評価本部と各専
スの整備等の改善を行った。 門部会の機能強化を図る。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

40 自己点検評価を推進するとともに 【40】中期目標期間の評価に対応する中で，大【 】 ，
大学運営の具体的改善に資するためのフ 学全体の計画・評価体制について見直しを行っ
ィードバックシステムを確立する。 た。大学計画・評価本部を設置し，その機能と

Ⅲ 責任体制を明確にして，理事が直接改善の取組
に着手すること，また，各学部・全学の関連委
員会が連携して改善に取り組むことにより，フ
ィードバックシステムを確立した。

大学をめぐる長期的動向 ・学長直属のタスクフォース【41】 （平成16～18年度の実施状況概略）
と短期的変動を予測して取り組 ・学長直轄の「経営政策室」のメンバーを増員 として設置した室等の役割
む創造的プラニングと経営戦略 し役割分担を明確にすることにより，学長の 分担を明確にし，その組織
の検証に評価結果を活用するた タスクフォースとしての機能を強化した。 の在り方を見直す。
めの，学長直属のタスクフォー ・経営政策室員が教育・研究の企画戦略に係る ・ 学長室」において大学の「
スを置く。 具体的な活動を行うとともに，学外の意見を 将来構想を検討し，計画・

採り入れるなど，経営戦略体制の充実を図っ 評価本部を中心に戦略的に
た。 次期中期目標・中期計画の

検討を行う。
Ⅲ

（平成19年度の実施状況）
【41】経営政策室において次期中期目標 【41】経営政策室において，次期中期目標期間
・中期計画を見据えた多角的な施策を検 を見据えて，研究の推進・活性化のためのマネ
討する。 ジメントについて検討し，本学では個々の研究

Ⅲ 目的に対応した研究評価を行うことを確認し
た。また，法人評価の実績報告書の作成，本学
中期計画の評価指標（KPI）の収集において，
今期の中期目標・中期計画の課題を検討すると
ともに，全学的な計画・評価体制を整備した。

教職員の諸活動に対して ・ 教員の総合的業績評価」【42】 （平成16～18年度の実施状況概略） 「
評価に基づくインセンティブを ・ 教員の役割分担の制度化と処遇を総合的に の評価結果に基づくインセ「
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付与し，活動の質的向上と活性 検討するWG」を設置して，評価に基づくイン ンティブを活用し，教育研
。化を図る。 センティブの付与について検討を開始した。 究等の活動の活性化を図る

・WGにおいて，部局個人評価に基づくインセン
ティブの付与（表彰制度，サバティカル制度
等）について検討し，報告書をまとめた。

・WGの報告書に基づき給与への反映について具
体的に検討し，実施に向けて「教員の総合的
業績評価に基づく教員の処遇のための指針」
を作成し，全学的な合意形成を行った。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【42】教職員の活動に対する表彰制度を Ⅲ 【42】授業評価アンケート等に基づき，全学的
（ ） 。創設する。 な表彰制度 共通教育優秀授業賞 を創設した

ウェイト小計
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愛媛大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 社会への説明責任に関する目標

② 情報公開等の推進に関する目標

(1) 教育研究活動及び組織・運営の状況等について，学外に対し多様な手段で情報を公開し，発信する。中
(2) 社会や国民への説明責任を果たし，大学運営の透明性を確保するため，大学の保有する情報については可能な限り公開する。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

(1) 大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的方策など

大学の基本的指標，各種 （平成20～21年度の年度計画【43】 （平成16～18年度の実施状況概略）
データ・資料等について 「情 ・ｉ愛センター（大学のインフォメーションセ 予定なし），
報公開室」を窓口として，学外 ンター）内に「情報公開室」を移し，学外か
からのアクセスに即応する体制 らの窓口を一本化して迅速に対応する体制を
を整備する。 整備した。

・ 情報公開室」を個人情報保護法にも対応す「
る学外窓口として整備した。また，ウェブサ
イトの「情報の公開」ページを充実させると
ともに，社会に対する情報提供を積極的に行
った。

・大学内のネットワーク整備に伴うIPアドレス
の一元管理を行い，セキュリティ対策，ウィ
ルス対策を効果的に実施した。

Ⅲ
本部事務職員を対象に個人情報保護の徹底を

【43 （平成18年度に実施済みのため， - 図るために研修会を開催した（３回，参加者：】
平成19年度は年度計画なし） 78人 。）

ホームページ，広報誌等 ・ウェブサイトのトップコン【44】 （平成16～18年度の実施状況概略）
学外向け各種媒体を一層充実さ ・ウェブサイトのコンテンツの充実を図るとと テンツの充実と情報の速報
せ，大学情報を広く提供する。 もに，積極的な情報の発信に努め，公式ペー 化を図るとともに，各学部

ジのWhat's new(新着情報）の掲載が平成16 レベルでのウェブサイトの
年度183件，平成17年度263件，平成18年度310 充実を図る。
件となった。また，メディア・ミックスの充 ・受験生向け広報誌の充実を
実を図り 新聞に掲載された本学関連記事は 図る。， ，
平成16年度800件，平成17年度1,153件，平成 ・メディア・ミックスの充実
18年度1,519件と増加した。 を図る。

・読者対象を絞って広報誌の見直しを行うとと ・愛媛大学紹介DVDの内容に関
もに，学生による学生のための広報誌「愛Ｕ して，アンケート調査を行
（ラビュー 」を創刊した。 い充実を図る。）

・平成17年度に高校生を対象とした大学紹介DVD ・国際的視野に立ち本学の広
を作成し，アンケートの結果を踏まえて平成 報活動を展開するために 国「
18年度版の改定を行った。 際広報室」を設置し，英語
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・本学の特色ある研究紹介のCDの作成，広報ラ による情報発信を充実させ
ジオ番組「研究室からこんにちは！」の放送 る。
開始など，大学における研究内容の情報提供
に努めた。

Ⅳ
（平成19年度の実施状況）

【44-1】ホームページのトップコンテン 【44-1】公式ウェブサイトの新しいコンテンツ
ツを充実させ，情報の速報体制を整え， として，グローバルCOE，農学部附属農業高等

， ，各学部レベルのホームページの充実を図 学校改組のお知らせ サテライト東京オフィス
る。 スタディ・ヘルプ・デスク（SHD）を開設し，

Ⅳ 学長室に対談・インタビューのコーナーを新設
した。また，学部との広報連絡会を開催し，発
生源入力により，より多くの最新情報を迅速に
発信する体制を構築した（What's newの掲載件
数310件 → 360件 。）

【44-2】受験生を対象とした新広報誌作成のた
【44-2】受験生に重点をおいた広報誌の め，入試広報プロジェクトチームを設置し，全
作成を検討する。 学的に統一した内容で，見やすく充実したガイ

Ⅳ ドブックを平成19年５月に24,000冊作成し，オー
プンキャンパス，入試説明会などに活用した。

【44-3】ラジオやテレビ番組による広報，報道
【44-3】メディア・ミックスの充実を図 機関や松山市の街頭情報端末「まつやまインフ

」 。る。 ォメーション への積極的な情報提供を行った
また，ラジオで放送中の愛媛大学広報番組「研

Ⅲ 究室からこんにちは！」の内容を解説した冊子
を発行して，研究を中心とした多面的な大学の
活動を分かりやすく紹介するとともに，書店で
の販売を行った。

【44-4】平成18年度のアンケート調査を踏まえ
【44-4】愛媛大学紹介ＤＶＤの内容に関 てDVDの内容を改善，発行し，中国・四国地方
して，さらなる充実を図る。 Ⅲ の高校に配布した。さらに，６月に本学教職員

からDVDの内容に関するアンケート調査を，ま
た10月には高校教諭から利用状況に関するアン
ケート調査を行い，その結果を分析した。

ウェイト小計

ウェイト総計
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愛媛大学

社会への説明責任に関する特記事項（３）
注： 内の数字は対応する年度計画番号を示す。《 》

員の活動を網羅できる「教員活動実績データベース」を構築した（H16 。１．特記事項 ）
【 平成16～18事業年度 】
・大学機関別認証評価の受審に向けた取組 ・自己点検評価室からの提言に基づく教育改善の成果

・認証評価の基本的な観点に沿って各部局の現状を調査し，改善を要する事項を ・認証評価の受審に際して全学で行った自己点検評価を自己点検評価室におい
把握するとともに，改善への取組を開始した（H16)。 て分析・評価し，課題を整理して提言をまとめた。これにより，大学全体で

・自己点検評価室では，各部局の点検項目を評価・分析し，その結果をフィード 改善を行うとともに，学生からの成績評価に関する申立て制度や学生を含め
バックするとともに，全学的な提言を行うことで教育研究活動の改善に役立て た大学構成員から意見を採り入れる制度（くるま座-eねっと：学内ウェブか
ることを目的として，説明会を開催した（H17 。 ら直接学長に意見を伝えることができる ）の導入など，具体的な成果を上） 。

・改善を要するとして各部局にフィードバックした事項について，改善への取組 げた（H17 。）
， ，を自己点検評価室で検証するとともに 各部局で再度行った点検評価に基づき

【 平成19事業年度 】平成19年度に受審する大学機関別認証評価の自己評価書を作成した（H18 。）
《14,42》・教員の総合的業績評価に基づくインセンティブの付与

全専任教員を対象とした「教員の総合的業績評価」において，平成19年度の・教員の総合的業績評価の実施
「組織活動の主要な部分は教員個々人の活動の集積であり，組織的取組の改善 教員自己評価を実施し（入力率：97.6％ ，自己評価の中から，際立った事例）

のためには，教員個々人の活動の自己点検評価とそれに基づく改善が不可欠であ を広く紹介し他の教員の参考のために「教員の実績ハイライト」を作成し，学
る」との認識の下，専任教員を対象とした「教員の総合的業績評価」制度を創設 内ウェブで公開した。
した。これは年度始めに教員個々人が行う「自己評価」と，過去３年間の「自己 過去３年間の教員自己評価に基づき，第1回部局個人評価を実施し，その評価
評価」を基に教員の所属する部局等の長が実施する「部局個人評価」で構成され 結果を学長に報告するとともに，平成20年1月の昇給に反映させた。
る。自己評価では，教育活動，研究活動，社会的貢献，管理・運営の４領域で当
該年度の目標設定を行い，次年度に成果・業績を具体的に記すとともに，領域ご 《12,40》・大学機関別認証評価の受審

「 」 ，との５段階評価，領域全体で総合４段階評価を行う。部局個人評価は，３年間の 平成16年度に 大学機関別認証評価への対応に関する基本方針 を決定して
自己評価に基づき，各部局の特性に応じて策定した「評価基準と実施方法」に従 ２年間にわたって全学的な準備を行い，平成19年度に大学評価・学位授与機構
い，実施するものである。平成16年度に自己評価の試行を実施し，得られた問題 が実施する大学機関別認証評価を受審した。平成 20年3月に「大学評価基準を
点から実施要綱を改定した上で，平成17年度から本格実施している（入力率：平 満たしている 」との評価結果を得た。改善を要する点として指摘を受けた事。
成16年度95％，平成17年度95.2％，平成18年度97％ 。 項については，自己分析した事項を含め，改善への取組を開始している。）

・評価結果に基づくインセンティブの付与 ２．共通事項に係る取組状況
【 平成16～18事業年度 】・ 教員の総合的業績評価」の結果に基づくインセンティブの付与について 「教「 ，
○情報公開の促進員の役割分担の制度化と処遇を総合的に検討するWG」を設置して検討し，評価

結果が優れている教員に対する給与への反映，表彰制度，サバティカル制度な ・地域に広く開かれた大学として，大学情報の総合案内，入学相談等のサービ
どの導入を行うこととした（H17 。 ス業務を通じて本学への理解を深めるために，平成16年１月にインフォメー）

・ 教員の総合的業績評価に基づく教員の処遇のための指針」を策定し，円滑な ションセンター（ｉ愛センター）を設置し，４月からは同センターに情報公「
実施に向けて全学的な合意形成を行った。各部局は，これに基づき，平成19年 開室の機能も追加した（H16 。）
度に実施する部局個人評価の評価結果を給与へ反映させることとした。また， ・大学の広報戦略を企画する部署として「広報室」を新設した（H16 。）
評価結果が優れている教員に対する国内派遣研究員制度及びサバティカル制度 ・さまざまなメディアを通じて広報活動を展開しており，新聞に掲載された愛
の実施規程を制定した（H18 。 媛大学関連の記事は，法人化前に比べると約２倍になり，その後も継続的に）

前年度を上回っている（平成16年度約800件，平成17年度1,153件，平成18年
度1,519件 。・教員活動実績データベースの構築 ）

・大学内の各種データ収集・一括管理する体制を構築し，データの分析に基づい ・ 24時間テレビ愛は地球を救う」の愛媛メイン会場としてキャンパスを提供「
て教育研究活動の活性化 経営の改善を図るために経営情報分析室を設置した し，学生・教職員がボランティアで参加して研究成果の展示や相談コーナー， 。

。 ， ，同室が中心となり，教育，研究，社会的貢献，管理・運営の４領域にわたる教 での情報提供に努めた その結果 ２日間で約10,000人がキャンパスを訪れ
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学内外から高く評価された（H17 。 の昇給に反映させた。事務系職員の人事評価では，１年間の試行に基づきWGで）
・ウェブサイトの更新，広報誌の内容充実，大学紹介DVDの作成など，積極的な 検証を行い，実施マニュアルの改定を行った上で，平成20年度に本格実施する
情報提供を行っている。ウェブサイトの新着情報掲載数は毎年度増加している こととした。
（平成16年度183件，平成17年度263件，平成18年度310件 。）

・地元放送局のラジオで愛媛大学広報番組「研究室からこんにちは！」の放送を
開始した。その内容はウェブサイトからも聴くことができる（H18 。）

○運営における業務実績の評価結果の活用
・平成16年度実績に対する法人評価委員会の指摘事項で「情報発信の一元化とツー

ルの整理」の検討が挙げられたことを受け，平成17年度には広報担当副学長と
広報室が中心となり，インフォメーションセンター及び各部局の連携を強化し
つつ，広報室が大学と地域社会を結ぶ情報の一元的な窓口となるよう，広報体
制の改善を行った。また，マスコミの専門家から分析・評価を受ける「広報セ

」 ， 。ミナー～学外から見た愛媛大学～ を開催し 広報担当者の資質向上を図った

【 平成19事業年度 】
《44》○情報公開の促進

学長記者会見の開催 報道機関と学長との懇談会の開催 愛媛大学広報番組 研， ， 「
」 ， （ ）究室からこんにちは！ の放送 学生の保護者を対象とした広報誌Line 年２回

の創刊や本学の最近の取組を紹介する「新しい大学の創造」の発行など地域社会
に積極的に情報発信した。また，大学ウェブサイトにデジタルパンフレットの掲
載，高校生を対象とした「愛媛大学ガイドブック」の作成，広報ラジオ番組をま
とめた冊子「研究室からこんにちは！」の発行，大学紹介DVDの作成などを行っ
た。

ウェブサイトを活用して，教育研究の特色ある取組の情報公開を進めるととも
に，学長ブログや学長への意見箱（平成19年度：教職員50件，学生16件）により
教職員・学生との共通認識の増進と意思疎通を図っている。

＜参考＞ウェブサイトへのアクセス件数 ： 197万件 → 201万件
公式ウェブサイトの新着情報掲載件数 ： 310件 → 360件

○運営における業務実績の評価結果の活用
・評価結果の法人内での共有や活用のための方策

法人評価委員会からの業務の実績に関する評価結果は，役員会，教育研究評議
会，経営協議会に報告するとともに，全教職員にメール配信し，情報と課題の共
有化を図った 「さらなる改善が期待される事項など」については，担当理事を。
中心に検討を行い，具体的な取組につなげている。

《14,15》・具体的指摘事項に関する対応状況
平成18年度の業務実績に対する法人評価委員会からの指摘事項はなかったが，

教員と事務職員の人事評価について，本格実施と給与等処遇への反映など着実な
実施が期待されるとのコメントを受けた 「教員の総合的業績評価」では，過去。
３年の教員自己評価に基づき，第１回の部局個人評価を実施し，平成20年１月
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愛媛大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他の業務運営に関する重要目標

① 施設設備の整備・活用等に関する目標

(1) 長期的視野に立った施設・設備の整備計画を策定し，環境にも配慮した整備を推進する。中
(2) 既存施設の活性化を推進し，適切な施設マネジメントを実施する。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

(1) 施設等の整備に関する具体的方策

施設マネジメント手法を ・ 第２次国立大学等施設緊【45】 （平成16～18年度の実施状況概略） 「
導入した施設整備を推進する。 ・ 国立大学等施設整備緊急５か年計画」に基 急整備５か年計画」の推進「

づき，病院の病棟・診療棟の改修整備，生物 に努める。
環境試料バンク棟の整備など，すべて計画ど ・グランドデザインに基づき

。おり施設整備事業及び営繕事業を実施した。 教育研究環境の改善を図る
・既存施設・キャンパス環境の現状を把握し， ・施設マネジメント委員会に

平成17年度に愛媛大学施設・環境整備方針 よる整備計画の検討結果に
（グランドデザイン）を策定した。グランド 基づき，学生宿舎の改善整
デザインに基づき教育研究環境整備を実施し 備を推進する。
た。

・平成18年度に施設マネジメントをトップマネ
ジメントと位置付け 学長を委員長とする 施， 「
設マネジメント委員会」を設置し，安全と環
境に配慮した施設整備を推進する計画策定と
実施体制を強化した。また，この委員会の下
に専門部会を設置し，図書館の改修・整備な
ど具体的な検討を行った。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【45-1 「第２次国立大学等施設緊急整 【45-1】第２次国立大学等施設緊急整備５か年】
備５か年計画」の推進に努める。 Ⅲ 計画の一環として （持田）耐震対策事業 （城， ，

北）耐震対策事業 （医病）基幹・環境整備及，
び営繕工事を実施した。

【 】「 」 ，45-2 施設マネジメント委員会 において
【45-2 「施設マネジメント委員会」に グランドデザインを再検証し，新たにエアコン】
おいてグランドデザインの再検証を行う Ⅲ 更新整備計画・城北地区交通問題対策計画を決
とともに，これに基づき教育研究環境の 定して実施するとともに，学生寄宿舎整備基本
改善を図る。 構想を策定した。

【45-3 「学生宿舎整備専門部会」において学】
45-3 学生宿舎整備専門部会において 生寄宿舎整備基本構想（案）を作成し，施設マ【 】 ，
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新学生宿舎整備計画を検討する。 Ⅲ ネジメント委員会において決定した。さらに基
本構想は教育研究評議会で了承された。

【45-4 「施設マネジメント委員会」において】
【45-4 「施設マネジメント委員会」に 決定した「学生サービスステーション・図書館】
おいて，城北地区における「総合学生サ Ⅲ （中央図書館 」の整備計画に基づき，整備を）
ービスセンター （仮称）の設置を計画 実施した。」
し，実施する。

職員・学生の意識啓発と ・エネルギー管理標準の再検【46】 （平成16～18年度の実施状況概略）
一体的に，エコキャンパス作り ・省エネルギーの指導，助言，啓発活動を行う 証を行うとともに，省エネ
を推進する。 省エネルギー指導員を全学に配置して，教職 ルギー活動を効果的に推進

員・学生の意識啓発に取り組んだ。 し，施設整備計画において
・エネルギー管理標準を作成し，それに基づき も，引き続き環境負荷の低

効果的な省エネルギー活動を推進するととも 減及び省エネルギー対策に
に，省エネ型機器を採用するなど，環境負荷 努める。
の低減に努めた。 ・環境配慮促進法に基づく環

・ 環境マネジメント専門部会」において，環 境報告書を作成する。「
境配慮促進法に基づく「環境報告書」を作成 ・学生アルバイトによる構内
し，ウェブサイト上で公開した。 環境整備を通して，エコキ

ャンパス作りの意識啓発を
Ⅲ 行う。

・自然エネルギーの利用につ（平成19年度の実施状況）
【46-1】エネルギー管理標準の再検証を 46-1 エネルギー管理標準の再検証を行い いて，検討を始める。【 】 ，
行い，省エネルギー活動を効果的に推進 省エネルギー活動を効果的に推進できるようエ
する。 Ⅲ ネルギー管理標準に基づく「運転管理・計測記

録・保守点検マニュアル」を作成し，説明会を
行うとともに，省エネルギー活動を推進するた
めに台帳を整備した。

【46-2】平成19年度の整備事業において，リサ
【46-2】施設整備計画に環境負荷の低減 イクル品，高効率機器，トップランナー機器等
及び省エネルギー対策を盛り込む。 Ⅲ の省エネルギー機器を採用し，環境負荷低減に

取り組み，全体としてエコキャンパスを推進し
た。

【46-3】環境マネジメント委員会を中心に，平
【46-3】環境配慮促進法に基づく環境報 Ⅲ 成18年度環境報告書とダイジェスト版を９月に
告書を作成する。 作成し，ウェブサイトで公開した。

同窓会等からの支援（寄 （平成20～21年度の年度計画【47】 （平成16～18年度の実施状況概略）
附 による施設整備を検討する ・大学と同窓会組織である校友会との協議によ 予定なし）） 。

り，学内施設整備に向けて協力することとし
た。

・平成17年度に農学部附属農業高等学校の同窓
会等からの寄附により，実習地を整備した。

Ⅲ

【47 （平成17年度に実施済みのため，】
平成19年度は年度計画なし） -
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(2) 施設等の有効活用及び維持管理に関する具体的方策など

既存施設の点検・評価を ・施設マネジメント委員会に【48】 （平成16～18年度の実施状況概略）
行い既存施設の有効活用を図 ・構内環境の現状調査を実施して危険部位の現 おいて，施設有効活用方針
る。 状把握を行い，ハザードマップ，改善計画案 及び施設有効活用整備計画

を作成し，計画的に改善整備を実施した。 を再検証するとともに，計
・建築基準法第12条に基づく定期点検の結果を 画的に既存施設の有効活用

踏まえて改善計画を策定し，計画的に改善整 を図るため，既存施設の再
備を実施した。 構築を推進する。

・キャンパスライフ支援施設の現状調査に基づ ・定期点検報告書（建築基準
く改善計画を作成し，計画的に改善整備を実 法12条）に基づき作成した
施した。 改善年次計画の再検証を行

・構内トイレの改修年次計画に基づき，改修整 い，計画的に改善整備を実
備を実施した。 施する。

・キャンパスライフ支援施設
Ⅲ （課外活動施設，屋内外体

育施設，屋外環境等）の改（平成19年度の実施状況）
【48-1 「施設マネジメント委員会」に 48-1 施設マネジメント委員会 において 善計画を再検証するととも】 【 】「 」 ，
おいて，施設有効活用方針及び施設有効 Ⅲ 施設整備の点検・評価に関する申合せを決定 に，計画的に改善整備を実
活用整備計画を再検討するとともに，計 し，その申合せに基づき既存施設の有効活用方 施する。
画的に既存施設の有効活用を図る。 策を作成した。 ・構内トイレの環境改善を目

指し，年次計画に基づく施
設整備を推進する。

【48-2】定期点検報告に基づき作成した改善年
【48-2】定期点検報告書に基づき作成し 次計画により，工学部２号館等の給水設備，換
た改善年次計画により，計画的に改善整 Ⅲ 気設備，ガス設備などの改善整備を実施すると
備を実施する。 ともに，第３種建物の定期点検調査を実施し，

その結果報告を行った。

【48-3】体育施設・課外活動施設のキャンパス
【48-3】キャンパスライフ支援施設の改 ライフ支援施設改善計画を再検証し，課外活動
善計画に基づき，計画的に改善整備を実 Ⅲ 施設の防水改修，附属小学校体育館改修整備を
施する。 実施した。また，学生寄宿舎整備構想を策定し

た。

【48-4】構内トイレ改善整備計画に基づき，工
48-4 構内トイレの環境改善を目指し Ⅲ 学部２号館，図書館，附属幼稚園等のトイレ改【 】 ，

年次計画に基づく施設整備を推進する。 修を実施した。

ウェイト小計
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愛媛大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他の業務運営に関する重要目標

② 職場環境・修学環境に関する目標

(1) 教育研究現場での安全を確保し，快適な職場環境・修学環境を形成するために，安全管理の基盤体制を確立する。中
(2) 附属学校における児童・生徒の生命の尊重や安全確保のために，安全教育の充実と安全管理の徹底を図る。期

目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

(1) 労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・事故防止に関する具体的方策

労働安全衛生法等の法令 ・衛生管理者等の有資格者を【49】 （平成16～18年度の実施状況概略）
，に基づく安全管理に関する資格 ・安全管理に関する資格保有者の育成計画を策 着実に増加させるとともに

保有者を計画的に確保する。 定するとともに，研修会の開催・講習会の受 有資格者については，講習
講により，衛生工学衛生管理者61人，産業医 会等へ参加を通して資質向
１人，作業主任者12人が資格を取得した。 上を図る。

・第一種衛生管理者セミナーを開催し，新たに
35人の有資格者（平成18年度までの総数137
人）を育成するとともに，外部講習会への参
加，学内で安全衛生セミナーを実施した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【49】衛生管理者等の有資格者を増加さ 【49】第一種衛生管理者受験講習を実施し，第
せるとともに，講習会等への参加により 一種衛生管理者32人の増員を図るとともに（資
資質向上を図る。 格者総数169人 ，安全衛生トップセミナーな）

Ⅲ ど，安全衛生セミナーを３回実施し，有資格者
及び教職員の資質向上を図った（受講者：310
人 。）

安全衛生教育の充実を図 ・採用時及び就業時に安全衛【50】 （平成16～18年度の実施状況概略）
り，個々人の安全に対する意識 ・採用時に安全衛生教育を実施するとともに， 生に関する特別教育の計画
を啓発する。 労働安全衛生法等に基づき特別な教育が必要 を再検証するとともに，職

な者には，安全教育又は特別教育を受講させ 員への安全衛生教育及び啓
。た。 蒙活動を定期的に実施する

・外部有識者による職場巡視点検評価におい
て，各事業場で講評・質疑応答を行うことに
より，安全衛生関係者の認識を向上させた。

・５Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔・習慣化）活
動を推進するとともに，情報共有による啓蒙
活動のために安全衛生管理室のウェブサイト
を開設した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）
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【50】採用時及び就業時における安全衛 【50】安全衛生に関する特別教育を再検証し，
生に関する特別教育を再検証するととも 新採用職員研修，技術職員研修における安全衛
に，職員への安全衛生教育及び啓蒙活動 生教育の内容を充実させた。また，安全衛生管
を定期的に実施する。 Ⅲ 理室のウェブサイトを活用し，毎月安全衛生関

連情報を更新して情報提供に努めるとともに，
本学独自の５Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔・習
慣化）活動の定着を図った。

機械・器具・危険物・有 ・各研究室等を定期点検し，【51】 （平成16～18年度の実施状況概略）
害物質等の厳正な保守管理の徹 ・各研究室の作業環境を定期点検するととも 安全な作業環境の確保に努
底及び規制対象作業場の改善な に，職場巡視を実施し作業場の現状把握と改 める。
ど快適な作業環境の整備に努め 善指導を実施した。
る。 ・各研究室の定期点検を実施し，その結果に基

づき，268室の実験研究室において，有機溶
媒の適用除外認定を受けた。

・安全衛生管理責任者（部局等の長）が学内を
点検し，緊急性・危険性が高い箇所の改善を
行った。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【51】各研究室等を定期点検し，安全な 【51】安全衛生関係者による担当区域の定期巡
作業環境確保の推進に努める。 視の実施に加えて，重信事業場で城北，樽味及

Ⅲ び持田事業場の安全衛生関係者による交互巡視
を行った。全国労働衛生週間には，安全衛生管
理責任者による注意箇所重点巡視などの活動を
行った。

，【52】安全衛生に関する組織を ・化学物質管理規程に基づき（平成16～18年度の実施状況概略）
設け，教育・研究活動の安全対 ・安全衛生全学委員会，各事業場の安全衛生委 各学部等の体制を整備し，
策を講じるとともに，設備，化 員会を設置するなど，安全衛生管理体制を整 化学物質管理システム等の
学物質等の一元的管理体制を整 備し，教育・研究活動の安全対策を講じた。 活用を行い，化学物質の適
える。 ・化学物質の一元的管理のため「愛媛大学化学 正管理を強化する。

物質管理システム」を導入した。化学物質を ・他大学との連携により，大
適正管理するために「化学物質管理指針 ， 学の安全衛生活動の在り方」
「化学物質管理規程 「化学物質管理の手 を検討する。」，
引き」を整備し，実質的な運用に努めた。

・平成18年度に安全衛生委員会を再編し，大学
本部と各事業場の安全衛生関係者間の連携を
強化した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【52-1】安全衛生管理体制を見直し，安 【52-1】安全衛生管理体制を見直し，安全衛生
全衛生管理体制を強化する。 管理特別部会の役割を重視するとともに，特別

部会の下に安全衛生マニュアル編集委員会と高
Ⅲ 圧ガス管理検討WGを設置し，安全衛生マニュア

ルの作成及び高圧ガスの適正管理実施の調査と
方向性を検討した。

【52-2】化学物質管理規程に基づき，学部等に
【52-2】化学物質管理規程に基づき，各 おける体制を整備するとともに，規程に沿って
学部等の体制を整備し，化学物質管理シ 化学物質管理状況票を徴収した。また，化学物
ステム等を活用し 適正管理を強化する Ⅲ 質管理システムの入力説明会の開催，化学物質， 。

管理責任者のリスクアセスメント講習（参加者：
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121人）など，化学物質管理システムの活用を
図った。

(2) 人権侵害の防止策

「愛媛大学におけるセク ・ 愛媛大学におけるセクシ【53】 （平成16～18年度の実施状況概略） 「
シュアル・ハラスメント等の人 ・人権問題の相談窓口等をウェブサイトに掲載 ュアル・ハラスメント等の
権侵害の防止等に関する指針」 し，周知するとともに，人権問題相談員を女 人権侵害の防止等に関する
に基づき，教職員の人権侵害の 性教員に委嘱するなど相談しやすい環境を整 指針」に基づき，教職員の
防止に努めるとともに，人権侵 備した。 人権侵害の防止に努めると
害が発生した場合は迅速かつ厳 ・人権問題の発生時には迅速かつ厳正に対応す ともに，人権侵害が発生し
正に対処する。 るとともに，人権侵害の防止と意識啓発のた た場合は迅速かつ厳正に対

めに研修会及び人権問題に関するアンケート 処する。
を実施した。

・アンケート調査の結果を「セクシュアル・ハ
ラスメント等人権問題に関するアンケート調
査報告書」として公表し，改善策を人権問題
対策委員会において検討した。新たに人権問
題調停委員会を設置するとともに，相談員に
外部専門家を加えて相談しやすい体制を整備
した。また 「人権侵害防止パンフレット」，
及び「相談窓口案内カード」を作成し，全学
生・教職員に配付した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【53-1】人権侵害の防止体制を強化する 【53-1】人権侵害の防止等に関する規程を改正
とともに，迅速に対応するための体制を し，人権侵害被害者のケアを充実させるためケ
整備する。 ア・システムを策定した。また，人権問題相談

Ⅲ 員に外部委員として弁護士を加えて専門的な事
項に対する相談体制の強化と迅速な対応を図る
とともに，人権問題相談員を「セクハラ防止研
修リーダー養成コース」に参加させ，資質向上
を図った。

【53-2】全学の教職員及び学生を対象としたア
【53-2】各キャンパスにおいて人権侵害 カハラ及びセクハラ防止研修会を開催するとと
防止に関する研修会を開催し，併せてメ もに，各学部においても個別に研修会を実施し
ール，ポスター，パンフレット等により Ⅲ た（開催７回，参加者573人）。ポスターやリー
啓蒙を図る。 フレット等を作成し，学生・教職員に周知する

とともに，新入生オリエンテーションや新任教
職員研修でも学生・教職員に配付し啓発を図っ
た。また，アカハラに対する現状把握のために
大学院学生に対してアンケートを実施した。

(3) 学生等の安全確保等に関する具体的方策など

実験・実習等授業及び課 ・実験・実習等授業での安全【54】 （平成16～18年度の実施状況概略）
外活動での安全教育を徹底す ・ サークルリーダー研修会」において，危機 教育を徹底するとともに，「
る。 管理論の講義に加え実技指導を行い，学生の サークルリーダー研修等を

安全教育の充実と安全確保に努めた。 通じて課外活動における安
・ 総合健康センター」が指導の中心となり， 全教育を実施する。「

実技指導を含めた安全教育を実施するととも ・野外活動における安全マニ
に，特定化学物質を取扱う学生の特別健診に ュアルを作成する。
関しては，学生本人だけでなく指導教員へも
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結果を通知することとした。
・ 学生教育研究災害傷害保険 「学研災付帯「 」，

賠償責任保険」への学生加入を積極的に促す
とともに，緊急時の連絡体制を整備した。

・危機管理セミナーを開催するとともに，本学
危機管理マニュアルに基づき各リスクに対す
る対応について検討した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）
【 】 ，【54-1】危機管理セミナーを開催すると 54-1 各種リスクへの対応を検討するために

ともに，危機管理マニュアルに基づき， 「危機管理室」の室員を11人増員し，危機管理
学生，附属学校等におけるリスク対応マ マニュアルに基づく各リスク対応マニュアル
ニュアルの作成について検討する。 （素案）を策定した。学生の視点を採り入れ再

Ⅳ 検討の上，全学的な災害対策マニュアルを策定
し,携帯版「もしものときのポケットガイド」
を平成20年度新入生を含む全学生・教職員に配
付した。

また，事務連絡協議会（構成員：事務系管理
職）で，前年度に本学で発生した事件・事故の

， ，発生事案を紹介し その対応を説明することで
職員の危機管理意識を高めるとともに 「海外，
派遣・受入に関わる危機管理セミナー （参加」
者：151人 ，個人情報保護研修会及び安全運）
転講習会（参加者：78人）などを開催した。

【54-2】全学部において安全衛生管理者による
【54-2】実験・実習等授業及び課外活動 巡視や安全衛生教育を実施するとともに，理系
での安全教育を徹底する。 Ⅲ 学部においては，学生に対して安全衛生手帳や

マニュアルを用いて安全教育の指導を行った。

精神衛生，生活習慣病等 ・入学時歓迎行事，共通教育【55】 （平成16～18年度の実施状況概略）
に関する健康教育を充実する。 ・ 総合健康センター 「学生支援センター」 の初年次科目，教養コア科「 」，

を中心に，精神衛生，生活習慣病等に関する 目（こころと健康）におい
啓発活動を全学的に実施するとともに，入学 て，精神衛生，生活習慣病
時のオリエンテーションにおいて，具体的な 等に関する啓発活動を効果
健康教育を実施した。 的に行う。

。・健康教育を充実するために，平成18年度から ・カウンセラーの充実を図る
教養コア科目「こころと健康 （18クラス）」
を選択必修科目として開設した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【55】入学時歓迎行事と導入教育におい 【55】全新入生を対象に学生生活オリエンテー
て精神衛生，生活習慣病等に関する啓発 ションを開催し，悪質商法，精神衛生，生活習
活動を効果的に行う。 Ⅲ 慣病，人権問題，カルト問題等について情報を

提供した。また，新入生セミナー等において各
種の生活安全教育を実施した。

講義棟，学生寮等での防 ・ 講義棟，学生寮等での防火・【56】 （平成16～18年度の実施状況概略）
。火・防災・避難訓練を実施す ・講義棟，学生寮等での防火・防災・避難訓練 防災・避難訓練を実施する

る。 を毎年各学部及び学生寮で実施した。
・平成18年度には，新たに救急救命訓練を実施

した。
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Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【56】講義棟，学生寮等での防火・防災 【56】各学部等において学生・教職員を対象と
・避難訓練を実施する。 Ⅲ した防火・防災・避難訓練を実施した。御幸寮

では，新たに昇降機と煙体験ハウスによる避難
訓練を実施した（参加者：125人 。）

実験・実習施設，課外活 ・法令に基づいた施設点検を【57】 （平成16～18年度の実施状況概略）
動施設等の点検・整備を徹底す ・危険部位の調査・点検を実施し，要修繕箇所 実施し，学生等の安全を確
る。 の改修計画を作成し，計画的に改修を実施す 保する。

るなど，学生の安全確保に努めた。
・課外活動施設等点検票に基づき，毎月，学生

による点検を定期的に実施している。
・定期的に安全衛生管理者による巡視・点検を

行い，施設の危険箇所を把握するとともに，
危険箇所の改善を行った。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

57 法令に基づいた施設点検を実施し 【57】法令に基づく施設点検を行い，学生等の【 】 ，
学生等の安全を確保する。 Ⅲ 安全確保のために法文学部本館等の消防設備，

換気設備及び駐輪場の段差解消等の整備を実施
した。

(4) 附属学校の安全管理体制に関する具体的方策

学校ごとに学校安全委員 ・教職員に対する安全管理研【58】 （平成16～18年度の実施状況概略）
会を設置し，教職員に対する安 ・各附属学校園に 学校安全委員会 を設置し 修のさらなる充実を図る。「 」 ，
全管理研修を充実する。 災害対応，不審者対応の避難訓練等の活動を

実施した。
・ 学校安全委員会」を中心に，安全点検日に「

確実に安全点検を行うとともに，点検項目の
見直しを行った。

・教職員に対する安全管理研修の充実に努める
とともに，安全点検に基づく修理・改修を行
った。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【58】学校安全委員会において，教職員 【58】安全管理の在り方について，正副校園長
に対する安全管理研修を充実する。 Ⅲ 会で意見交換を行い，教職員に対する安全管理

研修を充実させるとともに，不審者対応策等の
訓練を実施した。

教科指導や特別活動等の ・大学・学部及び各附属校園【59】 （平成16～18年度の実施状況概略）
年間計画に沿い，安全教育の充 ・ 学校安全委員会」を中心に，日常の安全点 間の連携を取りながら，安「
実に努める。 検の在り方について検討し，検討結果に基づ 全教育のさらなる充実を図

き，生徒に対する安全教育の充実に努めた。 る。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【59】教科指導や特別活動等の年間計画 Ⅲ 【59】教科指導や特別活動等の年間計画を見直
に沿い，安全教育を充実する。 し，不審者対応等の安全教育を充実した。
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日常の安全点検を充実さ ・学校評議員会・外部評価委【60】 （平成16～18年度の実施状況概略）
せ，校内の安全管理に努める。 ・ 学校安全委員会」を中心に，日常の安全点 員会の意見を踏まえ，学校「

検の在り方について検討し，検討結果に基づ 安全委員会を中心に日常の
き，安全点検項目の見直しを行った。 安全点検を充実させる。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【60】学校安全委員会を中心に，日常の 【60 「学校安全委員会」を中心に見直した安】
安全点検を実施する。 Ⅲ 全点検項目に沿って，日常の安全点検を実施す

るなど，安全確保に努めた。

幼児・児童・生徒の安全 ・幼児・児童・生徒の安全確【61】 （平成16～18年度の実施状況概略）
確保等のため，関係機関や地域 ・警察や関係機関との連携を強化し，不審者対 保等のため，警察や消防署
・保護者との連携体制を強化す 応の避難訓練を実施した。 や地域・保護者との連携体
る。 ・児童・生徒の安全及び健全育成を目指して， 制を強化する。

愛媛県警察本部と「サポート制度」の協定を
締結した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【61】警察や消防署との連携による避難 【61】警察や消防署との連携による避難訓練の
訓練の充実を図るとともに，保護者や地 Ⅲ 充実を図り，保護者や地域・関係機関と連携し

。 ，域，関係機関と連携した幼児・児童・生 た幼児・児童・生徒の安全指導を行った また
徒の安全管理を推進する。 校外指導を積極的に行い，安全確保に努めた。

ウェイト小計

ウェイト総計
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愛媛大学

その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項（４）
注： 内の数字は対応する年度計画番号を示す。《 》

１．特記事項
【 平成16～18事業年度 】 ○危機管理への対応策の適切な実施

・キャンパスの環境改善事業を計画的に実施するため，施設の現状調査に基づく ・危機管理室では，危機発生の未然防止と，実際の危機発生時の対応等を定め
改善年次計画を立案した。特にトイレの改修は平成23年度までを視野に入れ， た「危機管理対応マニュアル」を学内ウェブサイトに掲載し，教職員に周知
計画を立案し，実施している（H16 。 した（H18 。） ）

・施設マネジメントをトップマネジメントの重要課題と位置付け，学長及び理事 ・職員の危機管理に対する意識向上を目的として，管理職を対象に危機管理発
等をメンバーとする「施設マネジメント委員会」を設置し，計画策定と実施体 生時の対応を含めた「危機管理セミナー」を開催した（H18 。）
制を強化した（H18 。 ・安全衛生全学委員会では，化学物質を適正に管理するため，毒物・劇物の管）

・省エネルギーなどの環境課題に適切に対応するため，環境マネジメント専門部 理状況調査を実施するとともに，化学物質管理指針を定め 「化学物質管理，
会を「環境マネジメント委員会」に改め，その下に環境教育，環境管理，環境 規程」の改定 「化学物質管理の手引」の作成を行った（H18 。， ）
会計の３専門部会を置いた（H18 。 ・学生の安全を確保するため，防火・防災・避難訓練を毎年実施するとともに）

・資格養成計画に基づき 衛生工学衛生管理者 資格取得講座を学内で開講し １年次必修の「新入生セミナー」において，安全教育を実施している。，「 」 ，
教職員の資格取得を促進した（平成16年度資格取得者：61人 。）

○運営における業務実績の評価結果の活用・資格養成計画に基づき 「第一種衛生管理セミナー」を学内で開講し，教職員，
の資格取得を支援した（平成18年度資格取得者：36人 。 平成17年度の業務実績に対して法人評価委員会から期待されるとのコメント）

・安全衛生について，全学及び各事業場に配置した安全衛生委員会の構成員を見 を受けた災害等も含めた全学的なマニュアルの整備については，危機管理室で
直し，命令系統の明確な安全衛生管理体制を確立した（H18)。 各部局等の危機管理マニュアルの作成状況の点検を行うとともに，全学の災害

・研究者としての倫理を意識化するために「愛媛大学の科学研究における行動規 等を含めた「災害対策マニュアル （原案）を作成した。」
範」及び「愛媛大学科学研究行動規範管理規程」を制定した（H18 。）

【 平成19事業年度 】 【 平成19事業年度 】
・施設マネジメント体制等の強化 ○施設マネジメント等の適切な実施《45,48》

学長を委員長とする「施設マネジメント委員会」の下に設置した「総合学生サー 《45-2》・キャンパス・マスタープラン等の策定状況
ビス・図書館整備専門部会 「学生宿舎整備専門部会」において，図書館と学 「施設・環境整備基本方針 （グランドデザイン）に基づき作成した既存施」， 」
生宿舎の施設整備計画を策定した。城北地区４学部の教務関係業務を集中化する 設の改善計画及びキャンパス環境改善計画により，改善整備を実施した。施設
基本方針に基づき，図書館棟の改修整備にあわせて図書館棟１階に「学生サービ 及び環境の整備実績を踏まえ，これらの改善計画を再検証した。
スステーション」を設置した。また，昭和40年に建設された御幸寮の耐震補強，
老朽化対応も含めた居住環境の改善を図るため，留学生等の入寮も配慮した増築 《45,48》・施設・整備の有効活用の推進
及び個室改修を決定した。 主要４団地の現地調査に基づく利用状況を検証し，施設の有効活用をさらに

推進するため，施設マネジメント委員会において，施設整備の点検・評価に関
， 。２．共通事項に関する取組状況 する申合せを決定し その申合せに基づき既存施設の有効活用方策を作成した

共通教育管理棟については，全学共同利用建物としてⅡ期計画のうちⅠ期分の【 平成16～18事業年度 】
整備を実施した。○施設マネジメント等の適切な実施

・教育研究環境改善のため 「愛媛大学施設・環境整備基本方針 （グランドデ また，図書館の有効活用を図るため策定した施設整備計画に基づき，学生の， 」
） ， 。ザイン）を作成した（H17 。 学習支援に重点を置いた多機能の教育研究支援施設として 改修整備を行った

・ 愛媛大学施設・環境整備基本方針 （グランドデザイン）に基づいて作成し「 」
た既存施設の改善計画及びキャンパス環境改善計画に則り，施設・環境改善を 《48》・施設維持管理の計画的実施と検証
順次に実施した（H18 。 前年度より2,000万円増額して，施設維持管理経費を１億5,000万円確保し，）

・環境保全への取組として，平成21年度までの達成目標，平成18年度の環境目標 屋上防水改修年次計画，外構・工作物危険部位改修年次計画，トイレ改修年次
を策定した（H18 。 計画，基幹設備改善年次計画等に基づき，計画的に維持保全整備を実施した。）

・愛媛大学環境報告書を毎年度作成し，ウェブサイトで公開している。 また，これらの維持保全の実績を踏まえ，各種改善計画を再検証した。
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・省エネルギー対策等の推進や温室効果ガス排出削減等の環境保全対策の遂行 ・研究費の不正使用防止のための体制・ルール等の整備とヒアリングの実施《46》
省エネルギー活動をより効果的に維持するため，エネルギー管理標準に基づく 《9-1,39-2》

「運転管理・計測記録・保守点検マニュアル」を作成し，構成員に周知した。 研究費の不正使用対策WGにおいて検討を行い 「研究費等の運営及び管理に，
組織的環境保全活動の推進を目的とした「環境マネジメントシステム（EMS 」 関する基本方針 「研究費等の不正使用防止規程」を制定するとともに，不正） 」，

を確立・維持するため 「環境管理マニュアル」を作成し，管理手順を明確にし 使用防止対策室及び相談窓口を設置した。また，科学研究費補助金に関する説，
た。 明会において，経理担当者から補助金の適正な経理・管理について，研究者使

温室効果ガス排出抑制等の具体的な措置を示した「温室効果ガス排出抑制等の 用ルールを踏まえた説明を行った。
ための実施計画」を策定し，抑制方法を示した。 監査室と不正使用防止対策室が連携して，研究者等115人に対してチェックリ

。 ，ストに基づきヒアリングを行った ヒアリングでは会計ルールや制度を説明し
《46-3》 研究費の執行や会計制度全般について意見や要望を聴取した。会計ルールの周・環境保全対策の取組状況

環境マネジメント委員会で，環境目標を達成するために，平成19年度の実施計 知徹底を図るために，相談内容を踏まえて学内ウェブに掲載しているQ&Aの充実
画を策定し，この実施計画に基づき，全学的に環境保全活動に取り組み，紙使用 を図ることとした。
量１％以上を削減する目標を達成した。

○運営における業務実績の評価結果の活用平成18年度の「愛媛大学環境報告書」とダイジェスト版を９月に発行し，ウェ
・評価結果の法人内での共有や活用のための方策ブサイトで公開した。

法人評価委員会からの業務の実績に関する評価結果は，役員会，教育研究評
議会，経営協議会に報告するとともに，全教職員にメール配信し，情報と課題○危機管理への適切な対応策
の共有化を図った 「さらなる改善が期待される事項など」については，担当・災害，事件・事故，薬品等に関する危機管理マニュアルの策定等を含む全学的・ 。

《54》 理事を中心に検討を行い，具体的な取組につなげている。総合的な危機管理体制の検証と向上
危機管理室会議において，各担当に対応するリスク・マニュアルの作成を検討

するとともに，前年度に作成した原案を再検証し，学生の視点を採り入れた「愛 《54-1》・具体的指摘事項に関する対応状況
媛大学災害対策マニュアル」と緊急時の連絡先等を掲載した「もしものときのポ 平成18年度法人評価委員会からの指摘事項はなかったが，平成17年度に同委
ケットガイド」を作成した。このマニュアルは，危機発生の未然防止と，危機発 員会から実効性のある災害等を含めた全学的な危機管理マニュアルの整備が期
生時の迅速な対応のために学内ウェブに掲載し，教職員に周知した。 待された。平成18年度に作成した原案について，より学生の視点を採り入れて

また，事務連絡協議会（構成員：事務系管理職）で，前年度に本学で発生した 再検証し 「愛媛大学災害対策マニュアル」として作成した。また，緊急時の，
事件・事故の発生事案を紹介し，その対応を説明することで，職員の危機管理意 連絡等を掲載した携帯版「もしものときのポケットガイド」を作成し，平成20
識を高めるとともに，「海外派遣・受入に関わる危機管理セミナー」（参加者： 年度の新入生を含めて学生・教職員に配付した。
151人 ，個人情報保護研修会及び安全運転講習会（参加者：78人）などを開催）
した。

《50,51,52》・安全衛生管理体制の向上
安全衛生管理体制を強化するため，統括安全衛生管理者をはじめとする安全衛

生管理者29人により，地元原子力発電所における安全衛生管理体制を視察した。
安全衛生に対する意識向上と啓発を目的に「安全衛生管理者セミナー 「安全」，
衛生セミナー 「リスクアセスメント導入前講習会 「救命救急講習会」等を」， 」，
開催した。また，安全衛生管理に関する有資格者育成計画に基づき 「第一種衛，
生管理セミナー」を実施し，新たに32人の第一種衛生管理資格者を養成し，全学
の有資格者は169人となった。

化学物質を適正に管理するため 「化学物質管理指針」及び「化学物質管理規，
」 ，「 」程 に基づく部局ごとの適正管理を実施するとともに 化学物質管理の手引き

により「愛媛大学化学物質管理システム」の入力説明会を開催した。
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愛媛大学

教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

① 教育の成果に関する目標

多様な個性と資質を有する学生を受け入れ，広い視野と自ら考え実践する能力及び次代を担う自覚と誇りをもつ人材を育成する。大学院においては，専門分野中
の深い学識と総合的判断力を身につけた指導的人材を育成する。期

目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

① 学士課程教育の成果に関する具体的目標の設定

主体的・創造的に生きるのに必要 【62-1～65-1 「愛媛大学憲章」に謳う 「学生中心の大学づくり」の一環として，平成19年度文部科学省学生支援GPに採【62】 】
な自己実現のための基礎能力及び多様な 「学生中心の大学作り」を推進する。 択された「愛媛大学リーダーズ・スクール （ELS)の開始，学生アルバイト（165」
価値観に対する理解を培い，豊か人間性 人）による構内環境整備への参加など，学生の自主的・主体的な活動への支援を強
と社会的自覚を育む。 化した。

中等教育から円滑に大学教程に導【63】
「 」 ，き，学部専門教育を受けるための十分な 【62-2～65-2】各学部の教育コーディネー 教育機構 の管理機関である管理運営委員会の名称を教育学生支援会議に改め

基礎学力と自己表現能力を養う。 ターとの連携を強化するなど 「愛媛大 各学部の統括教育コーディネーターを主要構成員とした。また，教育コーディネー，
学教育・学生支援機構 （以下 「教育 ター（59人）を対象とした教育コーディネーター研修会を５回開催し，全学共通の」 ，

幅広い教養と豊かな人間性ととも 機構」という ）の機能を一層充実させ 教育課題に取り組んだ。【64】 。
に，十分な専門知識を習得させ，地球的 る。
視野をもって地域社会・国際社会に貢献
できる人材を育成する。

明確な教育理念・目標と厳格な成【65】
績評価のもとで優れた質の多様な人材を

， 。育成して地域社会 国際社会に送り出す

② 大学院課程教育の成果に関する具体的目標の設定

学問的専門知識と幅広い学際的知 【66～67 「大学院教育の在り方に関す 各研究科において，研究指導に関する教員と学生の話し合い，ポートフォリオの【66】 】
識の更なる高度化を図り，探究心と創造 る検討ＷＧ」の報告に基づき，各研究科 導入，共通科目の設定，新セメスター制導入の検討など，大学院教育の実質化に向
力豊かな，指導力のある高度職業人，研 において大学院教育の実質化を図る。 けた種々の取組を行った。
究者を育成する。

知識人としての自覚と国際的感覚【67】
を培い，社会の福利の向上と文化の発展
に貢献できる人材を育成する。

③ 教育の成果・効果の検証に関する具体的方策

（ ， ） ，【68】卒業生の満足度や卒業生に対する 【68-1】卒業予定者アンケートから卒業 平成18年度卒業予定者に対するアンケート 996人 回答率54.4％ を分析して
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社会の評価を分析・検討し，それらに基 生の満足度を分析し 改善策を検討する 平成16～18年度の経年変化を把握するとともに，次年度以降のアンケートの項目を， 。
づいて，教育の改善を図る。 検討した。

， ， 。【68-2】卒業生や企業へのアンケート及 学部・研究科では さまざまな機会を捉えて 卒業生や企業のニーズを収集した
びヒアリングを実施する。 同窓会総会で意見交換会の実施・就職先アンケート（法文学部 ，卒業生アンケー）

ト・ふるさと実習に対する実習校からの評価（教育学部 ，卒業生アンケート（理）
学部 ，関連教育実習病院との協議会の開催（医学部 ，卒業生からの意見聴取，） ）
企業アンケート 工学部 卒業生アンケート 就職先企業訪問による意見聴取 農（ ）， ， （
学部 ，修了者アンケート（法文・教育・医学系・農学・連合農学研究科 ，就職） ）
先からの意見聴取（理工学・農学研究科 ，就職先アンケート（連合農学研究科））
を実施した。

④ 学生収容定員

各学部・大学院において，学科， 【69】時代の要請に対応した教育コース 法文学部では，夜間主コースの３年次編入学定員を見直し，平成20年度入学試験【69】
， ， （ ） 。 ，教育コースの再編，大学院の再編計画を の導入を全学及び学部 研究科で推進し から昼間主コースに３年次編入学制度 入学定員10人 を導入した 教育学部では

策定し，平成18年度を目処に入学定員の それに伴う学生収容定員の見直しを行 平成20年度からカリキュラム改革により教育課程を改定するとともに，課程の学生
見直しを行う。 う。 定員を見直した。理工学研究科では，平成19年10月に留学生を対象とした「アジア

環境学特別コース 「アジア防災学特別コース」を設置し，秋季入学，英語での」，
授業，特別奨学金の支給など，修学支援を充実させた。
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愛媛大学

教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

② 教育内容等に関する目標

① アドミッション・ポリシーに関する目標
1) 入学者選抜に係る基本方針

「どのような人材に育成して社会に送り出すのか」という教育目標に基づいて 「どのような学生を求めるのか」を明記したアドミッション・ポリシーを確，
立する。
2) 社会人，留学生等の受け入れ基本方針中
社会人，留学生を積極的に受け入れる体制を整える。

② 教育課程，教育方法，成績評価等に関する目標期
(ⅰ) 学士課程

1) 入学者の資質の変化と学習要求の多様化に対応する適切なカリキュラムを開発する。目
2) 大学教育にふさわしい基礎的スキルの育成に努め，広範な実践的能力を求める社会の要請に対応する。
3) 学生の真摯な学習意欲を喚起する学習環境を整備する。標
4) 新しい教育手法や学習指導法を開発する。

(ⅱ) 大学院課程
1) 学部・大学院一貫教育を視野に入れ，学部と大学院のカリキュラムの接続性の向上を図る。
2) カリキュラムの充実化・体系化と開講形態の多様化を図り，学識の深化と広領域化を推進する。
3) 学習意欲を高める成績評価システムを整備する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

① アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策
1) アドミッション・ポリシーの確立と入学者選抜の改善

愛媛大学のアドミッション・ポリ 【70-1～71-1 「学生支援センター」か 「教育機構」内にアドミッションセンターを設置し，入学者選抜方法の改善，高【70】 】
シーを確立して，教育目標とともに公表 らアドミッション・オフィスを独立さ 大連携等を推進する体制を整備した。
する。 せ 「教育機構」内に「アドミッション，

センター」を設置する。
入学に関する相談活動，広報活動【71】

や入学者受け入れ体制を全学的に整備す
る。 【70-2～71-2】推薦入学生等を中心に， 「推薦入学Ⅰ 「AO入試」を実施又は実施予定の全学部の募集単位に対して，」，

， 。入学前教育などの事前指導の充実を図 入学前教育の実施有無とその内容を調査し 事前指導の必要な募集単位を把握した
る。

70-3～71-3 ディプロマ・ポリシー 卒 ５回にわたる教育コーディネーター研修会を通して，全学部のディプロマ・ポリ【 】 （
業時の人材育成目標）を策定し，公表す シーを策定し，ウェブサイトで公表した。
る。

受験者を多面的に評価し多様な人 【72-1】大学入試センター試験，個別学 「入学者選抜方法の改革に関する専門委員会」の提言に基づき，大学センター試【72】
材を確保するために，推薦入試，AO入試 力検査に課す教科科目，配点等を学部レ 験利用科目，配点等の入試方法に関して各学部で整理を行い，平成21年度に改める
をはじめ多様な入試のあり方を検討し， ベルで整理・変更して，受験生に分りや こととした。
新規制度の導入を図る。 すい入試方法を開発する。

【72-2】特別選抜（推薦入試，ＡＯ入試 「入学者選抜方法の改革に関する専門委員会」の提言に基づき，各学部の推薦入
等）の枠組みを全学的に整理し，ＡＯ入 試等の現状を踏まえつつ，数年以内にAO入試を拡大・充実することを全学的に合意
試枠の拡大を図る。 した。

【 】 ， 「 」 ，【73】全学部において編入学制度を充実 73 編入学制度の充実を図るとともに 文部科学省の 国立大学の定員超過を抑制する仕組みの導入について を受けて
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し，２年次編入も含めて制度の一層の弾 編入学後の学生の動向を調査・分析す 編入学の量的拡大よりも質の充実を目指すこととした（編入学生数67人：対前年度
力化に取組む。 る。 ３人減 。）

大学院においては，他大学，他分 （平成18年度に実施済みのため，平成19 理工学研究科では，平成19年10月に留学生を対象とした「アジア環境学特別コー【74】
野からの入学者を確保するために，柔軟 年度は年度計画なし） ス 「アジア防災学特別コース」を設置し，秋季入学，英語での授業，特別奨学」，
で多様な選抜方法を採用する。 金の支給など，修学支援を充実させた。

2) 高校サイドとの意思疎通

高校との連絡協議を活性化し，入 【75】高大連携協力協議会，高校進学指 愛媛県教育委員会主催の「おもしろ科学コンテスト」における協力など，高大連【75】
試制度・入試問題の適切さ，高大の接続 導担当者との意見交換会での検討結果に 携事業を拡大した。また，従来からの数学・理科に加え国語・英語についても，入
等に関して共同で検討する。 基づき，高大連携，入学者選抜方法の改 試問題の適切さに関する高校教諭との意見交換会を今年度始めて開催した。

善を図る。

高校生に対する授業の開放等を通 【76-1】高等学校への出張講義等を通し 冊子やウェブサイトの「高大連携プログラム出張講義・説明会のご案内」による【76】
じて，大学の教育内容の理解を促進し， て，大学における授業内容，学生生活等 広報を行い，高校からの依頼に応じて，出張講義･説明会（99件 ，本学への訪問）
愛媛大学進学への動機付けを図る。 の具体的な内容について説明し，本学へ 見学（34件）を実施し，大学における授業内容等の説明を行った。

の理解を深める。

【76-2】高校生，保護者等が参加しやす 高校生，保護者等が参加しやすいよう，事前申込みが不要のプログラムを設ける
いオープンキャンパスの形態を工夫し， など，多様な参加者のニーズに配慮したオープンキャンパスを実施した（参加者：
本学進学への動機付けを図る。 2,640人，対前年度：50人増 。）

3) 社会人，留学生の受け入れ

社会人，留学生の受け入れを積極 （平成18年度に実施済みのため，平成19【77】
的に推進するために，弾力的な入学制度 年度は年度計画なし）
を導入する。

交流協定締結校を増やすとともに 【78-1】海外教育研究機関との戦略的な 海外教育研究機関との戦略的な交流の可能性を検討するため，既存の学術交流協【78】
協定校との緊密な関係を構築し，留学生 交流の可能性を検討するとともに，既存 定機関との交流状況を把握し，覚書の締結３件，協定の終了４件，更新１件，新規
の積極的な受け入れを行う。 の学術交流協定締結機関との交流状況 協定締結５件を実施するとともに，国際交流センターが関係部局へのコーディネー

（実績）を全学的に把握し，より充実し ト，サポートを行った。
た交流活動を推進する。

【78-2】協定校からの留学生受入れの充 留学生受入れに関するポリシ－を策定し，受入れマニュアルを作成して，受入れ
実をはじめとする大学全体の留学生受入 業務の確認，留学生の在籍・就学状況の確認，特別プログラムの採択などの実質化
ポリシーの実質化を図る。 を図った。

多様な留学生を受け入れるカリキ 【79】単位化を含めた留学生のための日 日本語教育プログラムの一部単位化 経済産業省のアジア人財資金構想による ビ【79】 ， 「
ュラムを整備する。 本語教育プログラムの再編，その他の教 ジネス日本語 「日本ビジネス教育」の実施，また新規に「日本語教員資格養成プ」

育プログラムの充実，独自教材の開発を ログラム」を実施するとともに，既存プログラムの充実とサバイバルコ－スのテキ
進める。 スト改訂を行った。

地域社会に貢献する大学として， 【80 「再チャレンジ支援プログラム」 文部科学省の「再チャレンジ支援プログラム」による社会人を対象とした授業料【80】 】
社会人のリカレント，リフレッシュ教育 による授業料免除を通して リカレント 免除を通して，リカレント，リフレッシュ教育の推進を図った。， ，
を充実させる。 リフレッシュ教育を推進する。

② 教育課程，教育方法，成績評価等に関する目標を達成するための措置
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(ｉ) 学士課程 1) カリキュラムの改善

多様な学習歴をもつ入学者を円滑 【81 「教育機構」におけるリメディア 数学のリメディアル教育を必要とする学生を抽出するため，理・工・農の全新入【81】 】
に大学教育に導くため，補習授業，未習 ル教育の検討結果に基づき，単位を付与 生を対象として４月初旬に「数学力テスト」を実施し，その結果に基づき演習中心
授業を含む導入的授業科目を充実する。 する数学のリメディアル・パイロット授 のリメディアル・パイロット授業「初級微積分 （２単位，前学期）４クラスを開」

業を実施する。 講した。受講者は前学期の数学科目において他の学生に劣らない成績を上げた。

広い視野と豊かな人間性を涵養す 【82】平成18年度から実施した新共通教 各学部におけるディプロマ・ポリシーの策定にあわせて，共通教育の到達目標を【82】
るため 幅広い教養授業科目を提供する 育カリキュラムの改善・充実を図る。 明示した。また，授業担当者決定プロセスの透明性を高めるために，共通教育授業， 。

計画立案の進め方に係るルールを策定した。

基礎的な能力を涵養するため，表 【83】平成18年度に導入した初年次科目 各学部の「新入生セミナー」において，表現能力の育成を目的としたパッケージ【83】
現・論述・記述の能力，情報収集・発信 「新入生セミナー 「コース初歩学習 授業を実施した。また，共通教育の創生授業として，表現・論述能力の育成を目的」，
の能力等を向上させる授業科目を提供す 科目」の充実を図る。 とするパイロット授業「日本語ラーニング」を実施した。
る。

英語教育において スピーキング 【84-1】英語の４技能を向上させるため 共通教育の英語カリキュラムを刷新し，スピーキング活動中心の「コミュニケー【 】84 ， ，
リスニング，リーディング，ライティン 共通教育英語新カリキュラムを導入す ション英語Ａ 前学期 リスニング活動中心の コミュニケーション英語Ｂ 前」（ ）， 「 」（
グの４技能を在学期間を通じて向上でき る。 学期 ，ライティング・プレゼンテーション活動中心の「総合英語Ａ （後学期 ，） 」 ）
る体制を確立する。 リーディング活動中心の「総合英語Ｂ （後学期）を１年次必修科目として導入し」

た。

【84-2】新入生の英語学力の正確な情報 新入生全員の英語学力の正確な情報を得るため，６月と12月の年２回，英語学力
を得るため，英語学力判定テスト 判定テスト（GTEC）を実施した。
（ＧＴＥＣ）を全学的に導入する。

学生の主体性と課題発見・解決能 【85】持続可能な社会づくり（ＳＤ）を 平成18年度の文部科学省現代GPに採択された「環境ESD指導者講座 （受講生：【85】 」
力の向上を図るために，参加型授業，フ 目指して環境教育を学び，実践する「環 総数184人）において，愛媛県内外，外国でのフィールドワークや学外講師を交え
ィールド体験型授業，発表討論型授業等 境ＥＳＤ指導者養成講座」を開設する。 たシンポジウムを実施し，学生の主体性と課題発見・解決能力の育成を図った。ま
を増強する。 た，共通教育において「自律学習プログラム」を新設し，学生の主体的学習を促進

する体制を整備した。

共通教育科目と専門教育科目の配 （平成18年度に実施済みのため，平成19【86】
置の適正化を図る。 年度は年度計画なし）

標準的な内容を持つ基礎科目に関 【87】理系基礎科目，学部共通科目にお 新入生セミナー，英語，フランス語，情報科学，物理学実験，化学実験，生物学【87】
して，共通テキストを作成する。 いて共通テキストの充実を図る。 実験の共通テキストを完成させ，授業で活用した。

専門分野の知識を系統的に獲得す 【88】アドミッション・ポリシー及びデ カリキュラムの体系化を促進するため，各学部で策定したディプロマ・ポリシー【88】
るためにカリキュラムの体系化を図る。 ィプロマ・ポリシーに適合させてカリキ とシラバスにおける各授業科目の「授業の目的・到達目標」との対応状況を確認し

ュラムの体系化を図る。 た。

専門教育のカリキュラム間で教育 【89】平成18年度導入の「教育充実特別 学長裁量経費の「教育充実特別支援経費」を活用して，共通教育では「企業活動【89】
資源の共有化を推進して教育内容を充実 支援経費」を活用し，学外の専門家によ と社会的責任」など，また各学部では国立天文台長による特別講演会などの全学に
させる。 る特別講演を共通履修させるなど，教育 開放した授業・講演会を開催し，教育内容を充実させた。

資源の共有化を推進し，教育内容を充実
させる。

JABEEや資格取得に向けた教育カ 【90 「教職科目検討専門委員会」にお 「教職科目検討専門委員会」において，教職科目の評価のガイドライン等に関す【90】 】
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リキュラムを整備・充実する。 いて，教育職員免許法の改正に対応した る原案を検討するとともに 「教職実践演習」に関する情報を収集し，授業モデル，
教職科目の在り方を検討し，実施に向け の検討を開始した。
た準備を行う。

インターンシップの受講者の拡大 【91】インターンシップの受講者の拡大 愛媛県内４大学間インターンシップ連絡協議会の中核校として，合同インタ－ン【91】
を図り，就業意識を高揚させる。 を図る。 シップ説明会を充実させて受講生（参加者：146人）の拡大を図るとともに，日本

学生支援機構と協力して受入れ担当者の研修会を実施した。

2) シラバスの改善

シラバスの記載項目，記載内容の 【92】各科目のシラバスの記載内容を点 共通教育科目では，ウェブサイトへのシラバス登録前に内容の点検を行い，担当【92】
， ，「 」 ，一層の充実を図る。 検し 「シラバスの手引」に沿った記載 教員に必要な修正を求めるとともに 授業の目的・到達目標 を重点的に確認し

の徹底を図る。 到達目標の明示を徹底した。

3) 少人数教育や対話型教育の推進

導入科目，ゼミナール，プロジェ 【93】導入科目，ゼミナール，プロジェ 導入科目として 初年次科目に加え リメディアル教育科目のパイロット授業 初【93】 ， ， 「
クト学習など少人数学生参加型授業を積 クト学習など少人数学生参加型授業を一 級微積分」を開講した。少人数学生参加型授業は各学部の専門科目においては大き
極的に導入する。 層充実させる。 なウエイトを占めており，既に高い教育効果を上げている。

共通教育の英語はコミュニケーシ 【94】統一テキストの使用，習熟度別ク 共通教育のすべての必修英語科目（４科目）で本学独自の統一テキストを活用す【94】
， ，ョン能力の涵養を重視した少人数教育を ラス編成，英語学力判定テスト等により るとともに ６月と12月に１年次学生全員を対象として英語統一試験GTECを実施し

基本とし 教育内容の一層の充実を図る 英語教育の充実を図る。 後学期の授業においてはGTECの成績を用いて習熟度別クラス編成を行った。， 。

情報科目，実験・演習科目などで 【95】ＴＡ研修をＦＤ，ＳＤと一体的に TA，TA採用教員，事務職員を含むTA研修会を５月に共通教育及び各学部で実施し【95】
ＴＡを活用した，きめの細かい学修指導 推進する。 た。また，11月には合宿型TAワークショップを開催した。
を行う。

実体験型実験実習を実施するため 【96 「実験実習教育センター」におい 「実験授業検討専門委員会」において，共通教育実験科目の見直しを検討し，従【96】 】
の体制を整備する。 て，実習プログラムの充実を図り，全学 来の実験科目を廃止して 「実験実習教育センター」も担当に加わる「科学リテラ，

的な履修に向けて検討する。 シー科目」の創設を提案した（平成21年度導入予定 。）

4) 情報化時代に即応する高度な教育手法の開発と実践

情報リテラシー教育を充実させる 【97-1】図書館利用ガイダンス及びオリ 新入生等を対象に「図書館利用のためのガイダンス」を実施し，利用の促進を図【 】97 。
エンテーションを実施するとともに，高 った（受講者1,598人 。また，学生・教員を対象とした「各種文献検索ガイダン）
度な情報検索技術に関する情報リテラシー ス」を実施し，情報リテラシー教育支援の充実を図った（受講者：483人 。）
教育の支援をさらに充実する。

【97-2 「総合情報メディアセンター」 共通教育科目「情報科学」において情報リテラシー関連のe-learningコンテンツ】
を中心とした情報リテラシー教育をさら を拡充し，１年次生全員への情報リテラシー教育を習熟度別クラス編成によって充
に充実させる。 実させた。

「総合情報メディアセンター」を 【98】全学利用可能なe-Learningシステ 共通教育科目「情報科学」に授業進捗度管理システムを導入するとともに，各学【98】
中心に，メディアを活用した授業の研究 ムを構築し，メディア利用の授業コンテ 部から利用可能なe-learningシステムを導入し，総合情報メディアセンターと学部
開発を行い，実践する。 ンツ開発を行うとともに，授業進捗度管 教員との共同作業によりマルチメディアを活用した授業コンテンツを開発して，授

理システムを導入する。 業内容を充実させた。

大学間の授業交換やサテライト教 （平成18年度に実施済みのため，平成19 文部科学省の大学院教育改革支援プログラムに採択された「大学連合による計算【99】
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室の設置を視野に入れ，遠隔双方向型通 年度は年度計画なし） 科学の最先端人材育成」プログラムにより，連携する４大学間でe-learningシステ
信技術を使った授業，セミナーを実施す ムによる教育コース・コンテンツの検討を行った。
る。

5) 単位制の実質化

単位制に則り，授業時間外の課 【100 「教育機構」を中心に授業時間 10月に実施した学生生活実態調査における時間外学習時間の結果等を踏まえ，時【100】 】
題を設計する。 外学習の指導案作成に取り組む。 間外学習時間を確保するための指導案作成を開始した。

履修単位の上限設定に関して， 【101】履修単位上限設定の全学的指針 全学生の単位取得状況を調査し，その結果に基づいて，教育学生支援会議で履修【101】
全学共通の指針を作成する。 案を作成する。 単位上限設定の在り方に関する指針案を策定した。

6) 成績評価基準

「大学教育総合センター」にお 【102】成績評価の科目間のばらつきを 共通教育科目，専門教育科目の成績統計資料を作成して科目間のばらつきを検討【102】
いて学習成果を客観的に把握できる評価 調査し，成績評価に関する指針を策定す し，到達目標の明示とあわせて成績評価に関する指針を策定した。
方式を検討する。 る。

各授業科目の学修到達目標と成 【103】到達目標の明示をシラバスの シラバス登録の手引きを改訂して 「授業の目的・到達目標」の記載法を明確に【103】 ，
績評価基準を明確にする。 Ｗｅｂ登録時に留意し，その到達目標に した。また，出席状況を成績評価基準に用いないとしている規定の徹底を図った。

沿った成績評価を行う。

7) 教育設計のための基礎資料

教育設計の基礎資料とするため 【104-1】入学者アンケート，Ｗｅｂに 新入生アンケート及び高校での学習状況調査を実施し，その結果を教育企画室で【104】
に 入学者の学習歴 大学での履修状況 よる入学生の学習履歴調査を行い，入学 分析して各学部の履修指導に活用した。， ， ，
卒業後の進路及び活動状況等を総合的に 後の履修指導に活用する。
把握する体制を整備する。

104-2 新教務事務システムを導入し 教員とシステム担当職員間で学生の学習履歴，履修状況等を効果的に把握するた【 】 ，
入学後の履修状況を一元的に把握する。 めのカスタマイゼーションについて検討し，平成20年度に新教務事務システムを導

入することとした。

【104-3】卒業後の進路及び活動状況等 各学部で同窓会と連携して卒業生の情報収集を行うとともに，卒業生アンケート
を総合的に把握する体制の整備を図る。 や意見聴取などを実施し，その分析を行った。

② 教育課程，教育方法，成績評価等に関する目標を達成するための措置
(ⅱ) 大学院課程 1) カリキュラム編成と授業内容

学部の授業との接続性を向上さ 【105-1～109-1 「大学院教育の在り方 教育コーディネーター研修会を５回開催し，学士課程における卒業時の人材育成【105】 】
せたカリキュラムを体系的に整備する。 に関する検討ＷＧ」の報告に基づき，各 目標を策定する過程で，各研究科の人材育成目標について検討を行った。また，そ

研究科において明確な人材育成目標を れに基づいて各研究科で具体的なカリキュラムの再編計画を策定した。
大学院教育の特性に留意しつつ 設定し，それに沿った教育課程の再編【 】106 ，

大学院授業と学部授業の相互乗り入れを を検討する。
検討する。

研究科間で教育資源を共有化す 【107-2】研究科間での教育資源の共有 「大学院組織改革検討委員会」において，研究科横断型の教育研究の在り方につ【107】
ることによってカリキュラムの多様化・ 化を図ることを目的とした全学組織を立 いて検討した。
学際化を図る。 ち上げる。

高度職業人あるいは研究者とし【108】
て身につけておくべき基礎技能・知識習 【108-2】専門職養成特別コースの設置 平成19年10月に留学生を対象としたアジアの途上国における環境学・防災学リー
得のための機会を設定する。 を検討する。 ダー養成を目指す「アジア環境学特別コース」と「アジア防災学特別コース」を設
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置して，10月入学，英語での授業，特別奨学金の支給など，特に留学生に対応した
学内共同教育研究施設の教育資 教育プログラムを導入した。また，理工学研究科において，地域のニーズの高い専【109】

（ ， ） ， 。源を取り込んだカリキュラム編成を行 門職型特別コース 船舶コース 情報コース等 の設置について 検討を開始した
う。

【109-2】学内共同施設の協力により， 総合科学研究支援センターにおいて，機器，設備を活用したアラカルト授業を実
教育の充実を図る。 施した。医学系研究科では同センターと共同で「医学教育における実験技術の基礎

トレーニング」プログラムを実施した。

1) 授業形態，学習指導法等の教育方法

適正な研究指導と成績評価を保 【110】主・副指導教員の役割を明確 理工学研究科の理学系では，学問的なつながりよりも閉鎖的な研究室運営体制の【110】
証するために複数指導体制を実質化す 化し，複数指導体制を実質化する。 打破を目指して，副指導教員には原則として学士課程の学生生活担当教員を充てる
る。 こととした。医学系研究科医学専攻では，副指導教員を複数指定し，随時追加・変

更ができるものとしている。これにより，学生は研究の進展に伴って適切な副指導
教員の指導を受けることができる。

多様な開講形態の授業を提供し 【111】基礎科目，コア科目の設定， 大学院教育の在り方に関する検討WGの報告書「愛媛大学の大学院教育の現状と課【 】111 ，
学修と研究活動が相互に高めあうよう工 個々の学生の多様な活動を単位化する 題 （平成19年１月）に基づき，各研究科でコースワークの充実を図った。」
夫する。 仕組みの導入等によってコースワー

クの充実を図る。

全専攻にシラバスを整備する。 【112】学士課程と同じフォーマット 学士課程と同じフォーマットの大学院シラバスを整備し，ウェブサイトで公開し【112】
の大学院シラバスを整備し，Ｗｅｂ上 た。
で公開する。

3) 成績評価

成績評価システムを共通の基準 【113】成績評価の科目間のばらつきを 年度計画【102】の「計画の進捗状況」参照【113】
で確立する。 調査し，成績評価に関する指針を策定す

る。

学内他研究科及び他大学の教員 【114】学内他研究科及び他大学の教員 学内他研究科及び他大学の教員による博士論文審査への参加は，連合農学研究科【114】
による博士論文審査への参加を推進す による博士論文審査への参加事例を増 で５件（４人 ，工学部で２件（１人）であった。）
る。 す。
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愛媛大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

③教育の実施体制等に関する目標

① 教職員の配置及び教育環境の改善
1) 教員の弾力的な役割分担及び開かれた教員採用人事により教育の活性化を図る。中
2) 共通教育においては全学教員の出動を基本とし，教育の質の向上に努める。期
3) 学内諸施設の有機的連携を図り，教育支援体制を強化する。目
4) 教育設備施設を高機能化し，学習環境の充実化とアメニティの向上を図る。標

② 教育の質の向上及び改善
教員の教授能力向上と意識改革を図る体制を整備する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

① 適切な教職員の配置等に関する具体的方策
1) 教員組織の編成方策

教育活動を活性化するために， 【115】全学に配置した教育コーディネー 学部，学科などの教育責任者として，教育方針の立案，カリキュラムの編成，教【115】
全学において教育重点型教員を適正に配 ターを中核に教育改革を推進する。 育内容・教授法の改善，教育効果の検証などの活動において中核的な役割を担う教
置する。 育コーディネーター（総数59人）を全学に配置するとともに，教育担当の副学部長

（または準ずる教員）を１人ずつ学部の統括教育コーディネーターに指名した。全
学的に一体感のある教育改革を推進するために，教育コーディネーター研修会を５
回開催し，共通認識の下で，既存のものを見直しながら各学部のディプロマ・ポリ
シー，カリキュラム・ポリシー，アドミッション・ポリシーを同時に作成・見直し
することに着手して，学部のディプロマ・ポリシーを策定・公表した。

教員採用を原則的に公募とし， 【116 「愛媛大学教員選考に関する規 ５月に設置した「男女共同参画推進委員会」及び「同専門委員会」において，本【116】 】
ジェンダー・バランスに配慮し，社会人 程 に基づき 公募による社会人 女性 学の男女共同参画の現状を検証し，これに基づき基本方針や女性教員の比率の向上」 ， ， ，
教員 外国人教員の登用を積極的に行う 外国人教員の積極的な採用を推進する中 のための宣言と提言を策定し，学内外に公表した。， 。

で，女性教員の拡大方策について検討す
る。

c. 任期付きポストの導入を進め 【117】平成１９年度から採用される助 平成19年度に採用した助教24人には任期制を適用した。また，新たに設置した研【 】117 ，
人事の流動性及び教員の多様性の確保を 教には任期制を実施し，他の職種及び在 究センターの教員２人についても任期制を適用した。
図る。 職教員への任期制についても部局の判断

により導入する。

2) 教育内容の検討を行うための組織体制

学部間のカリキュラムの連携を 【118～119 「教育機構」の管理運営委 「教育機構」の管理運営委員会と教育コーディネーター世話人会の機能を一元化【118】 】
図る組織を発足させ，教育資源の共有化 員会と教育コーディネーター世話人会の した「教育学生支援会議」において，カリキュラム・ポリシー，入学者選抜方法の
を企画調整する。 機能を一元化し，学部教育，大学院教育 改革，学年暦の見直し等，全学的な教育課題について審議した。

の課題を全学的に審議する。
共通教育と専門教育の接続性及【119】

び大学教育の内容の改善を検討する委員
会を設置する。
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3) 教育支援者の配置方策

「大学教育総合センター」を中心 【120 「教育機構」の組織及び機能の 「教育機構」にアドミッションセンタ－を新設したほか，年５回の教育コーディ【120】 】
に総合的な全学教育実施体制を実現す 強化を図る。 ネータ研修会を開催して教育コーディネーター制度の実質化を推進した。
る。

， ， 。【121】教育の一環として大学院生を学 【121】ＴＡ，スタディ・ヘルプ・デス TA研修会 TAワークショップを開催し 学生のアドバイザー能力の開発に努めた
部学生の教育に参加させる体制を充実発 クなど学生相互の教育支援・学習支援制 また，教育学生支援会議の提案書「今後のTA活用のありかた」に基づき，TAの業務
展させる。 度を拡充する。 内容を見直すとともに，TAの予算配分，任用・実施・点検のプロセスを平成20年度

から抜本的に改めることとした。

技術系職員の組織を見直し，研 【122】技術系職員の総合的な研究教育 技術系職員の研究教育能力の向上を図るために，技術発表会，研修会を開催する【122】
究教育能力の向上を図る。 能力を向上させるため，技術発表会，研 とともに，科学研究費補助金（奨励研究）の申請を奨励した（平成19年度：６人交

修会等の充実を図る。 付決定 。また，工学部では，技術系職員からの提案型研究及び自主的グループ研）
修に対して，学部長裁量経費による支援を行った。

② 教育に必要な設備，図書館，情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策
1) 講義等に必要な施設・設備の整備・活用方策

施設整備，キャンパス環境整備 【123】改善計画の再検証を行うととも キャンパスライフ支援施設の改善計画，構内トイレ改修年次計画などの改善計画【123】
等を総合的に検討し，教育研究環境の改 に，年次計画に沿って教育研究環境の改 を再検証し，改善年次計画に従い図書館改修，屋上防水改修，トイレ改善工事など
善を図る。 善を図る。 の教育研究環境を改善した。

効率的で分かりやすい授業を創 【124-1】メディアスタジオの教材作成 講義自動収録システムを導入し，教材作成システムを整備するとともに，スタジ【124】
るために，ＩＴ機器，視聴覚機器の充実 システムを整備・拡充し，マルチメディ オ内機器（カメラ・照明等）を整備・拡充した。
を図る。 ア教材の作成を行う。

【124-2】全学のＩＴ機器・視聴覚機器 各学部の教室等におけるIT機器・視聴覚機器の設置・整備状況を調査して，基礎
の整備状況を調査し，整備計画を策定す 資料の作成を行い，効果的・効率的な整備計画方針を策定した。
る。

遠隔双方向型授業システム等を （平成17年度に実施済みのため，平成19【125】
導入・整備し，キャンパス間・大学間の 年度は年度計画なし）
遠隔授業，遠隔セミナーを可能にする。

学習図書館機能の充実を図る。 【126】学生用図書を整備充実させる。 学生用図書の充実を図るため，授業担当教員が選定した「授業関連図書 （図書【126】 」
館備付推薦図書）のリストに基づく学生用図書（341冊）を整備し，利用状況を把
握した。また，各学部（図書選定小委員会委員・教育コーディネーター）及び「教
育機構」と連携するとともに，学生の要望も採り入れた学生用図書（5,729冊）の
選書及び整備を行い，整備状況を図書館ウェブサイト等に掲載して利用促進を図っ
た。

③ 教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的方策
1) 自己点検・評価の実施と評価結果のフィードバック

教育活動等に関する個人・組織 【127】教員活動実績データベースに関 経営情報分析室において，教員活動実績データベースへの問い合わせ，意見につ【127】
データを全学的に蓄積する。 する問題点を整理し，カスタマイズを行 いて検討し，①成績評定「秀」への対応，②整数でない単位数入力への対応，③管

い，システムの最適化を図る。 理者権限ユーザーの制限，④研究による受賞歴の公開可能のカスタマイズ（４件）
を実施した。また，各部局の意見を聴取し，全学的にカスタマイズで対応可能な問
題点を整理した。
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教員各人の教育活動を公正に評 【128】昨年度の試行を踏まえ，部局個 平成18年度の部局個人評価（試行）を踏まえ改定した「教員の総合的業績評価実【128】
， 」 ， 。価する基準と体制を策定し 「教員の総 人評価を実施する。 施要綱 に基づき 部局で定めた評価基準によって第１回部局個人評価を実施した

合的業績評価」を実施する。 部局個人評価の評価結果を学長に報告するとともに，平成20年１月の昇給に反映さ
せた。

2) 学生による授業評価等の実施方策

学生による授業評価アンケート 【129】学生による授業評価アンケート 共通教育科目の授業改善のための学生によるアンケートを実施し，その結果をウ【129】
を実施し，科目ごとに評価結果を公表 の結果を科目毎に公表する。 ェブサイトで科目ごとに公表した（平成19年度前学期共通教育科目の開講科目数：
する。 516，調査実施科目数：493，調査対象学生数：22,473，調査延べ回答数：17,100，

回答率：76.1％ 。また，専門教育科目においてもアンケート結果を冊子等により）
公表した。

学生の声を教育改善にフィード 【130】大学院教育において学生の声を 各研究科において，大学院生に対して大学院教育に関するアンケ－ト調査・意見【130】
バックする仕組みを構築する。 教育改善にフィードバックする仕組みを 聴取を実施し，大学院生の意向を把握した。

構築する。

3) 教育の成果に関する評価についての研究開発

「大学教育総合センター」を中 【131】 学期別ＧＰＡの評価，学生によ シラバス記載事項について検討を行い，学習到達目標の記載法を明確にした。さ【131】
心として，教育成果に関する評価につい る学習到達度の自己評価など教育成果評 らに，その到達目標に沿った成績評価の徹底を図るとともに，学生自身による自己
て研究開発する。 価法を検討する。 評価の在り方などを検討した。

4) 教員の教育能力の評価システムの確立と顕彰・処遇システムの整備

教育活動において優れた実績を 【132】学生の授業アンケート等客観的 共通教育において，授業評価アンケートに基づく教員表彰制度（共通教育優秀授【132】
示した教員に対しインセンティブを付与 評価を活用した教員表彰制度（ベストテ 業賞）を創設した。
する。 ィーチャー賞等）を創設する。

④ 教材，学習指導法等に関する研究開発及びＦＤに関する具体的方策
1) 教材，学習指導法等に関する研究開発及びＦＤの実施体制の整備

各学部，各研究科のＦＤ委員会 【133 「教育機構」を中心に，全学的 愛媛大学におけるFDの理念を明確にするとともに 「教育機構」を中心としてFD【133】 】 ，
及び全学のＦＤ委員会を確立し，その機 ＦＤの強化を図る。 スキルアップ講座，ファカルティ・ディベロッパー養成講座，授業コンサルティン
能を強化する。 グなど，全学及び各学部で種々のFD活動を行った。

教育実践，教育改善について定 【134 「愛大ＧＰシンポジウム ，ＦＤ ２月に「愛大GPシンポジウム」を開催して，愛媛大学における教育改革に関する【134】 】 」
期的にシンポジウム，研修等を企画・実 ／ＳＤセミナー等を実施する。 情報を共有するとともに，学外講師を招聘したFD/SDセミナーを２回開催した。
施する。



- 59 -

愛媛大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

④学生への支援に関する目標

① 学生の学習効果を向上させ，かつ学生による自主的学習を促進するために，学生と教職員とのつながりを強化し，学習環境や学習に関する相談体制を強化す中
る。期

② 心のケアや人権問題も含めて，学生生活上の困難を克服するための体制を強化する。目
③ 教室及び周辺空間のアメニティを向上させ，学習の場としてふさわしい環境を整備する標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

① 学修支援，生活相談，就職支援等に関する具体的方策

学生支援に関して全学的に連絡 【135-1 「総合学生サービスセンター」 図書館１階を全面改修して，城北地区（法文・教育・理・工学部）の学生支援業【135】 】
調整を行う体制を整備する。 仮称 を設置し 学修支援 生活相談 務を集中化する「学生サービスステーション」を設置し，平成20年５月の業務開始（ ） ， ， ，

就職支援等の学生支援機能の充実を図 に向けて種々の準備を行った。
る。

【135-2 「学生支援センター」専任教 10月及び１月に学生支援に関わるセミナーを開催するとともに，週１回「学生支】
員と学部教員との連携による学生支援を 援センター・アワー」を開設して，学部教員からの相談に学生支援センター専任教
強化する。 員が応じた。

履修計画と学生生活について助 【136】各学部において「学生生活担当 工学部，農学部において，学生生活担当教員と学生支援センター専任教員が連携【136】
言する専門的教職員を配置し 「学生生 教員制度」を効果的に運用し，学生支援 して学生支援を充実させるための研修会を実施した。，
活担当教員制度」と併せて学生に対する 機能を強化する。
支援活動にあたる。

「ピア・サポート・ルーム（学生 （平成18年度に実施済みのため，平成19【137】
による学生相談窓口 「ＥＳＭＯ（愛 年度は年度計画なし））」，
媛大学学生メンターズ 」等により，学）
生相互の相談体制を整備する。

各担当教員が待機すべきオフィ （平成18年度に実施済みのため，平成19【138】
スアワーを設ける。 年度は年度計画なし）

留年学生，不適応学生に対する 【139 「学生支援センター」専任教員 学生支援センター教員と学部教員が連携して不適応学生の早期発見に努め，学生【139】 】
原因調査と対策を継続的に検討し，学習 と学部教員との連携により，留年生・不 に対する個別的支援を行った。
・生活・心理面から支援する体制を整備 適応学生への支援を強化する。
する。

身体に障害のある学生の受け入 【140】身体に障害のある学生の受入れ FDスキルアップ講座において「聴覚障害学生に対応した授業方法」を開催した。【140】
れに対応するため，障害学生支援制度と に対応するため，障害学生支援制度と支 また，障がい学生支援担当職員の配置と事務補佐員の採用，学外有識者のアカデミ
支援ボランティア養成制度を立ち上げ， 援ボランティア養成制度を効果的に運用 ック・アドバイザー委嘱など，支援のための強化を図った。
運用する。 する。
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学生に対する人権侵害の防止に 【141-1】人権侵害に関する研修会を定 ９月及び２月に全学の教職員・学生を対象としたアカハラ及びセクハラ防止研修【141】
努めるとともに，人権侵害が発生した場 期的に開催し，教職員・学生の意識向上 会を開催した（参加者：208人 。また，各学部においても個別に人権侵害防止研）
合は迅速かつ厳正に対処する。 を図る。 修会やセミナーを実施し意識の向上を図った（実施回数５回，参加人数365人 。）

【141-2】人権侵害の事案に効率的に対 「愛媛大学におけるセクシュアル・ハラスメント等の人権侵害の防止等に関する
応するため人権委員会の下に調停委員会 指針」を改正し，人権委員会の下に設置している人権問題対策委員会の中に「調停

」 ， 。（仮称）を置く。 委員会 を設け 当事者間の問題解決の支援と迅速かつ円満な対応体制を確立した
また，学生間で発生した事案の迅速な対処方法について同指針を改正，整備した。

「保健管理センター」と「人権委 【142】各学部の相談窓口と「総合健康 各学部では，総合健康センター，人権問題相談員連絡協議会と連携し，個々の学【142】
員会」が各学部との連携を強化し，学生 センター 「学生支援センター 「人 生に対する精神的・心理的ケアの充実に取り組んだ。また，人権侵害被害者のケア」， 」，
に対する精神的・心理的ケアを充実す 権問題相談員連絡協議会」との連携を強 を充実させるため 「愛媛大学人権侵害被害者ケア・システム要項」を制定した。，
る。 化し，学生に対する精神的・心理的ケア

を充実する。

自主学習のためのスペースを確 【143】各学部に自主学習のためのスペー 各学部において，自習室，リフレッシュコーナーの設置など，学生の自主学習に【143】
保し整備する。 スを拡充し整備する。 利用できるスペースを拡充した。

進路指導，就職支援に関する全 【144～145 「学生支援センター 「就 就職支援会議から提案されたキャリア教育の新しい理念に基づいて，これまで比【144】 】 」，
学的な連絡調整機能を強化する。 職支援会議」を中心に，充実したキャリ 較的重要視されていなかった１年次生の社会的場面への適応（プレキャリア教育）

ア教育，就職支援の在り方を検討する。 及び４年次学生の社会にでる準備（フォローアップ教育）のためのキャリア教育に
キャリアアドバイザーを配置し ついて，充実を図ることとなった。【 】145 ，

キャリア教育の充実を図る。

教職員向けに，学生支援の取組 【146 「総合健康センター」と「学生 教職員向け「学生のメンタルヘルスに関する研修会」を，10月と１月に開催した【146】 】
み方，メンタルヘルスケア等に関する研 支援センター」が協力して，学生のメン （参加者：30人 。また，新任者研修において，メンタルヘルスの一環として安全）
修会・講演会を実施する。 タルヘルスケアに関する教職員向けの研 衛生関連の研修を実施し，重信地区事業場では人事労務室と協力して仕事環境に関

修会を実施する。 連するメンタルヘルスセミナーを開催した。

② 社会人・留学生等に対する配慮など

社会人学生に対して，修業年限 （平成18年度に実施済みのため，平成19【147】
の適切な設定，インターネットを利用し 年度は年度計画なし）
た学習指導，休日・夜間の講義等，学業
と職業の両立を図るための措置を講じ
る。

入国から帰国まで一貫した留学 【148】指導教員と国際交流センターと 国際交流センターでは，指導教員との意見交換会による情報の共有化 「留学生【148】 ，
生の指導体制を整備する。 の連携を強化するとともに，一貫した指 受入れキット」の作成と活用 「留学生データベース」の情報蓄積・更新による情，

導体制の構築を図るための受入れ教員マ 報提供などの支援を行った。
ニュアルの充実や在籍管理情報の蓄積・
提供を推進する。

留学生の住環境及び就学環境の 【149】留学生の住環境，生活環境及び 留学生の住環境である国際交流会館の設備を更新し，掲示板，電子掲示板，電子【149】
改善を図る。 修学環境の整備・改善を図るとともに， メ－ルによる広報を行うとともに，県営住宅の入居手引き，医療機関名簿を作成し

特に留学生が必要とする生活情報等を迅 て情報提供に努めた。
速に提供できる体制を構築する。
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愛媛大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

①研究水準及び研究の成果等に関する目標

① 目指すべき研究の水準に関する基本方針
1) 総合大学にふさわしい学術的基盤を確保する。
2) 先見性，独創性のある研究を発掘し，創造力豊かな研究拠点となることを目指す。中
3) 特色ある分野で国際レベルの先端研究を推進し，国際的研究拠点となることを目指す。期

②成果の社会への還元に関する基本方針目
1) 地域にある学術拠点として，地域社会と双方向の関係を結び，地域から学びつつ，その成果を地域に還元する。標
2) 大学の知的資産を社会に公開・還元し，文化の発展に貢献する。
3) 産業経済界及び行政機関との連携協力関係を緊密にし，研究の活性化を図るとともに，産業の発展に貢献する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

① 目指すべき研究の方向性

基礎研究を充実する。 【150-1～151-1】厳正な研究評価を基礎 研究開発支援実施要項に基づき，書面審査と公開ヒアリングの２段階審査を経て【150】
として 「研究開発支援経費」の重点配 採択課題を決定し（応募新規76件，継続24件：採択新規24件，継続24件，支援総額，

先見性・独創性のある萌芽的研 分を行う。 約1.1億円 ，評価の高い課題に対しては経費の重点配分を行った。【151】 ）
究を発掘して全学的に支援する。

【150-2～151-2】学術研究委員会は，各 学術研究委員会の人材育成専門委員会での検討を経て教育研究評議会で承認した
学部学術研究委員会との連携の下に，任 「助教への任期制導入」の方針に基づき，４月から採用する助教には原則として任
期制の導入，研究の質的向上，研究環境 期制を導入するとともに，学長・学部長裁量経費による研究助成等により，研究の
の整備を図る。 質的向上，研究環境の整備を図った。

先端的研究を全学の戦略的プロ 152-1 「愛媛プロテオ科学アカデミー」 学内教員の連携組織「愛媛プロテオ科学アカデミー」が推進する無細胞タンパク【152】 【 】
ジェクトとして推進する。 の研究活動を推進する。 質合成システムを用いたプロジェクト研究を遂行し，本技術に関する指導・助言を

， （ ） 。行うとともに 今年度は新たに３件 通算31件 の研究プロジェクトを立ち上げた

【152-2】考古学と冶金学をコラボレー 考古学を軸に史学，金属学等を融合して鉄文化に関する総合的な研究を展開し，
トした 東アジア古代鉄文化センター 仮 先端的な研究拠点形成を図るために「東アジア古代鉄文化研究センター」を7月に「 （
称 」を設置する。 設置した。）

【152-3】地球を取り巻く宇宙環境の理 宇宙全体の進化に関する研究を観測・理論の両面から総合的に行い，世界的な研
解・解明を行う「宇宙進化研究センター 究拠点形成を目指す「宇宙進化研究センター」を11月に設置した。
（仮称 」の設置について検討する。）

社会的要請のある今日的課題に 【153】愛媛県と協力し，社会連携推進 愛媛県と協力し「南予活性化対策協議会」を置き，また農学部には南予地域活性【153】
対して，機動的なプロジェクトチームを 機構の 南予地域活性化協議会 を軸に 化推進本部を設置するとともに，南予振興塾等の実施体制を整備し，南予地域９か「 」 ，
編成して取り組む。 全学体制で南予活性化を支援する。 所で各種実践セミナーを開催するなど南予活性化の支援を行った。また，南予水産

， 「 」研究センター設置準備委員会を立ち上げ 平成20年４月に 南予水産研究センター
を設置する体制を整えた。
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② 大学として重点的に取り組む領域

地域，環境，生命を主題とする 【154-1 「地域創成研究センター 「防 地域創成研究センターでは，地域の政策や文化に関する研究を行う学内団体を募【154】 】 」，
研究の特色化に取り組む。 災情報研究センター」を中核として，地 集して，研究補助金の支給を行い，登録団体から活動内容の報告書の提出を受ける

域対応研究プロジェクトを支援する。 とともに，各団体の出版物等により情報の集約を図った（４団体，研究補助金75万
円 。防災情報研究センターでは，新居浜市において地域の防災教育行政も加わっ）
た防災まちあるき・防災マップづくり，小中学校教員を対象とした防災教育研修会
を実施するとともに，能登半島地震，中越沖地震の調査団を派遣し，調査報告会を
実施した（行政，民間等の参加者320人 。）

【154-2】グローバルＣＯＥ採択に向け 平成19年度グローバルCOEプログラムに「化学物質の環境科学教育研究拠点」が
て，環境学研究の一層の充実を図る。 重点支援拠点の一つとして採択され，環境学関連の学内研究者が一体となり大学全

体で環境学研究の充実に取り組んだ。

【154-3】地球深部ダイナミクス研究セ 地球深部ダイナミクス研究センターでは，放射光と超高圧実験を組み合わせた地
ンターの応用研究を支援する。 球内部物性研究，超硬度ナノ結晶ダイヤモンドの良質化等に関する研究を推進し，

６月には，これまで幾多の秀逸した研究成果を発表してきた研究者に対しフンボル
ト賞が授与された。

【154-4】無細胞タンパク質合成技術の 無細胞生命科学工学研究センターでは，マラリアワクチンの候補となる新規タン
応用を図る生命科学分野の研究を推進す パク質の探索を目指して，従来の合成法では困難であったマラリア原虫タンパク質
る。 の発現にコムギ胚芽無細胞タンパク質合成法を用い，候補分子の同定を行った。

国際的に研究を先導し，我が国 【155-1】国内外のタンパク質研究機関 全国の18機関で組織する「新興・再興感染症研究ネットワーク」において無細胞【155】
の研究の中心的拠点となりえる研究を重 と無細胞タンパク質合成技術の共同研究 タンパク質合成技術を用いた「新興・再興感染症研究用タンパク質生産拠点」とし
点的に推進する。 を進め，世界におけるタンパク質研究を て，北大，帯広畜産大，長崎大等と共同研究を行うとともに，国家プロジェクトの

先導する。 「ターゲットタンパク研究プログラム」にも参画した。また，オーストラリアの研
究所と共同研究を実施しているマラリア伝播阻止ワクチン開発プロジェクトに対し
てビル＆メリンダ・ゲイツ財団から国内初の研究助成を受けた。

155-2 沿岸環境科学研究センター 「沿岸環境科学研究センター」はグローバルCOEの拠点形成や環境省の競争的資【 】「 」，
地球深部ダイナミクス研究センター 金によるプロジェクト研究等を 「地球深部ダイナミクス研究センター」は学術創「 」， ，

「無細胞生命科学工学研究センター」の 成や特定領域研究等を，また「無細胞生命科学工学研究センター」は新興・再興感
研究活動を一層推進する。 染症研究ネットワークやマラリア伝播阻止ワクチン開発プロジェクト研究等を行

い，世界を先導する研究を展開した。

【155-3】研究開発支援制度の「ＣＯＥ 学内競争的研究資金である研究開発支援制度の「COE育成支援研究」において，
育成研究」を中心に，国際的な研究拠点 新規に応募のあった８件の研究課題のうち３件を採択，継続２件と併せて５件に対
となりうる研究プロジェクトを発掘・支 し4,300万円の研究経費を支援した。
援する。

③ 成果の社会への還元に関する具体的方策

懇談会 研究会 シンポジウム 【156-1】地方公共団体，地元企業等と 地元銀行が開催した「いよぎんビジネス商談会 ，松山商工会議所の「愛媛大学【 】156 ， ， ， 」
」 ， 「 」，ワークショップ，公開講座などの開催を 連携し，研究会，シンポジウム，ワーク との交流・相談会 等に参加するとともに サテライト事業として ことぶき大学

通して地域社会との交流を活発にし，研 ショップ，公開講座開催を全学的に奨励 「職員向け研修」や「ものづくりフェア」など，各種公開講座等を開催した。本学
究成果の公開と共有化を図る。 することによって，研究成果の地域への と愛媛県，松山市等が連携し，国内外のタンパク質研究の第一人者を集めた第５回

還元を積極的に行う。 「プロテイン・アイランド・松山 国際シンポジウム2007」を開催し，世界最先端
のタンパク質研究情報を発信した（参加者：200人 。また，文部科学省国際協力）
イニシアティブ教育協力拠点形成事業に採択された「生命科学を中心とした統合型
理科教育に関する国際協力」プログラムの一環として，タイのブラパ大学とカセサー
ト大学を訪問し，理科教育の現状調査と統合的理科教育授業を実践した。
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【156-2】一般市民，児童生徒を対象と 新居浜市の小中学校４校の全校生徒と教諭に対する防災講演会・研究会，危機予
した地域防災のための教育活動を県内各 知トレーニング演習，保護者・地区の自治会・消防団・行政も加わった防災まちあ
地で展開する。 るき及び防災マップづくりを実施した。

【156-3】共同研究成果の報告など，研 産業科学技術支援センターのウェブサイトで研究成果を公表し，その更新を随時
究成果のホームページでの公表を全学的 行うとともに，パンフレットの更新と研究紹介集（冊子）を作成して，電子媒体と
に充実する。 紙媒体の双方で情報を発信した。

国際特許取得を含む知的所有権 【157 「技術者倫理」及び「知的財産 客員教授等の協力を得て 共通教育科目 企業と倫理 を 工学部の専門科目 技【157】 】 ， 「 」 ， 「
及び企業倫理等の文理融合型の教育と実 権」に関する講義の充実を図る。 術者倫理と企業倫理」を，また法文学部と工学部の専門科目「特許を中心とした知
務を企画・実施する体制を作る。 的財産権制度の概説」を開講した。
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愛媛大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

②研究実施体制等の整備に関する目標

① 研究者の配置方針
1) 教員人事の流動化を図り，戦略的で機動的な人事を可能にする。中
2) 研究，教育及び管理運営における教員の弾力的な役割分担を可能にし，各分野の高度な展開を図る。
3) 若手研究者育成のための体制を強化し，研究の活性化を図る。期

② 研究環境整備の基本方針
1) 先導性の高い研究組織を中核にして新たな学内ＣＯＥさらには研究センターの設置構想を推進する。目
2) 設備，施設，研究スペースの整備を進めるとともに，共用化，共同利用化を推進し，研究活動の活性化を図る。
3) 研究支援体制の整備強化を図る。標

③ 研究の質の向上及び改善のためのシステムに関する基本方針
教員個人及び研究組織を評価するシステムを構築し，それに基づき公正な評価を定期的に実施する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

① 適切な研究者等の配置に関する具体的方策

学長裁量の教員定員を確保し， 【158】学長裁量定員を確保し，研究者 学長裁量定員を確保し，平成19年度に新設した東アジア古代鉄文化研究センター【158】
研究者の戦略的・機動的配置を可能にす 等の適性配置を行う。 などに戦略的に配置した。また，グローバルCOEに採択された「化学物質の環境科
る。 学教育研究拠点」に助教２人を平成20年度に配置することとした。

教員の役割分担を進め，先端的 【159-1】国内外派遣研究員制度に基づ 国内外派遣研究員制度に基づき，若手研究者を中心として海外の教育研究機関に【159】
， （ ， ， ）。な研究，特色ある研究等を推進する教員 き，先端的な研究，特色ある研究等を推 派遣し 教育研究能力の向上を図った 国内１人 外国短期５人 外国長期５人

を研究重点型と位置付け，研究に専念で 進する教員を育成する。 また，大学の重点課題に沿って推進している先端的な研究，特色ある研究を推進す
きる環境を整備する。 るために，新たに２つの研究センターを立ち上げ，研究スペースの確保，学長裁量

定員の配置など研究に専念できる環境を整備した。

【159-2】教員自己評価における研究重 教員の総合的業績評価において，教員自己評価の研究重点比率に基づき，研究業
点比率を尊重するとともに,「研究コー 績を適正に評価するとともに，新たに配置した「研究コーディネーター」の活動に
ディネーター」の活用により,教員の研 より，研究分野の連携を強化することで研究推進を図った。
究推進を図る。

国内外の他研究機関との間で人 【160】客員研究員規程を制定し，研究 今年度から制定した愛媛大学客員研究員規程に基づき，教育学部１人，理学部１【160】
事の連携 客員研究員の交流を促進する 員受入れを促進する。 人，農学部６人，沿岸環境科学研究センター76人，地球深部ダイナミクス研究セン， 。

ター６人の合計90人の客員研究員を受け入れた。

ポスドク，学術振興会特別研究 【161】学術振興会特別研究員等への応 PD研究員やDC学生に学術振興会特別研究員への応募を奨励するとともに，本学で【161】
員等の制度を活用し，若手研究者の育成 募と受入れを各学部学術研究委員会の下 の受入を奨励した。国際ワークショップやセミナー，研究交流会を開催するなどの
を図る。 に奨励し，アクティビティの高い若手研 方策を講じ，アクティビティの高い若手研究者の確保を図った。

究者の確保を図る。

② 研究資金の配分システムに関する具体的方策



- 65 -

研究資金を，各教員の研究基盤 【162】研究評価システムを策定し，学 今年度から学長裁量経費を用いて「産業技術シーズ育成研究支援経費」及び「地【162】
を確保するための資金枠と競争的に配分 内の競争的資金配分を充実させる。 域連携プロジェクト経費」を新設した 「産業技術シーズ育成研究支援経費」では。
する資金枠に分け，後者については公正 ６月に公募，８月に諮問委員会を開催して10件の課題を採択し 「地域連携プロジ，
で透明性の高い評価に基づき資金を配分 ェクト支援」でも，４月に公募，５月に審議会を開催して５件のプロジェクトを採
し，かつ，その成果を評価するシステム 択して，あわせて2,500万円の経費支援を行い，学内競争的資金配分の充実を図っ
を導入する。 た。

学長裁量の研究資金を確保し， 【163】若手研究者の支援として，ポス 若手研究者の支援策として，平成19年度から学内競争的資金の「研究開発支援経【163】
重点研究，プロジェクト研究，萌芽的研 ドク・大学院生等に 研究開発支援経費 費」への応募資格をポスドク，大学院生にも拡大した。研究代表者として14件の応「 」
究の支援，若手研究者に対する支援，そ の公募枠を拡大する。 募があり，審査の結果４件を採択して経費支援を行った。
の他戦略的研究事業に機動的に資金を投
入できる仕組みを確立する。

研究資源の開拓，研究の需要調 【164】学術研究委員会（研究推進専門 学術研究委員会（研究推進専門委員会）の検討を踏まえ，各学部学術研究委員会【164】
査，外部資金導入の促進等を図る全学的 委員会）の検討を踏まえ，各学部学術研 と新たに指名した研究コーディネーターが協力して，研究資源の開拓や外部資金の
組織を設置する。 究委員会の協力を得て，研究資源の開拓 導入に努めた 外部資金 共同研究 受託研究 科学研究費 寄附金 獲得額約21.（ （ ， ， ， ）

や外部資金の導入を促進する。 7億円：対前年度約４千万円増 。）

③ 研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策

研究活動の効率化を図るため， 【165 「施設マネジメント委員会」に 「施設マネジメント委員会」において，施設整備の点検・評価に関する申し合わ【165】 】
設備，施設，研究スペースの再配分と共 おいて，施設有効活用方針及び施設有効 せを決定し，それに基づき既存施設の有効活用方策を作成した。また，施設有効活
同利用化を総合的に検討する。 活用整備計画を再検討するとともに，計 用整備計画に基づき，目的積立金も併せて総合教育研究棟の改修を実施した。

画的に既存施設の有効活用を図る。

教育研究に必要な設備の維持・ 【166】学術研究委員会（研究基盤専門 平成19年度作成した「設備整備に関するマスタープラン」に基づき設備整備を行【166】
更新を計画的に行う。 委員会）において，設備整備に関するマ うとともに，マスタープラン作成に関連し，研究基盤専門委員会において大型設備

スタープランの実施に向けた検討を行 の学内共同利用要項を作成し，今後，共同利用の推進を行うこととした。
う。

「総合科学研究支援センター」に 167 総合科学研究支援センターの 研 総合科学研究支援センターの「研究推進ラボ」を拡充し，異分野間の研究を推進【167】 【 】 「
おいて，研究支援の諸機能を一元的管理 究推進ラボ」を拡充し，地域社会との共 した。また，地域社会との共同研究を推進するために，受託試験実施に向けた開放
するとともに，異分野間の共同研究を支 同研究を推進するとともに，設備整備に 機器の選定，利用料金の決定，利用規程の制定に向け，検討を行った。また，重信
援する。 関するマスタープランに基づく一元管 ステーションの「研究推進ラボ」を起点として，センター主導型研究プロジェクト

理，共同利用体制の実施に向けて検討す の支援を行うとともに，城北ステーション及び樽味ステーションにも「研究推進ラ
る。 ボ」を整備した。

学術文献（電子ジャーナルを含 【168】図書館委員会において,電子ジャー 電子ジャーナルについて「要望書 （電子ジャーナル整備計画）に基づき，図書【168】 」
む ，学術資料を充実するための全学的 ナルの今後の整備計画をまとめる。 館委員会において平成20～22年度の部局等の経費負担方針について取りまとめると）
体制を確立する。 ともに，３か年整備計画としてBlackwell,Elsevier,Wileyの電子ジャーナル・パッ

ケージの導入を決定した。

体系的な図書・資料の収集及び 【169-1】学術文献情報データベースの 学術文献情報データベース「SCOPUS」を継続して導入した。また，各分野の二次【169】
先進的情報検索システムの導入によっ 導入を推進するとともに，各分野の二次 情報データベースの導入を検討するため 「SourceOECD」と「ISI Web of Knowled，
て，研究図書館機能を充実する。 情報データベースの導入について検討す ge」の全分野無料トライアルを実施するとともに，３か年整備計画としてScopus,

る。 SciFinder Scholarの導入を決定した。

【169-2】データベースSciFinderを導入 データベース「SciFinder Scholar」を導入するとともに，平成19年４月～10月
する。 分までの利用回数及び登録者数を算出の基礎とした部局別負担額を決定した。
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④ 知的財産の創出，取得，管理及び活用のための具体的方策

】 ， ，【170】知的財産の創出，取得，管理及 【170 「知的財産本部」に配置した専 四国TLOと技術移転に関する協定書に基づき 四国TLO職員を客員教授として迎え
び活用を戦略的に行う体制を検討し，整 任教員と四国ＴＬＯからの客員教授を軸 知的財産活用の体制を強化した。また，知的財産本部のウェブサイトに登録特許や
備する。 に，知的財産の技術移転を行うマネジメ 公開特許を掲載するとともに，パンフレットの新規作成，未公開特許のCIC新技術

ント体制の強化を図る。 説明会，イノベーションジャパン等への出展など，積極的に情報の発信を行った。

⑤ 研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策

各部局の特性を考慮した上で， 【171】昨年度の試行を踏まえ，部局個 年度計画【128】の「計画の進捗状況」参照【171】
研究組織及び教員各人の研究活動を公正 人評価を実施する。
に評価する基準と体制を策定し 「教員，
の総合的業績評価」を実施する。

「教員の総合的業績評価」に基づ 【172】研究分野のインセンティブとし 教員の役割分担の制度化と処遇を総合的に検討するWGの報告に基づき 「教員の【172】 ，
き，優れた研究者，研究グループに対す て，優れた研究者等に対して「研究開発 総合的業績評価」の評価結果を平成20年１月の昇給に反映させるとともに，研究費
る重点的な資金配分等の適切なインセン 支援経費」による重点的な資金配分を行 の重点配分については，学内競争的資金の審査と評価の充実を図ることとした。研
ティブを付与する。 う。 究分野のインセンティブとして，優れた研究者・研究課題等に対して，透明性・公

平性を高めた審査を行った上で「研究開発支援経費」による重点的な研究費の配分
を行った（総額1.1億円：新規採択24件，継続24件 。）

プロジェクト研究やグループ研 【173】研究開発支援経費等のシンポジ 本学の研究開発支援制度による支援を受けて平成19年度で研究期間が終了する研【173】
究について，公開研究発表会等を行い第 ウムを開催し，研究の成果を学内外に広 究課題18件について，公開シンポジウムを開催して研究成果を発表した（18件中7
三者的な評価を受ける。 く公開し，社会的評価を受ける。 件はポスター発表 。）
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愛媛大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(3) その他の目標

①社会との連携，国際交流等に関する目標

① 地域との連携
立地する地域社会との連携体制を強化し，地域社会と双方向的な関係を確立する。中

② 産官学連携
産業経済界及び行政機関との連携協力関係を緊密にし，教育と研究の活性化を図るとともに，産業の発展と国民の福利向上に貢献する。期

③ 他の大学等との連携
四国地域をはじめとする国内の他の大学や教育研究機関と積極的に連携し，教育と研究の活性化を図る。目

④ 国際交流
世界に開かれた大学として，諸外国の大学や教育研究機関と学術交流を図るとともに，留学生の受入れ，本学学生の海外派遣等を通じて国際社会との人的交標

流を推進する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

① 地域社会等との連携・協力，社会サービス等に係る具体的方策

地方自治体等の政策形成や地域 【174-1】愛媛県と連携して南予地域活 愛媛県の南予地域活性化特別対策本部に参画するとともに，南予活性化対策協議【174】
の課題解決に参画し，自律的な地域社会 性化に取り組む。 会を設置し，愛媛県と連携して南予活性化方策の調査研究を行う体制を整備した。
・地域文化の創生に貢献する。 また，南予振興塾等による各種セミナーの開催など，南予活性化の支援を行った。

【174-2】四国中央市，今治市，宇和島 ３市と連携推進協議会を開催するとともに，各市に設置したサテライトで科学技
市との連携協定に基づき設置したサテラ 術相談を行って，課題解決に取り組んだ。また，社会連携推進機構においては，研

（ ， ） ， ，イトを窓口として地域課題を収集し，そ 究協力会会員企業 四国溶材 渦潮電機など を訪問して 企業のニーズを収集し
の解決に取り組む。 個別の技術相談を行った。

】 ， ，【174-3 「防災情報研究センター」に 防災情報研究センターでは 地域等からの防災に関する要望に広く対応するため
おいて 防災に関する国 地方公共団体 メールマガジンの発行を開始した（通算25号，会員671人 。また，国，愛媛県か， ， ， ）
地域からの要望に広く対応する。 らの受託研究８件（経費約１億円）を実施するとともに，県，市町の行政関係者，

， 「 」 （ ），経済団体 金融機関等に働きかけ 総合防災フォーラム の開催 参加者：230人
新居浜市と西条市との「自治体防災研究会」の設置，新居浜市における「要援護者
避難支援プログラム」の策定などを行った。

愛媛県をはじめ四国地域にある 【175】地域の文化資源等の発掘・保全 地域創成研究センターでは，文化的資料の保存を図る団体，四国遍路を研究する【175】
文化的遺産，自然的富の保存・活用に積 ・活用に関する研究調査を支援するとと グループが行う地域の文化資源の再開発をテーマとする重点研究に対する支援を継
極的に関わる。 もに 「サテライト分室mit」を通じた 続して行った。また，市内商店街で開催する「まちなか大学」では，市民に関心の，

地域連携活動を広く展開する。 高い問題（消費者問題，南予地域活性化問題，愛媛の文化等）を取り上げ，地域連
携活動の展開に貢献した（全10回，参加者118人 。）

社会人入学の促進，生涯学習や 【176】社会人入学の促進，生涯学習や 生涯学習の充実を図るために，平成20年度から教育学生支援部に「生涯学習室」【176】
リカレント教育等の持続的学習の場を提 リカレント教育等の持続的学習の場を提 を置くこととした。また，愛媛大学卒業生の「学び直し」を支援するために，研究
供するためのプログラムを整備する。 供するためのプログラムを整備する。 生等の入学料，授業料の優遇措置を導入した。

附属図書館等の公開，研究施設 【177-1】愛媛県内各市町村史を中心と 愛媛県内各市町村史を中心とした地域資料の収集として，松山を代表する近代文【177】
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の開放を促進する。 した地域資料の収集と公開を行う。 化人である菱田正基氏の関係文献を収集（寄託）した。また 「一枚摺り」にスポ，
ットライトを当てた企画展示会及びシンポジウムを開催した（来場者332人 。）

【177-2 「総合科学研究支援センター」 総合科学研究支援センターでは，全国の国立大学等で構成する「化学系研究設備】
を中心に，地域への研究施設の開放を促 有効活用ネットワーク」に参画し，学外からの依頼測定を実施した。地域への研究
進する。 施設開放，受託試験実施に向け，開放機器の選定，利用料金，利用規程の整備に向

け，検討を行った。また，本学の学術研究の成果を社会に広く紹介する情報発信機
能，市民参画型の双方向的な社会教育機能を持った「愛媛大学ユニバーシティー・
ミュージアム （仮称）を共通教育棟本館１階に設置することとし，その準備委員」
会を立ち上げた。

， ，【178】総合的な地域支援情報ネットワ 【178-1】地方公共団体，企業，金融機 ４月に愛媛信用金庫と連携協定を締結し 信用金庫ネットワーク企業を訪問して
ークを構築し，保健，医療，福祉，教育 関等との連携協定をさらに推進し，サテ 地元企業とのネットワークを構築した。また，松山市，東温市，愛南町と連携協定
等における社会サービス活動を推進す ライトを活用して，地域支援情報ネット を締結し，行政機関との連携を強化した。
る。 ワークを充実する。

【178-2】地域社会と連携した「愛媛大 愛媛大学総合型地域スポーツクラブの活動として，８教室（ウォーキング教室，
学総合型地域スポーツクラブ」の活動を テニス教室，学習とスポーツ教室，ダンス教室，バレーボール教室＆塾，成人スポー
推進する。 ツ教室，キッズ・サッカー教室，ホノルルマラソンランニング教室）を実施し，延

べ557人の参加があった。

【178-3】健康に関する「市民講座」を 医学部附属病院では，市民健康セミナーを開催（参加者：125人 ，予防医学の）
開催する。 観点から体操教室を実施するとともに，本学と松山市と連携協定の一環として，11

， 「 」月末 市内デパート内に健康相談窓口 すこやか健康相談／あいナビステーション
を開設した（利用者：3,135人，相談件数：645件 。）

② 産官学連携の推進に関する具体的方策

「地域共同研究センター」を中核 【179】四国ＴＬＯと連携し，産官学連 四国TLOと連携してバイオEXPO2007，新技術説明会，イノベーションジャパン等【179】
， 。 ， ， ， ，にして国内外の民間企業に対する技術指 携に関する事業件数の増加に努める。 に出展し 研究成果のPRを行った また 四国TLOと連携して 経済産業省 NEDO

導・技術移転及び共同研究・受託事業を JST等の競争的資金制度への応募申請を行った（応募件数117件：対前年度38件増，
推進し，実施件数を増加させる。 採択件数31件：対前年度11件増 。）

「リエゾンオフィス」の一層の充 【180】行政機関等からの客員教授及び 愛媛県，四国TLOの職員を客員教授に迎えるとともに，客員教授として産学官連【180】
実を図り，外部人材の組織化，産学コー 派遣職員の協力を得て，知的財産，産官 携コーディネーターを配置した。また，連携協定を締結している今治市と宇和島市

， 。ディネート機能，産官学の交流，大学の 学連携部門の強化を図る。 から各１人を産学官連携職員として受け入れ 社会連携のための人材強化を図った
知的財産の広報などの業務を推進する。

利益相反に関する指針等を速や 【181 「利益相反管理規程」の教員へ 社会連携推進機構のウェブサイトに利益相反に関する情報を掲載し 「自己申告【181】 】 ，
かに策定する。 の周知を徹底し，社会連携を円滑に推進 書」の提出を職員に周知した。また，利益相反専門委員会を開催するとともに，利

する。 益相反管理委員会を開催して，審議結果を申告者に通知するなど，社会連携活動を
円滑に推進した。

① 他大学等との連携・支援に関する具体的方策

大学コンソーシアム化を視野に 【182～183】愛媛県内１１大学のコンソー 中予地区大学間教学ネットワークで準備を進めてきた愛媛県内の国公私立11大学【182】
入れ，地域の公私立大学等との教育研究 シアム化を図り，教育研究資源の共有化 で構成する「大学コンソーシアムえひめ」を平成20年２月に発足した。
資源の共有化を推進する。 を推進する。

目的に応じて，他大学と自主的【183】
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な連携・協力体制を構築する。

④ 留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策

国際交流の推進のため 「留学生 【184 「国際交流センター」と他部局 国際交流センターと他部局との意見交換会，海外研修プログラム，国際連携に関【184】 ， 】
センター」の機能を強化する。 との連携強化を通じて，学術交流及び留 するフォ－ラム（６月，12月開催：参加者総数250人）を実施するとともに，文部

学生交流の推進を図る。 科学省「国際協力イニシアティブ」に採択された「生命科学を中心とした統合型理
科教育に関する国際協力」プログラムを実施した。

2)「海外留学プログラム」を整 【185】海外留学・研修に関する基本方 海外留学・研修に関する基本方針を策定し，海外渡航安全管理キットの作成，長【185】
備し，本学学生の海外派遣を強化する体 針を策定し 戦略化を図るとともに 海 期留学支援室の設置，校友会や他部局との連携による財政的支援体制の整備等を実， ，「
制を作る。 外留学プログラム」に関する支援体制を 施し，大学教育の国際化を推進した。

強化する。

「英語教育センター」と「留学生 【186】インターナショナル・チャット 日本語プログラムにおけるボランティア参加（延べ316人 ，交流会（81人 ，学【186】 ） ）
センター」の共同による異文化コミュニ ルーム，異文化講座を活用して，日本人 生による学生支援シンポジウムにおけるパネルディスカッション，留学生と日本人
ケーション空間を創設する。 と外国人（留学生）が交流可能な場を提 混在型授業，映画上映会，英語教育センタ－との協働による英会話プログラムの開

供し，その交流の質的向上を進める。 講などを通して交流を推進した。また，恒常的に異文化交流できる空間を確保する
ために，建物改修に伴い平成21年度に国際交流センター，英語教育センターを含む
「異文化交流ゾーン」を整備することとなった。

帰国後のフォローアップ体制を 【187】帰国留学生及び海外在住の卒業 帰国留学生のフォローアップのために，校友会海外支部（マレ－シア）設立に関【187】
整備し，帰国留学生ネットワークを構築 生のフォローアップのため，校友会海外 する支援を行い，フィリピン支部，ヨ－ロッパ支部，台湾支部設立のための事前調
する。 支部を支援し，帰国留学生のネットワー 査を行った。

クを強化する。

⑤ 教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策

日本科学技術振興財団，JICA等 【188～190】国際交流活動全般への支援 国際交流センターと他部局との意見交換会（２回）を開催するとともに，海外渡【188】
の外部組織と連携した国際共同研究を奨 体制の環境整備を推進するとともに，国 航に関する情報収集環境の整備を行った また 校友会 寄附金 学長裁量経費 学。 ， ， ， （
励・推進する。 際交流活動への経済的支援体制を強化す 会・シンポジウム等支援経費）の活用促進，外部資金獲得等の情報提供等の支援を

る。 行い，国際連携を推進した。
国際会議・研究集会の開催に経【189】

済的・人的支援が行えるよう学内的な環 文部科学省大学教育の国際化推進プログラムの採択により，若手研究者（３人）
境整備を行う。 の長期海外派遣，大学院学生（２人）の長期海外留学を支援した。

若手研究者，大学院生の国際学 連合農学研究科では，研究者養成と学生の研究意欲の向上と活性化を目指して，【190】
会・研究集会への参加や短期留学・研修 学生の自主的な研究プロジェクトや国際学会等での成果発表に対する支援制度「学
に対して重点的に支援する。 生国際学会等参加支援事業」を設け，支援を行った（受給者15人，総額199万円 。）

， ， ，【191】諸外国の大学・研究所との学術 【191】学術交流活動に関する情報の一 学術交流状況調査による検討 外国人研究者等の受入促進 サポ－ト体制の充実
交流の推進を図り，外国人研究者・技術 元化により，外国人研究者・技術者・職 外国人客員研究員制度の適正な運用，フォ－ラム実施による国際連携の情報発信，
者の受け入れ体制 研修体制を整備する 員の受入れ体制を全学的に支援する。 国際的な教育研究活動資源化のための情報収集を行い，支援体制を強化した。， 。

任期付きポスト，客員教授ポス 【192】任期付きポストを拡大し，客員 先端研究センターを中心に，平成19年度は外国人研究者を任期付き教員として１【192】
ト等を用いて，外国人研究者を教員とし 教授ポスト等を用いて，外国人研究者を 人，客員教授として２人採用した。
て招聘する。 教員として招聘する。
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愛媛大学

大学の教育研究等の質の向上Ⅱ
その他の目標(3)

② 附属病院に関する目標

医学部附属病院は 「患者から学び，患者に還元する病院」であることを理念の基礎におき，以下の目標を定める。，
① 病院組織及び職員の業務の見直しを図る。
② 愛媛県民から信頼され，愛される病院を目指した体制の構築を図る。中
③ 医療に関わる安全管理体制の充実を図る。期
④ 病院収支を改善し，病院経営の健全化を図る。目
⑤ 患者の権利を守り，患者の立場に立てる医療人の育成を図る。標
⑥ 愛媛で育ち，世界に羽ばたく先端医療の創造を図る。
⑦ 地域との医療連携の強化を図る。

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 ｳｪｲﾄ

状況 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

① 管理運営体制の整備に関する具体的方策

病院長専任制の推進に ・管理運営体制の強化に努め【193】 （平成16～18年度の実施状況概略）
より 管理運営体制を強化する ・ 病院長候補者選考基準細則」を改正し，病 るため 「病院運営企画会， 。 「 ，

院構成員の意向を反映した選考方法で病院 議」をさらに充実する。
長を選出した。

・病院の管理・運営に関する具体的事項を企画
立案するために 病院長補佐５人を配置し 病， 「
院長補佐会議」を中心とした管理運営体制を
整備した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【193-1】病院長専任制の導入について 【193-1 「病院長専任制検討委員会」を設置】
検討委員会を設置する。 して，専任制について検討を行い，副病院長等

による「病院運営企画会議」の機能を強化する
ことにより，病院長を中心とした管理運営体制
を強化することとした。

【193-2】規程制定により「病院長補佐会議」
【193-2 「病院長補佐会議」を明文化 を「病院運営企画会議」と改め，原則として月】
し管理運営体制の強化を図る。 に１回開催し重要事項等について審議するな

ど，管理運営体制を強化した。

診療支援部を設置する （平成20～21年度の年度計画【 】194 。 （平成16～18年度の実施状況概略）
・診療支援部の設置について検討し，平成17年 予定なし）

１月に診療支援部を設置した。
・看護師30人，言語聴覚士及び視能訓練士各１

人を常勤化し，医療技術スタッフの充実を図
った。

Ⅲ

【194 （平成17年度に実施済みのため，】
平成19年度は年度計画なし）
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薬剤部，看護部，事務 ・薬剤管理指導に基づき，返【195】 （平成16～18年度の実施状況概略）
部の組織体制を見直す。 ・薬剤業務の効率化を図り 薬剤管理指導室 品医薬品の管理体制を強化，「 」

を設置するなど，薬剤管理指導の充実を図っ する。
た。 ・薬剤部内の人材配置の適正

・看護部長，副看護部長を公募制により選考す 化を検討し，業務の効率化
るとともに，認定看護師を育成した。 とチーム医療を推進する。

・看護師の目標管理の一環として，臨床実践能 ・７対１看護体制を確立し適
力習熟段階（クリニカルラダー）を構築し， 正配置に努めるとともに，
職能評価を策定するなど，看護師教育計画の 看護職員の職務満足度を高
充実を図った。 め離職率の抑制に努める。

・医事課の診療情報管理士の常勤化，診療報酬 ・７対１看護体制を維持でき
業務（外来４人，入院２人）及び給食業務を る看護師の確保に努める。
外部委託するとともに，事務組織体制につい
て見直しを検討した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

195-1 薬剤部内の一部部署を統合し 【195-1】薬剤部内の一部部署を統合し，薬剤【 】 ，
流動的な人材配置を行うとともに，薬剤 投与のダブルチェックを行うため，流動的な人
安全管理体制を強化する。 員配置を行った。特に午前中に業務が集中する

中で各部署が協力して入院患者の初回面談に人
員を配置するなど，薬剤安全管理体制の強化に
努めた。

【195-2】看護師を増員し，７月１日から７対
【195-2】７：１看護体制の実施に向け １看護体制を実施した。また，２交代制の試行
て看護師の増員を図り，看護の質の向上 や職場環境の改善により，離職率が平成18年度
とともに職場環境の改善に努める。 の17.1％から11.9％に改善した。

【195-3】 事務組織を４月から２部長４課５室
【195-3】事務組織体制を機能的かつ効 から１部長３課５室体制に改編するとともに，
率的な体制に改編する。 医療情報分野の事務組織体制の機能効率化を図

った。

② 医療サービスの向上に関する具体的方策

中央診療施設の機能拡 ・附属病院自己点検・評価委【196】 （平成16～18年度の実施状況概略）
充，臓器別診療の実施及び疾病 ・療養環境の改善・整備のため，手術部を中心 員会において，中央診療施
に特化した診療組織及び部門を とした中央診療施設を改修し，機能拡充を図 設の中間評価を実施し，評
開設する。 った。 価結果に対する改善事項に

・病院運営委員会で臓器別診療に伴う標榜名称 取り組む。
を決定し，診療主任，副主任を新たに委嘱し ・顎骨再生医療，抗加齢皮膚
て，臓器別診療を開始した。 科ドック，人間ドックの実

・分野に特化した診療部門として「痛み治療セ 施及びインプラント専用治
ンター 「お薬外来 「栄養療法外来」を 療室の設置について検討す」， 」，
開設した。 る。

・診療科の横断型センターとして「抗加齢セン ・頭頸部癌低侵襲医療を検討
ター 「腫瘍センター」を設置した。 する。」，

・再生医療研究センターの再
生医療・細胞治療及び造血
細胞移植センターの機能を（平成19年度の実施状況）

【196-1】病院の自己点検・評価委員会 【196-1】附属病院自己点検・評価委員会を開 充実する。
において，中央診療施設の評価に向けて 催して中央診療施設の評価方法等について検討 ・造血細胞移植センターにお
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準備を進める。 を行い，評価項目を決定した。 いて，小児白血病の再生医
療を推進する。

Ⅲ ・肝胆膵センター（仮称）の
【196-2】平成18年12月に設置した「腫瘍セン 設置を検討する。

196-2 腫瘍センターの充実に努める ター」では，質の高いがん治療の提供とがん治 ・脳卒中・循環器病センター【 】 。
療専門の医療人育成を目指して，院内がん診療 の機能を充実させる。
体制を確立した。さらに，厚生労働省「地域が
ん診療連携拠点病院」として愛媛県下の医療機
関との連携，中四国の大学が連携する「中国・

」 。四国広域がんプロ養成プログラム に参画した

【196-3】５月に，海外渡航者の出国前・帰国
【196-3】海外旅行感染症専門外来を設 後の健康管理を目的として，海外渡航者に感染
置する。 予防・診断書作成・健康相談などを行う専門の

外来窓口 海外旅行感染症外来 を開設した 患「 」 （
者数16人 。）

【196-4】 各種インプラントに対応するため，
【196-4】口腔インプラント診療体制を 専用のインプラント治療室及び医療器具を整備
充実する。 し，インプラント診療体制を充実させた。

【196-5】脳卒中・循環器病センターの充実の
【196-5】脳卒中・循環器病センターの ための準備委員会を設置し，運営体制及び設備
充実について検討する。 等について検討した。その結果，平成20年度か

ら冠動脈疾患集中治療部を統合し，小児循環器
部門，成人循環器部門，外科循環器部門及び脳
卒中部門を新設し，診療体制を拡充・専門化す
ることとした。

外来診療体制の多様化 ・平成19年度のアンケート調【197】 （平成16～18年度の実施状況概略）
を図るとともに，入院サポート ・ セカンドオピニオン外来 「子育て支援外 査結果に基づき，附属病院「 」，
体制を充実する。 来」の設置 「栄養支援外来」の充実など外 のアメニティの整備を検討，

来診療体制の多様化を図った。 する。
・病棟クラークの導入により，医師・コメディ ・アメニティ整備の検討結果

カルの業務を軽減するとともに，医療サービ を改修計画に反映し，実施
スの向上を図った。 に向けて取り組む。

・日本医療機能評価機構の病院機能評価を受審 ・附属病院自己点検・評価委
し，Ver.５の認定を受けた。 員会において，各診療科ご

・病院ボランティア参加者による組織「いきい との外来診療体制及び入院
き会」を立ち上げ，ボランティア室を整備す サポート体制の評価項目等
るなど，その活動を推進した。 について検討を行い，評価

・平成18年６月から医学部・病院敷地内の全面 を実施する。
禁煙を実施した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【197-1】福利厚生を主とした複合施設 【197-1】シャワ－室，コインランドリ－，食
の設置について検討する。 堂部門等患者・家族等に対する福利厚生施設の

， ，向上を図るために サ－ビス部門WGを立ち上げ
アンケート調査を行うなどアメニティの整備に
ついて検討を行った。
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【197-2】病院ボランティア参加者の広報活動
【197-2】ボランティア参加者の増員を により，前年度より18人増員（現在48人）とな

， 。 ，図り，患者サービスの推進に努める。 り 患者サービスの活動が活性化された また
ボランティア室の一部を改修し，居住性を高め
ることで活動を支援した。医療ボランティアの
育成から災害ボランティア体制作りのための研
修会を東温市と連携し実施した（参加者：東温
市民100人，スタッフ60人）

【197-3】禁煙ポスターと標語を募集し，優秀
【197-3】 敷地内禁煙を更に徹底する 賞として選定したポスターを院内に掲示し禁煙

， ，の呼びかけ 職員証への禁煙シールの貼付など
さらなる禁煙意識向上の活動を行った。

【197-4】プライバシー保護に配慮した外来棟
【197-4】プライバシー保護に配慮した の整備が２年をかけて完了した。
外来棟に整備する。

医療，福祉，看護に関 ・近隣病院との退院支援等の【198】 （平成16～18年度の実施状況概略）
する相談業務を充実するととも ・医療ソーシャルワーカー１人を配置し，専門 連携充実を図る。
に，退院後の円滑な在宅・転院 的な知識・情報を基に療養生活・転院・退院
療養を支援する。 などの相談業務を充実した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【198 「医療福祉支援センター」を充 【198】医療福祉支援センターでは，職員のス】
実する。 キルアップ，厳密な情報管理や院内外の保健･

医療･福祉機関とのネットワークの構築，本院
の患者･家族だけでなく地域住民にも貢献でき
る大学病院ならではのサービス提供など，セン
ター機能強化のための実施計画について検討し
た。また，患者相談室をプライバシー保護と分
かりやすい情報提供ができる環境に整備した。

民間輸送会社と連携し （平成20～21年度の年度計画【199】 （平成16～18年度の実施状況概略）
た患者輸送システムの整備を推 ・関連医療機関との交通網を整備するため，民 予定なし）
進する。 間会社に路線バスの経路変更を要望した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【199】患者輸送システムの一層の利便 【199】民間会社にループバスの運行に関する
化を図り，関連医療機関との交通網の更 要望書を提出したところ，路線バスの経路変更

， ，なる充実を図る。 によって 病院前停留所への停車回数が増加し
通院の利便性が向上した。

5) 地域住民を対象とし ・市内デパート内に設置した【200】 （平成16～18年度の実施状況概略）
た健康に関するイベントを開催 ・地域住民を対象とした「市民健康講座 「え 「あいナビステーション」」，
する。 ひめ健康いきいき大学」を開催した。 を通じて，地域住民を対象

・ 病院広報室」を設置し，病院ニュースレター とした健康に関するイベン「
「Invitation」を発行して，患者，愛媛県内 トを開催し，活動を充実さ
の医療関係者などに最新情報を提供した。 せる。

Ⅲ
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（平成19年度の実施状況）
【200】地域住民のニーズに対応した健 【200】学会開催の際に市民を対象とした「日
康講座を開催する。 常生活における遺伝学・遺伝子治療 「四国」，

は日本の脈どころ」等の講演会を開催し，最新
医療の情報提供を行うとともに 「ヘルスアカ，
デミー 「いきいき健康ライフセミナー 「ピ」， 」，
ンクリボン活動支援セミナー」などの健康講座
を開催した。また，健康に関する一般的相談か
ら医療や福祉に関する相談まで幅広い市民のニー
ズに対応するため，松山市と連携し，市内デパー
ト内に「すこやか健康相談／あいナビステーシ
ョン」を開設した。

③ 安全管理体制の整備に関する具体的方策

，【201】リスクマネージャーに ・医療安全管理部会において（平成16～18年度の実施状況概略）
よる指導体制を強化する。 ・ゼネラルリスクマネージャーを看護部から医 安全管理体制について引き

療安全管理部所属とし，中立性を確保した。 続き検討する。
・ 院内感染防止マニュアル」などを作成し，「

リスクマネージャーによる指導体制を整備，
強化した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

201 医療安全の推進を確保するため 【201】医療安全管理部会において専任スタッ【 】 ，
専任ゼネラルリスクマネージャーの増員 フの増員について検討を行い，専門の研修会に
について検討する。 参加するなどゼネラルリスクマネージャーのス

キルアップを図ることとした。

問題発生時の患者・家 ・作成した対応マニュアルに【202】 （平成16～18年度の実施状況概略）
族への支援体制を強化する。 ・医療ソーシャルワーカーを１人配置し，重要 基づき，病院全職員を対象

。な事案について患者・家族へ適切に対応し とした防犯訓練を実施する
た。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【202】問題発生時の対応マニュアルを 【202】医療サービス室に警察OBを時間契約職
， ，作成する。 員として配置し 問題発生時に備えるとともに

看護師を対象に防犯訓練を実施した。問題発生
時の対応について，医療サービス推進委員会で
検討を行い，対応マニュアルを作成した。

④ 経営の効率化に関する具体的方策

企画・分析機能を重視 （平成20～21年度の年度計画【203】 （平成16～18年度の実施状況概略）
した経営体制を構築する。 ・ マニフェスト委員会」において，各診療科 予定なし）「

作成のマニフェストに基づき評価基準・重要
項目を決定した。

・診療科毎のマニフェストにおいて，６項目の
， ，共通評価項目を定め その達成状況に応じて

診療科単位で基盤研究経費(30％）を傾斜配
分した。

・経営の効率化を図るため，施設基準や診療費
用請求の課題抽出などのマネジメントを経営
コンサルタントに委嘱した。
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Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【203】経営課と経理課を統合し経営体 【203】４月に予算部門と執行部門の連携体制
， ，制の強化を図る。 の強化を図るために 経営課と経理課を統合し

経営管理課とした。

経費削減を徹底すると ・短期手術室の運用見直しに【204】 （平成16～18年度の実施状況概略）
ともに，医療サービスの充実等 ・診療科ごとに作成したマニフェストにおい より，手術件数の増加を図
により診療収入の増加を図る。 て，共通の評価項目を定め，その達成状況に り，増収に努める。

応じたインセンティブとして，基礎研究経費 ・平成20年度の短期手術室の
（30％）の傾斜配分を実施した。 実績に基づき，さらなる効

・注射薬自動払出装置のリース契約，外来クラー 率的運用を検討する。
クの導入，患者給食の外部委託，ジェネリッ

， 。ク医薬品の採用促進など 経費節減を図った
「 」 ，・新たに開設した 抗加齢センター において

患者のニーズに沿った抗加齢ドックを実施す
ることにより，平成18年度は1,570万円の増
収となった。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【204-1】マニフェスト基本６項目につ 【204-1】毎月開催の病院運営委員会及び病院
いて達成度の評価と検証を行い公表す 連絡協議会において，マニフェストと同じ基本
る。 ６項目の目標値の達成度状況を「診療科別統計

基本項目推移表」として報告している。

【204-2】愛媛県立中央病院と松山赤十字病院
， ，【204-2】他の総合病院との情報共有や との情報交換会を開催し 経営基礎情報として

関係委員会，診療科との連携により，購 診療科目，患者数（入院・外来 ，請求額等の）
入経費の節減を図る。 項目を決定し，デ－タ交換と薬品購入費の市場

調査を行うことにより，購入経費の節減を図っ
た。

【204-3】12月請求分から診療報酬オンライン
【204-3】診療報酬請求オンライン化の 化を実施した。
導入を推進する。

【204-4】費用対効果を検証した結果，現状の
【204-4】材料部業務のアウトソーシン 一部アウトソーシング体制を維持することとし
グを検討する。 た。

【204-5】看護師７人を増員することで，平成20
【204-5】短期手術室の効率的運用を検 年度から短期手術室の効率的運用を図ることと
討する。 した。

臨床試験業務を拡充す ・臨床研究倫理委員会委員の【205】 （平成16～18年度の実施状況概略）
「 。る。 ・ 創薬・育薬センター」の充実を図るととも 教育プログラムを策定する
に 「研究協力室」を設置し臨床試験に係る ・外国から講師を招聘して国，
事務手続きを一元化した。 際共同治験を推進する。

・ 創薬・育薬センター」の治験コーディネー ・治験依頼者に愛媛大学医学「
ターが中心となり，ネットワーク治験参加医 部附属病院治験ネットワ－
療機関との共同治験実施体制を整備した。 クを紹介し，臨床試験業務
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・医学部等において，利益相反マネジメントポ を拡充する。
リシー及び利益相反専門委員会規程等を制定
した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【205-1】病態時薬物動態試験（治験） 【205-1】愛媛大学医学部附属病院治験ネット
の拡充を図る。 ワ－クを設立し，新規に２件契約するなど，病

態時薬物試験（治験）の拡充を図った。

【205-2】６月と２月に一般市民を対象とした
【205-2】治験に対する理解をより深め 健康講座を開催し，治験に関する情報を提供す
るため，一般市民を対象としたセミナー ることで，その理解を深めた。
を開催する。

⑤ 教育・研修等の質的向上に関する具体的方策

医学系・看護学系学生 ・新カリキュラムでの実習効【206】 （平成16～18年度の実施状況概略）
に対する卒前教育を充実する。 ・病院実習生が使用するスペースを拡充した。 果やシミュレータを用いた

・医学科５年次の臨床実習及び学生の病院実習 実習の効果について，臨床
のカリキュラムを改善した。 系分野・中央診療施設等と

学生を対象としたヒアリン
Ⅲ グ（又はアンケート）によ

る評価を行うとともに，前（平成19年度の実施状況）
【206-1】シミュレーター実習の組み込 【206-1】臨床実習の充実のため，初期臨床研 年度に策定した卒前教育の
み及び診療参加型実習への改編によって 修医のオリエンテーション時の救急処置実習， 評価指標により，学習効果
臨床実習を充実する。 医学科１年次の実習，５～６年次の臨床実習に を評価する。

おいてシミュレーターを使用するとともに，蘇 ・前年度の評価を資料とし，
生法シミュレーターを麻酔蘇生科と救急医学に 新カリキュラムの策定につ
常時設置し，臨床実習に活用した。また，シミ いて検討する。
ュレーターを使用して，新人初期臨床研修医， ・選択制により専門性の高い
５年次学生実習，新人看護師の研修において， 「がんプロフェッショナル
採血実習を実施した。 養成プログラム」を実施す

る。
・策定した評価指標による成

【206-2】本学の「i（愛）プログラム」参加病 果を検証する。
【206-2】卒前教育の評価指標を策定す 院に対して，本学出身者と他大学出身者を比較 ・看護師の卒前教育充実のた
る。 するためのアンケート調査を行い，その結果， めに臨地実習指導体制の確

臨床実技の教育はさらに改善の余地があると判 立を目指した新カリキュラ
断した。そこで，共用試験のうち実技と態度を ムを検討し，臨地実習担当
評価するOSCEの成績評価，各臨床科／病棟で行 者コアスタッフ研修会を開
われる臨床実習／臨地実習での成績評価及び国 催する。
家試験の合格率を評価指標として採用すること ・看護基礎教育の新カリキュ
とした。 ラムを実施する。

【206-3】附属病院では各病棟に臨地実習指導
， 「 」【206-3】看護師の卒前教育充実のため 担当者と その教育を担当する コアスタッフ

臨地実習指導体制を整える。 を選任し，指導体制を整備した。また，看護学
科教務委員会と連携し実習時の事例検討会など
実践的な研修会を通して，臨地実習の指導者と
しての専門性を高めた。

，【207】他大学等の歯学系・薬 ・歯科衛生士３年制に向けて（平成16～18年度の実施状況概略）
学系・医療技術系学生に対する ・隣接私立大学の薬学部設置に伴い，薬学実務 実習体制などを検討すると
卒前教育への協力を推進する。 実習施設として附属病院使用を承諾した。 ともに，薬学６年生実務実
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・学生実習室を確保するとともに，新カリキュ 習に向けた実習体制を整備
ラムを作成し薬学部実習生に対応した。 する。

・薬学６年生実務実習につい
Ⅲ て検討する。

（平成19年度の実施状況）
【207】他大学等の教育支援を行うとと 【207】附属病院では，薬学部４年次実務実習
もに，薬学６年生実務実習に向けたカリ 生13人を受け入れ，カリキュラムに沿った実習
キュラムを整備する。 と小グループでの討論形式実習を組み込んだプ

レアボイド実習を実施し，その実習内容に関し
て実習生にアンケート調査を行って，高い評価
を得た。

医師，歯科医師及びコ ・総合臨床研修センターと連【208】 （平成16～18年度の実施状況概略）
メディカルに対する卒後教育 ・研修医のためのスタディールームを整備する 携し，退職医師，離職医師
を充実する。 とともに，総合臨床研修センターが中心とな 及びマドンナドクター（女

り，総合医学教育センターの協力の下，研修 性医師の復職支援）のリフ
プログラムを整備し 効率的な運用を図った レッシュ教育体制を充実す， 。

・歯科医師の卒後臨床研修に必要な研修体制を る。
構築した。 ・薬剤師のがん研修及び薬学

・低侵襲手術トレーニング施設を開設し，トレー ６年制の新カリキュラムに
ニング・講習会を実施した。 対応した生涯研修を推進す

る。
Ⅲ

（平成19年度の実施状況）
【208-1】研修指導体制を強化し，初期 【208-1】昨年度末に行った研修管理委員会で
研修プログラムの見直しを行い，研修の の各研修施設からの報告を基に，４月に研修プ
充実を図る。 ログラムの見直しを行うとともに，研修指導体

制の充実を図った。また，６月に研修医情報交
換会を行い，研修医の意見を聴取し研修の充実
に努めた。

【208-2】本学医学部と附属病院が協力して，
【208-2】薬剤師のがん研修受入施設に 薬剤師のがん研修カリキュラムを作成し，病棟
必要な研修体制を整備する。 業務(薬剤管理指導業務)，抗がん薬注射剤混合

調製等の３ヶ月間の実務研修を実施する体制を
整備した。指導薬剤師が指導と確認を行うこと
により，安全で充実した研修プログラムを実施
した。

⑥ 研究成果の診療への反映及び先端的医療の導入に関する具体的方策

高度先端医療の開発・ ・医学系研究科に設置した 再【209】 （平成16～18年度の実施状況概略） 「
導入を推進する。 ・高度先進医療の導入に関するアンケートを実 生医療研究センター と 先」 「

施し，その結果に基づき検討を行い，導入の 進医療推進委員会 （仮称）」
ための支援経費を確保することとなった。 が連携し，先端医療の開発・

・高度先進医療の開発・導入に対する支援経費 導入の推進に努める。
を確保し，資金支援を行った。

・平成18年12月に各研究分野で実施してきた高
度先進医療の先端基盤技術を集約化し，研究
の効率化と水準向上を図るために「再生医療
研究センター」を設置した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【209】先端医療の現状把握及び今後の 【209】病院内で基準外医療費として4,700万円
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推進方針等について検討する。 を確保し，先端医療の開発・導入に係る保険請
求外となる経費を支援した。また，医学系研究
科に設置した再生医療研究センタ－の再生医療
応用部門に細胞プロセシングシステムを導入
， 。し 細胞治療と再生医療の実施体制を整備した

地域医療機関と連携し ・ 先進医療連携協議会」に【 】210 ， 「（平成16～18年度の実施状況概略）
高度先進医療の共有化を図る。 ・高難度手術について，地域の医療機関との医 より，地域医療機関との先

療連携を締結した。 進医療技術の共有化を推進
・病院広報室，病院長補佐（広報担当）を設置 する。

し，各診療科の高度先進医療，診療内容等を ・がん診療連携拠点病院と連
ウェブサイト，広報誌で積極的に公表した。 携を図り，がん治療の高度

・近隣病院のPET-CTセンターに患者を紹介する 化に努める。
など連携を強化した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【210】先進医療技術の共有化を図るた 【210】関連病院長会議で治験ネットワークの
め，関連病院長会議の中に委員会を設置 推進について審議し，愛媛大学医学部附属病院
する。 治験ネットワークを組織した。

⑦ 地域貢献に関する具体的方策

愛媛県内の各種医療団 ・愛媛県保健医療対策協議会【211】 （平成16～18年度の実施状況概略）
体との間に「医療連携協議会」 ・愛媛県内各種医療団体と地域医療に関する意 を中心に，地域医療人の養
を設置する。 見交換会を実施し，今後の医療連携を検討す 成を推進する。

ることとした。
・東温市と救急医療体制について協議会を開催

するとともに，愛媛県との意見交換を開始し
た。

・地域の医療機関の長を対象とした病院見学会
（オープンハウス）を実施し，院内見学・情
報交換会を行った。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【211】愛媛県との連携の下 「保健医 【211】愛媛県との連携の下に「愛媛県保健医，
療対策協議会」 (仮称) を設置する。 療対策協議会」を設置し，地域の医師不足対策

などの問題解決に向けて検討を開始した。

ウェイト小計
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愛媛大学

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上
(3) その他の目標

③ 附属学校に関する目標

① 教育基本法及び学校教育法に基づき，心身の発達に応じた教育の理論的研究及び実践的研究を推進し，地域社会における教育の拠点としての役割を果たす。中
② 学部と連携を図りながら，大学での教員養成機能の充実に寄与する。期

目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 ｳｪｲﾄ

状況 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

① 大学・学部との連携・協力の強化に関する具体的方策

学部及び「附属教育実 ・附属教育実践総合センター【212】 （平成16～18年度の実施状況概略）
践総合センター」と連携しなが ・教育学部，附属教育実践総合センター，附属 と愛媛県教育研究協議会等
ら，学校教育に関する実践的研 学校と連携して，愛媛県教育委員会等と「共 との連携協力に基づき，実

」 ， 。究・教育の充実を図るための組 同研究企画推進委員会 について検討を行い 践的教育研究の充実を図る
織を設置し，機能させる。 設立することとなった。

・愛媛県教育研究協議会との連携協力の覚書を
締結し，実践的課題に取り組んだ。

・農学部と附属農業高等学校において，高大連
携を推進し「めざせスペシャリスト 「サ」，
イエンス・パートナーシップ・プログラム」
などを協力して実施した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【212】附属教育実践総合センターと愛 【212】附属教育実践総合センターと愛媛県教
媛県教育研究協議会との連携協力に基づ 育研究協議会，愛媛県国公立幼稚園教育研究協
き，共同研究に参画する。 議会との連携の下に，地域との連携による実践

的教育研究を実施した。

学部及び「附属教育実 ・学部及び附属教育実践総合【213】 （平成16～18年度の実施状況概略）
践総合センター」と連携しなが ・ 附属学校園の在り方に関する検討WG」にお センターと連携しながら，「
ら，地域社会における教育の拠 いて，総合的な検討を行った。 地域社会における拠点とし

， 。点としての役割を果たす。 ・WGの検討報告に基づき 「附属学校園の改革 ての教育研究の発信を行う
に関する検討委員会」を設置し，さらに検討 ・平成20年４月に改組した 愛「
した。 媛大学附属高等学校」を全

学的に支援する。
Ⅲ

（平成19年度の実施状況）
213 幼稚園から大学までの一貫教育 【213 「附属学校園の改革に関する検討委員【 】 ， 】

」 ， ，大学附属化などの具体的な実施案を検討 会 において 幼稚園から大学までの一貫教育
する。 大学附属化などの具体的な課題について検討

し，平成20年４月に農学部附属農業高等学校を
大学附属高等学校とすることとなった。また，
幼・小・中学校が連携した研究を行い，年間カ
リキュラムに基づいた教育実践を行うととも
に，特別支援教育の在り方について検討した。
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② 学校運営の改善に関する具体的方策

「学校評価」の制度を ・前年度の結果に基づき，内【214】 （平成16～18年度の実施状況概略）
確立し，外部評価及び内部評価 ・各学校園において，学校評価の在り方につい 部評価と外部評価のシステ
の充実を図る。 て検討した。 ムを改善し，学校運営への

・検討に基づき，内部評価項目の見直し，外部 反映を図る。
評価の実施方法を策定した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【214】内部評価に加え，外部評価を充 【214】附属学校園において，学校評価制度の
実させた学校評価制度の確立を目指す。 検討を行い，外部評価委員会を設置して，外部

評価を実施した。また，｢学校評価｣の在り方に
ついて，正副校園長会において検討を行った。

「学校評議員会」の充 （平成20～21年度の年度計画【215】 （平成16～18年度の実施状況概略）
実を図る。 ・各学校園で「学校評議員会」の在り方につい 予定なし）

て検討を行った。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【215 「学校評議員会」の充実を図る。 【215】学校評議員会による校園内視察を実施】
し，評議員会の意見を活かし，定期的な安全点
検だけではなく，日常的に危機管理意識を持っ
て安全管理を行うなど，自ら学習環境の整備に
努めるとともに，児童生徒の登下校の安全を図
るなど，附属校園の運営改善を行った。

③ 附属学校の目標を達成するための入学者選抜の改善に関する具体的方策

「入試制度検討委員会」 ・ 入試制度検討委員会」に【216】 （平成16～18年度の実施状況概略） 「
を設置し，入試制度の改善を図 ・附属５学校園の校園長，副校園長をメンバー おいて改訂・実施した入学
る。 とする「入試制度検討委員会」を設置した。 試験・入学選考・入園選考

。・附属学校園の在り方に関する検討WGの検討を について評価・検証を行う
踏まえ 「入試制度検討委員会」で入試制度，
の在り方を検討した。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【216 「入試制度検討委員会」の検討 【216】教育学部と附属学校園の連携に基づく】
結果を踏まえ，入学試験・入学選考・入 教育研究と教育実習を踏まえて，各学校園の実
園選考の見直しを行い，実施する。 情に応じた入学試験・入学選考・入園選考の見

。 ，直しを行った 附属高校入試問題作成について
大学教員が連携した。

④ 公立学校との人事交流に対応した体系的な教職員研修に関する具体的方策など

愛媛県教育委員会との ・愛媛県教育委員会と愛媛大【217】 （平成16～18年度の実施状況概略）
人事交流を原則とする。 ・愛媛県教育委員会と連携協力し，円滑な実施 学との人事交流を一層円滑

交流を実施している。 に推進するための課題解決
に取り組む。

Ⅲ
（平成19年度の実施状況）

【217】愛媛県教育委員会と愛媛大学と 【217】教育学部教育実践地域連携委員会と愛
の連携協力の体制を維持し，円滑な人事 媛県教育委員会との連携協力により，協定書に
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交流を図る。 任期を明記するなど円滑な人事交流が実施でき
るようにした。

公立学校との連携を密 ・愛媛県教育委員会及び松山【218】 （平成16～18年度の実施状況概略）
にし，愛媛県及び松山市教育委 ・愛媛県及び松山市教育委員会との連携を図 市教育委員会等地域教育委
員会の研修計画に沿って教職員 り，10年教職経験者研修，教職員研修を実施 員会との連携に基づいて，
の研修を実施する。 している。 10年及び5年教職経験者研修

，及び各種教員研修に参画し
Ⅲ 実践的研究・教育の充実を

図る。（平成19年度の実施状況）
【 】 ， ，218 １０年教職経験者研修をはじめ 【218】愛媛県教育委員会と松山市教育委員会 ・免許更新制度の導入に伴い
教職員研修について，愛媛県及び松山市 との連携に基づいて，10年，５年教職経験者研 文部科学省・愛媛県教育委
教育委員会との連携を図り，研修を実施 修及び各種教職員研修に参画した。 員会等とともに教員免許更
する。 新研修のために地域の他大

学と協力し，全学体制を整
えて，これを試行する。

ウェイト小計
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愛媛大学

教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項Ⅱ
注： 内の数字は対応する年度計画番号を示す。《 》

生代表者会議」の設置などが挙げられる。○教育研究等の質の向上の状況

《155》①教育研究活動面における特色ある取組 ３先端研究センターの発展と新研究センターの設置・
《139,142》 「化学物質の環境科学教育研究拠点」として，平成19年度文部科学省グロー・初年次を中心とした学生の支援

「 」， ，学生支援センターでは，共通教育の履修状況から欠席がちや不登校の可能性が バルCOEプログラムに採択された 沿岸環境科学研究センター ネイチャー誌
ある初年次学生のスクリーニングを行い，各学部の学生生活担当教員と関係窓口 サイエンス誌等に多くの研究成果を発表し，平成19年度フンボルト賞を受賞し
が連携して個々の学習状況を把握している 英語の授業を頻繁に欠席した場合は た研究者が在籍する「地球深部ダイナミクス研究センター ，無細胞タンパク。 ， 」
窓口担当者が本人に連絡を取って直接声をかけるなどの具体的な支援を行ってい 質合成法やマラリアワクチン候補探索で研究成果を上げている「無細胞生命科
る。このようなきめ細やかな取組により，法人化以降，学生の休・退学者は減少 学工学研究センター」に加え，平成19年度には「東アジア古代鉄文化研究セン
傾向にある。 ター 「宇宙進化研究センター」を設置した。」，

《144～145》・キャリア支援
学生の就職活動をサポートする「就職課」と学生支援センターの専任教員が協 その他，研究面では，グローバルCOEプログラムの獲得を目指している研究に

力して １ ２年次から職業意識を醸成するためのキャリア関連授業 正課授業 対する学内経費支援，異分野間研究を実施する「研究推進ラボラトリー」の充， ， （ ），
キャリアガイダンスの実施，３年次を中心に企業や自治体などで実習を行うイン 実などが挙げられる。
ターンシップの単位化（医学部を除く ，就職支援プログラム（就職セミナー，）

②教育研究活動を円滑に進めるための様々な工夫企業説明会，面接体験セミナー，就職相談など ，求人情報の提供など，キャリ）
ア支援体制の充実に努めている。 《62-2～65-2》・学士課程の体系化 ～DP･CP･APの策定と一貫的構築～

《62-1～65-1》 「学士課程の体系化～ディプロマ・ポリシー（DP），カリキュラム・ポリシー・愛媛大学リーダーズ・スクールの実施
愛媛大学リーダーズ・スクール(ELS)は，実践的な授業と活動を通して，学生 （CP ，アドミッション・ポリシー（AP）の策定と一貫的構築」をテーマにし）

， 。リーダーや将来リーダーになり得る学生を育成・支援し，学生リーダーの養成を て 全学に配置した教育コーディネーターを対象とした研修会を５回開催した
目的としている。リーダーシップ関連授業（120人 ，サークルリーダー研修会 この研修を通して，各学部ではDP（卒業時の到達目標）を策定し，ウェブサイ）
40人 ２年次以上を対象としたELSゼミナール 前後期20人 150分授業12回 トに掲載して公表するとともに，あわせてAPの見直しを行った。（ ）， （ ， ），

ELS合宿研修（１泊２日）などを行い，修了者には「愛媛大学ELS資格」を認定し 《133》・ファカルティ・ディベロップメントの向上
ている。この取組は，平成19年度文部科学省学生支援GPに採択された。 教育・学生支援機構の「教育企画室」が中心となって，授業方法や授業内容

《62-1～65-1》 の改善に関わる全学的なFDを企画・実践している。現在，①FDスキルアップ講・学生アルバイトによる大学環境問題の啓発
平成19年４月に設置した業務支援室において，学生に学内で就業機会を提供す 座（アラカルト方式で種々の授業技法を学ぶ ，②教育ワークショップ（新任）

ることを目的に学生アルバイトを雇用した（実績：165人，7,296時間，総額5,10 教員を対象とした１泊２日の実践研修 ，③ファカルティ・ディベロッパー講）
7千円 。監査室が実施した学生アルバイトを対象とした業務内容についてのア 座（学内外のFD担当者を対象としたFDの展開方法を学ぶ研修 ，④コンサルテ） ）
ンケート調査（回答率39％）では，大学の環境について問題意識を持つようにな ィングサービス（学生からの聞き取りを通した個々の授業の診断，学生・教員
った，年度当初に自転車置き場のルールを周知して欲しいなどの意見があり，こ からの聞き取りを通したカリキュラムの診断など）の４つのメニューを提供し
の結果を受けて，平成20年度の新入生オリエンテーションにおいて，構内の駐輪 ている。
場や交通マナー，ゴミの分別などの環境マナーについて周知した。 《182～183》・大学コンソーシアムえひめの設立

平成20年２月に愛媛県内の国公私立11大学が参加する「大学コンソーシアム・学生団体活動支援制度
サークル活動を振興するために，校友会（同窓会組織）の支援による活動援助 えひめ」を設立し，コンソーシアムの構成大学が連携して 「共同授業 「留， 」，

金 総額500万円 を付与する制度を創設した 学生団体の自己評価に基づいて 学生日本語教育 「インターンシップ 「大学ガイダンス・セミナー」等を実（ ） 。 ， 」， 」，
教育・学生支援機構長を委員長とする学生団体評価委員会が評価を行い，44学生 施することとしている。
団体を支援した。

《162,163》・学生個人・学生団体表彰 ・資源配分の取組（研究開発支援経費等）
「愛媛大学学生・学生団体表彰制度」により，①学業成績，②学術研究活動， 本学における特色ある優れた学術研究を支援し，先端研究拠点の形成及び萌

， （ 「 」，③課外活動，④教育学習支援活動，⑤社会活動の分野で特に優秀な成績や顕著な 芽的研究の育成を推進するため 愛媛大学のABC Aは Afferent and Efferent
功績を上げた学生個人・学生団体を学長表彰した（成績優秀賞：24人，学長賞： Bは「Beyond Faculty ，Cは「Consilience of Knowledge ）をモットーに 「研」 」 ，
５人・３団体，学長特別賞：１人 。 究開発支援経費 （総額1.1 億円）による研究者及び研究グループへの資金援） 」

助を行っている。平成19年度は，新規76件，継続24件の申請の中から，新規24
その他，教育面では，スーパーサイエンス特別コース（平成17年度設置）の早 件，継続24件を採択した（学内COE育成支援５件，43,200千円，特別推進研究９

， ， ， ， ， ，期卒業生３人が大学院理工学研究科に進学したことや，英語教育及びリメディア 件 12,900千円 萌芽的研究30件 30,850千円 研究推進ラボ２件 3,000千円
ル教育の充実，学生自らが大学運営に関して積極的に参加することができる「学 研究基盤整備２件，20,000千円 。）
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また，平成19年度に「産業科学技術シーズ育成研究支援経費」（10件，総額 底したほか，教職員を対象に「海外派遣・受入に関わる危機管理セミナー」を
18,463千円）及び「 地域連携プロジェクト支援経費 （５件，総額5,000千円） 開催した（参加者：151人 。「 」 ）
を創設した。 大学間交流協定については，交流実績を調査し，有効に機能しているかどう

かを調査して更新・終了を検討した。
《163》・若手教員，大学院学生等に対する研究支援

・ 生命科学を中心とした統合型理科教育に関する国際協力」事業の実践学長裁量経費で実施している「研究開発支援経費」の研究種目「萌芽的研究」 「
の応募資格に大学院学生，ポスドクを含む45歳までの年齢制限を設け，研究のス 《156-1，184》

， 。 「 」 ，タートアップ資金としても活用するなど 若手研究者の研究資金援助を強化した 平成19年度文部科学省 国際協力イニシアティブ 教育協力拠点形成事業に
工学部では，学部長裁量経費で若手教員の研究を支援するとともに，負担軽減 「生命科学を中心とした統合型理科教育に関する国際協力」が採択された。理

のために助教は授業担当としていない。農学部では，若手教員の研究スタートア 科教育の現状調査と統合的理科教育法を実施・普及するために，タイのブラパ
ップ資金（50万円）を制度化している。医学系研究科では若手研究者の研究支援 大学とカセサート大学，中国の浙江工商大学と杭州第四高校を訪問し，本学独
として 研究科長裁量経費により２人に研究奨励賞 賞状・研究助成金100万円 自の試験管内タンパク質合成法を基盤とした実習キットを用いて，大学生・高， （ ）
を授与している。 校生を対象に理科教育プログラムを実践した。

平成19年度のグローバルCOEプログラムに採択されたことに伴ってポスドク研
・ 四国発グローバル人材創出を目指した留学生支援プログラム」事業の実践究員，大学院生等の受入増を予定しており，若手研究者用スペースを確保するた 「

めに，平成20年度に鉄骨造４階建て研究棟を増設することを決定した。 平成19年度経済産業省「アジア人財資金構想」高度実践留学生育成事業に，
本学が中心となり四国の大学で協力する「四国発グローバル人材創出を目指し

《116》 た留学生支援プログラム」が採択された。このプログラムは留学生が四国で就・男女共同参画推進委員会の設置
本学における男女共同参画を推進するために，新たに「愛媛大学男女共同参画 職するための支援を行うもので，ビジネス日本語教育や日本ビジネス教育の開

推進委員会」を設置し，現状把握のためのアンケートを実施して女性職員等の支 講，敬語や専門用語を用いた発表・面接実習などによって実践力の養成を目指
援の在り方を検討した 男女共同参画のための 提言 と 宣言 を取りまとめ している。。 「 」 「 」 ，
学内外に公表するとともに，アンケートの意見に基づき，夜間の安全確保のため

○附属病院についてに構内外灯の整備，育児への経済的な支援としてベビーシッタークーポンを導入
１．特記事項することとした。
【 平成16～18事業年度 】また，平成19年４月に医学部附属病院内に保育所「あいあいキッズ」を設置し

て女性職員の就業環境を整備した。さらに，育児支援制度検討のために，城北キ ・愛媛県内唯一の特定機能病院として，地域の医療機関と連携し，高度な医療を
ャンパスの保育施設の設置を含めた育児支援等への需要を把握する調査を実施した。 提供するとともに，病棟クラークの導入，診療科のマニフェスト作成，抗加齢

センターの設置，外来患者数の増加等により，病院収入の増収を図った（平成
16年度：１億7,500万円，平成17年度：６億1,900万円，平成18年度：５億220万円）。③社会連携・地域貢献，国際交流等

《178-3,153,200》 ・国立保健医療科学院が実施した顧客満足度調査入院部門において，国立大学病・地域との連携協定に基づく地域貢献の実質化
愛媛県をはじめ地方自治体との連携を強化するために，平成19年度は愛媛県下 院31機関中第１位に選ばれた 「患者様から学び，患者様に還元する病院」を。

の松山市，東温市，愛南町と新たに連携協定を締結した。協定に基づき，松山市 理念として，医師・看護師・関係スタッフが医療活動に励んできたことに対し
保健所と共同した健康相談窓口「あいナビステーション」の設置，東温市と連携 て，高い評価を得た（H17 。）
する災害医療ボランティア研修の実施，愛南町に本学教員が常駐する「南予水産
研究センター」の設置など，地域のニーズに応える具体策を実施した。 《196-2》【 平成19事業年度 】

附属病院は，地域のがん診療連携拠点病院として，愛媛県下の医療機関と連
《157,170,180》 携し，中・四国地区の大学が連携するがんプロ養成プログラム「チーム医療を・産学官連携，知的財産戦略体制の整備・推進

社会連携担当理事を本部長とする知的財産本部では，四国TLOと技術移転に関 担うがん専門医療人の育成」に参画し，がん専門職の養成を目指している。
する協定を締結して連携を強化し，実務専門家教員が具体的な特許取得の相談・

２．共通事項に係る取組支援などを行った。法人化後の特許取得件数は着実に増加している（平成19年度
【 平成16～18事業年度 】：特許出願件数67件，承認特許件数：国内３件，中国１件，韓国１件 。また，）
（１）質の高い医療人の育成や臨床研究の推進等，教育・研究機能の向上のため客員教授等の協力を得て「企業と倫理 「技術者倫理と企業倫理」などの授業」，

の取組（教育・研究面の観点）を開講し，地域産業のニーズに沿った技術マネジメント支援するために，地元企
業担当者を対象とした「知的財産セミナー」を開催した。 ・研修医の卒後研修をはじめとする臨床研修をサポートする「総合臨床研修セン

ター」を設置し，医療機関と連携して研修医に個別に対応する研修プログラム
《78-1,184,185》 を実施した（H16 。・国際交流センターの活動実績 ）

平成18年４月に設置した国際交流センターは，従来の留学生に対する日本語教 ・内視鏡を中心にした低侵襲手術の技術の習得を目指した「低侵襲手術トレーニ
育やサポートに加え，日本人学生の海外派遣プログラムの企画や支援を充実させ ング施設」を設置した（H17 。）
た。ニュージーランド，ベトナム，韓国，中国など１～４週間程度の研修プログ ・これまで研究室単位で実施してきた研究の共通先端技術を集約して，その研究
ラムを企画し，ガイダンスを実施して海外語学研修などに学生を派遣した。海外 成果を臨床研究に応用することを目的に「再生医療研究センター」を設置した
派遣へのリスクに対応するために，海外研修・留学前のオリエンテーションを徹 （H18 。）
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（２）診療機能の向上のために必要な取組（診療面の観点） （３）継続的・安定的な病院運営のために必要な取組（運営面の観点）
・痛み治療センター（H16），診療支援部（H16），抗加齢センター（H17）を設置した。 《178-3,200》・健康相談窓口「あいナビステーション」の開設
・がんをトータルにケアし，がん専門医を育成する腫瘍センターを設置し，厚生労 平成19年11月に松山市との連携協力に基づき「すこやか健康相談／あいナビ

働省「がん診療連携拠点病院」の認定を受けた（H18 。 ステーション」を市内デパート内に設置し，附属病院の看護師と社会福祉士が）
・医療安全管理部（H15）と感染制御部（H18）を設置するとともに，医療事故防止 無料で医療福祉相談を行っている（水～日の10時～17時，相談件数：645件 。）

マニュアル，院内感染防止マニュアルなどを作成し医療事故防止に努めた。 健康相談窓口だけでなく，住民の健康に対するニーズをとらえるアンテナショ
・病院敷地を含む医学部構内を全面禁煙とし 患者と職員の健康保全に努めた H18 ップと情報発信拠点の役割としても機能している。， （ ）。

《198》・地域連携強化に向けた取組
総合医療相談室と地域連携推進室の機能を兼ね備えた「医療福祉支援センター」（３）継続的・安定的な病院運営のために必要な取組（運営面の観点）

・診療情報管理士を採用し，病棟クラークを導入した（H16 。 は，患者や家族に対する医療・福祉・看護相談等の医療サービスを行うとともに，）
・外部経営コンサルタントによる経営分析を実施し，手術部の運用改善，病床稼働 地域の医療機関，福祉行政や他施設との連携を図り，円滑な転院，安心できる在宅

率の改善，外部委託導入による運営改善などを行った（H17 。 看護に対応している。情報発信として，各診療科の医師を顔写真入りで紹介する）
・外来患者駐車場確保のために，カーゲート方式の駐車場システムの導入を行った 「地域連携だより」を作成し，地域に開かれた病院の実現を目指している。

（H18)。 《203,204-1》・診療科のマニフェストに基づく評価とインセンティブの実施
・日本医療機能評価機構による外部評価を受審し，最新のVer.５の認定を受けた 平成17年度から診療科に特化したマニフェストに基づき，基本項目（年度毎

（H18 。 の稼働率，紹介率，入院・外来の診療費用請求額など）の達成状況を評価して）
いる。評価結果に基づいたインセンティブとして，診療科単位の基盤研究経費
（30％）の傾斜配分，診療経費の重点配分を行った。【 平成19事業年度 】

（１）質の高い医療人の育成や臨床研究の推進等，教育・研究機能の向上のための
取組（教育・研究面の観点 ○附属学校について）《208-1》

【 平成16～18事業年度 】研修医の卒後研修をはじめ 臨床研修をサポートする 総合臨床研修センター， 「 」
は，中央診療施設の１施設から附属病院の１部門に昇格させ，学内のみならず地 ・より良い学校環境を実現するための支援を大学全体で実施することを目的とし
域医療施設の病院職員の生涯教育を支援する組織として位置付けた。 て，学長と５附属学校園との懇談会を毎年開催し，着実な改善を行っている。

また，出産や育児等によりやむなく離職した女性医師の知識・技能を戻し，生 ・教育学部と附属学校園の間で「合同研修会規程」を定め，FD活動の一環として
活リズムをつくるための個別プログラムを作成し，復職を支援する「マドンナ・ 連携を図りながら毎年２回合同研修会（教育学部での課題研究，附属学校園で
ドクター養成プロジェクト」を実施している。 の公開授業）を開催している。また，特別支援教育に関する指導の在り方，教

材の開発などの共同研究を行っている。（２）診療機能の向上のために必要な取組（診療面の観点）
《195-2》 ・本学と愛媛県教育委員会は，高等学校教育と大学教育の円滑な接続を図る目的・７対１看護体制の実施

４月から新たに56人の看護師を増員し，７月からより安全性の高い充実した看 で「高大連携協力に関する協定」を締結し，出張講義の拡充・充実を図り，依
護体制（７対１）を整備した。８月にインターンシップを実施して，病院の機能 頼のあった中・高等学校に「高大連携プログラム」を実施している。
や看護師の役割を学ぶとともに，看護体験による医療業務への理解を深めている ・附属農業高等学校では，文部科学省から「目指せスペシャリスト」事業の指定
（参加者：93人 。平成20年度には看護師の勤務環境の改善と脳卒中・循環器病 を受け，地域との連携，農学部及び教育学部との高大連携，他県の小学校との）
センターの拡充のために，さらに50人増員することとした。 連携を通して食育の安全・安心のスペシャリストの育成を実施した。また，附

《208-2》 属農業高等学校の生徒は総合学科全国大会，農業クラブ全国大会等で活躍し，・緩和ケアセンターの設置
平成19年１月に厚生労働省「がん診療連携拠点病院」の指定を受け，がんに伴 内閣総理大臣賞，文部科学大臣賞，農林水産大臣賞を受賞した。

う痛みなどのさまざまな苦痛を取り除くことを目的とした「緩和ケアセンター」 ・法人化後の４年間で，教育学部教員の27％が附属学校園と，同38％の教員が地
を11月に設置した。麻酔科医師，精神科医師，看護師に加え，薬剤師，メディカ 域の学校等と共同研究を行っている。附属学校園と連携した「幼年児の科学学
ルソーシャルワーカー，理学療法士，管理栄養士等が参画している。 習コンピテンスを伸長する教育内容」などに関する研究成果は，国内外の学術

《196-3》 誌や学会で積極的に公表している。・ 海外旅行感染症外来」の開設「
平成19年５月に海外渡航者の出国前・帰国後の健康管理を目的として，海外渡

【 平成19事業年度 】航者に感染予防・診断書作成・健康相談などを行う専門の外来窓口「海外旅行感
染症外来」を開設した。診療は毎週月曜日の13～16時まで，完全予約制で診療し 《213》・大学附属高等学校への改組
ている（患者数16人 。 平成17年度から附属学校園を大学全体の教育の場とする観点から，幼稚園か）

， 。 ，・医療事故防止や危機管理等安全管理体制の整備《201,202》 ら一貫した教育の在り方 連携の在り方等を総合的に検討してきた その結果
医療安全管理部では，医療の現場での患者の安全・安心をより質の高いものと 平成20年４月に農学部附属農業高等学校を大学附属の高等学校（総合学科）に

するために，病院独自の「医療事故防止・安全管理マニュアル」を作成し，医療 改組することとなった。附属高等学校との高大連携教育に関する業務を行うた
スタッフに周知するとともに，必要に応じた見直しを行った。各現場で医療安全 め，平成19年12月教育・学生支援機構に愛媛大学附属高等学校連携委員会を設
を推進するリスクマネージャーと連携して，マニュアルの周知徹底を図り，月１ 置した。愛媛大学附属高等学校は 「地域に役立つ人材，地域の発展を牽引す，
回GRM（ゼネラルリスクマネージャー）レターを発行して，情報提供と広報活動 る人材の養成」を目指す愛媛大学の理念に基づき，生徒に「学びに対する高い
を行った。 モチベーション 「地域を担う意欲」とそれを支える「確かな学力」を育て，」，

「生きる力」を愛媛大学と連携して培うことを理念としている。
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Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む 、収支計画及び資金計画。）

※ 財務諸表及び決算報告書を参照 財務諸表及び決算報告書により対応しますので、記載は不要です。

Ⅳ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
３８億円 ３８億円 該当なし

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生

等により緊急に必要となる対策費として借り 等により緊急に必要となる対策費として借り
入れすることも想定される。 入れすることも想定される。

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

附属病院の病棟・診療棟改修，基幹・環境整備 附属病院の基幹・環境整備及び病院特別医療機 本学病院敷地（所在：東温市志津川字前川・同市志津川字三ッ
， ，及び病院特別医療機械設備整備に必要となる経費 械設備に必要となる経費の長期借入れに伴い，本 狭間・同市志津川字野中 番地：甲172番1・甲486番・甲393番3

の長期借入れに伴い，本学病院の敷地及び建物に 学病院の敷地及び建物について，担保に供する。 地目：学校用地，地籍：48,954㎡・13,251㎡・40,920㎡）を，附
ついて，担保に供する。 属病院の病棟・診療棟改修，基幹・環境整備及び病院医療機械設

備整備に必要となる経費の長期借入れのため，担保に供した。

Ⅵ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は，教育研 決算において剰余金が発生した場合は，教育研 18年度決算において剰余金が発生し，その一部を本年度教育研
究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 究の質の向上及び組織運営の改善に充てた。
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Ⅶ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 決定額（百万円） 財 源

総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金・附属病院病棟 ・ ・（ （持田）耐震対 持田）耐震対
・診療棟改修 2,887 （574） 2,953 （1,894） 3,020 （1,894）策事業 繰越 策事業 繰越（ ） （ ）

長期借入金 長期借入金 長期借入金・附属病院基幹 ・ ・（ （城北）耐震対 城北）耐震対
・環境整備 （2,313） （1,058） （1,058）策事業 繰越 策事業 繰越（ ） （ ）

国立大学財務・経営セン 国立大学財務・経営セン・病院再開発に ・ ・（ （医病）基幹・ 医病）基幹・
ター施設費交付金 ター施設費交付金伴う病院特別 環境整備 環境整備

（ ）医療機械設備 （ ） ・病院特別医療 ・病院特別医療 67
整備 機械整備 機械整備

・小規模改修 ・小規模改修 ・小規模改修

（注１）金額については見込みであり，中期目標を達 （注１）金額については見込みであり，上記のほか，
成するために必要な業務の実施状況等を勘案し 業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備
た施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施 や，老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修
設・設備の改修等が追加されることもある。 等が追加されることもあり得る。

(注２)小規模改修について17年度以降は16年度同額
として試算している。

なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶
建造補助金，国立大学財務・経営センター施設
費交付金，長期借入金については，事業の進展
等により所要額の変動が予想されるため，具体
的な額については，各事業年度の予算編成過程
等において決定される。
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Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

【人事評価システムの整備・活用】 【人事評価システムの整備・活用】
・教員の教育，研究，管理運営，社会貢献等の活 ・教員の総合的業績評価 部局個人評価 を実施し ○「教員の総合的業績評価」において，３年間の自己（ ） ，
動に関して「教員の総合的業績評価」を行い， 「インセンティブの付与に関する検討委員会」の 評価に基づき第１回部局個人評価を実施し，本学の
評価結果を人事考査に反映させる制度を導入す ガイドラインに従い，処遇に反映する。 ガイドラインに沿って部局で策定した処遇のための
る。 具体的基準により，その評価結果を平成20年１月の

昇給に反映させた。

・事務職員等の適正な処遇及び長期的な育成を図 ・事務系職員の人事評価マニュアルに基づく試行結 ○平成18年度の事務系職員の人事評価（第一次試行結
るため，明確な評価基準，評価結果のフィード 果を踏まえ，評価方法の改善を行うとともに，評 果）を受けて評価方法等の改善を行い，平成19年度
バック方法を確立して人事評価システムを充実 価結果の処遇への具体的な反映方法等について検 は年間を通した第二次試行を実施するとともに，評

，させる。 討する。 価結果の処遇への反映方法についても指針を策定し
。平成20年度からの本格実施に反映させることとした

【柔軟で多様な人事制度の構築】 【柔軟で多様な人事制度の構築】
・兼業に関するガイドライン等の整備により規制 ・ 平成１７年度に実施済みのため，平成１８年度（
の緩和を図る。 は年度計画なし）

・全学的な計画による組織の新設・改編に対して ・全学が協力し新設組織に人員を配置する。 ○新設した「東アジア古代鉄文化研究センター」及び
「 」 ，は，定員の供出を含め全学が協力する。 教育企画室 に学長裁量定員を配置するとともに
「東アジア古代鉄文化研究センター」に法文学部の
教員定員を，また「宇宙進化研究センター」に理工
学研究科の教員定員をそれぞれ移動するなど，政策
的かつ重点的に人員を配置した（平成19年度の新規
配置９人 。）

・教員人事を点検評価し，定員の管理，定員移動 ・人事委員会において，全学の教員人事を点検・評 ○役員会で定員の管理・異動等の審査を行い，人事委
等の審査及び教員人事の適正化を図る。 価し教員人事の適正化を図る。 員会で教員選考に関する規程及び同実施細則に基づ

き人事が適正に行われているか点検するとともに，
欠員補充の理由，職名，期日等についても審議し教
員人事の適正化を図った。

【任期制・公募制の導入】 【任期制・公募制の導入】
・教員人事は公募制を原則とし，任期付きポスト ・ 愛媛大学教員選考に関する規程」及び「同実施 ○「愛媛大学教員選考に関する規程」及び「同実施細「
を導入して，教員の流動化と教育研究の活性化 細則」に基づき，教員の公募採用に努める。 則」に基づき，公募による教員採用に努め，教員組
を図る。 織の活性化と流動性の向上を図った。また，人事委

員会においても公募状況等の検証を行った。

・助教に任期制を適用するとともに，他の職種及び ○全学的に平成19年度から採用する助教には任期制を
在職教員への任期制を検討する。 導入するとともに，新たに設置したセンターの教員

については全員任期制を導入した。

【外国人・女性等の教員採用の促進】 【外国人・女性等の教員採用の促進】
・外国人・女性等の教員採用に当たっては人事運 ・女性教員の採用を促進するため，職業生活と家庭 ○男女共同参画推進委員会では，同専門委員会による
営上の配慮 勤務・生活上の条件整備に努める 生活との両立(ワーク・ライフ・バランス)を支援 全学アンケートの結果に基づき，夜間の安全確保の， 。

する制度の整備・充実について検討し 実施する ための学内外灯整備を行い，平成19年12月に本学に， 。
「 」 「 」おける男女共同参画推進のための 宣言 と 提言

を策定し，学内外に周知した。職場と家庭生活の両
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立支援の具体策として，育児のための短時間勤務制
度を整備するとともに，ベビーシッタークーポンを
導入することとした。

・保育所を開設し，女性教職員の勤務環境を改善す ○平成19年４月に医学部附属病院に事業場内保育施設
る。 「あいあいキッズ」を設置し，24人（定員30人）を

預かっている。

【事務職員等の採用・養成・人事交流】 【事務職員等の採用・養成・人事交流】
・高度な専門知識を必要とする職種の職員の民間 ・高度な専門的知識を有する民間等経験者の採用を ○医学部附属病院医療情報部にシステム管理担当職員
登用を推進する。 推進する。 を，医療福祉支援センターに情報収集やデータ処理

経験を有する紹介窓口担当職員を，さらに医学部医
事課に民間病院等経験者を専門職として採用した。
また 公平かつ透明性の高い選考を実施するため 愛， 「
媛大学事務職員等選考採用実施方針」を制定した。

・若い職員を長期的展望に立って育成するために ・事務系職員の人材育成の基本方針を策定し，これ ○「職員人事・人材育成ビジョン」を策定し，全教職，
人事ローテーションによる人材開発手法を導入 に基づき計画的な人材の育成を行う。 員に周知するとともに，このビジョンに基づき採用・
する。 異動・評価など，人事マネジメント全体を通じて計

画的な人材育成を推進した。

「 」 ，・職員の専門的能力，資質向上のための研修制度 ・事務系職員の人材育成の基本方針を策定し，研修 ○策定した 職員人事・人材育成ビジョン に基づき
を整備するとともに，ＯＪＴ，上司の考課によ の体系化を図るとともに，職員の資質向上のため 従前の研修プログラムの見直しと体系化を行うこと
り職員の育成を図る。 の研修内容の充実を図る。 で研修内容の充実を図り，人材育成型の人事マネジ

メントへの移行を推進した。特に人材育成型の人事
評価制度の構築，キャリア形成に基づいた体系的な
研修制度の実現を目指し，OJT開発研修，マネジメン
ト・管理者（人事評価）研修，コミュニケーション
スキル研修等を採り入れて研修内容を充実させた。

・研究支援に携わる専門的職員を養成する。 ・研究支援等に係る研修の充実を図るとともに，研 ○社会連携推進機構を中心として，研究支援等業務に
究支援に関する外部研修等に積極的に参加させ 関わる職員に対して研修会・セミナー・講演会・説
る。 明会を行うとともに，学外で開催された研究支援関

係研修等に積極的に参加させた。

・国，地方公共団体，企業等への派遣及び受入れを ○社会連携推進機構で受け入れた職員，客員教授，産
推進し，研究支援職員等を養成する。 学官連携職員を対象とした研修会（５回 ，熊本大）

学との情報交換会を開催するとともに，第６回産学
官連携推進会議，各種展示会等への参加により，研
究支援職員等の実施面での向上を図った。

・民間を含む他機関との人事交流等を推進する。 ・民間等経験者の採用及び県，市，他の国立大学法 ○高度な専門知識や経験を必要とする医学部附属病院
人等との人事交流を引き続き推進する。 業務において，公募により民間病院等経験者を採用

した。また，幅広い職務経験や人事の活性化のため
に，文部科学省に研修生１人，高専，独立行政法人
等の８機関に24人を出向させ，２機関から２人を受
け入れるなどの人事交流を実施するとともに，交流
機関の見直しについても検討した。
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○ 別表１ （学部の学科、研究科の専攻等の定員未充足の状況について）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

学校教育専攻 修士課程 10 8 80.0学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 【 】
特別支援教育専攻 修士課程 16 33 206.3【 】
教科教育専攻 修士課程 60 43 71.7(a) (b) (b)/(a)×100 【 】
学校臨床心理専攻 修士課程 18 30 166.7(人) (人) (％) 【 】

法 文 学 部 医学系研究科
総合政策学科 看護学専攻 修士課程 32 45 140.6【 】

【昼間主コース】 1,040 1,194 114.8 理工学研究科
【夜間主コース】 440 535 121.6 生産環境工学専攻 120 133 110.8【 】博士前期課程

人 文 学 科 物質生命工学専攻 114 141 123.7【 】博士前期課程

【昼間主コース】 460 595 129.3 電子情報工学専攻 114 117 102.6【 】博士前期課程

【夜間主コース】 180 248 137.8 数理物質科学専攻 80 74 92.5【 】博士前期課程

教 育 学 部 環境機能科学専攻 52 60 115.4【 】博士前期課程

学校教育教員養成課程 400 441 110.3 電気電子工学専攻 1【 】博士前期課程

障害児教育教員養成課程 80 90 112.5 環境建設工学専攻 3【 】博士前期課程

芸術文化課程 120 128 106.7 応用化学専攻 1【 】博士前期課程

生活健康課程 160 176 110.0 情報工学専攻 1【 】博士前期課程

情報文化課程 120 140 116.7 数理科学専攻 2【 】博士前期課程

理 学 部 物質理学専攻 1【 】博士前期課程

教 養 課 程 150 167 111.3 農学研究科
数 学 科 112 126 112.5 生物資源学専攻 修士課程 144 170 118.1【 】
物 理 学 科 111 113 101.8
化 学 科 116 123 106.0 修士課程 計 810 941 116.2
生 物 学 科 99 111 112.1
地 球 科 学 科 87 126 144.8 医学系研究科

ｽｰﾊﾟｰｻｲｴﾝｽ特別ｺｰｽ27名含む 医 学 専 攻 博士課程 60 57 95.0（ ） 【 】
数理科学科 50 65 130.0 形態系専攻 博士課程 20 25 125.0【 】
物質理学科 95 126 132.6 機能系専攻 博士課程 24 43 179.2【 】
生物地球圏科学科 80 103 128.8 生態系専攻 博士課程 16 4 25.0【 】

医 学 部 理工学研究科
医 学 科 560 573 102.3 生産環境工学専攻 12 20 166.7【 】博士後期課程

看 護 学 科 260 264 101.5 物質生命工学専攻 10 11 110.0【 】博士後期課程

工 学 部 電子情報工学専攻 8 5 62.5【 】博士後期課程

機械工学科 360 410 113.9 数理物質科学専攻 8 8 100.0【 】博士後期課程

電気電子工学科 320 377 117.8 環境機能科学専攻 8 6 75.0【 】博士後期課程

環境建設工学科 360 401 111.4 物 質 工 学 専 攻 5 7 140.0【 】博士後期課程

機能材料工学科 280 326 116.4 システム工学専攻 5 3 60.0【 】博士後期課程

応用化学科 360 395 109.7 生 産 工 学 専 攻 5 10 200.0【 】博士後期課程

情報工学科 320 363 113.4 環 境 科 学 専 攻 8 16 200.0【 】博士後期課程

学 科 共 通 20 連合農学研究科
農 学 部 生物資源生産学専攻 博士課程 27 72 266.7【 】

生物資源学科 700 812 116.0 生物資源利用学専攻 博士課程 12 62 516.7【 】
生物環境保全学専攻 博士課程 12 48 400.0【 】

学士課程 計 7,440 8,528 114.6
博士課程 計 240 397 165.4

法文学研究科
総合法政策 修士課程 30 33 110.0 教育学部附属小学校 720 712 98.9【 】
人 文 科 学 修士課程 20 45 225.0 教育学部附属中学校 480 477 99.4【 】

教育学研究科 教育学部附属特別支援学校 60 56 93.3
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い状況であることから，入学人員の確保に今後とも一層の努力を行う
教育学部附属幼稚園 160 157 98.1 こととしている。
農学部附属農業高等学校 360 376 104.4

２．博士(後期)課程全体では，２４０人の収容定員に対して３９７人が在学
計 1,780 1,778 99.9 し，収容定員充足率は，１６５．４％となっている。

① 収容定員充足率が１１０％を超えている専攻(医学系研究科の形態系
合計 10,270 11,644 113.4 専攻・機能系専攻，理工学研究科の生産環境工学専攻・物質工学専攻・

生産工学専攻・環境科学専攻，連合農学研究科の３専攻)においては，
近年，志願者数が入学定員を大きく超過しており，志願者に非常に優
秀な学生や勉学意欲の高い外国人留学生が多いことから，特に高い充○ 計画の実施状況等
足率状況となっている。なかでも特に高い連合農学研究科（独立研究

定員充足率 以上の理由 科の３専攻）においては，外国人留学生向けの特別コースを開設して±１０％
おり，毎年，東南アジア地域から多数の優秀な学生が入学している。

【学部の状況】 （留学生数：収容数の約５０％）
また，優れた学位論文を作成するため，標準修業年限を超えての研

学部全体では ７ ４４０人の収容定員に対して ８ ５２８人が在学し 究を行っている学生が多数在学していることも高い充足率の一因とな， ， ， ， ，
収容定員充足率は，１１４．６％となっている。 っている。

この中で定員充足率が１１０％を超えている学部・学科においては， ② 収容定員充足率が９０％を下回っている専攻（医学系研究科の生態
① 厳格な成績評価の実施により，修業年限を超えて在籍する学生が増 系専攻，理工学研究科の電子情報工学専攻・環境機能科学専攻・シス

加したため。 テム工学専攻）においては，入学希望者に一定の水準以上の学力を有
② 入学試験の形態（前期日程、後期日程，推薦入試，社会人入試）別 する学生が少なかった場合や入学希望者自体が少ない状況であること

に，それぞれの募集人員を確保するとの方針で，過去の入学辞退者の から，入学人員の確保に今後とも一層の努力を行うこととしている。
人数から入学者数を予測し，募集人員より多くの合格者を発表し，募 なお，医学系研究科生態系専攻，理工学研究科システム工学専攻は改
集人員の確保に努めているが，入学辞退の人数は予想しがたく，結果 組前の専攻であり，現在，学生募集を行っていない。
的に入学定員より入学者数が多い状況となったため。

また，理学部地球科学科の収容数は，スーパーサイエンス特別コース２７
人（理学部及び工学部より定員を供出）を含んでおり，これを除いた定員充
足率は１１３．８％である。

なお，定員充足率が９０％を下回った学部・学科はなかった。
留年に対する対策として，全学部で，入学から卒業までの学習と学生生活

を支援するため，学生生活担当教員を配置している。学生生活担当教員は定
期的に学生と面談するとともに，学生からの相談に積極的に応じている。ま
た，全学組織の「教育・学生支援機構」に設置している学生支援センターの
学生支援専任教員２名が，修学支援，学生相談に取り組むとともに，休退学
者を減少させるための支援を学生生活担当教員と協働で取り組んでいる。

【研究科の状況】

１．修士課程全体では，８１０人の収容定員に対して，９４１人が在学し，
収容定員充足率は，１１６．２％となっている。

① 収容定員充足率が１１０％を超えている専攻（法文学研究科の人文
科学専攻，教育学研究科の特別支援教育専攻・学校臨床心理専攻，医
学系研究科の看護学専攻，理工学研究科の生産環境工学専攻・物質生
命工学専攻・環境機能科学専攻，農学研究科生物資源学専攻）におい
ては，入学試験の結果，一定レベル以上の学力があり，大学院での勉
学意欲が高いと判定した者を入学させた結果である。また，優れた学
位論文を作成するため，標準修業年限を超えての研究を行っているこ
とも高い充足率の一因となっている。

② 収容定員充足率が９０％を下回っている専攻（教育学研究科の学校
教育専攻・教科教育専攻）においては，入学試験の結果，一定の水準
以上の学力を有する学生が少なかった場合や，入学志願者自体が少な



○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成16年度）

定員超過率＋３０％以上の理由

法文学研究科【修士課程】

0

0

56

15 0

0 0

19

0

144 166 22

法文学部

教育学部

理学部

医学部

工学部

0 0

92.8%

16 129

14 93.3%

21 94 184.3%

89.6%

理工学研究科【博士課程後期】

104.2%

69 93 13 7 0 0 9

医学系研究科【博士課程】

64

（人）

13 16

137

4 500

農学研究科【修士課程】 6

理工学研究科【博士課程前期】 10 4

8

医学系研究科【修士課程】

93 6

114.2%

183 2,054

8 23

7

28 746

13 57

214 101.7%

480 515 4 1 0 0

26 23 812

教育学研究科【修士課程】

2,020 2,289 20 0 7 2

10

0 0 6820 841 4 0

43

4 9 7

0

0 5

0 10

0 1

7 9

98

71.9%

120 155 21 7 0 0

32 38 0 0 0 0

1 0

18

880 926 100.8%

0 14 60 47

11 29 23

収容定員
（Ａ）

左記の外国人留学生のうち

国費
留学生数
（Ｄ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等
数（Ｆ）

収容数
（Ｂ）

休学
者数
（Ｇ）

外国人
留学生数
（Ｃ）

36

（人）

0 1

1 78

5 4

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100

169

（人）

超過率算定
の対象となる
在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

左記の収容数のうち

140

（人）

学部・研究科等名

2,197

留年
者数
（Ｈ）

35

（人） （人） （人）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

（人）

208

（学部等） (人) （人）

2,120 2,459

700 785

900 995

農学部

（人） （人） （人）（研究科等） (人) （人）

（％）

（人） （％）

103.6%

933 103.7%

99.0%

（人）

106.6%

887

（人） （人）

2 0

2 0

（人）

17

連合農学研究科【博士課程】 51 180 71

114.0%

79

1350 82

80.6%

1 0 8

(人) （人） （人）

22

※理学部学生数にスーパーサイエンス特別コースの学生数を含む。

（人） （人） （人） （％）（人） （人） （人） （人）（専攻科等）

特殊教育特別専攻科 15 14
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① 連合農学研究科において収容定員超過率が１３０％を超えているが，これは近年，志願者数が入学定員を大きく超過しており，志願者に優秀な学生や勉学意欲の高い外国人
留学生が多いことから，特に高い充足率状況となっている。また，連合農学研究科においては，外国人留学生向けの特別コースを開設しており，毎年，東南アジア地域から多数の
優秀な学生が入学している。

0



○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成17年度）

定員超過率＋３０％以上の理由

学部・研究科等名
収容定員
（Ａ）

収容数
（Ｂ）

左記の収容数のうち
超過率算定
の対象となる
在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100

外国人
留学生数
（Ｃ）

休学
者数
（Ｇ）

留年
者数
（Ｈ）

左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

（学部等） (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

国費
留学生数
（Ｄ）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等
数（Ｆ）

（人） （％）

法文学部 2,120 2,529 31 1 0 13 84 196 107.7%

教育学部 880 951 10 3 0 0 16 26 21 911

148 2,283

103.5%

理学部 900 1,022 6 0 0 0 19 63 106.2%

医学部 820 845 4 1 0 0 5 28 24 815

47 956

99.4%

工学部 2,020 2,303 20 3 5 1 34 213 103.5%

農学部 700 782 2 1 0 1 5 29 22 753

170 2,090

107.6%

（研究科等） (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人） 8 （人） （％）

法文学研究科【修士課程】 50 74 18 1 0 0

2 2

8 11 8 57

0 0

114.0%

教育学研究科【修士課程】 104 100 4 1 0 0

8 129

2 95 91.3%

医学系研究科【博士課程】 120 149 19 5 107.5%

医学系研究科【修士課程】 32 31 0 0 0 0 3 9 65.6%

理工学研究科【博士課程前期】 480 505 11 4 0 0 13 14 14 474

7 21

98.8%

理工学研究科【博士課程後期】 69 89 14 6 0 0 5 16

16 130

11 67 97.1%

農学研究科【修士課程】 144 165 23 15

1 0 6 24

4 170 0

7 9

24 89 174.5%

※理学部学生数にスーパーサイエンス特別コースの学生数を含む。

90.3%

連合農学研究科【博士課程】 51 186 77 66

① 連合農学研究科において収容定員超過率が１３０％を超えているが，これは近年，志願者数が入学定員を大きく超過しており，志願者に優秀な学生や勉学意欲の高い外国人
留学生が多いことから，特に高い充足率状況となっている。また，連合農学研究科においては，外国人留学生向けの特別コースを開設しており，毎年，東南アジア地域から多数の
優秀な学生が入学している。
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○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成18年度）

定員超過率＋３０％以上の理由

学部・研究科等名
収容定員
（Ａ）

収容数
（Ｂ）

左記の収容数のうち
超過率算定
の対象となる
在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100

外国人
留学生数
（Ｃ）

休学
者数
（Ｇ）

留年
者数
（Ｈ）

左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

国費
留学生数
（Ｄ）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等
数（Ｆ）

（人） （％）（人） （人） （人） （人）

法文学部 2,120 2,559 40

（人） （人）（学部等） (人) （人） （人）

180 141 2,330 109.9%0 0 18 70

942 107.0%2 0 1 10

理学部 900 1,042 5

25 20教育学部 880 975 5

50 40 984 109.3%0 0 0 18

816 99.5%0 0 1 5

工学部 2,020 2,302 24

24 21医学部 820 843 1

214 177 2,091 103.5%1 6 0 27

769 109.9%0 0 1 9

（研究科等） (人) （人） （人）

27 20農学部 700 799 1

（人） （人） （人） （％）（人） 0 （人） （人）

66 132.0%3 0 0 3

教育学研究科【修士課程】 104 103 6

7 6法文学研究科【修士課程】 50 78 17

4 3 96 92.3%0 0 0 4

130 108.3%7 0 0 3

医学系研究科【修士課程】 32 44 1

15 13医学系研究科【博士課程】 120 153 21

13 12 25 78.1%0 0 0 7

477 99.4%6 0 0 7

理工学研究科【博士課程後期】 69 98 11

8 8理工学研究科【博士課程前期】 480 498 11

12 9 77 111.6%3 0 0 9

138 95.8%12 0 0 6

連合農学研究科【博士課程】 51 180 85

14 13農学研究科【修士課程】 144 169 20

24 17 85 166.7%75 0 0 3

※理学部学生数にスーパーサイエンス特別コースの学生数を含む。

① 法文学研究科において収容定員超過率が１３０％を超えているが，これは入学試験の結果，一定レベル以上の学力があり，大学院での勉学意欲が高いと判定された者を入学
させた結果である。
② 連合農学研究科において収容定員超過率が１３０％を超えているが，これは近年，志願者数が入学定員を大きく超過しており，志願者に優秀な学生や勉学意欲の高い外国人
留学生が多いことから，特に高い充足率状況となっている。また，連合農学研究科においては，外国人留学生向けの特別コースを開設しており，毎年，東南アジア地域から多数の
優秀な学生が入学している。
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○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成19年度）

定員超過率＋３０％以上の理由

学部・研究科等名
収容定員
（Ａ）

収容数
（Ｂ）

左記の収容数のうち
超過率算定
の対象となる
在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100

外国人
留学生数
（Ｃ）

左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

国費
留学生数
（Ｄ）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等
数（Ｆ）

（学部等） (人) （人） （人）

休学
者数
（Ｇ）

留年
者数
（Ｈ）

（人） （人） （人） （％）（人） （人） （人） （人）

2,332 110.0%1 0 21 85

教育学部 880 975 4

175 133法文学部 2,120 2,572 41

17 16 945 107.4%2 0 1 11

994 110.4%0 0 0 23

医学部 820 837 2

55 43理学部 900 1,060 4

17 15 815 99.4%2 0 1 4

2,116 104.8%5 4 1 28

農学部 700 812 2

154 118工学部 2,020 2,272 19

37 30 766 109.4%2 0 1 13

（人） （％）（人） （人） （人） （人）

法文学研究科【修士課程】 50 78 13

（人） （人）（研究科等） (人) （人） （人）

12 11 54 108.0%3 0 0 10

105 101.0%0 0 0 3

医学系研究科【博士課程】 120 129 16

6 6教育学研究科【修士課程】 104 114 5

14 12 107 89.2%6 0 0 4

30 93.8%0 0 0 8

理工学研究科【博士課程前期】 480 534 6

9 7医学系研究科【修士課程】 32 45 1

8 8 512 106.7%4 0 0 10

64 92.8%7 0 0 6

農学研究科【修士課程】 144 170 20

12 9理工学研究科【博士課程後期】 69 86 12

17 16 137 95.1%12 0 0 5

0 0 7連合農学研究科【博士課程】 51 182 92

-94-

※理学部学生数にスーパーサイエンス特別コースの学生数を含む。

① 連合農学研究科において収容定員超過率が１３０％を超えているが，これは近年，志願者数が入学定員を大きく超過しており，志願者に優秀な学生や勉学意欲の高い外国人
留学生が多いことから，特に高い充足率状況となっている。また，連合農学研究科においては，外国人留学生向けの特別コースを開設しており，毎年，東南アジア地域から多数の
優秀な学生が入学している。

20 12 82 160.8%81
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愛媛大学
○ 大学の概要

総合情報メディアセンター
沿岸環境科学研究センター
地球深部ダイナミクス研究センター(1) 現況
無細胞生命科学工学研究センター
ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー① 大学名

国立大学法人愛媛大学 総合科学研究支援センター
東アジア古代鉄文化研究センター
宇宙進化研究センター② 所在地

本 部：愛媛県松山市道後樋又１０番１３号 産業科学技術支援センター
城 北 キ ャ ン パ ス：愛媛県松山市文京町３番 地域創成研究センター

：愛媛県松山市文京町２番５号 防災情報研究センター
重 信 キ ャ ン パ ス：愛媛県東温市志津川 南予水産研究センター
樽 味 キ ャ ン パ ス：愛媛県松山市樽味３丁目５番７号 実験実習教育センター
持 田 キ ャ ン パ ス：愛媛県松山市持田町１丁目５番２２号 上級研究員センター

（南予水産研究センター：愛媛県南宇和郡愛南町船越１２８９－１） プロテオ医学研究センター
ミュージアム

③ 役員の状況
⑤ 学生数及び教職員数学長名：小松正幸（平成１６年４月１日～平成２１年３月３１日）

学長名：柳澤康信（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日） （学生総数） ： 学 部 ８，３７２人（ ４２人）
大学院 １，３０３人（１５３人）

理事数：５名（非常勤を含む） （教員総数） ： ８６９人
監事数：２名（非常勤を含む） （職員総数） ： １，０４５人

(2) 大学の基本的な目標等④ 学部等の構成
（学部）

法文学部 愛媛大学は，学術の継承と知の創造によって人類の未来に貢献することを使
教育学部 命とし，基本目標を定める。
理学部 １ 愛媛大学は，多様な個性と資質を有する学生に，人文科学，社会科学，
医学部 自然科学を広く視野に入れた教育と論理的思考能力，自己表現能力を高め
工学部 る教育を実施し，自ら考え実践する能力と次代を担う誇りを持つ人材を育
農学部 てる。大学院においては，専門分野の深い学識と総合的判断力を身に付け

た指導的人材を育成する。
（研究科） ２ 愛媛大学は，基礎科学の推進と応用科学の展開を図り，新しい知の創造

法文学研究科 と科学技術の発展に向けた学術研究を実践する。とりわけ，地域にある総
教育学研究科 合大学として，持てる知的・人的資源を生かし 「自律的な地域社会・地，
理工学研究科 域文化の創生 「環境に配慮し，生きる質を大切にする社会の構築」を目」，
医学系研究科 指す研究を推進する。
農学研究科 ３ 愛媛大学は，高度な学術研究と次代を担う人材の育成を通し，これから
連合農学研究科 の社会の文化，福祉，産業の一層の発展に貢献するとともに，地域にある

， ， 。 ，学術拠点として 地域から学びつつ その成果を地域に還元する さらに
（各センター） 世界に開かれた大学として，海外との学術的・文化的交流を推進し，学術

共通教育センター 成果を広く世界に発信する。
英語教育センター
アドミッションセンター
学生支援センター
国際教育支援センター
アジア・アフリカ交流センター
総合健康センター
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(3) 大学の機構図

■愛媛大学組織図（平成20年度）
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愛媛大学
○ 全体的な状況

し有効に活用することを目指している。【 中期目標期間（平成16～21事業年度）の業務の実施状況の総括 】
本学は，平成17年３月に を制定「愛媛大学の理念と目標及び愛媛大学憲章」

○学生支援し，優れた教育と高度の学術研究を推進するとともに，地域をはじめ社会に貢献
することを基本使命とした。特に「自ら学び，考え，実践する能力と次代を担う 学生サービスの向上を目指して，平成20年度に城北地区にある４学部（法文
誇りをもつ人間性豊かな人材を社会に輩出すること，とりわけ地域に立脚する ・教育・理・工学部）の学生窓口を図書館１階「学生サービスステーション」
大学として，地域に役立つ人材，地域の発展を牽引する人材の養成がこれから に一元化するとともに，ウェブを用いて学生が必要な情報を迅速に閲覧できる
の主要な責務」であると宣言した。この理念・憲章に基づき，国立大学法人化 新教務事務システムを導入するなど，学修支援，生活相談，就職支援等の学生
を飛躍のチャンスと捉えて，学長のリーダーシップの下 支援機能の充実を図った。，「学生中心の大学 ，」

を目指し，中期目標・中期計画に沿った年度計画を 学生の自主的活動を支援するため，学長裁量経費を活用して学生による調査「地域にあって輝く大学」
推進するとともに，戦略的施策の下，教職員が一体となって積極的に大学改革 ・研究を財政的に支援する「プロジェクトE ，学生個人・学生団体表彰制度の」
に取り組んだ。 創設，評価に基づく学生団体の財政支援等を行っている。学生による学生のた

めのボランティア活動を通して 「教えあい，学びあい，助けあう力」を高め，
ることを目的として，スチューデント・キャンパス・ボランティア（SCV）の活動【 学生中心の大学 】
を支援している。平成18年度には学生の要望により，障がい学生の修学を全学○教育改革

平成16年12月に「学生中心の大学」づくりの中核となる全学組織として教育 的に支援するために「キャンパス・バリアフリー推進室」を設置した。
や学生支援に関する業務を統括し，それらの有機的連携を図るために「教育・ また，民間金融機関からの長期借入金により，学生寮を増改築し，学生の居住
学生支援機構」を設置した。現在，教育・学生支援機構は共通教育センター， 環境の改善を図ることとした。
英語教育センター，アドミッションセンター，学生支援センターの４センターと

【 地域にあって輝く大学 】機構長直属の「教育企画室」で構成され，機構長（教育担当理事）の下に18人
○社会貢献の専任教員を配置している。

「学生中心の大学」づくりの具体的施策の１つとして，平成18年４月に教育 「地域にあって輝く大学」の実現に向け，地域に役立つ人材，地域の発展を
コーディネーター制度を全学的に導入した。教育コーディネーターは教育内容 牽引する人材の養成に努めるとともに，大学が創造する知の成果を社会に還元
及び教育方法の改善の企画・立案，教育効果の検証，教育成果の活用，教員の し，地域社会の発展に貢献することに努めている。

「 」教授能力の向上などの活動を行う教育重点型教員であり，平成18年度は55人， 平成16年６月に産学官連携推進のための全学組織として 社会連携推進機構
平成19年度は59人，平成20年度は63人，平成21年度は68人を各学部・学科等に （地域創成研究センター，地域共同研究センター（H18に産業科学技術支援セン
配置した。教育コーディネーターの活動を支援することを主な目的として，学 ターに改組 ，知的財産本部）を設置し，平成17年４月に愛媛県と包括的連携）
長裁量経費による「教育改革促進事業 （愛大GP）を創設し，学内公募・書類 協定を，また松山市，宇和島市など愛媛県下６市町と連携協定を締結して，３つ」

， 。審査・ヒアリングにより，各学部・研究科における優れた教育改革のプログラ のサテライトオフィスを設けるなど 地域の課題・要望に応える体制を整えた
ムを採り上げて，教育経費の重点配分を行っている。この２つの制度が相乗効 また，愛媛県の重要施策である地域活性化への対応のため農学部に推進本部
果となり，新たな教育改善の取組が全学に広がっている。これらの取組は，文 を置く「南予活性化対策協議会」を設置し，養殖業振興，えひめブランドの推進
部科学省GP等競争的資金事業に15のプログラムが採択を得て，着実に成果を上 などに積極的に取り組んでいる 平成20年４月には愛媛県愛南町に公共施設 旧。 （
げている。 庁舎）を借り入れ，本学教員が常駐する「南予水産研究センター」を設置し，

教育組織等については，本学が世界に誇る３つの研究センターの関連研究分 地域密着型の「新たな水産学」を目指す研究活動を通じて，地域住民との協働
野の次世代を担い，国際的に活躍できる優れた人材の育成を目指し，理学部・ による南予活性化への取組を開始した。
工学部・農学部が学部の枠を超えて独自のカリキュラムを提供する，スーパー さらに，地域等のニーズに応え，地域の担い手となる専門職業人等を育成す
サイエンス特別コースの設置（H17.4）や地域等のニーズに応え，地域の担い手 るため 「観光まちづくりコース （H21・法文学部 「農山漁村地域マネジメ， 」 ），
となる専門職業人等の育成を目的とした教育コース 学部・研究科 の設置等 ント特別コース （H20・農学部 「海洋生産科学特別コース （H21・農学部 ，（ ） ， 」 ）， 」 ）
改革に取り組んだ。また，生徒に「学びに対する高いモチベーション 「地域 「船舶工学特別コース ・ ICTスペシャリスト育成コース （H21・理工学研究」， 」「 」
を担う意欲」とそれを支える「確かな学力」を育て 「生きる力」を愛媛大学 科 「農山漁村地域イノベーションコース （H21・農学研究科）を設置した。， ）， 」
と連携して培うことを目的とし，平成20年４月に農学部附属農業高等学校を愛媛 平成21年には，本学の学術研究成果の公開・発信を目的に「愛媛大学ミュー
大学附属高等学校に改組した。 ジアム」を開設した。

教職員の能力開発については，幅広い取組実績が評価され，教育・学生支援
○国際交流機構教育企画室が平成22年３月に全国の教育関係共同利用施設として，文部科

学大臣から教職員能力開発拠点の認定を受けた。教職員能力開発拠点は，教職 平成19年度から，経済産業省の高度実践留学生育成事業「アジア人財資金構
員の能力開発による高等教育の質の向上のために，本学が独自に開発したFD・SD 想」に参画し，アジアの相互理解と経済連携の促進に向け，日本とアジアの架
プログラムや 「四国地区大学教職員能力開発ネットワーク（SPOD 」等の外部 け橋となる優秀な人材の育成に努めた。， ）
機関との連携によって開発したプログラムを全国の高等教育機関の教職員に提供 東南・南アジア及びアフリカ地域から優れた留学生を受け入れるため，理工学
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研究科にアジア防災学特別コース（H19），アジア環境学特別コース（H19)，地球 新たな課題に迅速かつ具体的に対応するために，重点施策に応じて学長室の下
深部物質学特別コース（H21）を設置するとともに，授業料等の不徴収，奨学金 に政策チームを設置するなどして，様々な改革に取り組んだ。
給付等の支援を行った。さらに，留学生の経済的負担軽減等を考慮し，平成18 平成19年度に事務系職員の「職員人事・人材育成ビジョン」を策定し，人材
年度にネパール国に設置したサテライトオフィスカトマンズにおいて，選抜試 育成型・能力活用型の人事マネジメントを推進した。
験も実施した。 学長裁量経費を重点配分する「教育改革促進事業 （愛大GP 「研究開発支」 ），

平成20年にモザンビーク共和国大統領の訪問を受けるとともに，同国ルリオ 援制度」を実施するとともに，研究センターなどに学長裁量定員を戦略的に配
大学と相互訪問を行い，交流を深めた。また，同年，防災活動などの貢献活動 置した。
が認められ，ネパール政府から本学へ感謝状が贈られた。さらに，同年，本学

【平成21年度の取組】が中心となり，愛媛とインドネシアとの交流推進を目指して 「愛媛・インド，
ネシア友好協会 （会長：学長）が設立された。 学長が交代し新たな体制の下に，法人化後に行ってきた種々の施策の実質化」

教育と研究の両面において国際交流・連携を推進するため，平成21年４月に に取り組むこととし「継続と発展」を基本方針に中期目標・中期計画に沿った
国際交流センターを発展的改組し 「国際連携推進機構 （国際連携企画室，国 年度計画を推進した。， 」
際教育支援センター，アジア・アフリカ交流センター）を設置し，アジア，ア 新体制では，経営担当理事に民間金融機関OBを充て，情報化推進担当の学長
フリカを拠点として活動を展開している。 特別補佐を新設するなど管理運営体制を強化するとともに，役員会構成員に附属

病院長を加え，法人経営の重要な役割を果たす附属病院に関わる事項をより具体
的に審議できる体制とした。○先端研究の推進

平成18年４月に，本学の特色ある分野で世界レベルの先端研究を推進し支援
２．財務内容の改善することを目的として，先端研究推進支援機構（沿岸環境科学研究センター，

， ， ，地球深部ダイナミクス研究センター，無細胞生命科学工学研究センター他）を 厳しい財政状況の中 人件費削減計画を実施するとともに 自己収入の増加
設置した。平成19年度には，文系唯一の先端研究センターとして東アジア古代 経費節減に取り組んだ。特に附属病院では，地域のニーズに沿った高度な医療
鉄文化研究センター及び「宇宙の進化」に焦点を当て総合的に研究展開する宇宙 を提供するとともに，組織等の見直しを行い増収を図った。
進化研究センターを設置し，平成21年度にはゲノム情報とタンパク質情報とを 「社会連携推進機構 「学術研究委員会 ，平成19年度に全学的に配置した」， 」
一体化したプロテオ医学研究を軸に，基礎・臨床融合による創造的研究から， 「研究コーディネーター」を中心に，共同研究・受託研究の受入支援，科学研究

， 。人類が抱える難病を克服することを目的としたプロテオ医学研究センターを設立 費補助金申請書のブラッシュアップなどにより 外部資金の獲得に取り組んだ
し，先端研究領域の拡充を図った。

【平成21年度の取組】これらの先端研究センターの取組は 沿岸環境科学研究センターが21世紀COE， ，
平成19年度グローバルCOEに，地球深部ダイナミクス研究センターが平成20年度 平成18年度に設置した「学術研究委員会」を「学術研究会議」に再編すると
グローバルCOEにそれぞれ採択されるなど着実に成果を上げるとともに，国際的な ともに，学部の統括研究コーディネーターを軸に全学と各学部との学術研究推進
研究者賞，教育者賞の受賞や国際的なファンドの獲得など世界的評価は一段と 体制を強化し，各コーディネーターによるブラッシュアップや応募説明会を開催
高まった。 し外部資金獲得に取り組んだ。

新たな研究組織の構築，研究費の獲得，産学研究の推進を目指して，平成19
３．自己点検・評価及び情報提供年度には研究コーディネーター制度を導入し，平成19年度は37人，平成20年度

は40人，平成21年度は46人を配置した。研究コーディネーターは，研究の発展 大学機関別認証評価では，11基準すべてを満たし「大学評価基準を満たして
及び学外資金獲得等のための指導・助言，研究プロジェクトの推進等を行う研究 いる」との評価を受け，学生による学生のためのボランティア活動や教員，教育
重点型教員である。研究コーディネーターの取組は，科学研究費補助金等外部 支援者，TAなどの教育補助者が一体となって能力開発に取り組むプログラムなど
資金獲得増にも繋がった。 ８つの取組が優れた点として挙げられた。

また，平成20年10月には，若手研究者を次代のリーダーとして育成することを 平成17年度から全教員を対象に「教員の総合的業績評価」を実施し，給与等
目的として，テニュアトラック制度を採り入れた上級研究員センターを設置した の処遇に反映させた。また，平成20年度から事務系職員の人事評価を本格実施。

し，その評価結果を給与等の処遇へ反映させた。
大学としての情報提供・情報公開，広報活動の重要性を認識し 「広報室」【 各項目別の状況 】 ，

担当理事を中心に，すべての中期計画は責任部局で実施計画を作成し，中間 を中心にウェブサイト，広報誌，大学紹介DVD等の充実を図り，マスメディアを
評価を踏まえて着実に実施するとともに，監事が役員と個別にヒアリングを行っ 活用した広報活動も積極的に推進した。
て課題を指摘し，達成状況を確認した。

【平成21年度の取組】
自己点検評価室において，大学院教育の現状を調査・点検し 「大学院にお１．業務運営の改善及び効率化 ，

学長，理事，副学長及び学部長等で構成する「大学改革推進協議会」を設置 ける教育改革の現状～魅力ある大学院の構築を目指して～」を取りまとめて報
し，学部長等の意見を大学運営に具体的に反映させることにより，審議と執行 告し，改善への取組を促した。
の迅速化と機能強化を図った。 本学の学術研究成果の公開・発信を目的に「愛媛大学ミュージアム」を開設

平成20年度から統括的なPDCAサイクルを実施すべく計画・評価本部を設置する した。また，愛媛大学ホームページを全面リニューアルし最新情報を積極的に
とともに，その下に教育，学術研究など10の専門部会を設置した。また，学長 発信するとともに，外国人向けホームページ（英語版）の充実も図った。
直属の組織の役割分担を明確にし，学長室等の機能と構成員の見直しを行い，
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４．その他の業務運営に関する重要事項 【優れた取組として採択された特色ある教育研究プログラム】
「愛媛大学施設・環境整備基本方針（グランドデザイン 」に基づき，学内 ○大学院GP）

施設有効利用のための改善整備を行った。 ・地域・大学一体型先導的研究者育成システム
「愛媛大学における施設の有効活用の推進について」を策定し，学部使用面積

に対するスペースチャージ制を導入し 共有スペースの有効活用等を推進した ○未来の科学者養成講座， 。
「国立大学法人愛媛大学における研究費等に関する適正使用推進計画」を策定 ・生命科学を機軸とした発展型科学者養成プログラム

するとともに，「研究費等の適正使用推進に係るモニタリング」を実施し，基本
方針，不正使用防止規程及び適正使用推進計画の周知徹底を図った。

「危機管理室」を設置し，アカハラ・セクハラ研修会，危機管理に関するセミ
ナーを毎年開催するとともに，各リスクにおける危機管理マニュアルの作成に
取り組んだ。また，「愛媛大学災害対策マニュアル」を作成するとともに,携帯版
「 」 。もしものときのポケットガイド を平成20年度から学生・教職員に配付した

【平成21年度の取組】
施設実態調査結果により各学部の基準面積の見直しを行うとともに，各学部

の使用状況を検証した上で，各学部の施設利用計画を施設マネジメント委員会
で審議し，平成22年度のスペースチャージ制導入対象面積（3,100㎡）を確定し
た。また，各学部から拠出する面積データを基に，既存施設の再構築のための
基礎資料を作成した。

５．教育研究等の質の向上
「学生中心の大学」づくりを推進する中核組織として設置した「愛媛大学教

育・学生支援機構 ，その下に設置した「教育企画室」及び教育改革を主導す」
る「教育コーディネーター」を中心として，AP（アドミッション・ポリシー）・
CP（カリキュラム・ポリシー ・DP（ディプロマ・ポリシー）の全学での策定，）
共通教育カリキュラムの見直し，大学院教育の実質化への取組，入学試験制度
の改革，就職支援・キャリア教育の充実，学生の自主的活動の支援などの取組
を行った。また，平成19年度に全学的な入試に関する司令塔として「アドミッ

」 ， 。ションセンター を設置し 入学者選抜方法の改善と入試広報の充実を図った
学部，研究科において専門職養成型の教育コースを設置し，地域のニーズに

対応した地域を牽引する人材の育成に取り組んだ。
本学の特色ある研究分野を新たにセンター化し（ 東アジア古代鉄文化研究「

センター 「宇宙進化研究センター ，全学的な支援を行った。」， 」）
先端研究センターにおける取組は，沿岸環境科学研究センターを中心とする

「化学物質の環境科学教育研究拠点」（H19）に続き，地球深部ダイナミクス研究
センターを中心とする「先進的実験と理論による地球深部物質学拠点 （H20）」

。が文部科学省グローバルCOEプログラムに採択されるなど着実に成果を上げている
また，平成20年度に，地域と連携し，文理融合型の水産学の推進を目指した

「南予水産研究センター」を愛媛県愛南町に設置した。

【平成21年度の取組】
地域等のニーズに応え，地域の担い手となる専門職業人等を育成するため，

「観光まちづくりコース （法文学部 「海洋生産科学特別コース （農学部 ，」 ）， 」 ）
船舶工学特別コース ・ ICTスペシャリスト育成コース 理工学研究科 農「 」「 」（ ），「

山漁村地域イノベーションコース （農学研究科）を設置した。また 「紙産業」 ，
特別コース （農学研究科）を平成22年度に開設することとした。」

ゲノム情報とタンパク質情報とを一体化したプロテオ医学研究を軸に，基礎・
臨床融合による創造的研究から，人類が抱える難病を克服することを目的とし
たプロテオ医学研究センターを設置し，先端研究領域の拡充を図った。
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愛媛大学
項 目 別 の 状 況

業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)
運営体制の改善に関する目標①

(1) 学長，部局長を中心とする機動的な運営体制を確立する。中
(2) 学長が部局等や構成員の要望を迅速に把握し，合意形成に配慮しつつ多面的な視野からの指導力を発揮して施策に反映できる機構を確立する。期
(3) 教育研究の一層の質的向上を図るため，学内資源の戦略的な重点配分を推進する。目

標

ｳｪｲﾄ進捗
状況

中期計画 平成21年度年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
中 年 中 年
期 度 期 度

（平成20年度の実施状況概略）【1 （1）全学的な経営戦略の確立に】
・学長直属の組織として法人化後に設置した「室」の機能と構成員を見直関する具体的方策

① 学長を中心とする機動的・戦略的な し，「学長室」の下に理事，副学長等を責任者とする暫定評価，教員業績
大学運営体制を確立するため，学長補 評価，教育企画，研究企画，広報企画，IT化推進の６つの政策チームを
佐体制の機能強化を図る。 設置して，学長の戦略的施策補佐体制を強化した。

Ⅲ
平成19年度までに実施済みのため －（ ，
平成20年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）② 運営機関（役員会，運営協議会）と
審議機関（経営協議会，教育研究評議 ・役員会を24回，教育研究評議会を12回，経営協議会を４回開催し，会議
会及び全学委員会）の権限と責任の所 資料は学内ウェブに掲載して教職員に周知することにより，効率化を図っ
在を検討し，機能の効率化を図る。 た。

Ⅲ
平成19年度までに実施済みのため －（ ，
平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）【2 （2）運営組織の効果的・機動的】
・委員会等の活動状況と在り方を検討し，教務及び学生関係の審議を教育な運営に関する具体的方策

委員会組織を機動性の観点から見直 学生支援会議に集約するとともに，経営政策室の機能を「学長室」が担う
すとともに，委員会運営の抜本的な合 こととし，同室を廃止した。
理化・効率化を進める。

Ⅲ
平成20年度までに実施済みのため －（ ，
平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）【3 （3）学部長等を中心とした機動】
・各学部の特性により，教育や研究等の担当副学部長を置くなど，学部長的・戦略的な学部等運営に関する具体

補佐体制の整備を図った。的方策
学部長を中心とする機動的・戦略的

な学部運営体制を確立するため，学部
長補佐体制の整備と教授会代議機能の Ⅲ
充実を図る。 平成19年度までに実施済みのため －（ ，

平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）【4 （4）教員・事務職員等による一】
・ 職員人事・人材育成ビジョン」に沿った職員研修プログラムに基づく体的な運営に関する具体的方策 「

① 運営支援体制を強化するため，有能 研修を企画・実施するとともに，学外研修にも職員を積極的に参加させ
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な教職員の企画立案部門等への登用を た。また，新たに民間派遣研修を実施し，その研修成果について報告会
推進する。 を開催して，構成員へ周知した。

Ⅲ
平成20年度までに実施済みのため －（ ，
平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）② 学長が学生を含む大学構成員からの
声を聴取するシステムを確立する。 ・平成17年度に設置した学内ウェブ上の学長への意見箱「くるま座e-ねっ

と」に学生及び教職員から延べ38件の意見が寄せられ，学長及び学長室
での検討結果を回答した。

Ⅲ
平成19年度までに実施済みのため －（ ，
平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）【5 （5）全学的視点からの戦略的な】
・研究拠点の形成と萌芽的研究の重点的育成を推進するため，研究開発支学内資源配分に関する具体的方策

学内の特色ある優れた教育研究プロ 援経費の配分総額1.1億円のうち，4,800万円を「萌芽的研究」の課題に
ジェクト及び先端的研究基盤の整備に 配分した。
資源を重点的に配分する。 Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【5】研究拠点の形成と萌芽的研究の
重点的育成を推進するため，戦略的 研究拠点の形成と萌芽的研究の重点的育成を推進するため，学長裁量経費
な学内資源配分を行うとともに，研 Ⅲ による研究開発支援経費の配分総額1.1億円（内訳：学長裁量経費9,000万
究実績を評価する。 円，間接経費2,000万円）のうち，5,200万円を「萌芽的研究」の課題に配

分し，重点的に育成を図った。また，継続課題については，研究成果等の
評価に基づき配分した。

（平成20年度の実施状況概略）【6 （6）学外の有識者・専門家の登】
・南予水産研究センターのセンター長に水産学の専門家を特命教授として用に関する具体的方策

選考システムを整備し，学外の有識 招聘するとともに，他大学及び地方自治体から客員教授（３人 ，客員）
者・専門職業人等の登用を積極的に進 研究員（16人）を，また，地元漁業者，漁協職員及び地方自治体職員を
める。 地域特別研究員（６人）として受け入れ，地域研究者の育成を図った。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【6】教員選考又は学内制度を活用し

て，学外の有識者・専門家を積極的 特定職員（任期付常勤職員）制度及び年俸制を導入し，外部の優秀な専
に受け入れる。 Ⅲ 門家を受け入れやすい雇用環境を整備して41人を新規に採用するととも

に，研究員等の非常勤職員67人に同制度を適用した。また，民間金融機関
OBを非常勤理事（経営担当）として登用し経営情報分析機能の充実を図る
とともに，民間企業OBを社会連携推進機構相談役として委嘱した。

（平成20年度の実施状況概略）【7 （7）内部監査機能の充実に関す】
， ，る具体的方策 ・指摘事項への対応状況を各監査で確認し さらなる改善を促すとともに

内部監査体制の見直しを図り，内部 継続的に監査を行い検証した。また 「研究費等の適正使用推進に係る，
監査機能の充実に努める。 モニタリング」に監査室が同行し，研究現場の実態把握と内部統制の整備

状況を確認した。
Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【7】これまでの活動を踏まえて監査
体制を検証し，内部統制機能の強化 これまでの監査事項と改善状況を取りまとめることにより監査体制の検証
について検討する。 Ⅲ を行い，監事監査規則，監事監査実施基準，内部監査規程をそれぞれ改正

した。会計監査人と毎月意見交換会を実施し連携を図るとともに，再雇用
職員（元監査室長）を監査室の相談役として置き，内部統制機能を強化し
た。

ウェイト小計
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愛媛大学

業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)

教育研究組織の見直しに関する目標②

教育研究組識の見直しを行い，柔軟かつ機動的な組織の編成又は再編等に取り組み，教育研究の充実と活性化を図る。中
期
目
標

ｳｪｲﾄ進捗
状況

中期計画 平成21年度年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
中 年中 年
期 度期 度

（平成20年度の実施状況概略）【8 （1）教育研究組織の編成・見直】
・設置後10年目の沿岸環境科学研究センターの活動評価及び今後の在り方しのシステムに関する具体的方策

公正で透明性のある評価に基づき， について検討するため 「愛媛大学沿岸環境科学研究センターあり方検，
中長期的な見通しに立って教育研究組 討委員会」を設置して，学外の有識者等からの意見も踏まえ，これまで
織の見直しを行う。 のセンターの活動実績等について報告書をまとめ，公表した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【8】教育研究組織の在り方について

検討する。 ４月に，ゲノム情報とタンパク質情報とを一体化したプロテオ医学研究
Ⅲ 拠点となる「プロテオ医学研究センター」を設置するとともに，従来の国際

交流センターを拡充改組して「国際連携推進機構」を設置し，全学の国際
化を強力に推進する体制を整備した。また，グローバルCOEプログラムを
中核とする研究者養成を目指した独立研究科（大学院生命環境科学独立研
究科（仮称 ）設置準備委員会を設置し検討を開始した。）

（平成20年度の実施状況概略）【9 （2）教育研究組織の見直しの方】
，向性など ・教育コーディネーター（学部・学科等の教育責任者として教育方針の立案

① 活力ある教育研究体制を創出するた カリキュラムの編成，教育内容・教授法の改善，教育効果の検証等の活動
めに，有能な人材の確保に努め，弾力 の中核を担う ）及び統括教育コーディネーター（各学部における教育。
的な役割分担等によって人材の活用を 改革の総括や学部間の連携等を担う ）の活動により教育活動の活性化。
図る。 を図った。また，研究コーディネーターが中心となり，科学研究費補助

金等の申請書のブラッシュアップを行うとともに，教員に対し各種補助
金等への積極的な申請を呼びかけるなど，研究活動の活性化を図った。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【 】 ，「9-1 大学の自主的取組により 上

級研究員センター」に若手研究者を 大学の自主的取組として，上級研究員センターにテニュアトラック制度
採用し，テニュア・トラック制度の Ⅲ により４人の上級研究員を採用した。
導入を推進する （ 47-3】再掲）。【

（平成20年度の実施状況概略）② 各組織及び構成員の教育研究，社会
連携，管理運営等の活動に関して，主 ・認証評価機関からの改善を要する事項の指摘について，適切に改善を行う
体的に点検・評価を行うとともに，他 とともに，評価結果に学長のコメントを付してウェブサイトに掲載し，
者からの評価を積極的に求め，改善に 構成員に周知した。また，第１期中期目標期間に係る暫定評価について
資する。 は，大学計画・評価本部を中心として全学体制で主体的に取り組んだ。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【9-2】中期目標期間の評価結果に基

づき，教育研究の改善・向上に取り これまでの自己点検・評価の過程において認識した課題のうち，自己点検
組む。 Ⅲ 評価室において大学院教育の現状を調査・点検し 「大学院における教育，

」 ，改革の現状～魅力ある大学院の構築を目指して～ を取りまとめて報告し
改善への取組を促した。
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（平成20年度の実施状況概略）③ 先端的研究科の部局化及び専門職大
学院の開設に取り組む。 ・理工学研究科の生産環境工学専攻（博士前期課程）に「船舶工学特別コー

ス」を，電子情報工学専攻（博士前期課程）に「ICTスペシャリスト育成
コース」を設置（平成21年度から入学者受入）するとともに，農学研究
科に紙産業の大学院修士コースを開設（平成22年度）することとした。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【9-3】各学部及び大学院において，

専門職型の教育コースを開設する。 大学院と地域との連携による専門職型の教育コースとして，４月に理工学
（ 33】再掲） Ⅲ 研究科生産環境工学専攻（博士前期課程）に「船舶工学特別コース」を，【

電子情報工学専攻（博士前期課程）に「ICTスペシャリスト育成コース」
を設置した。また，農学研究科（修士課程）に「紙産業特別コース」を開設
（平成22年４月）することとした。

ウェイト小計
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愛媛大学

業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)

人事の適正化に関する目標③

(1) 教員の流動性を向上させるとともに，教員の個人評価システムの導入及び教員構成の多様化を推進する。中
(2) 事務職員が日常の運営事務に加えて，教員と連携・協力しつつ大学運営の企画立案等に積極的に参画できる資質や専門性の向上を図る。期

目
標

ｳｪｲﾄ進捗
状況

中期計画 平成21年度年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
中 年 中 年
期 度 期 度

（平成20年度の実施状況概略）【10 （1）人事評価システムの整備・】
・部局個人評価の評価結果を集計・分析し，中期計画を十分達成できている活用に関する具体的方策

① 教員の教育，研究，管理運営，社会 ことを確認するとともに，より充実した制度とするために現在考えられる
貢献等の活動に関して「教員の総合的 問題点をまとめたQ&Aを作成し，ウェブサイトに掲載するなどして教員
業績評価」を行い，評価結果を人事考 に周知した。
査に反映させる制度を導入する。

Ⅲ
平成20年度までに実施済みのため －（ ，
平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）② 事務職員等の適正な処遇及び長期的
な育成を図るため，明確な評価基準， ・事務系職員の人事評価を本格的に実施し，その評価結果を平成21年度から
評価結果のフィードバック方法を確立 給与等の処遇へ反映させることとした。また，契約職員及び再雇用職員
して人事評価システムを充実させる。 の評価について検討し，当該職員の人事評価の試行を実施した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【10】新人事評価制度及び評価結果

の処遇への反映方法について再検証 平成20年度に実施した人事評価結果を検証し，その評価結果を処遇等に
を行うとともに，契約職員及び再雇 Ⅲ 反映させるとともに，職員に目標管理の重要性を周知し，評価制度の可視
用職員の評価を実施する。 化を進めた。また，平成20年度の試行を経て有期契約職員及び再雇用職員

の人事評価を本格的に実施した。

【11 （2）柔軟で多様な人事制度の構】
築に関する具体的方策
① 兼業に関するガイドライン等の整備
により規制の緩和を図る。

Ⅲ
平成17年度までに実施済みのため －（ ，
平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）② 全学的な計画による組織の新設・改
編に対しては，定員の供出を含め全学 ・上級研究員センターに，平成21年度に上級研究員を４人配置することと
が協力する。 した。また，平成21年４月に設置予定のプロテオ医学研究センター，国際

連携推進機構及びミュージアムに学長裁量定員の活用や学部定員の移動
により戦略的に教員を配置することとした。

Ⅲ
平成20年度までに実施済みのため － 上級研究員センターに，大学の自主的取組として上級研究員を４人採用（ ，
平成21年度は年度計画なし） した。また，学長裁量定員や学部定員移動によりプロテオ医学研究センター

に教授１人，助教１人を，国際連携推進機構に准教授１人，助教１人を，
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ミュージアムに教授１人，准教授２人を配置した。

（平成20年度の実施状況概略）
・役員会で定員の管理，移動等の審査を行うとともに，人事委員会におい

て，平成19年度の各部局の教員公募状況を検証した。また 「愛媛大学，
教員選考に関する規程」及び同申し合わせを一部改正して，教員選考結果
を学部等から人事委員会に提出することとし，教員人事が適正に行われ
ていることを点検・評価することとした。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）③ 教員人事を点検評価し 定員の管理 【11】平成20年度に実施した教員選， ，

定員移動等の審査及び教員人事の適正 考の基本方針及び選考手続き等の見 「国立大学法人愛媛大学教員選考に関する規程」に関する申合せを改正
， ， ， ， （ ）化を図る。 直しに基づき 人事委員会において Ⅲ し 広く人材を求めるという公募の趣旨から 応募者が少ない ５人以下

教員人事について点検評価し，その 場合には，選考を開始する前に当該学部長等が学長と対応を協議すること
適正化を図る。 を義務付けた。

（平成20年度の実施状況概略）【12 （3）任期制・公募制の導入など】
・ 愛媛大学教員選考に関する規程」及び「同実施細則」に基づき，公募に教員の流動性向上に関する具体的方策 「

， （ ）。教員人事は公募制を原則とし，任期 よる教員採用に努め 教員の流動性の向上を図った 教員公募数：44人
付きポストを導入して，教員の流動化 ・助教以外の新規採用教員及び任期制を適用していない在職教員への任期
と教育研究の活性化を図る。 制の導入について，各部局等において検討した。

（平成21年度の実施状況）【12-1 「愛媛大学教員選考に関す Ⅲ】
る規程」及び「同実施細則」に基づ 「愛媛大学教員選考に関する規程」及び「同実施細則」を遵守し，公募
き，教員の公募採用に努める。 Ⅲ によらない場合には，人事委員会において事前審査を実施するとともに，

広く人材を求めるという公募の趣旨から，応募者が少ない（５人以下）場
合には，選考を開始する前に当該学部長等が学長と対応を協議することを
義務付けた。

【12-2】研究センターにおける任期 Ⅲ 新たに任期付ポスト４人（地球深部ダイナミクス研究センター２人，南予
付きポストの拡大を図る。 水産研究センター１人，プロテオ医学研究センター１人）を配置した。

（平成20年度の実施状況概略）【13 （4）外国人・女性等の教員採用】
・職業生活と家庭生活との両立支援策の一つとして，育児支援割引券（ベの促進に関する具体的方策

） ，外国人・女性等の教員採用に当たっ ビーシッタークーポン に関する情報を学内ウェブに掲載するなどして
ては人事運営上の配慮，勤務・生活上 構成員に周知した。また，重信事業場においては，医学部附属病院院内
の条件整備に努める。 保育所「あいあいキッズ」を設置して子育て支援を推進しており，看護

職員の離職率抑制に繋がっている。さらに，重信事業場以外の事業場に
おいては，３度のアンケート調査結果に基づく育児支援策として，学内
の休憩室等の施設を利用したベビーシッターによる支援制度を検討して
いくこととした。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【 】 ，13 これまでの検討結果に基づき

職員の育児支援策として，学内保育 引き続きベビーシッタークーポンを実施するとともに，学部に設置した
施設の設置及び保育費用の一部援助 Ⅲ 既存の保育室を全学の職員，学生が一時保育のための施設として利用できる
について具体化する。 ように整備した。また 「あいあいキッズ」の定員を30人から50人に増員，

した。

（平成20年度の実施状況概略）【14 （5）事務職員等の採用・養成・】
・ 愛媛大学事務職員等選考採用実施方針」に基づき，医学部医事課に専門人事交流に関する具体的方策 「

① 高度な専門知識を必要とする職種の 職（医療事務）として，高度な専門的知識を有する民間等経験者を３人
職員の民間登用を推進する。 採用した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【14-1 「愛媛大学事務職員等選考】

採用実施方針」に基づき，高度な専 「愛媛大学事務職員等選考採用実施方針」に基づき，医学部医事課に専門
門的知識を有する民間等経験者の採 Ⅲ 職（医療事務）として，高度な専門的知識を有する民間等経験者を２人採用
用を推進するとともに，採用した民 した。また，これまでに採用した民間等経験者について，人事課，労務管理

， 。間等経験者の評価を行う。 室が個別面談を実施し 事務系職員の人事評価制度に基づき評価を行った



- 12 -

（平成20年度の実施状況概略）② 若い職員を長期的展望に立って育成
するために，人事ローテーションによ ・ 職員人事・人材育成ビジョン」に基づき，若手職員に多くの職務分野「
る人材開発手法を導入する。 を経験させるため，これまでに経験していない職務分野への配置を積極

的に行った。
Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【14-2 「職員人事・人材育成ビジ】
ョン」の効用を検証し，計画的な人 Ⅲ 採用後５年未満の職員と人事課，労務管理室が個別面談を実施し現況を
材育成の向上に努める。 確認した。また，研修内容によって受講者を指名する「研修指名制度」を

実施した。

（平成20年度の実施状況概略）③ 職員の専門的能力，資質向上のため
の研修制度を整備するとともに，OJT， ・ 職員人事・人材育成ビジョン」に沿って作成した職員研修プログラム「
上司の考課により職員の育成を図る。 に基づく職員研修を企画・実施するとともに，学外研修にも職員を積極

的に参加させた。また，新たに民間派遣研修を実施し，その研修成果に
ついて報告会を開催して，構成員に周知した。さらに，学外研修を受講
させることにより，学内研修講師の養成を行った。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【14-3 「職員人事・人材育成ビジ】

ョン」に基づき，資質向上のための 「職員人事・人材育成ビジョン」に基づく研修プログラムとして，業務
研修プログラムを充実させるととも Ⅲ の枠を越えて受講できる総務系実務研修，研究協力・社会連携系実務研修
に，育成した学内講師による研修を 及び学務系実務研修を新たに実施し，チームリーダー等が研修講師を担当
実施する。 した。また 「四国地区大学教職員能力開発ネットワーク（SPOD 」の取， ）

組を通して，SPODフォーラム（9/8～9/11開催）のプログラムの講師とし
て事務職員が講義を行った。

（平成20年度の実施状況概略）④ 研究支援に携わる専門的職員を養成
する。 ・新たに研究支援業務を担当する職員を「科学技術振興調整費採択大学間

連絡会」「プログラムオフィサー制度等の説明会」に参加させ，研究支援
業務のスキルを向上させた。

・愛媛県，松山市，今治市，宇和島市，愛南町からそれぞれ１人（任期２
年）を研究支援部，社会連携支援部に研修職員として受け入れ，本学職員
と協働で研究支援及び社会連携支援業務に従事させることにより，相互
の人材育成を図った。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【14-4】研究支援等に係る研修の充

実を図るとともに，研究支援に関す ラボマネージャー，リサーチアドミニストレーターを，ドイツのバイロイ
る外部研修等に積極的に参加させ， Ⅲ ト大学地球科学研究所に派遣し，運営システムや教育・研究及び技術支援
研修成果を研究支援に反映させる。 に関する研修に参加させた。また，学術講演会，説明会等外部研修等に参加

させて研修成果を研究支援に活用した。

【14-5】国，地方公共団体，企業等 愛媛県，松山市，宇和島市，愛南町からそれぞれ１人を研修職員として
からの人材の受け入れを推進し，研 受け入れ，本学職員と協働で業務に従事させることにより，相互の人材育
究支援職員等を養成する。 Ⅲ 成を図った。また，南予水産研究センターに地元漁業者，漁協職員及び地

方自治体職員を地域特別研究員として８人を受け入れ地域研究者の育成を
行った。

（平成20年度の実施状況概略）⑤ 民間を含む他機関との人事交流等を
推進する。 ・医学部医事課に専門職（医療事務）として，高度な専門的知識を有する

民間等経験者３人を採用するとともに，県内外の関係機関と計画的に人事
交流を実施した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【14-6】引き続き民間等経験者の採

用及び県，市等からの職員の受け入 隣接する私立の松山大学と，双方の教育支援担当部署間で短期交流研修
れ並びに他の国立大学法人等との人 Ⅲ を実施した（11/30～12/11 。四国地区国立大学法人間の階層別人事交流）
事交流を推進する。 について 「人材育成のための四国地区国立大学法人等人事交流骨子」を，

策定した。「愛媛大学事務職員等選考採用実施方針」に基づき，医学部医事
課に専門職（医療事務）として，高度な専門的知識を有する民間等経験者
を２人採用した。
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ウェイト小計



- 14 -

愛媛大学

業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
業務運営の改善及び効率化(1)

事務等の効率化・合理化に関する目標④

大学運営支援のための企画立案機能の強化，専門性の向上，業務の合理化・効率化及び職員の意識改革・能力開発を推進する。中
期
目
標

ｳｪｲﾄ進捗
状況

中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
中 年 中 年
期 度 期 度

（平成20年度の実施状況概略）【15 （1）事務組織の機能・編成の見】
・平成19年度の業務効率化検討WGにおける検討結果等を踏まえ，附属学校直しに関する具体的方策

① 事務，事業，組織等の見直し，外部 園事務の一元化のほか，城北地区にある４学部（法文・教育・理・工）
委託の推進により，事務等の効率化， の教務事務業務及び学生支援業務を集中化し，図書館１階に「学生サー
合理化を図る。 ビスステーション」を設置して学生の利便性を高めるとともに，集中化

にあわせた事務組織改編を行い，業務の合理化を推進した。
Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【15-1】法人化後に実施した，事務
組織の再編及び事務系業務の改善及 「事務職員の人事・給与制度の在り方検討WG」を立ち上げ，事務職員の
び合理化について検証し，改善を図 Ⅲ 処遇のあり方を検討するとともに，チーム制やキャリアパスの在り方につ
る。 いて学長に提言した。また，平成22年４月から室を課にするなどの組織の

改組を実施するとともに，平成22年度に「事務組織の在り方WG （仮称）」
を設置することとした。

（平成20年度の実施状況概略）② 職員採用試験や職員研修を複数の大
学が共同で実施するための協議会を設 ・ 中国・四国地区国立大学法人等採用統一試験」の合格者から事務職員「
置する。 ５人，技術職員１人を採用した。また，中国・四国地区の国立大学法人

が主催する研修等に積極的に職員を参加させた。さらに，同試験の受験
者の増加を図るため，試験制度説明会を試験事務室との共同で３回実施
した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【15-2】戦略的大学連携推進事業に

より，四国地区の大学等と連携し，SD 「四国地区大学教職員能力開発ネットワーク（SPOD 」のSDプログラム）
プログラムを開発する。 Ⅳ 開発セミナーに本学の教職員が参加し，各種職員養成プログラムを開発し

た。また，職員のキャリア開発を目指し，職員の職歴や業績を可視化する
ためスタッフポートフォリオ（職員業績記録）を開発し，本学管理職員に
試行的に導入した。

（平成20年度の実施状況概略）③ 事務電算化処理システム等の充実を
図る。 ・IT化推進チームにおいて，各種システムの中長期的な最適化計画を含む

IT化推進計画（ 愛媛大学における情報化推進計画 ）を策定した。ま「 」
た，総合情報メディアセンター機器室等の出入口にICカードによる入退
館システムを整備して利用を促進するとともに，全学認証基盤システム
の導入設計及び機器導入を行った。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【15-3】業務・システム等に係る最

適化計画の評価・見直しを行い，新 アカウント管理規則の整備を行うとともに，情報セキュリティポリシー
規最適化計画の策定を行う。 Ⅲ ・実施手順の見直しを行い，危機管理体制を整備した。これまでの学内メー

ルシステムの課題を解消するための新メールシステム導入計画を策定し，
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平成22年度から導入することとした。

ウェイト小計

ウェイト総計
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愛媛大学

業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等（１）
注： 】内の数字は対応する年度計画番号を示す。【

１．特記事項 ○法人としての総合的な観点からの戦略的・効果的な資源配分
【 平成16～20事業年度 】 【 平成16～20事業年度 】

・戦略的な経費配分学長のリーダーシップの下，自主的・自律的な大学運営，教育研究の充実に取り
組んだ。その実現のために，学長直属の組織として「学長室 「自己点検評価 ・学長裁量経費（1.7億円），教育研究重点経費（１億円），施設営繕経費（0.9億」，

」， ） ， ， （ 。室 「経営情報分析室」の設置，学長の戦略的施策補佐体制の強化，学長裁量 円 など 予算が減少した中で 前年度と同額の戦略的経費を確保した H17)
経費や学長裁量定員の確保と戦略的・効果的な配分，学内競争的資金制度の創設 ・学長裁量経費（1.95億円），教育研究重点経費（１億円），施設営繕経費（1.3億
などの施策を積極的に行ってきた。 円）など，前年度と比して6,500万円多い戦略的経費を確保した（H18 。）

学長裁量経費（2.8億円），教育研究重点経費（0.6億円），施設営繕経費（1.5億・
円）など，前年度に比して8,500万円多い戦略的経費を確保した（H19 。【 平成21事業年度 】 ）

学長が交代し新たな体制の下に，法人化後に行ってきた種々の施策の実質化に ・学長裁量経費（2.8億円），教育研究重点経費（0.6億円），施設営繕経費（1.5億
取り組むこととし「継続と発展」を基本方針に中期目標・中期計画に沿った年度 円）など，前年度と同額の戦略的経費を確保した（H20 。）
計画を推進した。

・学長裁量定員の戦略的配置及び任期制の導入新体制では，経営担当理事に民間金融機関OBを充て，情報化推進担当の学長特別
補佐を新設するなど管理運営体制を強化した。 ・教育研究に支障がない範囲での定年退職後１年間の教員人事凍結及び全学的な

欠員の活用によって学長裁量定員を確保し，大学の重点課題に沿って，戦略
的に教員を配置した（平成20年度までの総配置数：33人 。２．共通事項に係る取組状況 ）

・平成19年度から採用する助教には，原則として５年の任期制を導入した（H19 。○戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用 ）
・平成20年度から採用する社会連携推進機構の教授及び准教授には，原則として【 平成16～20事業年度 】

・経営政策室，経営情報分析室，自己点検評価室を設置した（H16 。 ３年の任期制を導入した（H20 。） ）
・学長室，危機管理室を設置した（H17 。）

【 平成21事業年度 】・経営政策室に設置した「教育企画戦略チーム」と「研究企画戦略チーム」にお
いてGP申請や概算要求のブラッシュアップを行い，３件のGPを含めた外部資金 【5】・戦略的な経費配分
の獲得につなげた（H18 。 運営費交付金が削減される中で，第１期中期目標期間の最終年度として，個性）

・学長 理事 副学長 総務担当 学部長等で構成する 大学改革推進協議会 的な教育・研究活動への取組を推進するため 「スクラップ＆ビルド」をキー， ， （ ）， 「 」 ，
を設置した（H19 。 ワードに，全学共通経費を前年度比約310万円増の約8.5億円確保し，平成21年度）

。 ， （ ），・全学的な評価体制として「計画・評価本部」を設置し，その下に教育，学術研究 予算配分方針を策定した 戦略的経費の確保に努め 学長裁量経費 2.54億円
など10の専門部会を設置した（H19 。 教育環境改善のための教育研究重点経費（6,000万円 ，施設営繕経費（1.5億） ）

・ 学長室」に平成19年度末に廃止した経営政策室の役割を持たせるとともに， 円 ，ウェブを用いて学生が必要な情報を迅速に閲覧できる教務事務システム「 ）
理事，副学長等を責任者とする①暫定評価チーム，②教員業績評価チーム，③教育 経費（約2,800万円，前年度比約1,300万増）などを確保した。
企画チーム，④研究企画チーム，⑤広報企画チーム，⑥IT化推進チームの６つ 学長裁量経費は，研究開発支援経費（9,000万円 ，教育改革促進事業（愛大）
の政策チームを設置した（H20 。 GP）経費（5,000万円 ，産業技術シーズ育成研究支援経費（2,000万円 ，科研） ） ）

インセンティブ経費（1,500万円）などに引き続き配分するとともに，新規に愛媛
大学ミュージアム運営経費（500万円 ，あいだい博実施経費（600万円）等に【 平成21事業年度 】 ）

役員会構成員に附属病院長を加え，法人経営の重要な役割を果たす附属病院に 戦略的に配分した。
関わる事項をより具体的に審議できる体制とした。また理事等の担当職務を見直
し，新たに情報化推進担当の学長特別補佐を置き，情報化を戦略的に推進する体制 【12-2】・学長裁量定員の戦略的配置及び任期制の導入
を整備した。 厳しい人件費削減の中，学長裁量定員を確保し，大学の重点課題に沿って，

地域創成研究センターに准教授１人，地球深部ダイナミクス研究センターに助教
２人，南予水産研究センターに助教１人，国際連携推進機構に教授１人及びプロ
テオ医学研究センターに教授，助教それぞれ１人の計７人を戦略的に配置した
（平成21年度までの総配置数：39人 。）

任期制は，研究センター等の教員及び平成19年度以降に新規採用したすべての
助教に導入しており，平成21年度は新たに任期付ポスト４人（地球深部ダイナ



- 17 -

○外部有識者の積極的活用ミクス研究センター２人，南予水産研究センター１人，プロテオ医学研究センタ
【 平成16～20事業年度 】ー１人）を配置した。

・社会連携推進機構等では，アカデミック・アドバイザー制度等を活用し，学外
専門家を客員教授，参与などに登用している（H18 。○業務運営の効率化 ）

・経営協議会において効率的な進行と実質的な審議を充実させるため，資料の【 平成16～20事業年度 】
・従来の全学委員会を精選し，役員会の下にWGを設置して，機動的な検討体制に 事前配付などにより学外委員から意見を積極的に求め，広報予算の拡大，新た

よって意思決定の効率化を図っている。 な広報活動の展開，職員の新人事評価制度の導入，教育コースの開設などに
・教学と経営の統一を図ることを目的に，平成17年度から事務局を「大学本部」 意見を反映させている。

「 」と改め，事務組織を理事等の直轄体制とすることにより，学長中心の管理運営 学長裁量経費により新設した学内競争的資金 産業技術シーズ育成研究支援・
体制を整備した（H17 。 の審査を行う諮問委員会において，産業分野での応用化が期待される基礎研究）

・SD研修の充実に努めており，新たに「プレゼンテーション研修」等を実施した 課題に関する審査に学外専門家を委嘱し，産業界からの意見を採り入れた
（H18 。 （H19 。） ）

・事務の合理化推進と定年退職者の再雇用，障害者雇用の促進及び学生生活の支援 南予水産研究センター」のセンター長に水産学の専門家を特命教授として招聘・「
を目的に「業務支援室」を設置した（H19 。 するとともに，他大学及び地方自治体から客員教授（３人），客員研究員（16）

・城北地区にある４学部（法文・教育・理・工）の教務事務業務及び学生支援 人）を，また，地元漁業者，漁協職員及び地方自治体職員を地域特別研究員
業務を集中化し，図書館１階に「学生サービスステーション」を設置して学生の （６人）として受け入れた（H20 。）
利便性を高めるとともに，集中化にあわせた事務組織改編を行った。また，附属 ・ 愛媛大学ミュージアム」の設置準備のため，空間デザイナーを特命准教授「
学校園事務を一元化した（H20 。 として迎え，展示・設計・レイアウトなどのアドバイスを得た（H20 。） ）

・事務系職員の人事評価を本格的に実施した（H20 。）
【 平成21事業年度 】

【6】【 平成21事業年度 】 ・外部有識者の活用状況
・財務・施設に係る現状認識と問題の整理を中心に意見交換を行うことを目的に 特定職員(任期付常勤職員)制度及び年俸制を導入し，外部の優秀な専門家を，

これまで月１回開催していた「財務・施設計画役員会」を廃止し，施設マネジ 受け入れやすい雇用環境を整備するとともに，研究員等の非常勤職員を同制度
， 。 。メント委員会にその役割を集中させることにより 効率的な意思決定を進めた により雇用した。また，民間金融機関OBを非常勤理事(経営担当)として登用した

・平成20年度に実施した事務系職員の人事評価結果を検証し，その評価結果を処遇
・経営協議会の審議及び運営への活用状況等に反映させるとともに，職員に目標管理の重要性を周知し，評価制度の可視

化を進めた。また，平成20年度の試行を経て有期契約職員及び再雇用職員の人事 効率的な進行と実質的な審議を充実させるため，引き続き資料の事前配付など
評価を本格的に実施した 【10】 により学外委員から意見を積極的に求めるとともに，財務面については財務デー。

・隣接する私立の松山大学と，双方の教育支援担当部署間で短期交流研修を実施 タの経年変化や他大学との比較などの視点から本学の財務内容を取りまとめた
した（11/30～12/11 【14-6】 「平成20年度決算ダイジェスト版」を配付して，本学の置かれている財政状況）。

・ 事務職員の人事・給与制度の在り方検討WG」を設置し，事務職員の能力や評価 を説明した。また，学生寮（御幸寮）の整備に関する学外委員からの意見を受「
に応じた適正な処遇実現のための方策と，これからの事務組織の在り方につい け，従来の補助金依存の整備方式から民間金融機関からの資金調達をもって整備

。 「 （ ）」 ， ，て検討し，平成22年４月から事務組織の改組を実施することとした 【15-1】 を行う 学生寄宿舎整備計画 Ⅰ～Ⅲ期工事 を策定し 平成21年度に143戸
・ 四国地区大学教職員能力開発ネットワーク（SPOD）」のSDプログラム開発セミ 平成22年度に329戸の個室を整備することとした。「

ナーに本学の教職員が参加し，各種職員養成プログラムを開発した。また，職員
○監査機能の充実のキャリア開発を目指し，職員の職歴や業績を可視化するためスタッフポート
【 平成16～20事業年度 】フォリオ（職員業績記録）を開発し，本学管理職員に試行的に導入した。

【15-2】 ・平成16年度に，業務部門から独立した「監査室」を設置し，毎年重点項目を
含めた監査計画を策定して，法人の運営諸活動の遂行状況を公正かつ客観的
に確認するため，監査を実施した。その際，前年度に指摘した事項の事後確○収容定員を適切に充足した教育活動の実施（収容定員の充足率）
認もあわせて行った。また，監事が実施する監査も補佐している。【 平成16～20事業年度 】

・すべての学部・研究科は，平成16～20年度の学士・修士・博士課程ごとの収容 ・監事が課題を設定し，当該担当の理事等と個別にヒアリングを行い，達成状
定員において，90％以上を充足している。 況を確認した（H20 。）

【 平成21事業年度 】
・すべての学部・研究科は，学士・修士・博士課程ごとの収容定員の90％以上を

充足している。
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【 平成21事業年度 】 【 平成21事業年度 】
ゲノム情報とタンパク質情報とを一体化した全学横断的プロテオ医学研究拠・内部監査，監事監査，会計監査の実施状況及び監査結果の運営への活用状況

監事，監査室及び会計監査人が連携し，それぞれが作成した監査計画に基づき 点となる「プロテオ医学研究センター」を設置した。また，従来の国際交流セ
計画的に監査を実施した。過年度指摘事項への対応状況を各監査で継続的に確認 ンターを拡充改組して「国際連携推進機構 （国際連携企画室，国際教育支援」
し，さらなる改善を促すPDCAサイクルにより，業務改善につなげている。 センター，アジア・アフリカ交流センター）を設置し，全学の国際化を強力に

監事からの指摘により，各種学生アンケートの全学統一化に向けての委員会の 推進する体制を整備した。さらに，グローバルCOEプログラムを中核とする研究
設置，学長裁量経費による戦略的改革事業の見直し等を行った。また，内部監査 者養成を目指した独立研究科（大学院生命環境科学独立研究科（仮称 ）設置）
の結果を受けて，事務系職員海外派遣実施要項の制定や旅費システム利用促進の 準備委員会を設置し検討を開始した 【8】。
ための取組を行った。

○法人全体としての学術研究活動推進のための戦略的取組また，監事が中期目標・計画を担当する理事，副学長等全員と個別にヒアリン
【 平成16～20事業年度 】グを行い，達成状況を確認した。

・平成19年度に全学的に配置した研究コーディネーターを中心に，科学研究費
補助金申請書のブラッシュアップを行うなど，積極的に外部資金の獲得に取り○男女共同参画の推進に向けた取組
組んでいる。【 平成16～20事業年度 】

・就業規則を改正して，育児・介護のためのシフト勤務，計画年休，産前休暇取得 ・教育研究に支障がない範囲での定年退職後１年間の教員人事凍結ポスト，全学
可能期間の延長など，育児参加型の制度を整備した（H17 。 的な空き定員により学長裁量定員を確保し，大学の重点課題に沿って，研究）

・21世紀職業財団から助成金を受け，附属病院における院内保育施設（あいあい センター等に戦略的に人員を配置している。
キッズ）を建設した（H18 。 ・若手研究者を次代のリーダーとして育成することを目的として，テニュアト）

・本学における男女共同参画推進のための「宣言」と「提言」を策定し，学内外 ラック制度を採り入れた「上級研究員センター」を設置した（H20 。）
に周知した（H19 。）

【 平成21事業年度 】・次世代育成支援のための第二期行動計画を策定した（H20 。）
・育児支援割引券（ベビーシッタークーポン）に関する情報を学内ウェブに掲載 「学術研究委員会」の中心的構成員を研究コーディネーターとし，統括研究

し，電子掲示板システム等を利用して構成員に周知した（H20 。 コーディネーターを配置して，全学として一体的かつ戦略的な学術研究活動の）
推進体制を強化した。また，同委員会を「学術研究会議」に改め更に実質化を
図ることとした。【 平成21事業年度 】

男女共同参画を推進するための宣言と提言を学内外に公表するとともに，男女
○業務実績の評価結果の活用共同参画推進セミナーを開催し，教職員及び学生に啓発を行った。また，学部，
【 平成16～20事業年度 】研究センターの教員公募要領に「業績と能力が同等であると認められた場合は，

女性を積極的に採用する」旨の記載を行うなど，女性教員の採用を推進し，平成 ・平成16年度業務実績に対して法人評価委員会から指摘のあった「教員組織の
21年度の教員全体における女性比率は，対前年度比１％（11.5％→12.5%）増加 改編状況」については，厳しい人件費削減の中，学長裁量定員を確保し，全
した。 学的な重点課題に沿って新たに教員を配置する取組に反映した。

○教育研究組織の柔軟かつ機動的な編制・見直し 【 平成21事業年度 】
・平成20年度業務実績に対する法人評価委員会からの指摘事項はなかったが，【 平成16～20事業年度 】

・ 学生中心の大学」づくりの中核となる全学組織として教育や学生支援に関す 監事等からの指摘により，各種学生アンケートの全学統一化に向けての委員「
る業務を統括し，それらの有機的連携を図るために「教育・学生支援機構」を 会の設置，学長裁量経費による戦略的改革事業の見直し等を行った。
設置した（H16 。）

）。・産学官連携の推進のため全学組織として「社会連携推進機構」を設置した（H16
・本学の特色ある分野で世界レベルの先端研究を推進し，支援することを目的と

して「先端研究推進支援機構」を設置した（H18 。）
・設置後10年目の沿岸環境科学研究センターの活動評価及び今後の在り方につい

て検討した（H20 。）
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愛媛大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

① 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する
目標

(1) 外部資金，附属病院収入等の自己収入の増加に努める。中
(2) 学内の人的・物的・知的資源の有効利用を行い自己収入の増加に努める。期

目
標

ｳｪｲﾄ進捗
状況

中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
中 年 中 年
期 度 期 度

（平成20年度の実施状況概略）【16 （1）科学研究費補助金，受託研】
・各学部に配置した研究コーディネーターを中心に科学研究費補助金申請究，奨学寄附金等外部資金増加に関す

書のブラッシュアップを継続実施した結果，平成19年度と比較して，採択る具体的方策
① 科学研究費補助金等の外部資金への 件数が16件増加した。また，科学研究費補助金をはじめとする外部資金
応募件数を増加させる。 の獲得及び適正使用推進を目的とした説明会を開催するとともに，説明

会の資料及び映像を学内ウェブへ掲載して不参加者へのフォローアップ
を行うなど，外部資金の獲得に向けて取り組んだ。

・昨年度と同額の全学共通経費「科研インセンティブ経費」1,500万円を
確保し，科学研究費補助金の新規申請件数・新規採択件数によるポイント
数に基づき各セグメントに追加予算配分を行った。

Ⅳ
（平成21年度の実施状況）【16-1】科学研究費補助金，各種助

成金等の採択件数の増加を図るため 「学術研究委員会」の中心的構成員を研究コーディネーターとし，統括
の取組について総合的評価を行う。 Ⅳ 研究コーディネーターを配置して，全学として一体的かつ戦略的な学術研

究活動の推進体制を強化した。また，同委員会を「学術研究会議」に改め
更に実質化を図ることとした。各学部に配置した研究コーディネーターを
中心に科学研究費補助金申請書のブラッシュアップや応募申請説明会を開
催した結果，科学研究費補助金の交付決定件数及び交付決定金額が増加し
（ ， ）。た 交付決定件数343件→352件 交付決定金額777,430千円→929,780千円

【16-2】２年間の成果を踏まえてイ 学長裁量経費として「科研インセンティブ経費」1,500万円を確保し，
ンセンティブ制度の検証を行い，在 平成21年度科学研究費補助金の新規申請件数及び新規採択件数に基づく算出
り方について検討する。 Ⅲ 結果（ポイント）により，基盤研究経費として各教員へ傾斜配分を行うなど

研究費重点配分を推進した。また，科研インセンティブ経費導入前と導入
後の科研費の採択状況を検証し，より成果を上げるためにインセンティブ
制度を見直すこととした。

（平成20年度の実施状況概略）② 全学的に産学官の連携を一層強化
し，受託研究，奨学寄附金等の増加に ・本学の研究協力会会員企業を訪問し，科学技術相談を行うとともに，企業
努める。 ニーズを収集し，共同研究・受託研究への発展に努めた（共同・受託研究

約7.4億円，対前年度約1.9億円増（契約ベース 。また，本学独自の））
「産業技術シーズ育成支援」制度（2,000万円）を活用し，外部資金を
獲得できる可能性の観点から13テーマを採択して財政支援を行い，若手
研究者の育成を図った。

Ⅲ
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（平成21年度の実施状況）【16-3 「社会連携推進機構」と「学】
術研究委員会」が協力して，外部資 Ⅳ 学術研究委員会が JST，経済産業省，NEDO等の競争的資金制度への申請
金の増加に努める。 を戦略的に検討し，社会連携推進機構のコーディネーターがアドバイス等

を行う協力体制をとることにより，競争的資金への応募件数152件（対前年
度比30件増 ，採択件数71件（対前年度比16件増）に増加した。）

（平成20年度の実施状況概略）【17 （2）収入を伴う事業の実施に関】
・ 増収ワーキング」において施設の有効利用等による増収策を検討し，する具体的方策 など 「

， ，① 施設の有効利用などにより収入増に 貸付け料算定基準の見直し 利用料を歩合制とする自動販売機の貸付け
努める。 営利企業への積極的な貸付け等を発案した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【17-1】施設のさらなる有効利用等

による増収策を検討する。 Ⅲ 施設利用者の利便性を考慮して，大学のウェブサイトに講義室等の収容
人数一覧や使用料の参考例を示すなど積極的に利用を促し，施設貸付料は
昨年度の380万円から105万円増の485万円となった。

（平成20年度の実施状況概略）② 学内の人的・物的・知的資源を有効
に活用する。 ・総合科学研究支援センターを中心に，地域の未利用資源を活用するため

県内企業との共同研究を実施するとともに，客員研究員制度を活用して
センターの施設・機器の開放利用を開始した。また，愛媛県水産試験場
と共同して養殖魚の魚病対策研究を開始した。さらに，第一回臭素化学
懇話会を開催し，県内外の企業から100人以上の参加者を集め，情報交換
会を実施した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【17-2 「総合科学研究支援センタ】

ー」を中心に，地域社会と連携した Ⅲ 「総合科学研究支援センター」を中心に，愛媛県の各研究センターや地域
研究を推進し，学内の人的・物的・ 企業と共同研究を推進し地域の資源の活用を図るとともに，老朽化した機器
知的資源を有効に活用する。 を更新し共同利用を推進した。

（平成20年度の実施状況概略）③ 附属病院の業務・経営の効率化を図
り，収入増に努める。 ・平成20年度病院経営方針を定め，毎月，病院運営企画会議や病院運営委員

会において達成状況を確認・周知するとともに，経営分析システム（Me
rcury）を活用して業務・経営内容を分析した医事統計資料を含めてウ
ェブサイトに掲載し，経営の透明化等によって収入増に努めた結果，収
入目標額110.5億円を超える127.9億円の収入があった。

Ⅳ
（平成21年度の実施状況）【17-3】業務・経営内容を分析した

指標に基づき，設定目標の達成に努 平成21年度病院経営方針として，病床稼働率，病院収入目標額等を設定
める。 Ⅳ し，毎月の病院運営企画会議，病院運営委員会で周知するとともに，経営

（ ） （ ， ， ）分析システム Mercury を固定費 業務委託費 設備費 光熱水料など
を含めた分析システムとして活用することで，収入目標額112.6億円を超
える134.24億円の収入があった。

ウェイト小計
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愛媛大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

② 経費の抑制に関する目標

(1) 管理業務の節減を行うとともに，効率的な大学運営を行うこと等により，固定的経費の節減を図る。中
(2) 「行政改革の重要方針 （平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ，人件費削減の取組を行う。期 」

目
標

ｳｪｲﾄ進捗
状況

中期計画 平成21年度年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
中 年 中 年
期 度 期 度

（平成20年度の実施状況概略）【18】管理的経費の抑制に関する具体
，的方策 など ・事務系職員の人件費削減計画に基づき，今年度の人件費を削減した。また

① 組織の見直し・再編によって事務の 城北地区にある４学部（法文・教育・理・工）の教務事務業務及び学生
効率化を図る。 支援業務を集中化し 「学生サービスステーション」に一元化するとと，

もに，附属学校園事務を統括する事務組織等を改編し，業務の合理化を
推進した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【18-1】事務系職員の人件費削減計

画に基づき，引き続き事務組織の改 「事務職員の人事・給与制度の在り方検討WG」を立ち上げ，事務職員の
編及び業務の改善・合理化を推進す Ⅲ 処遇の在り方を検討するとともに，チーム制やキャリアパスの在り方につ
る。 いて学長に提言した。また，平成22年４月から事務組織の改組を実施する

とともに，平成22年度に「事務組織の在り方WG （仮称）を設置すること」
とした。有期契約職員の常勤職員への登用試験を実施し，４人の事務補佐
員を常勤職員へ登用し，大学の方針に基づく適正な人事配置を進めた。

（平成20年度の実施状況概略）② ペーパーレス化，廃棄物減量化及び
リサイクルを推進する。 ・毎月，各部局に対しメールを用いて注意喚起を行うとともに，両面コピ

ー等によるペーパーレス化等を徹底した。また，ゴミ分別，納品時の梱
包材料の業者持ち帰り，各部局における不用物品の再利用照会等を積極
的に推進し，廃棄物の減量化及びリサイクルの徹底を図った。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【18-2】ペーパーレス化，廃棄物の

減量化及びリサイクルについて，さ 新入学生のオリエンテーション時にゴミの分別,リサイクルについて指
らに徹底する。 Ⅲ 導したほか，業者には納品時の梱包材料の持ち帰りを依頼するなど廃棄物

の減量化を徹底した。また，ペーパーレス化を進めるために本部会議室へ
の電子会議システムの導入を決定した。

（平成20年度の実施状況概略）③ 省資源，省エネルギーを目指すとと
もに，職員・学生一人ひとりのコスト ・学長裁量経費「省エネインセンティブ経費」500万円を確保し，平成19
意識の啓発を図る。 年度電力使用量実績が対平成18年度比１％以上節減した部局に対して，

その１％を超えて節減した量に基づいて追加予算配分を行った。また，
エアコン更新経費として2,000万円を確保し，エアコンの年次更新計画
に基づき整備を行った。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【18-3】大学構成員の省エネルギー

に対する意識を高め，省エネルギー Ⅲ 学長裁量経費「省エネインセンティブ経費」500万円を確保し，平成20
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の徹底を図る。また，電気量の節減 年度電力使用量実績が対前年度比１％以上の節約を達成した部局に対し
成果に対するインセンティブを検証 て，その１％を超えて節約した量に基づき部局長等裁量経費として配分を
するとともに，エアコンの年次更新 行った。また，エアコン更新経費として2,000万円を確保し，エアコンの
計画に基づき，計画的に整備する。 年次更新計画に基づき計画的に整備を行った。

（平成20年度の実施状況概略）【19 （2）人件費に関する具体的方策】
「 」 「 」 ，総人件費改革の実行計画を踏まえ， ・ 教員人件費削減計画 及び 事務系職員の人件費削減計画 に基づき

平成21年度までに概ね４％の人件費の 人件費の削減を実施した（削減額5,000万円，削減率0.4％ 。平成19年）
削減を図る。 度の1.8％の削減とあわせて，２年間で2.2％の削減となった。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【19】教職員の定員削減計画に基づ
「 」 「 」 ，き，人件費の削減を実施する。 Ⅲ 教員人件費削減計画 及び 事務系職員の人件費削減計画 に基づき

人件費の削減を実施した（対前年度比：削減額２億8,400万円，削減率2.1
％ 。）

ウェイト小計
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愛媛大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

③ 資産の運用管理の改善に関する目標

長期的視野に立った資産の運用管理計画を策定し，資産の有効活用を図る。中
期
目
標

ｳｪｲﾄ進捗
状況

中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
中 年 中 年
期 度 期 度

（平成20年度の実施状況概略）【20 （1）資産の効率的・効果的運用】
資金運用計画に基づき，大口定期預金の開設及び債券の購入を行っを図るための具体的方策など ・
た。また，利率及び利回りについて市場調査を行い，各金融機関と資産管理に関する全学的な体制を整
の交渉により，利率及び利回りのアップを図った。その結果，平成備し，運用管理計画に基づいた効果的
20年度は約7,000万円の運用益を得た。運用を計画的に推進する。

Ⅳ
（平成21年度の実施状況）【20】余裕金（寄附金及び寄附金以

外）を資金運用計画に基づき，引き Ⅳ 資金運用計画に基づき，大口定期預金，地方債及び政府保証債により運
続き有効に運用する。 用を行った。また，新規に１ヶ月未満の譲渡性預金口座を開設し，平成21

年度は約6,200万円の運用益があった。

ウェイト小計

ウェイト総計
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愛媛大学

財務内容の改善に関する特記事項（２）
注： 】内の数字は対応する年度計画番号を示す。【

・外部資金の採択状況を公表するとともに，獲得状況を「教員の総合的業績評１．特記事項
価」の評価項目に加えるなど，外部資金獲得を奨励している（H18)。【 平成16～20事業年度 】

・ 地球に優しい愛大を目指して」をスローガンに，全学に省エネルギー指導員 ・外部資金獲得に向けて，産業界，金融機関，地方自治体との連携協定の締結「
を配置し，環境保全と省エネルギー対策を推進するとともに，各学部等へ定期 を積極的に推進している（H18)。
的に光熱水量等の実績を通知するなど，省エネルギー対策に取り組んだ。その ・科学研究費補助金の応募状況，採択状況を基に研究費を傾斜配分する「科研
結果，５年間で約1.2億円の経費削減を行うことができた。 インセンティブ経費」を新設した（H19 。）

【 平成21事業年度 】 【 平成21事業年度 】
【16-1 【16-3】 【18-3】・外部資金の獲得 ・経費節減への取組】

「学術研究委員会」の中心的構成員を研究コーディネーターとし，統括研究コー 「地球に優しい愛大を目指して」をスローガンに，全学に省エネルギー指導員
ディネーターを配置して，全学として一体的かつ戦略的な学術研究活動の推進体制 203人を配置し，環境保全と省エネルギー対策を推進するとともに，各学部等へ
を強化した。また，同委員会を「学術研究会議」に改め更に実質化を図ることと 定期的に光熱水量等の実績を通知するなど，教職員・学生への意識啓発を行っ
した。各学部に配置した研究コーディネーターを中心に科学研究費補助金申請書 た。また，引き続き電力量節約に対する「省エネインセンティブ経費」の配分

， ， 。のブラッシュアップや応募申請説明会を開催した結果，科学研究費補助金の交付 実施などにより 平成21年度は20年度に比して 約25,790千円の節減ができた
決定件数及び交付決定額が増加した（交付決定件数343件→352件，交付決定金額 （参考：平成20年度の対19年度節減額は約12,640千円）
777,430千円→929,780千円）（科学新聞 機関別配分額23位）。また，受託研究費で
約１億8,000万円（705,437千円→888,058千円），寄附金で約1,700万円（954,178 （具体的な節減額）
千円→971,207千円）の増収となった（入金ベース 。 電気料 約17,880千円）

学術研究委員会が JST，経済産業省，NEDO等の競争的資金制度への申請を戦略 ガス料 約 3,550千円
的に検討し，社会連携推進機構のコーディネーターがアドバイス等を行う協力体制 水道料 約 2,230千円
をとることにより，競争的資金への応募件数152件（対前年度比30件増 ，採択 新聞購入 約 30千円）
件数71件（対前年度比16件増）に増加した。 メール便利用 約 1,920千円

定期刊行物 約 180千円
２．共通事項に係る取組状況

【16-2 【18-3】○財務内容の改善・充実 ・インセンティブの付与 】
昨年と同額の学長裁量経費「科研インセンティブ経費」1,500万円を確保し，【 平成16～20事業年度 】

・ 地球に優しい愛大を目指して」をスローガンに，全学一体となって個々人で 平成21年度科学研究費補助金の新規申請件数及び新規採択件数に基づく算出結果「
取り組める光熱水料の節約，両面コピーの推進等を実施してきた。その結果， （ポイント）により，基盤研究経費として各教員へ傾斜配分を行うなど研究費
平成16年度1,750万円，平成17年度3,200万円，平成18年度3,030万円，平成19 重点配分を推進した。また，科研インセンティブ経費導入前と導入後の科研費
年度2,370万円，平成20年度1,260万円の経費削減（対前年度比）を行うことが の採択状況を検証し，より成果を上げるためにインセンティブ制度を見直すこ
できた。 ととした。

・経費削減計画を推進するため，全学に省エネルギー指導員を配置し，啓発用ポ 昨年と同額の学長裁量経費「省エネインセンティブ経費」500万円を確保し，
，スターの掲示や定期的な巡回を行うなど，環境保全と省エネルギー対策に取り 平成20年度電力使用量実績が対前年度比１％以上の節約を達成した部局に対して

組んだ（配置数：平成16年度115人，平成17年度123人，平成18年度199人，平成 その１％を超えて節約した量に基づき部局長等裁量経費として配分を行った。
19年度199人，平成20年度195人 。）

・旅行業務を全面的に外部委託したことによって，人員削減２人，回数券の利用 【17-3】・医学部附属病院の診療費用請求額の増
や割引運賃の適用による経費節減，業務の簡素化，出張者自身の経費立替による 附属病院では，法人化以降各種の増収策（抗加齢センターの設置，循環器病
負担の軽減，旅費の早期支給につなげている（H17)。 系の強化，手術件数の増等）を実施しており，平成21年度はICUを８床から14床

， ，・科学研究費補助金に関して公募説明会を開催し，その理念，公募要領や記入上 に増床したことにより ICUの延べ患者数は平成20年度2,142人が3,802人となり
の留意点，計画調書作成のポイントなどを説明するとともに，研究者倫理，適正 全体では2.2億円（対前年度比，請求ベース）の増収となった。
な使用についても解説している。
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【20】・資金運用による増収努力
①寄附金余裕金の資金運用（債券・定期預金）により，約17,300千円の運用益
を得た。

②寄附金以外の余裕金の資金運用（定期預金）により，約44,500千円の運用益を
得た。

○人件費等の必要額を見通した財務計画の策定，適切な人員管理計画の策定等を通
じた人件費削減に向けた取組

【 平成16～20事業年度 】
・人件費のシミュレーションを行い，教職員の定員削減，昇給・報奨制度の見直

， ， （ ）。し 業務の削減・効率化等 人件費削減のための取組について検討した H16
・中期計画における総人件費改革を踏まえて，平成18年度から４年間で４％の人件

費削減計画を策定した（H17 。）
・事務系職員に関して，年度別人件費削減計画を策定して目標の人員削減を行う

とともに，教員について定年後１年間の原則不補充の継続等によって人件費削減
計画を推進した（削減率：平成18年度2.0％，平成19年度1.8％，平成20年度0.4
％ 。）

【 平成21事業年度 】
・中期計画において設定された人件費削減目標値の達成に向けた人件費削減の遂行

【19】
平成21年度までの４年間で４％の人件費削減を行う中期計画の達成のために，

学部ごとに具体的な人件費削減計画を策定し，着実に実施しており，平成21年度
は前年度に比して２億8,400万円（削減率：2.1％）の人件費削減となった。

○業務実績の評価結果の活用
【 平成16～20事業年度 】

・平成16年度に法人評価委員会から指摘のあった外部資金獲得に向けた具体的な
対応策として，公募説明会の開催，科研インセンティブ経費の新設，連携協定
の締結，産業界からのニーズ把握，研究コーディネーターによる科学研究費補助
金申請書のブラッシュアップ体制の強化等の取組を実施している。

【 平成21事業年度 】
・平成20年度業務実績に対する法人評価委員会からの指摘事項はなかったが，内

部監査の指摘により，事務系職員海外派遣実施要項の制定や旅費システム利用
促進のための取組を行った。
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愛媛大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 社会への説明責任に関する目標

① 評価の充実に関する目標

教職員の諸活動の活性化及び大学の諸機能の向上・高度化に資する評価システムの導入と手法の改善を押し進め，評価結果をフィードバックするシステムを確中
立する。期

目
標

ｳｪｲﾄ進捗
状況

中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
中 年 中 年
期 度 期 度

（平成20年度の実施状況概略）【21 （1）自己点検・評価の改善に関】
・独立行政法人大学評価・学位授与機構が構築した大学情報データベース等する具体的方策

， 「 」全学的に大学情報データベースを構 の内容を踏まえ 本学ウェブサイトに掲載していた 愛媛大学統計情報
築し，目標計画の立案・策定，業務の について経年的に必要な教育・研究活動等のデータを精選の上，収集・
実施，成果の評価等の一連のプロセス 蓄積した。また，学外へ向けてそれらの情報を発信するとともに，学内
のなかでそれらを活用するシステムを における情報の共有を図る見直しを行った。
確立する。 ・ 国立大学法人愛媛大学における研究費等に関する適正使用推進計画」「

を策定，周知するとともに，適正使用推進室において 「研究費等の適，
正使用推進に係るモニタリング」を実施して，基本方針，不正使用防止
規程及び適正使用推進計画の周知を徹底した。また，モニタリング結果
報告書及び教員等からの意見・要望に対する回答を学内ウェブに掲載し
て，構成員へ周知した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【21】不正使用防止体制の検証を行

うとともに，さらなるルールの明確 昨年度策定した「国立大学法人愛媛大学における研究費等に関する適正
化と適正な運用に努める。 Ⅲ 使用推進計画 （学長裁定）の見直しを行い，説明会，ウェブサイトへの」

掲載等により学内外に周知を図った。８～９月にかけて，適正使用推進室
による「研究費等の適正使用推進に係るモニタリング」を実施し，基本方針
及び不正使用防止規程等の周知を図った。さらに，研究費等の適正な使用
を推進するため，12月に臨時の会計内部検査を実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【22 （2）評価結果を大学運営の改善】
・自己点検評価室において，認証評価及び法人評価に係る実績報告書作成に活用するための具体的方策 など

，① 評価結果を各部局の組織的取組みや を通して明らかとなった問題点等を取りまとめて構成員に周知した。また
教職員個々の諸活動の改善にフィード 評価機関からの指摘に対して，担当理事等が中心となって教育研究の改善
バックするシステムを確立し，学長は に取り組んだ。

， ，当該部局等に対し 改善事項を提示し
必要な取組み等を促す。 Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【22】全学的な計画・評価体制にお
いて，中期目標期間の評価結果に基 Ⅲ 役員会構成員による大学計画・評価本部と各専門部会において第１期中期
づき，大学運営の改善に取り組む。 目標期間の評価結果を検討し，担当理事が直接改善の取組を指示すること

で大学運営の改善に取り組むとともに，第２期中期目標・中期計画を策定
した。

（平成20年度の実施状況概略）② 大学をめぐる長期的動向と短期的変
動を予測して取り組む創造的プラニン ・学長直属の組織として法人化後に設置した「室」の機能と構成員を見直
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グと経営戦略の検証に評価結果を活用 し 「学長室」には平成19年度末に廃止した経営政策室の役割を持たせ，
， ， ，するための，学長直属のタスクフォー るとともに 理事 副学長を責任者とする６つの政策チームを設置して

スを置く。 検討課題に迅速に対応できる体制を整備した。また，新たに任命した副
学長が自己点検評価室長を兼ねることにより，全学の方針・方向性に沿っ
た点検評価活動を推進した。

Ⅲ
平成20年度までに実施済みのため －（ ，
平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）③ 教職員の諸活動に対して評価に基づ
くインセンティブを付与し，活動の質 ・ 教員の総合的業績評価に基づく教員の処遇のための指針」及び各部局「
的向上と活性化を図る。 で独自に定める基準に基づき，評価結果を平成20年６月期及び12月期の

勤勉手当，平成21年１月の昇給に反映させるとともに，評価結果が優れて
いる教員に対するサバティカル制度を実施し，２人の教員の取得を決定
した。

Ⅲ
平成20年度までに実施済みのため －（ ，
平成21年度は年度計画なし）

ウェイト小計
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愛媛大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 社会への説明責任に関する目標

② 情報公開等の推進に関する目標

(1) 教育研究活動及び組織・運営の状況等について，学外に対し多様な手段で情報を公開し，発信する。中
(2) 社会や国民への説明責任を果たし，大学運営の透明性を確保するため，大学の保有する情報については可能な限り公開する。期

目
標

ｳｪｲﾄ進捗
状況

中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
中 年 中 年
期 度 期 度

【23 （1）大学情報の積極的な公開・】
提供及び広報に関する具体的方策など
① 大学の基本的指標，各種データ・資
料等について 「情報公開室」を窓口，
として，学外からのアクセスに即応す
る体制を整備する。 Ⅲ

平成18年度までに実施済みのため －（ ，
平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）② ホームページ，広報誌等学外向け各
種媒体を一層充実させ，大学情報を広 ・ 愛媛大学ホームページリニューアルに関する検討グループ」において「
く提供する。 検討した構造設計に基づき，ホームページを全面リニューアルした。

・平成21年度に発行する受験生向け広報誌の掲載内容を分かりやすく整理
するとともに，これまで異なっていた全学及び各学部の広報誌の発行時
期を統一した。

・ あいだい博2008」の開催に際しての，TVスポットCM，新聞，情報誌等を「
活用した告知，科学新聞への特集（見開き２面全面）の掲載，愛媛ジャー
ナル（政治･経済情報月刊誌）への本学教員の研究活動の掲載，南海放送
のラジオ番組「研究室からこんにちは！」の継続実施，タイムリーな情
報を発信する記者会見の実施など，複数のメディアを活用して，積極的
に広報活動を行った。

Ⅳ
（平成21年度の実施状況）【23-1】リニューアルしたホームペ

ージにおける最新情報の速報化に努 CMS利用による発生源入力により，ホームページにおける最新情報の速報
めるとともに，国際広報室による外 Ⅲ 化に努めるとともに，学部等と連携し 「i Report」,「infinity」,「教，

」 ， ，国人向けの情報発信について充実を 員・学生・卒業生の声 を掲載するなど 新コンテンツを積極的に利用し
図る。 「授業・研究」等について分かりやすい情報発信を行った。また，国際広報

室が中心となり，外国人向けホームページの英語版（特にトピックス）に
ついて情報発信を積極的に行うとともに，ホームページを利用した海外から
の多くの問い合わせにも迅速に回答するなど，海外向けサービスの充実を
図った。

【23-2】受験生向け広報誌について 受験生にとって分かりやすい広報誌となるよう，全学ガイドブックと学
全学的に整理・統合し，分かりやす 部案内の掲載内容の振り分け(統合・分担)を実施した。また，発行時期を
い広報誌の充実を図る。 Ⅲ 原則５月に統一し，６月開催の学校説明会から全学ガイドブックと学部案

内（全学部)をまとめて資料として配付した。さらに，全学ガイドブック
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と学部案内（全学部)をまとめて愛媛県内の高等学校へ送付（６月下旬）
した。

【23-3】メディア・ミックスの活用 新春テレビ番組（２社：学長出演）の制作，地元新聞（見開き４全面）
（ ） ，を推進するとともに，広報活動のデ 及び日刊工業新聞 見開き２全面+１全面 への開学60周年関係記事掲載

ータ化を図る。 Ⅳ 愛媛ジャーナル（政治・経済情報月刊誌）への教員（毎月２人）の研究活
動の掲載，タイムリーな情報を発信する記者会見の実施など，各メディア
を活用して，広報活動を行った。また，広報室で蓄積している，新聞等に
おける本学関係の広報活動の情報を資源として学内ウェブサイトに公開し
共有化を行うため 「新聞等検索システム」を構築した。，

【23-4】愛媛大学紹介DVDの内容に関 アンケート調査の結果に基づき，本学の魅力と現状を伝え，受験生の興
するアンケート調査の分析結果を踏 味・関心を引く斬新な企画を盛り込んだ愛媛大学紹介DVDを作製した。ま

， ， ，まえ，全面リニューアルを行う。 Ⅲ た ダイジェスト版のみの再生を選択できるよう工夫するとともに 英語
中国語及び韓国語それぞれの字幕が表示できるほか，留学生等が出演し母
国語でメッセージを伝えるなど，本学の国際化への取組を印象付ける仕様
とした。

ウェイト小計

ウェイト総計
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愛媛大学

自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項（３）
注： 】内の数字は対応する年度計画番号を示す。【

21年１月の昇給に反映させるとともに，評価結果が優れている教員に対するサ１．特記事項
バティカル制度を実施し，２人の教員の取得を決定した（H20 。【 平成16～20事業年度 】 ）

・大学機関別認証評価の受審に向けた取組
・教員活動実績データベースの構築・認証評価の基本的な観点に沿って各部局の現状を調査し，改善を要する事項を

把握するとともに，改善への取組を開始した（H16)。 大学内の各種データ収集・一括管理する体制を構築し，データの分析に基づ
・自己点検評価室では，各部局の点検項目を評価・分析し，その結果をフィード いて教育研究活動の活性化，経営の改善を図るために経営情報分析室を設置し

バックするとともに，全学的な提言を行うことで教育研究活動の改善に役立て た。同室が中心となり，教育，研究，社会的貢献，管理・運営の４領域にわた
ることを目的として，説明会を開催した（H17 。 る教員の活動を網羅できる「教員活動実績データベース」を構築した （H16）） 。

・改善を要するとして各部局にフィードバックした事項について，改善への取組
【 平成21事業年度 】を自己点検評価室で検証するとともに 各部局で再度行った点検評価に基づき， ，
・大学院教育の現状に係る調査・点検平成19年度受審の大学機関別認証評価の自己評価書を作成した（H18 。）

自己点検評価室において，これまでの自己点検・評価の過程で認識した課題
のうち，大学院教育の現状を調査・点検し 「大学院における教育改革の現状・教員の総合的業績評価の実施及び検証 ，

・ 組織活動の主要な部分は教員個々人の活動の集積であり，組織的取組の改善 ～魅力ある大学院の構築を目指して～」を取りまとめて報告し，改善への取組「
のためには，教員個々人の活動の自己点検評価とそれに基づく改善が不可欠で を促した。
ある」との認識の下，専任教員を対象とした「教員の総合的業績評価」制度を

・学術研究成果の公開・発信創設した。これは年度始めに教員個々人が行う「自己評価」と，過去３年間の
「自己評価」を基に教員の所属する部局等の長が実施する「部局個人評価」で 本学の学術研究成果の公開・発信を目的に「愛媛大学ミュージアム」を開設
構成される。自己評価では，教育活動，研究活動，社会的貢献，管理・運営の した。プレオープン企画として８月に開催した「昆虫展」では，５日間で3,752
４領域で当該年度の目標設定を行い，次年度に成果・業績を具体的に記すとと 人の入場者があり，マスコミにも取り上げられるなど，ミュージアム開館の宣
もに，領域ごとの５段階評価，領域全体で総合４段階評価を行う。部局個人評 伝効果も高めた（来館者数（11～３月 ：8,672人 。） ）
価は，３年間の自己評価に基づき，各部局の特性に応じて策定した「評価基準
と実施方法」に従い，実施するものである。 【23-1】・愛媛大学ホームページのリニューアル

・平成16年度に自己評価の試行を実施し，得られた問題点から実施要綱を改定し 愛媛大学ホームページを全面リニューアルし，CMS利用による発生源入力によっ
， ，た上で，平成17年度から本格実施した。 てホームページにおける最新情報の速報化に努めるとともに 学部等と連携し

・過去３年間の教員自己評価に基づき，平成19年度に実施した第１回部局個人評価 「i Report」,「infinity」,「教員・学生・卒業生の声」を掲載するなど，新
の評価結果を集計・分析し，中期計画を十分達成できていることを確認するとと コンテンツを積極的に利用し，「授業・研究」等について分かりやすい情報発信
もに，今後も充実した制度とするため，問題点をまとめたQ&Aを作成し，ウェブ を行った。また，国際広報室が中心となり，外国人向けホームページの英語版
サイトに掲載するなどして教員に周知した（H20 。 （特にトピックス）について情報発信を積極的に行うとともに，ホームページを）

利用した海外からの多くの問い合わせにも迅速に回答するなど，海外向けサー
ビスの充実を図った。・評価結果に基づくインセンティブの付与

・ 教員の総合的業績評価」の結果に基づくインセンティブの付与について 「教「 ，
」 （ ），員の役割分担の制度化と処遇を総合的に検討するWG を設置して検討し H17

評価結果が優れている教員に対する給与への反映，表彰制度，サバティカル制度
などを導入した（H18 。）

・ 教員の総合的業績評価に基づく教員の処遇のための指針」を策定し，円滑な「
実施に向けて全学的な合意形成を行った （H18 。。 ）

・過去３年間の教員自己評価に基づき，第１回部局個人評価を実施し，その評価
結果を学長に報告するとともに，平成20年１月の昇給に反映させた （H19 。。 ）

・ 教員の総合的業績評価に基づく教員の処遇のための指針」及び各部局で独自に「
定める基準に基づき，評価結果を平成20年６月期及び12月期の勤勉手当，平成
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行った。また，広報室で蓄積している新聞等メディアに取り上げられた本学の２．共通事項に係る取組状況
活動情報を学内ウェブサイトに公開し共有化するため 「新聞等検索システム」○中期計画・年度計画の進捗管理や自己点検・評価の作業の効率化 ，
を構築した。【 平成16～20事業年度 】

年度計画に基づく具体的な取組計画の策定 その進捗状況等の中間報告 10月 本学の魅力と現状を伝え，受験生の興味・関心を引く斬新な企画を盛り込ん， （ ）
及び年度末の最終自己評価を共通様式を用いて実施することによって，部局間の だ愛媛大学紹介DVDを作製した。ダイジェスト版のみの再生もできるよう工夫す
共通認識の向上を図るとともに，進捗状況の管理及び自己点検・評価作業の効率 るとともに，英語，中国語及び韓国語それぞれの字幕が表示できるほか，留学
化を図った。 生等が出演し母国語でメッセージを伝えるなど，本学の国際化への取組を印象

付ける仕様とした。
【 平成21事業年度 】

引き続き，年度計画に基づく具体的な取組計画の策定，その進捗状況等の中間 ＜参考＞平成20年度と平成21年度の比較
報告（10月）及び年度末の最終自己評価を共通様式を用いて実施することによっ ホームページへのアクセス件数：217万件→264万件
て，部局間の共通認識の向上を図るとともに，進捗状況の管理及び自己点検・評 新聞に掲載された本学関連記事件数：1,394件→1,432件
価作業の効率化を図った。

○業務実績の評価結果の活用
○情報公開の促進 【 平成16～20事業年度 】

・平成16年度実績に対する法人評価委員会の指摘事項で「情報発信の一元化と【 平成16～20事業年度 】
・地域に広く開かれた大学として，大学情報の総合案内，入学相談等のサービス ツールの整理」の検討が挙げられたことを受け，平成17年度には広報担当副

業務を通じて本学への理解を深めるために，平成16年１月にインフォメーション 学長と広報室が中心となり，インフォメーションセンター及び各部局の連携
，センター（ｉ愛センター）を設置し，４月からは同センターに情報公開室の機能 を強化しつつ，広報室が大学と地域社会を結ぶ情報の一元的な窓口となるよう

も追加した（H16 。 広報体制の改善を行った。また，マスコミの専門家から分析・評価を受ける）
・大学の広報戦略を企画する部署として「広報室」を新設した（H16 。 「広報セミナー～学外から見た愛媛大学～」を開催し，広報担当者の資質向上）
・さまざまなメディアを通じて広報活動を展開しており，新聞に掲載された愛媛 を図った。

大学関連の記事は，法人化前に比べ倍増した（平成16年度約800件，平成17年
【 平成21事業年度 】度1,153件，平成18年度1,519件，平成19年度1,231件，平成20年度1,394件 。）

・ 24時間テレビ愛は地球を救う の愛媛メイン会場としてキャンパスを提供し ・平成20年度業務実績に対する法人評価委員会からの指摘事項はなかったが，「 」 ，
学生・教職員がボランティアで参加して研究成果の展示や相談コーナーでの情報 法人評価委員会からの平成20年度業務実績に関する評価結果は，役員会，教育
提供に努めた。その結果，２日間で約10,000人がキャンパスを訪れ，学内外から 研究評議会，経営協議会に報告するとともに，全教職員にメール配信し，情報
高く評価された（H17 。 と課題の共有化を図った。）

・ウェブサイトの更新，広報誌の内容充実，大学紹介DVDの作成，新着情報掲載
など，積極的な情報提供を行った（ウェブサイトの新着情報掲載数：平成16年
度183件，平成17年度263件，平成18年度310件 平成19年度360件，平成20年度，
284件 。）

・地元放送局のラジオで愛媛大学広報番組「研究室からこんにちは！」の放送を
開始した。その内容はウェブサイトからも聴くことができる（H18 。）

（ ）。・愛媛大学広報番組をまとめた冊子「研究室からこんにちは！」を発行した H19
・ あいだい博2008」を開催し，地域企業，一般市民，高校生に対して本学の特色「

ある研究活動等を紹介するとともに，企業に対する共同研究相談，法律相談，
入試相談等を併せて実施して，積極的に情報提供を行った（H20 。）

【 平成21事業年度 】
【23-3 【23-4】・情報発信に向けた取組状況 】

新春テレビ番組（２社：学長出演）の制作，地元新聞（見開き４全面）及び日
刊工業新聞（見開き２全面+１全面）への開学60周年関係記事掲載，愛媛ジャー
ナル（政治・経済情報月刊誌）への教員（毎月２人）の研究活動の掲載，タイム
リーな情報を発信する記者会見の実施など，各メディアを活用して，広報活動を
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愛媛大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他の業務運営に関する重要目標

① 施設設備の整備・活用等に関する目標

(1) 長期的視野に立った施設・設備の整備計画を策定し，環境にも配慮した整備を推進する。中
(2) 既存施設の活性化を推進し，適切な施設マネジメントを実施する。期

目
標

ｳｪｲﾄ進捗
状況

中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
中 年 中 年
期 度 期 度

（平成20年度の実施状況概略）【24 （1）施設等の整備に関する具体】
・樽味地区の総合研究棟改修（農学系 ，城北地区の総合教育研究棟改修的方策 ）

① 施設マネジメント手法を導入した施 Ⅱ（総合教育）及び総合研究棟改修（教育系）の施設整備事業及び営繕
設整備を推進する。 工事を計画通り実施・完了するとともに，医学部附属病院基幹・環境整

備の施設整備事業を進めた。
・グランドデザインを再検証し，年次計画に沿って附属高等学校体育館ト

イレ，第２体育館トレーニング室，教育学部旧ボイラー室の有効利用の
改善整備を行った。

・文部科学省から長期借入金に係る申請許可を得た後，施設マネジメント
委員会による整備計画の検討結果に基づき，学生寄宿舎の改善整備の工
事契約を行った。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【24-1 「第２次国立大学等施設緊】

急整備５か年計画 の推進に努める Ⅲ （城北）耐震対策事業 （樽味）耐震対策事業 （重信）耐震対策事業，」 。 ， ，
（重信）耐震・エコ再生事業 （重信）太陽光発電設備事業，営繕工事を，
実施した。

【24-2】グランドデザインに基づき 開学60周年記念事業整備計画において，レストラン,交流スペース,OBサ
教育研究環境の改善を図る。 ロンなどを有し,在学生，卒業生,退職教職員等の交流の場や活動拠点等と

Ⅳ なる「愛媛大学校友会館」の建設，本学のオリジナル商品（無農薬米，清
酒等 ，連携する市町の特産品などを販売する「愛大ショップえみか」の）
設置，記念講堂（昭和30年に南カリフォルニア州等の在住愛媛県出身者か
ら寄付により建設）を改修し，256座席を備えた多目的施設「南加記念ホ

」 。 ， （ ， ） ，ール を設置した また 課外活動施設 共用施設の新築 改修 の充実
キャンパス環境整備（構内通路整備，駐輪場整備）を行った。

【24-3】学生宿舎の改善整備を実施 Ⅲ 第Ⅰ期工事の男子寮1,646㎡，女子寮1,521㎡の新築工事が完成した。
する。

（平成20年度の実施状況概略）② 職員・学生の意識啓発と一体的に，
エコキャンパス作りを推進する。 ・エネルギー管理標準の再検証を行い，施設整備計画において環境負荷低

減及び省エネルギー対策を図るとともに，省エネルギーセミナーを開催
した（参加者：61人 。）

・環境配慮促進法に基づき「愛媛大学環境報告書」を作成して，９月末に
大学ウェブサイトに掲載し，公表した。

Ⅲ
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（平成21年度の実施状況）【24-4】エネルギー管理標準の再検
証を行うとともに，省エネルギー活 Ⅲ 「エネルギーの使用の合理化に関する法律」の改正に伴い，エネルギー
動を効果的に推進し，施設整備計画 管理標準の見直しを行った。また，施設整備計画において，環境負荷低減
においても，引き続き環境負荷の低 及び省エネルギー対策として小学校校舎，農学部講義室の照明器具更新，
減及び省エネルギー対策に努める。 医学部臨床研究棟，法文学部本館，法文学部２号館，教育学部４号館，附

属中学校本館，附属小学校本館及び附属特別支援学校校舎のエアコン更新
を実施した。

【24-5】環境配慮促進法に基づく環 Ⅲ 環境配慮促進法に基づき「愛媛大学環境報告書」を作成して，９月末に
境報告書を作成する。 大学ウェブサイトに掲載し，公表した。

③ 同窓会等からの支援（寄附）による
施設整備を検討する。

Ⅲ
平成17年度までに実施済みのため －（ ，
平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）【25 （2）施設等の有効活用及び維持】
・施設マネジメント委員会において，施設利用実態調査を実施し，施設有管理に関する具体的方策など

既存施設の点検・評価を行い既存施 効活用方針及び施設有効活用整備計画を再検証した。また 「愛媛大学，
設の有効活用を図る。 施設有効活用方策検討専門部会」を設置してスペースチャージ制導入に

伴う「愛媛大学における施設の有効活用の推進について」を策定した。
・建築基準法施行規則改正に伴う建築基準法12条に係る定期点検調査を行

い，その結果を関係官庁へ報告するとともに，計画的に改善整備を実施
した。

・体育施設・課外活動施設のキャンパスライフ支援施設改善計画を再検証
し，第２体育館にトレーニング室を整備するとともに，文京町３番地区
及び樋又地区の囲障を行い，屋外環境の改善を行った。また，課外活動
施設整備の年次計画を策定した。

， 。・構内トイレ改善整備計画に基づき 附属高校体育館のトイレを改修した
Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【25-1】施設マネジメント委員会に
おいて，施設有効活用方針及び施設 施設実態調査結果により各学部の基準面積の見直しを行うとともに，各
有効活用整備計画を再検証するとと Ⅳ 学部の使用状況を検証した上で，各学部の施設利用計画を施設マネジメント
もに，計画的に既存施設の有効活用 委員会で審議し，平成22年度のスペースチャージ制導入対象面積（3,100
を図るため，既存施設の再構築を推 ㎡）を確定した。また，各学部から拠出する面積データを基に，既存施設
進する （ 63-1】再掲） の再構築のための基礎資料を作成した。。【

【25-2】定期点検報告書（建築基準 改善年次計画に基づき，工学部１号館西面・南面のタイル剥落危険箇所
法１２条）に基づき作成した改善年 Ⅲ の補修，附属特別支援学校校舎の外壁塗装剥離箇所の補修，学校校舎の床
次計画により，計画的に改善整備を 仕上げ材の改修等を実施した。
実施する。

【25-3】キャンパスライフ支援施設 改善計画に基づき，課外活動第２共用施設の新築及び課外活動第３共用
， ，（課外活動施設，屋内外体育施設， Ⅲ 施設の改修工事 理学部構内の環境整備・視覚障害者誘導ブロックの整備

屋外環境等）の改善計画に基づき， 総合情報メディアセンター前の点字ブロックの整備を実施した。
計画的に改善整備を実施する。

【25-4】構内トイレの環境改善を目 Ⅲ 構内トイレの改善計画に基づき，附属高校校舎，法文学部本館，教育学
指し，年次計画に基づく施設整備を 部３号館，工学部３号館のトイレを改修した。
推進する。

ウェイト小計
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愛媛大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他の業務運営に関する重要目標

② 職場環境・修学環境に関する目標

(1) 教育研究現場での安全を確保し，快適な職場環境・修学環境を形成するために，安全管理の基盤体制を確立する。中
(2) 附属学校における児童・生徒の生命の尊重や安全確保のために，安全教育の充実と安全管理の徹底を図る。期

目
標

ｳｪｲﾄ進捗
状況

中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等）
中 年 中 年
期 度 期 度

（平成20年度の実施状況概略）【26 （1）労働安全衛生法等を踏まえ】
・第一種衛生管理者受験講習会を実施し，第一種衛生管理者を25人増員した安全管理・事故防止に関する具体的

た（有資格者総数：200人 。また，有資格者及び教職員を対象に安全方策 ）
① 労働安全衛生法等の法令に基づく安 衛生セミナー等を開催し，安全管理者としての資質向上を図った。
全管理に関する資格保有者を計画的に Ⅲ

（平成21年度の実施状況）確保する。 【26-1】衛生管理者等の有資格者を
着実に増加させるとともに，有資格 Ⅲ 第一種衛生管理者受験講習会を実施し，第一種衛生管理者を26人増員し
者については，講習会等への参加を た（有資格者総数：226人 。また，有資格者，教職員及び学生を対象に）
通して資質向上を図る。 安全衛生セミナー（参加者総数：250人）等を開催し，安全管理者として

の資質向上を図った。

（平成20年度の実施状況概略）② 安全衛生教育の充実を図り，個々人
の安全に対する意識を啓発する。 ・新任教職員研修会において安全衛生に関する教育を実施するとともに，

安全衛生管理室のウェブサイトを毎月更新し，安全衛生関連情報を充実
させた。また，他大学の安全衛生教育等を視察し，安全衛生教育の向上
を図った。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【26-2】採用時及び就業時の安全衛

生に関する特別教育の計画を再検証 Ⅲ 新任教職員研修会において安全衛生教育を実施するとともに，安全衛生
するとともに，職員への安全衛生教 管理室のウェブサイトを毎月更新し，安全衛生関連情報を充実させた。

。育及び啓発活動を定期的に実施する

（平成20年度の実施状況概略）③ 機械・器具・危険物・有害物質等の
厳正な保守管理の徹底及び規制対象作 ・研究室等の安全な作業環境を確保するため，安全衛生関係者（産業医，

） ， 。 ，業場の改善など快適な作業環境の整備 安全衛生管理者 による担当区域の定期巡視 交互巡視を行った また
に努める。 専門分科会を定期的に開催し，高圧ガスの適正な管理体制等の具体的な

方策について，検討した。
Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【26-3】各研究室等を定期点検し，
安全な作業環境の確保に努める。 Ⅲ 研究室等の安全な作業環境を確保するため，安全衛生関係者（産業医，

安全衛生管理者）による担当区域の定期巡視，交互巡視を行った。また，
各専門分科会を定期的に開催し，高圧ガスの管理体制については，城北事
業場において高圧ガス管理システムの運用を開始した。
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（平成20年度の実施状況概略）④ 安全衛生に関する組織を設け，教育
・研究活動の安全対策を講じるととも ・化学物質管理システムの運用について見直しを図るとともに，説明会を
に，設備，化学物質等の一元的管理体 開催してシステムの利用者の拡大，化学物質管理体制の強化を図った。
制を整える。 また，有機溶剤適用除外について見直しを行い，行政官庁への申請を行

った。
Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【 】 ，26-4 化学物質管理規程に基づき
各学部等の体制を整備し，化学物質 Ⅲ 化学物質管理システムの運用についての説明会等を開催してシステムの
管理システム等の活用を行い，化学 利用者の拡大，化学物質管理体制の強化を図った。また，書面による化学
物質の適正管理を強化する。 物質管理状況調査を実施するとともに，毒物・劇物管理状況を巡視した。

（平成20年度の実施状況概略）【27 （2）人権侵害の防止策】
「愛媛大学におけるセクシュアル・ ・全学の教職員及び学生を対象とした「アカデミック・ハラスメント防止

ハラスメント等の人権侵害の防止等に 講習会 「セクシュアル・ハラスメント防止講習会」を開催するととも」
関する指針」に基づき，教職員の人権 に，各学部においてはハラスメントに関する研修会等を開催し，教職員
侵害の防止に努めるとともに，人権侵 ・学生の意識向上を図った。教職員には学内研修の際に，また学生には
害が発生した場合は迅速かつ厳正に対 新入生オリエンテーションにおいて人権問題等に関するリーフレットを
処する。 配布し，啓発に努めた。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【27 「愛媛大学におけるセクシュ】

アル・ハラスメント等の人権侵害の Ⅲ 新任職員研修及び有期契約職員初任者研修において「人権侵害等の防止
防止等に関する指針」に基づき，教 について」を開催するとともに，12月に広島大学から講師を招いて「人権
職員の人権侵害の防止に努めるとと 啓発講習会」を開催（参加者37人）し，教職員の意識向上を図った。
もに，人権侵害が発生した場合は迅
速かつ厳正に対処する。

（平成20年度の実施状況概略）【28 （3）学生等の安全確保等に関す】
・学生等の安全確保のため，実験・実習や研究開始前のガイダンスでの安る具体的方策など

① 実験・実習等授業及び課外活動での 全衛生教育，安全手帳を活用した安全教育等を実施するとともに，サー
安全教育を徹底する。 クルリーダー研修を通じて課外活動における安全教育を実施した。

・農学部では，安全衛生委員会が作成した野外活動におけるマニュアルを
活用するとともに 「技術者の初歩 （２年次必修）の授業を通じて，， 」
安全教育を徹底した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【28-1】実験・実習等授業での安全

教育を徹底するとともに，サークル 各学部において実験・実習に関する安全教育を実施するとともに，農学
リーダー研修等を通じて課外活動に Ⅲ 部では留学生（院生）を対象に英語による「安全衛生講演会」を，理工学
おける安全教育を実施する。 研究科では「分子科学高等実習Ⅰ」を開講した。また，教育学部では，学

部系サークルの部長及び顧問に対して，課外活動における安全教育のため
の資料を作成・配布，さらに学生支援センターでは救命救急講習会，サー
クルリーダー研修を開催して，課外活動の安全教育を実施するとともに，
全国的に問題となっている大学生による大麻事犯を事前に防止するため，
愛媛県警と連携し薬物乱用防止セミナーを開催した。

（平成20年度の実施状況概略）② 精神衛生，生活習慣病等に関する健
康教育を充実する。 ・入学式歓迎行事，新入生に対する学生生活オリエンテーション及び新入

， ，生セミナー・初年次科目において 学生生活における危機管理を中心に
心身の健康に関する啓発活動を行った。また，教養コア科目（ こころ「
と健康 ）において，心身の健康の講義を実施した。さらに，科目部会」
で来年度から開催する「こころと健康」のプログラムを刷新し，愛大生
が身に付けるべき心身の健康に関する知識と技術について，整理した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【28-2】入学時歓迎行事，共通教育

の初年次科目において，精神衛生， 新入生全員を対象とした入学時の学生生活オリエンテーション及び共通
生活習慣病等に関する啓発活動を効 Ⅲ 教育初年次科目「新入生セミナー」において 「ストーカー対策 「悪質， 」，
果的に行う。 商法対策 健康管理 セクシュアル・ハラスメントの理解と防止 カ」，「 」「 」，「

ルト団体の勧誘に対する注意 「薬物乱用防止」についての啓発プログ」，
ラムを実施した。また，共通教育科目「こころと健康」の第１回目に，精
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神衛生，生活習慣病等に関する講義を新入生全員に対して実施した。併せ
て，各学部の新入生ガイダンスにおいて精神衛生や生活習慣病等に関する
きめ細かな指導を行った。

（平成20年度の実施状況概略）③ 講義棟，学生寮等での防火・防災・
避難訓練を実施する。 ・12月に城北地区総合防災訓練を実施し，救助袋による避難訓練，消火器

を使用した初期消火訓練，起震車での地震体験等の実体験を通じて，防
災に関する知識及び対応を学んだ。また，御幸学生宿舎において，防火
・防災・避難訓練を２回実施した（参加者合計：230人 。さらに，課）
外活動施設（山越グラウンド）に設置している合宿施設において，防火
・避難訓練を実施した（学生団体10人 。）

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【28-3】講義棟，学生寮等での防火

・防災・避難訓練を実施する。 12月に城北地区総合防災訓練を実施し，救助袋による避難訓練，消火器
Ⅲ を使用した初期消火訓練等を通じて，防災に関する知識及び対応について

学んだ。また，御幸学生宿舎において，５月に防火・防災・避難訓練（参
） ， （ ）加者100人 を 11月に地震に対する避難を重点とした訓練 参加者42人

を実施した。さらに，１月に課外活動施設（山越運動場）に設置している
， （ ）。合宿研修所において 防火・避難訓練を実施した 学生団体11団体22人

（平成20年度の実施状況概略）④ 実験・実習施設，課外活動施設等の
点検・整備を徹底する。 ・学生等の安全を確保するため，建築基準法第12条における点検，自家用

電気工作物点検，消防設備点検及びガス設備点検等，法令に基づく施設
点検・整備を実施した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【28-4】法令に基づいた施設点検を

実施し，学生等の安全を確保する。 Ⅲ 学生等の安全を確保するため，建築基準法第12条における点検，自家用
電気工作物点検，消防設備点検及び水質検査等，法令に基づいた施設点検
を実施した。また，改善年次計画に基づき，工学部１号館西面・南面のタ
イル剥落危険箇所の補修，附属特別支援学校校舎の外壁塗装剥離箇所の補
修，学校校舎の床仕上げ材の改修等を実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【29 （4）附属学校の安全管理体制に】
・附属学校園危機管理マニュアル作成WGにおいて，附属学校における安全関する具体的方策

① 学校ごとに学校安全委員会を設置 管理について協議し，マニュアルを作成するとともに，特別支援学校の
し，教職員に対する安全管理研修を充 教諭が第一種衛生管理者の資格を取得した。
実する。 Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【29-1】教職員に対する安全管理研
修のさらなる充実を図る。 年度当初に策定した学校安全計画や消防計画等に基づき，警察署職員に

Ⅲ よる不審者対応や子どもをネット犯罪・被害から守る講習，消防署職員に
よる救命講習等を実施した。また，附属特別支援学校の教諭が愛媛県教育
委員会主催の総合危機管理等研修会に，各附属学校園の養護教諭が松山市
主催の新型インフルエンザ対応の研修会に参加し，その研修内容を各附属
学校園の教職員等に報告した。さらに，附属小学校の教諭が高知大学教育
学部附属小学校の先進的な危機管理の取組を視察し，小学校教職員や持田
地区安全衛生委員会に報告した。

（平成20年度の実施状況概略）② 教科指導や特別活動等の年間計画に
沿い，安全教育の充実に努める。 ・各附属学校園間の連携を取りながら，避難訓練及び交通安全教室を実施

し，安全教育の充実に努めた。
Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【29-2】大学・学部及び各附属校園
間の連携を取りながら，安全教育の 各附属学校園の安全教育の年間指導計画に基づき，防犯マップの作成と
さらなる充実を図る。 Ⅲ 確認（４月 ，道具や施設等の安全な使い方の指導（５月 ，交通安全教） ）

（ ） ， 。 ，室や水の事故防止の指導 ６月 等 安全教育を計画的に実施した また
附属学校園危機管理マニュアル作成ワーキンググループにおいて，感染症
（新型インフルエンザ）と給食における危機管理マニュアルを作成した。
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（平成20年度の実施状況概略）③ 日常の安全点検を充実させ，校内の
安全管理に努める。 ・ 学校安全委員会」を中心に，日常の安全点検や専門業者による点検を「

実施するとともに，安全面に配慮して遊具を改修するなど，安全確保に
努めた。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【29-3】学校安全委員会を中心に，

引き続き日常の安全点検を充実させ 「学校安全委員会」を中心に，日常の安全点検の在り方について定期的，
校内の安全管理に努める。 Ⅲ に見直し，日々の安全点検を実施するとともに，安全衛生委員会において

安全点検の在り方ついて協議し，各附属学校園や校園長会に報告した。ま
た，安全点検の結果や安全衛生委員全員からの報告を基に，危険箇所や遊
具等の点検を行い，道路の舗装，給水設備等，大規模な改修を実施した。

， ，さらに 附属学校園危機管理マニュアル作成ワーキンググループにおいて
感染症（新型インフルエンザ）と給食における危機管理マニュアルを作成
した。

（平成20年度の実施状況概略）④ 幼児・児童・生徒の安全確保等のた
め，関係機関や地域・保護者との連携 ・消防署と連携して避難訓練を実施するとともに，PTA生活指導部と連携
体制を強化する。 して街頭補導や登下校指導を実施した。また，保護者・生徒への救命救

急講習会や親子の交通安全教室を実施して，安全意識の高揚を図った。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【29-4】幼児・児童・生徒の安全確

保等のため，警察・消防署や地域・ 各附属学校園とPTAが連携し，年間を通じて，登下校指導や通学路点検
保護者との連携体制を強化する。 Ⅲ を行うとともに，警察署や公立校等と連携した安全確保を行った。また，

附属小学校及び附属中学校において，松山安心安全コミュニケーションネ
ットワークシステムを活用し，不審者情報等の受信や必要な情報の迅速な
保護者への提供を行った。さらに，各附属学校園において，警察署と連携
した不審者対応の避難訓練，消防署と連携した地震の避難訓練や火災の避
難訓練，交通安全協会と連携した交通安全教室等を実施して，安全意識の
高揚を図った。

ウェイト小計

ウェイト総計
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愛媛大学

その他の業務運営に関する重要事項に関する特記事項（４）
注： 】内の数字は対応する年度計画番号を示す。【

１．特記事項 ２．共通事項に関する取組状況
【 平成16～20事業年度 】 ○施設マネジメント等の取組

【 平成16～20事業年度 】・キャンパスの環境改善事業を計画的に実施するため，施設の現状調査に基づく
改善年次計画を立案した。特にトイレの改修は平成23年度までを視野に入れ， ・教育研究環境改善のため 「愛媛大学施設・環境整備基本方針 （グランドデ， 」
計画を立案し，実施した（H16 。 ザイン）を作成した（H17 。） ）

・施設マネジメントをトップマネジメントの重要課題と位置付け，学長及び理事 ・ 愛媛大学施設・環境整備基本方針 （グランドデザイン）に基づいて作成し「 」
等をメンバーとする「施設マネジメント委員会」を設置し，計画策定と実施体制 た既存施設の改善計画及びキャンパス環境改善計画に則り，施設・環境改善
を強化した（H18 。 を順次に実施した（H18～H20 。） ）

・省エネルギーなどの環境課題に適切に対応するため，環境マネジメント専門部会 ・環境保全への取組として，平成21年度までの達成目標，平成18年度の環境目標
を「環境マネジメント委員会」に改め，その下に環境教育，環境管理，環境会計 を策定した（H18 。）
の３専門部会を置いた（H18 。 ・愛媛大学環境報告書を毎年度作成し，ウェブサイトで公開している。）

・資格養成計画に基づき 衛生工学衛生管理者 資格取得講座を学内で開講し ・省エネルギー活動をより効果的に維持するため，エネルギー管理標準に基づく，「 」 ，
教職員の資格取得を促進した（平成16年度資格取得者：61人 。 「運転管理・計測記録・保守点検マニュアル」を作成し，構成員に周知した）

・資格養成計画に基づき 「第一種衛生管理セミナー」を学内で開講し，教職員 （H19 。， ）
「 （ ）」の資格取得を支援した（資格取得者：平成18年度36人，平成19年度32人，平成 ・組織的環境保全活動の推進を目的とした 環境マネジメントシステム EMS

20年度25人 。 を確立・維持するため 「環境管理マニュアル」を作成し，管理手順を明確） ，
・安全衛生について，全学及び各事業場に配置した安全衛生委員会の構成員を見 にした（H19 。）

直し，命令系統の明確な安全衛生管理体制を確立した（H18)。 ・温室効果ガス排出抑制等の具体的な措置を示した「温室効果ガス排出抑制等
・研究者としての倫理を意識化するために「愛媛大学の科学研究における行動規 のための実施計画」を策定し，抑制方法を示した（H19 。）

範」及び「愛媛大学科学研究行動規範管理規程」を制定した（H18 。 ・施設マネジメント委員会に「愛媛大学施設有効活用方策検討専門部会」を設）
・学長を委員長とする「施設マネジメント委員会」の下に設置した「総合学生サー 置するとともに，施設利用実態調査を実施し，その調査結果の分析を基に，

ビス・図書館整備専門部会」「学生宿舎整備専門部会」において，図書館と学生 既存施設の有効活用に向けて「愛媛大学における施設の有効活用の推進につ
宿舎の施設整備計画を策定した（H19 。 いて」を策定した（H20 。） ）

・昭和40年に建設された御幸寮の耐震補強，老朽化対応も含めた居住環境の改善 ・施設の有効活用の方策として，各学部の使用面積に対して基本となる面積を
を図るため，留学生等の入寮も配慮した増築及び個室改修を決定した（H19 。 基準として定め 「スペースチャージ制導入」の基本方針を定めた（H20 。） ， ）

・施設マネジメント委員会による整備計画の検討結果に基づき，長期借入金による ・ 改修整備計画」に基づき，共通教育管理棟の整備を行い，全学的共同利用「
学生寄宿舎の改善整備の工事契約を行った（H20 。 建物として再構築を図った（H20 。） ）

・共通教育棟の改善整備に伴いスペースを確保して 「愛媛大学ミュージアム」，
【 平成21事業年度 】（博物館）を設置することとした（H20 。）

・施設マネジメント委員会において，施設利用実態調査を実施し，施設有効活用 【24-1 【24-2】・キャンパスマスタープラン等の策定状況 】
方針及び施設有効活用整備計画を再検証した（H20 。 「愛媛大学施設・環境整備基本方針（グランドデザイン 」に基づき作成し） ）

・ 愛媛大学施設有効活用方策検討専門部会」の報告書に基づき，スペースチャー た「５か年整備年次計画」により，工学部実習棟の改築，農学部本館の耐震・「
ジ制導入に伴う「愛媛大学における施設の有効活用の推進について」を策定し 機能改修，医学部本館の耐震・機能改修等の施設整備を実施した。
た（H20 。 また，開学60周年記念事業整備計画において，レストラン,交流スペース,OB）

サロンなどを有し,在学生，卒業生,退職教職員等の交流の場や活動拠点等とな
る「愛媛大学校友会館」の建設，本学のオリジナル商品（無農薬米，清酒等 ，【 平成21事業年度 】 ）

施設実態調査結果により各学部の基準面積の見直しを行うとともに，各学部の 連携する市町の特産品などを販売する「愛大ショップえみか」の設置，記念講堂
使用状況を検証した上で，各学部の施設利用計画を施設マネジメント委員会で審議 （昭和30年に南カリフォルニア州等の在住愛媛県出身者から寄付により建設）
し，平成22年度のスペースチャージ制導入対象面積（3,100㎡）を確定した。また を改修し，256座席を備えた多目的施設「南加記念ホール」を設置した。，
各学部から拠出する面積データを基に，既存施設の再構築のための基礎資料を作成
した 【25-1】。
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【24-4】 ・監査室と不正使用防止対策室が連携して，研究者等115人に対してチェックリ・省エネルギー対策等や地球温暖化対策に対する取組
エネルギー管理標準を再検証し，エネルギー管理標準の改訂を行った。温室 ストに基づきヒアリングを行った。ヒアリングでは会計ルールや制度を説明

効果ガス排出抑制の観点から，既存設備の更新年次計画を作成し，附属学校等の し，研究費の執行や会計制度全般について意見や要望を聴取した（H19 。）
照明器具の更新，各学部の旧型空調機の更新を計画的に実施した。 ・危機管理室会議において作成を開始した各リスクにおける危機管理マニュア

ルの進捗状況を確認するとともに，全学的に作成した「緊急連絡網」を用い
， ， （ ）。・既存施設・設備の有効活用への取組【25-1】 て 緊急時情報伝達訓練を実施し マニュアルの運用状況を確認した H20

施設マネジメント委員会の下に設置した「施設有効活用方策検討専門部会」に ・毒物・劇物の管理状況調査を実施し，適正管理を確認するとともに，愛媛大学
おいて，各学部から提出された施設利用計画を審議し，スペースチャージ制暫定 化学物質管理システムの利便性を高めるために，ユーザーの意見に基づき「化学
導入に係る各学部の「付加使用面積（大学で定めた，各学部が所有できる面積を 物質管理の手引き」を改定した（H20 。）
超える面積 」を決定し，平成22年度からの導入を確定した。）

【 平成21事業年度 】
【25-4】 ・新型インフルエンザに対応するため，本学危機管理規程に基づき平成21年５月・施設の維持管理の取組

施設の維持保全を計画的に推進するために作成した年次計画（屋上防水改修， １日に危機対策本部(本部長；学長)を設置し，学内一斉配信メール，電子掲示
外構・工作物危険部位改修，トイレ改修）に基づき，記念講堂，第２共用施設等 板により情報を発信するなど，迅速かつ適切に対応した。新型インフルエンザ
の屋上防水改修，城北団地（文教２番地区：理学部 ，持田団地（附属学校）等 予防策の一つである手洗いについて 「愛大GP大学院農学研究科および大学） ，
の構内整備，教育学部３号館，工学部３号館等のトイレ改修を実施した。 院連合農学研究科における留学生への安全衛生教育プログラムの開発（農学

部）」のプロジェクトの一環として手洗いの仕方等を留学生向けに英語，中国
語，韓国語で紹介した掲示物を作成した。○危機管理への対応策

・危機管理室を中心に危機管理対応マニュアルの作成を進め，平成21年度は危機【 平成16～20事業年度 】
・危機管理室では，危機発生の未然防止と，実際の危機発生時の対応等を定めた 管理マニュアル「教務リスク編 「入試リスク編」及び「学生リスク編」を」

「危機管理対応マニュアル」を学内ウェブサイトに掲載し，教職員に周知した 作成した。危機管理室ではこれまでのマニュアルの整備状況を整理しとりま
（H18 。 とめている。）

・職員の危機管理に対する意識向上を目的として，管理職を対象に危機管理発生 ・昨年策定した「国立大学法人愛媛大学における研究費等に関する適正使用推進
時の対応を含めた「危機管理セミナー」を開催した（H18 。 計画」（学長裁定）の見直しを行い，説明会，ウェブサイトへの掲載等により）

・安全衛生全学委員会では，化学物質を適正に管理するため，毒物・劇物の管理 学内外に周知を図った。８～９月にかけて，適正使用推進室による「研究費
状況調査を実施するとともに 化学物質管理指針を定め 化学物質管理規程 等の適正使用推進に係るモニタリング」を実施し，基本方針及び不正使用防止， ，「 」
の改定 「化学物質管理の手引」の作成を行った（H18 。 規程等の周知を図った。さらに，研究費等の適正な使用を推進するため，12月， ）

・学生の安全を確保するため，防火・防災・避難訓練を毎年実施するとともに１年 に臨時の会計内部検査を実施した。
次必修の「新入生セミナー」において，安全教育を実施している。

・学生の視点を採り入れた「愛媛大学災害対策マニュアル」と緊急時の連絡先等
○業務実績の評価結果の活用を掲載した「もしものときのポケットガイド」を作成し，学内ウェブサイトに
【 平成16～20事業年度 】掲載して，教職員に周知した（H19 。）

・ 海外派遣・受入に関わる危機管理セミナー」（参加者：151人）「個人情報保護 ・平成17年度の業務実績に対して法人評価委員会から期待されるとのコメント「
研修会及び安全運転講習会 （参加者：78人）を開催した（H19 。 を受けた災害等も含めた全学的なマニュアルの整備については，危機管理室」 ）

・安全衛生に対する意識向上と啓発を目的に「安全衛生管理者セミナー 「安全 で各部局等の危機管理マニュアルの作成状況の点検を行うとともに，全学の」
衛生セミナー 「リスクアセスメント導入前講習会 「救命救急講習会」等を 災害等を含めた「災害対策マニュアル」を作成した。」 」
開催した（H19 。）

【 平成21事業年度 】・化学物質を適正に管理するため 「化学物質管理指針」及び「化学物質管理規，
程」に基づく部局ごとの適正管理を実施するとともに，「化学物質管理の手引き」 ・平成20年度業務実績に対する法人評価委員会からの指摘事項はなかったが，
に基づき「愛媛大学化学物質管理システム」の入力説明会を開催した（H19 。 法人評価委員会からの平成20年度業務実績に関する評価結果は，役員会，教育）

・研究費の不正使用対策WGにおいて検討を行い 「研究費等の運営及び管理に関 研究評議会，経営協議会に報告するとともに，全教職員にメール配信し，情報，
する基本方針 「研究費等の不正使用防止規程」を制定するとともに，不正使 と課題の共有化を図った。」
用防止対策室及び相談窓口を設置した。また，科学研究費補助金に関する説明
会において，経理担当者から補助金の適正な経理・管理について，研究者使用
ルールを踏まえた説明を行った（H19 。）
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愛媛大学

教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

① 教育の成果に関する目標

多様な個性と資質を有する学生を受け入れ，広い視野と自ら考え実践する能力及び次代を担う自覚と誇りをもつ人材を育成する。大学院においては，専門分野中
の深い学識と総合的判断力を身につけた指導的人材を育成する。期

目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【30】① 学士課程教育の成果に関する
具体的目標の設定
1）主体的・創造的に生きるのに必要な 【30-1 「愛媛大学憲章」に謳う「学生 国際教育支援センター教員を教育コーディネーターに加えて 「学生中心の大学】 ，
自己実現のための基礎能力及び多様な価 中心の大学作り」を推進する。 作り」の中核を担う教育コーディネーター制度の充実を図るとともに 「こころと，
値観に対する理解を培い，豊かな人間性 健康」の開講など初年次科目の再編，体験型授業「科学リテラシー」の導入を通じ
と社会的自覚を育む。 て，豊かな人間性と社会的自覚を育む教育を推進した。

2 中等教育から円滑に大学教程に導き 30-2 愛媛大学教育・学生支援機構 教育・学生支援機構教育学生支援会議に国際連携推進機構副機構長を，教育コー） ，【 】「 」
学部専門教育を受けるための十分な基礎 （以下 「教育機構」という ）と各学 ディネーターに同機構国際教育支援センター教員を加え，全学的教育改革の指針・， 。
学力と自己表現能力を養う。 部の教育コーディネーターとの連携を強 方針を決定・実行できる体制を整備した。また，教育コーディネーター研修会（４回

化し，入学時から共通教育を経て専門教 開催 延べ154人参加）において，CACL（カリキュラム・アセスメント・チェックリ
3 幅広い教養と豊かな人間性とともに 育修了までの一貫した支援体制の構築を スト）を作成し，AP（アドミッション・ポリシー ・CM（カリキュラム・マップ）） ， ）
十分な専門知識を習得させ，地球的視野 図る。 ・DP（ディプロマ・ポリシー）に基づき，カリキュラム・アセスメントの試行を行
をもって地域社会・国際社会に貢献でき った。CACLやCMについては各学部のウェブサイトで公表した。
る人材を育成する。

4）明確な教育理念・目標と厳格な成績
評価のもとで優れた質の多様な人材を育
成して地域社会，国際社会に送り出す。

【31】② 大学院課程教育の成果に関す
る具体的目標の設定
1）学問的専門知識と幅広い学際的知識 【31-1】大学院生のリーダーシップ力養 後輩を指導する上での問題点や大学院生の要望などを調査し，学生のリーダーシッ
の更なる高度化を図り，探究心と創造力 成のために 「後輩指導ハンドブック」 プ力涵養のための「後輩指導ハンドブック」を作成した。，
豊かな，指導力のある高度職業人，研究 を作成する。
者を育成する。

2）知識人としての自覚と国際的感覚を 【31-2】各研究科において大学院教育の 組織的な大学院教育改革推進プログラム（大学院GP 「地域・大学一体型先導的）
培い，社会の福利の向上と文化の発展に 実質化を図るための取組を行う。 研究者育成システム」の採択を受け，医学系研究科では，地域との連携や全学先端
貢献できる人材を育成する。 研究センター「プロテオ医学研究センター」との連携強化による教育プログラムの

更なる充実を進めた。また，コースフォーラムの実施や演習科目の充実等によるコー
スワークの体系化（医学系研究科 ，修士１回生による論文作成に向けたプレゼン）
テーション，教員と大学院生によるFD懇談会の実施（法文学研究科 ，実践的指導）
力育成のためのカリキュラム改訂案の作成（教育学研究科 ，他大学を含む他研究）
科で受講した科目の単位認定に関わる規則の整備（連合農学研究科）など，各研究
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科において大学院教育の実質化を図るための種々の取組を行った。

【32】③ 教育の成果・効果の検証に関
する具体的方策

卒業生の満足度や卒業生に対する社会 【32】卒業予定者，卒業生及び企業から 全学及び各学部において卒業予定者アンケート等を実施し，カリキュラムアセス
の評価を分析・検討し，それらに基づい の声を教育の改善に反映させる。 メントへの活用など，教育改善に反映させた。また，在学生・卒業生の要望や満足
て，教育の改善を図る。 度及び卒業生に対する社会の評価を更に効率的に収集・分析するため「愛媛大学学

生アンケート検討委員会」を設置した。同検討委員会の下に，教育企画室の教育調
査・分析部門を中心としたアンケート改革プロジェクトを立ち上げ，アンケートの
全学統一スタイルへの変更やアンケート内容の見直しなどの改善に向けて，各種ア
ンケートの現状を調査し，今後の課題について検討を行った。

【33】④ 学生収容定員
各学部・大学院において，学科，教育 【33】各学部及び大学院において，専門 大学院と地域との連携による専門職型の教育コースとして，４月に理工学研究科

コースの再編，大学院の再編計画を策定 職型の教育コースを開設する （ 9-3】 生産環境工学専攻（博士前期課程）に「船舶工学特別コース」を，電子情報工学専攻。【
し，平成18年度を目処に入学定員の見直 再掲） （博士前期課程）に「ICTスペシャリスト育成コース」を設置した。また，農学研

（ ） 「 」 （ ） 。しを行う。 究科 修士課程 に 紙産業特別コース を開設 平成22年４月 することとした
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愛媛大学

教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)

② 教育内容等に関する目標

① アドミッション・ポリシーに関する目標
1) 入学者選抜に係る基本方針

「どのような人材に育成して社会に送り出すのか」という教育目標に基づいて 「どのような学生を求めるのか」を明記したアドミッション・ポリシーを確，
立する。
2) 社会人，留学生等の受け入れ基本方針中
社会人，留学生を積極的に受け入れる体制を整える。

② 教育課程，教育方法，成績評価等に関する目標期
(ⅰ) 学士課程

1) 入学者の資質の変化と学習要求の多様化に対応する適切なカリキュラムを開発する。目
2) 大学教育にふさわしい基礎的スキルの育成に努め，広範な実践的能力を求める社会の要請に対応する。
3) 学生の真摯な学習意欲を喚起する学習環境を整備する。標
4) 新しい教育手法や学習指導法を開発する。

(ⅱ) 大学院課程
1) 学部・大学院一貫教育を視野に入れ，学部と大学院のカリキュラムの接続性の向上を図る。
2) カリキュラムの充実化・体系化と開講形態の多様化を図り，学識の深化と広領域化を推進する。
3) 学習意欲を高める成績評価システムを整備する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【34】① アドミッション・ポリシーに
応じた入学者選抜を実現するための具体
的方策
1) アドミッション・ポリシーの確立と
入学者選抜の改善
a. 愛媛大学のアドミッション・ポリシ 【34-1】各学部で改正したアドミッショ 各学部において，AP（アドミッション・ポリシー）と入学者選抜方法の適合性に

， ，ーを確立して，教育目標とともに公表す ン・ポリシーと入学者選抜方法の適合性 ついて点検評価しAPを改訂するとともに APと入学者選抜方法との対応表を作成し
る。 について点検評価する。 ウェブサイトで公開した。

b. 入学に関する相談活動，広報活動や 【34-2】アドミッションセンターと入試 新入生アンケートを基に，受験生向けに有効であるとみられる広報媒体等の分析を
入学者受け入れ体制を全学的に整備す 課において全学的な入試に関する広報効 行い，その結果をアドミッションセンターホームページに掲載した。また，オープン
る。 果の分析を行う。 キャンパスのアンケートについて，その結果を諸会議（教育学生支援会議，教育研

究評議会等）において報告を行うとともに，大学のウェブサイトで公表した。

【34-3】AO入試等による入学予定者に対 法文学部，教育学部，農学部，スーパーサイエンス特別コース（SSC）のAO入試
する入学前予備教育の充実を図る。 合格者と理学部，工学部等の推薦入試合格者のうち，入学前教育が必要な入学予定者

に対して入学前教育を実施した。SSCでは，「特別交流授業」において，e-Learning
システムの利用方法，英数理の課題付与とその学習指針の解説，先輩学生からの講
話等からなる１泊２日の合宿研修を実施した。また，法文学部人文学科では，第３
年次編入学試験及び社会人入試合格者に対しても，読書レポートなどの事前指導を
実施した。さらに，アドミッションセンターでは全学の入学前教育の実施状況を調
査し，その結果を同センターのウェブサイトに掲載した。

c. 受験者を多面的に評価し多様な人材 【34-4】各学部の特別選抜を見直し，AO 「平成23年度以降の入学者選抜方法に関する提言」に基づき，平成23年度以降の
を確保するために，推薦入試，AO入試を 入試の充実を図る。 特別選抜について検討し，推薦入試からAO入試への変更，AO入試の新設，推薦枠の
はじめ多様な入試のあり方を検討し，新 拡充など，大幅な見直しを行った。また，その内容について記者発表を行うととも
規制度の導入を図る。 に，懇談希望のあった全ての県内高校を訪問して周知を行った。

d. 全学部において編入学制度を充実し 【34-5】編入学制度の質的充実を図る。 法文学部人文学科の第３年次編入学試験に「論文」試験を導入した。医学部医学，
２年次編入も含めて制度の一層の弾力化 科の編入学制度について，編入学後の学習をより円滑なものとするため，第３年次
に取組む。 編入から第２年次編入に変更，工学部に新たに第３年次編入学生を対象とした入学
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（ ）当初及び後学期履修開始時に集中的な履修指導行う体制 履修指導担当教員の配置
を整備し、編入学制度の質的充実を行った。

e. 大学院においては，他大学，他分野 （平成19年度までに実施済みのため，
からの入学者を確保するために，柔軟で 平成21年度は年度計画なし）
多様な選抜方法を採用する。

【35】2) 高校サイドとの意思疎通
a. 高校との連絡協議を活性化し，入試 【35-1】高大連携協力協議会，高校進学 毎年度本学において開催している「おもしろ科学コンテスト」や「大学ガイダンス
制度・入試問題の適切さ，高大の接続等 指導担当者との意見交換を高大連携，入 セミナー」について，愛媛県教育委員会担当者とリニューアル及び改善に向けて意
に関して共同で検討する。 学者選抜方法の改善に反映させる。 見交換を７回行い，県内の高等学校を会場とする方式に改めるなど，より効果的と

なる形態で開催した。また，本学入試担当者が延べ32校の県内高校を訪問し，進路
指導担当教員の意見を聴取した。聴取した意見を踏まえ，高大連携については，高
等学校に対する最新情報の提供や説明会の開催などを行った。入学者選抜方法につ
いては，高等学校によって異なるニーズを踏まえ，継続的に改善策を検討すること
とした。

b. 高校生に対する授業の開放等を通じ 【35-2】本学に対する理解を促進するた オープンキャンパスでは，入試制度や学生生活に関する情報提供やアドバイスを
， 「 」て，大学の教育内容の理解を促進し，愛 めに，オープンキャンパス等で本学を訪 行うために 入試課・就職支援課・在校生が常駐する トータルサポートコーナー

，媛大学進学への動機付けを図る。 問した高校生に対するプログラムを充実 を新設するなど，内容面の充実を図り，参加高校数，参加人数ともに増加した。また
させる。 南予地域からの無料送迎バス３台，城北キャンパスと樽味キャンパス間のシャトル

バス１台を運行し，参加者から高い評価を得た。

， ，【35-3】附属高等学校との高大連携を促 附属高等学校との高大連携を促進するため 本学教員と附属高校教員が連携して
進する。 １年次授業科目として，前学期に「産業社会と人間 ，後学期に「産業科学基礎」」

を，２年次授業科目として，前学期に「キャリアプランニング ，後学期に「環境」
教育学」を実施した。３年次授業科目「フリーサブジェクト」及び「課題研究」に
ついては，高大連携科目の授業内容の企画立案及び実施のコーディネートを行う附
属高等学校連携委員会（本学教員10人，附属高校教員３人で構成）において実施方

。法・内容等を決定し，平成22年度より全学的協力体制を構築し，実施することとした

【36】3) 社会人，留学生の受け入れ
a. 社会人，留学生の受け入れを積極的 （平成18年度までに実施済みのため，
に推進するために，弾力的な入学制度を 平成21年度は年度計画なし）
導入する。

b. 交流協定締結校を増やすとともに協 【36-1 「国際交流センター」を「国際 平成21年４月に「国際交流センター」を「国際連携推進機構」に拡充改組した。】
定校との緊密な関係を構築し，留学生の 連携推進機構」に改組し，海外教育研究 同機構においては，交流協定機関の増加と交流の強化を図った。平成21年度は，オッ
積極的な受け入れを行う。 機関との交流協定の締結・見直しを戦略 クスフォードブルックス大学，韓山師範学院など，新たに12の機関と協定を締結した

的に実施するとともに，質の高い留学生 ほか，協定校からの短期留学生受入れにより，留学生受入実績も伸長した（前年度
受け入れのための条件整備を推進する。 比23人増）。また，インドネシアから優秀な留学生を継続的に受け入れるための条件

， 。整備として インドネシア政府高等教育局との交流協定締結に向けた協議を行った

c. 多様な留学生を受け入れるカリキュ 【36-2】単位化を含めた日本語教育プロ 経済産業省 アジア人財資金構想 高度実践留学生育成事業で採択されている 四「 」 「
ラムを整備する。 グラムの検討を推進するとともに，日本 国発グローバル人材創出を目指した留学生支援プログラム」において，ビジネス日

ビジネス教育，日本語教員養成に係るプ 本語の授業の一部を共通教育科目として単位化し，次年度以降の自立化に向けて，
ログラムを充実させる。 検証を行った。また，インドネシア・フィリピンの協定校からの２ヶ月の短期留学

プログラムの学生に対し，２週間の短期日本語・日本文化研修を実施した。このほ
か 「日本語教員資格養成・国際交流に関する全学向けプログラム」構築と部局間，
連携のため，国際教育支援センター教員が，法文学部「日本語教授法 ，教育学部」
「日本語教育概論」を担当した。

d. 地域社会に貢献する大学として，社 【36-3 「再チャレンジ支援」の視点か 法文学部人文学科では「再チャレンジ支援プログラム」に基づき，20人の学生の】
会人のリカレント，リフレッシュ教育を ら，リカレント，リフレッシュ教育を推 授業料を免除し，社会人の教育支援を行った。農学部では「再チャレンジ支援プロ
充実させる。 進する。 グラム」に４人を採用し社会人リフレッシュコースの充実を図るとともに，文部科

学省委託事業「社会人の学び直しニーズ対応教育推進事業」において，地域マネー
ジメントスキル修得講座を設置し，33人の地域再生マネージャーを育成した。
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【36-4】学び直しを支援するために，本 本学卒業生の学び直しを支援するため，研究生・科目等履修生に係る本学卒業生
学卒業生優遇制度を広く周知する。 優遇制度に関する情報をウェブサイトに掲載するとともに，当該制度に関する情報

を記載したリーフレットを作成し，平成21年度卒業生全員に配付した。

【37】教育課程，教育方法，成績評価等
に関する目標を達成するための措置
(ｉ) 学士課程
1) カリキュラムの改善
a. 多様な学習歴をもつ入学者を円滑に 【37-1】初年次科目の再編により，ライ 新入生の学生生活を心身両面から支援するため，初年次科目を改編しライフスキ
大学教育に導くため，補習授業，未習授 フ・スキルに関する授業を全新入生に提 ルに関する初年次科目「こころと健康」を新入生全員の必修科目として開講した。

「 」，「 」，「 」，「 （ ）」業を含む導入的授業科目を充実する。 供する。 ４つのテーマ 青年期のこころ 食と健康 生活の医学 スポーツ 医学
についての講義をオムニバス形式で提供するとともに，初回にはメンタルヘルス関
連，最終回は全体を通した総まとめを行った。また，競技種目別に開講されてきた
従来の基礎科目「スポーツⅠ」を再編し，基礎的体づくりや基礎的動きづくりを目
指した共通プログラム（E-fit）を新たに組み込み，初年次科目「スポーツ」とし
て位置付け全新入生向けに開講した。

b. 広い視野と豊かな人間性を涵養する 【37-2】共通教育カリキュラムを初年次 共通教育カリキュラムを教養科目と基礎科目の２区分から，初年次科目を加えた
ため，幅広い教養授業科目を提供する。 科目，教養科目，基礎科目の３区分に改 ３区分に改めた。また，各区分の教育目的に合った授業を提供するために，シラバ

め，各区分の教育目的に合った授業を提 スに授業目標を明記することを担当教員に依頼し，共通教育担当の教育コーディネ
供する。 ータがそのチェックを行った。このことにより，各科目区分の教育目的に合った授

業を提供することができた。さらに，共通教育教養科目区分の中に，自然科学に関
する講義・教員による演示実験・学生による実験で構成する，教養コア科目「科学
リテラシー」を導入した。

c. 基礎的な能力を涵養するため，表現 【37-3】共通教育において「日本語ラー 前学期に実施した「日本語ラーニング・ライティング篇」では，64人の受講者（法文
・論述・記述の能力，情報収集・発信の ニング科目 のパイロット授業を開講し ・教育・理・医・工・農学部 ，後学期に実施した「日本語ラーニング・コミュニ」 ， ）
能力等を向上させる授業科目を提供す 平成22年度以降の本格実施に向けた準備 ケーション篇」では，130人の受講者（法文・教育・工・農学部）があった。それ
る。 を行う。 ぞれの受講者の授業に対する満足度は，前者，後者ともに100点満点で85.2点と高

い評価を受けた。最終授業日に行ったアセスメント・シートによる授業目標（シラ
バス記載）に対する到達度調査では，前者では７割，後者では８割を示しており，
良好な結果が得られた。担当者と授業の方法とアセスメント・シートの内容につい
て協議し，平成22年度以降の本格実施に向けて，今回の検証を基にした「ライティ
ング篇」と「コミュニケーション篇」のテキストの作成を行うこととした。

d. 英語教育において，スピーキング， 【37-4】愛媛大学の英語教育の統一基準 ４技能（リスニング，スピーキング，リーディング，ライティング）に関する愛
リスニング，リーディング，ライティン (Can-Doリスト）に基づき，シラバスの 媛大学独自の英語教育の統一基準（Can-Doリスト）に基づき，共通英語（コミュニ
グの４技能を在学期間を通じて向上でき 改善，教科書の改訂を行う。 ケーション英語A,B，総合英語A,B)のシラバスを改訂するとともに，共通教科書(リ
る体制を確立する。 スニング,リーディング)の改訂を行い，リスニングテキストは前学期に，リーディ

ングテキストは後学期の授業にそれぞれ導入した。

【37-5】在学期間を通じて継続的に英語 国際社会や地域社会で活躍できる人材の育成を目指した副専攻型カリキュラム
力の向上が可能な副専攻型カリキュラム 「英語プロフェッショナル養成コース」を開設した。受講生の英語力の評価及びカ
を試行する。 リキュラムの改善に資するため，年度開始時及び年度末にTOEIC受験を実施した結

果，受講生全体で平均35点の成績向上が見られた。さらに，メンター制を試行的に
導入し，教育効果の向上を図った。

e. 学生の主体性と課題発見・解決能力 【37-6】共通教育において，自然科学実 共通教育教養コア科目において，自然科学に関する講義・教員による演示実験・
の向上を図るために，参加型授業，フィー 験を組み込んだ体験型授業「科学リテラ 学生による実験で構成する，体験型授業「科学リテラシー」科目を導入した 「エ。

」 「 （ ） 」，ルド体験型授業，発表討論型授業等を増 シー科目」を導入する。 コを考える～光合成システムを題材に～ をテーマとした 生命 いのち の営み
強する。 「地球の未来」の２つの題目の授業として実施した。全学部（医学部医学科以外）

１年生を対象に，前学期４クラス・後学期８クラスを開講した。学生は班単位（３
～４人）で実験を行い，学期末には，同時間帯４クラス合同でグループ単位の学生
による発表会を実施した。

「 」 「 」【37-7】共通教育において，チームワー 共通教育において チームワーク・ラーニング に係る研究授業を 芸術の世界
クラーニングを取り入れた授業を実施す （受講者17人 「倫理と生き方 （受講者60人 「現代社会の諸問題 （受講者30）， 」 ）， 」
る。 人）の３クラスで実施した。
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f. 共通教育科目と専門教育科目の配置 （平成18年度までに実施済みのため，
の適正化を図る。 平成21年度は年度計画なし）

g. 標準的な内容を持つ基礎科目に関し （平成19年度までに実施済みのため，
て，共通テキストを作成する。 平成21年度は年度計画なし）

h. 専門分野の知識を系統的に獲得する 【37-8】各学部・学科のカリキュラムマ 平成20年度に各学部・学科において作成したカリキュラム・マップについて，今
ためにカリキュラムの体系化を図る。 ップを作成し，公表する。 年度も引き続き見直しを行い，完成版を各学部・学科のウェブサイトに公表した。

i. 専門教育のカリキュラム間で教育資 【37-9】副専攻型科目など学部横断的な 学生の自主性に応じて，共通教育科目と専門教育科目を組み合わせ，体系的・学
源の共有化を推進して教育内容を充実さ 授業科目を体系的に開講する体制を整備 部横断的に学ぶことができるよう，平成22年度からの共通教育カリキュラムを，副
せる。 する。 専攻型科目（ 英語プロフェッショナル養成コース」等）や資格対応型科目(「環「

境ESD」や「地域活性化ラーニングプログラム」等)等で構成する「発展科目」を加
えた４区分に改めるよう整備を行った。

， 「 」j. JABEEや資格取得に向けた教育カリキ 【37-10】教職課程のディプロマ・ポリシ 教職課程のディプロマ・ポリシーに基づき 複数キャンパスでの 地域連携実習
ュラムを整備・充実する。 ーに基づき，学部横断型の教員養成システ ガイダンスの開催，教員採用試験を控えた４回生を対象として教職経験者に話を伺

ムを構築する。 う「鍋塾」の開催（法文，理，農，医学部看護学科の学生が参加 「教職教養課），
題特講」と「教育実践演習」への教育学部以外の学生の受入，全学の教職希望学生
が利用できる教職支援ルームの環境整備 「教職指導の手引き （第１弾「地域連， 」
携実習の手引き ）の作成など，学部横断型の教員養成システムの構築を行った。」

【37-11】キャリア教育に関わる授業科 キャリア教育に関わる授業科目について改編を行い，共通教育科目で「ライフ・
目を充実させる。 ヒストリー・インタビュー ，教育学部専門科目で「キャリアデザイン論Ⅰ」を新」

規開講した。

【37-12】学生の就業意識を高めるため 共通教育科目「ライフ・ヒストリー・インタビュー」において卒業生による講話
に社会人や卒業生によるキャリア支援を を導入したほか，就職活動に取り組む学生向けの「キャリア支援セミナー」を開講
組織化する。 し，伊予銀行人事部長，三浦工業研修所長による講演会を実施した。また，１月に

は卒業予定者に対して「卒業予定者向けのキャリアセミナー」を３コマ開催し，労
働基準や社会保障制度についてのセミナーを実施した。さらに 「社会人キャリア，
サポーター」制度を立ち上げ，若手卒業生を中心に登録を依頼し，学生への直接的
なアドバイス等の支援を実施した。

k. インターンシップの受講者の拡大を 【37-13 「大学コンソーシアムえひめ」 「大学コンソーシアムえひめ」インターンシップ部会の幹事校として，各大学と】
， ， ， ， ，図り，就業意識を高揚させる。 の下で，大学間連携によるインターンシ 連携しながら 統一スケジュールの管理 部会の開催 受け入れ調査 合同説明会

ップのさらなる充実を図る。 受入先アンケート調査，拡大懇談会，次年度事業計画説明会などを実施した。これ
ら相互連携の強化，マッチングの効率化により，今年度のインターンシップ研修参
加者は４大学合計で355人となり，昨年度に比べて約100人増加した。

【38】2) シラバスの改善
シラバスの記載項目，記載内容の一層 【38】新しい教務事務システムの導入に シラバスの項目の記載内容明確化の一環として，授業時間外学習を促進するため

の充実を図る。 合わせて，シラバスの項目を細分化し各 の記載方法を検討し，平成22年度版「シラバス記入の手引き」に反映させた。その
項目の記載内容を明確化する。 内容は各教員に周知するとともに，希望する教員に対しては，シラバス作成法の講

習会を３回開催した。また，各学部においても 「シラバスチェック項目」に基づ，
く確認，修正等を行うなど，記載内容の一層の充実を図る取組を行った。

【39】3) 少人数教育や対話型教育の推進
a. 導入科目，ゼミナール，プロジェク 39-1 少人数学生参加型授業について FDスキルアップ講座において 「グループ学習のコツ 「動機の低い聴衆に聞か【 】 ， ， 」，
ト学習など少人数学生参加型授業を積極 教授法等の改善に向けたFDを推進する。 せる方法」を開講し，少人数学生参加型授業に関する教授法の改善に向けた取組を
的に導入する。 行った。また，金沢大学と共同開発したe-Learning教材「授業デザイン入門（シラ

バスの書き方 「大人数講義法入門 「効果的なグループワークの進め方 「成）」， 」， 」，
績評価法入門」をMoodle経由で学内に公開し，本学教職員が閲覧できるように環境
を整備した。さらに「心理学から見た教室デザイン～学びを促す学習空間づくり」
のFD/SDセミナーを実施するとともに，少人数学生参加型授業のデモ授業としてELS
（愛媛大学リーダーズ・スクール）の授業を公開した。
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b. 共通教育の英語はコミュニケーショ 【39-2】各英語科目において，授業形態 英語教育の統一基準（Can-Doリスト）に基づき，共通教科書（リスニング,リー
ン能力の涵養を重視した少人数教育を基 と授業内容にふさわしい教材と評価方法 ディング）の改訂を行い，リスニングテキスト（前学期）とリーディングテキスト
本とし，教育内容の一層の充実を図る。 を開発する。 （後学期）を授業に導入した。また，Can-Doリストに基づき平成20年度に試作した

共通テスト（ライティング）の課題を明らかにするとともに，統一した評価項目及
び評価基準を作成し，評価法の精度向上を図った。

c. 情報科目，実験・演習科目などでTA 【39-3】平成20年度導入の新TA制度の実 平成20年度後学期分及び平成21年度前学期分のTA業務報告書を集計・分析し，平
を活用した，きめの細かい学修指導を行 施状況を調査し その有効性を検証する 成20年度に導入した新TA制度の有効性を検証した。この分析・検証結果を，次年度， 。
う。 以降に開催するTA研修会の内容見直しに反映することとした。

d. 実体験型実験実習を実施するための 39-4 共通教育において体験型授業 科 共通教育教養コア科目において，自然科学に関する講義・教員による演示実験・【 】 「
体制を整備する。 学リテラシー科目」を導入する。 学生による実験で構成する，体験型授業「科学リテラシー」科目を導入した 「エ。

」 「 （ ） 」，コを考える～光合成システムを題材に～ をテーマとした 生命 いのち の営み
「地球の未来」の２つの題目の授業として実施した。全学部（医学部医学科以外）
１年生を対象に，前学期４クラス・後学期８クラスを開講した。学生は班単位（３
～４人）で実験を行い，学期末には，同時間帯４クラス合同でグループ単位の学生
による発表会を実施した。

【40】4) 情報化時代に即応する高度な
教育手法の開発と実践
a. 情報リテラシー教育を充実させる。 【40-1】図書館利用ガイダンス及びオリ 新入生等を対象に「図書館利用のためのガイダンス」を４～7月にかけて30回実

エンテーションを実施するとともに，高 施し(受講者:1,923人),利用の促進を図った。また，学生・教員を対象とした「各
度な情報検索技術に関する情報リテラシ 種文献検索ガイダンス」を継続して実施し（受講者：346人 ，情報リテラシー教）
ー教育の支援をさらに充実する。 育の充実を図った。このほか，留学生を対象とした「図書館利用のためのガイダン

ス」を４月と10月に実施した（受講者：57人 。）

b. 「総合情報メディアセンター」を中心 【40-2】総合情報メディアセンターを中 共通教育科目 ｢情報科学｣において，担当教員による教材のブラッシュアップを
に，メディアを活用した授業の研究開発 心とした情報リテラシー教育を充実さ 行うとともに，e-ラーニング推進検討WGにおける検討結果を基に総合情報メディア
を行い，実践する。 せ，e-Learningシステム等の評価・見直 センター利用規程及びe-Learningシステム運用体制の整備を行った。また，e−Lear

しを行い，全学利用システムへの最適化 ning実施の視点から，教育現場における著作権の取扱についての調査・検討に着手
及び再構築を行う。 した。

c. 大学間の授業交換やサテライト教室 【40-3】LMS(Learning Management Syst e-ラーニング推進検討WGを６回開催し，e-Learningシステム（Moodle）の利用規
の設置を視野に入れ，遠隔双方向型通信 em)による教育を全学に広めるための管 程・申請書等を整備し運用・管理方法を明確化した。また，学部の開催するワーク
技術を使った授業 セミナーを実施する 理・運用体制を整備・強化して利便性の ショップへのLMS教育の紹介，四国地区大学教職員能力開発ネットワーク（SPOD）， 。

向上を図る。 におけるe-Learning入門，パワーポイント，動画教材作成法等のコンテンツ作成に
関する研修プログラムを実施した。

【41】5) 単位制の実質化
a. 単位制に則り，授業時間外の課題を 【41-1】学生の授業時間外学習の実状を 教育・学生支援機構が平成21年度版シラバスにおける各授業科目の授業時間外学習
設計する。 調査し，その効果を検証する。 に関わる情報について，データを収集した。収集したデータは各学部の統括教育コー

ディネーターに送付し，各学部において時間外学習の設定について検証を行った。
理学部では，授業時間外学習課題の提示についてe-Learning教材と紙媒体教材との
比較研究を行い，学生のモチベーションやレディネスに応じて両者を使い分けるべ
きであるとの結果を得た。この成果については，平成22年３月開催の愛媛大学教育
改革シンポジウムにおいて報告し，全学で情報共有した。

b. 履修単位の上限設定に関して，全学 【41-2】全学の指針に基づき，各学部に 履修単位の上限設定に関する全学共通の指針として 「愛媛大学における履修登，
共通の指針を作成する。 おいて履修単位の上限設定について検討 録単位数の上限に関する規程」を策定し，これに基づき，各学部において「履修登

する。 録単位数の上限に関する内規」を策定した。また，平成22年度版の共通教育と各学
部の「履修の手引き」には，学生に対し制度の趣旨を説明する文章を掲載すること
とした。

【42】6) 成績評価基準
a. 「大学教育総合センター」において 【42】各授業科目において到達目標に対 各学部における成績評価についての検討に資するため，教育企画室が各授業科目
学習成果を客観的に把握できる評価方式 応した適正な成績評価を実施する。 の成績分布データを修学支援システムから抽出・整理し，各学部の統括教育コーデ

【 】 。 ，「 」，「 」，を検討する。 （ 46-1 【53】再掲） ィネーターに周知した また 授業デザインワークショップ 様々な評価方法
「わかりやすいシラバスの書き方」講座を実施し，各授業科目の到達目標に対応し
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b. 各授業科目の学修到達目標と成績評 た成績評価を実施するためのスキルを向上させることにより，成績評価の適正化を
価基準を明確にする。 図った。

【43】7) 教育設計のための基礎資料
教育設計の基礎資料とするために，入 【43】入学生に対するアンケ－トと高校 「修学支援システム」と連動させることにより，学生に関する多様なデータの蓄

学者の学習歴，大学での履修状況，卒業 での履修歴及び入学後の履修歴，卒業後 積と管理を一層進展させ，それを活用した指導の強化を可能とする「就職支援シス
後の進路及び活動状況等を総合的に把握 の進路等を総合的に把握できる体制を確 テム」を導入し，平成22年度から稼働させることとした。
する体制を整備する。 立する。

【44】② 教育課程，教育方法，成績評
価等に関する目標を達成するための措置
(ⅱ) 大学院課程
1) カリキュラム編成と授業内容
a. 学部の授業との接続性を向上させた （平成20年度までに実施済みのため，
カリキュラムを体系的に整備する。 平成21年度は年度計画なし）
b. 大学院教育の特性に留意しつつ，大
学院授業と学部授業の相互乗り入れを検
討する。

c. 研究科間で教育資源を共有化するこ 【44-1】平成20年度に導入した連携指導 理工学研究科と医学系研究科の教員が連携して理工学研究科工学系専攻の大学院
とによってカリキュラムの多様化・学際 教員制度を活用して，研究科間の協力体 生に対する研究指導を行うなど，連携指導教員制度の積極的活用と周知に努めた。
化を図る。 制を強化する。

d. 高度職業人あるいは研究者として身 【44-2】コースワークの充実を通じて， 「英語プレゼンテーション」や「技術者・研究者倫理」など研究科共通科目の充
につけておくべき基礎技能・知識習得の 高度職業人あるいは研究者として身につ 実（農学研究科 「組織的な大学院教育改革推進プログラム（大学院GP 」による）， ）
ための機会を設定する。 けておくべき基礎技能・知識を習得する 専攻共通科目の選択実習の充実（医学系研究科 ，プレゼンテーション・執筆等の）

機会を設ける。 技能を学習する「発展的ICT総合科目」の開講（理工学研究科：ICTスペシャリスト
育成コース）など，履修コースの中に基礎技能・知識を習得できる科目を設けた。

【 】 ， （ ） 「 」44-3 理工学研究科及び農学研究科に ４月に理工学研究科生産環境工学専攻 博士前期課程 に 船舶工学特別コース
地域の産業界から要請の高い専門職型特 を，電子情報工学専攻（博士前期課程）に「ICTスペシャリスト育成コース」を設
別コースを開設する。 置した。また，四国中央市などの要請を受けて，農学研究科（修士課程）に「紙産

業特別コース」を開設（平成22年４月）することとした。

e. 学内共同教育研究施設の教育資源を （平成19年度までに実施済みのため，
取り込んだカリキュラム編成を行う。 平成21年度は年度計画なし）

【45】2) 授業形態，学習指導法等の教
育方法

， ， ，a. 適正な研究指導と成績評価を保証す 【45-1】各研究科において，主・副指導 各研究科において 複数指導体制における問題点 今後の課題などの調査を行い
るために複数指導体制を実質化する。 教員による複数指導体制を検証し，改善 その効果について検証を行うとともに 副指導教員も参加する中間発表会の開催 農， （

を図る。 学研究科，法文学研究科人文科学専攻 ，他大学の副指導教員に指導を受ける大学）
院生への旅費支給（連合農学研究科）等の改善を行った。

b. 多様な開講形態の授業を提供し，学 【45-2】各研究科において，コースワー 「英語プレゼンテーション」の新規開講（農学研究科），各コースにおけるモデル
修と研究活動が相互に高めあうよう工夫 クとリサーチワークを相互に高めあう仕 カリキュラムの作成（理工学研究科（工学系 ）など，コースワークを充実させる）
する。 組みを工夫する。 取組を行うとともに フィールドワークに基づく課題発見とその追求を促す科目 フ， 「

ィールド演習」の制度設計（教育学研究科；平成22年度開設）など，コースワーク
とリサーチワークを有機的に結合させるための検討を行った。

c. 全専攻にシラバスを整備する。 （平成19年度までに実施済みのため，
平成21年度は年度計画なし）

【46】3) 成績評価
a. 成績評価システムを共通の基準で確 【46-1】各授業科目において到達目標に 各学部における成績評価についての検討に資するため，教育企画室が各授業科目
立する。 対応した適正な成績評価を実施する。 の成績分布データを修学支援システムから抽出・整理し，各学部の統括教育コーデ

【 】 。 ，「 」，「 」，（ 42 【53】再掲） ィネーターに周知した また 授業デザインワークショップ 様々な評価方法
「わかりやすいシラバスの書き方」講座を実施し，各授業科目の到達目標に対応し
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た成績評価を実施するためのスキルを向上させることにより，成績評価の適正化を
図った。

b. 学内他研究科及び他大学の教員によ 【46-2】学内他研究科及び他大学の教員 各研究科委員会，専攻会議，代議員会等において，学内他研究科及び他大学の教
る博士論文審査への参加を推進する。 による博士論文審査への参加事例を増や 員による博士論文審査への参加を積極的に推進していく旨を周知した。その結果，

す。 理工学研究科では４件（H20：２件 ，連合農学研究科では５件（H20：２件）に参）
加事例が増加した。
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愛媛大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

③教育の実施体制等に関する目標

① 教職員の配置及び教育環境の改善
1) 教員の弾力的な役割分担及び開かれた教員採用人事により教育の活性化を図る。中
2) 共通教育においては全学教員の出動を基本とし，教育の質の向上に努める。期
3) 学内諸施設の有機的連携を図り，教育支援体制を強化する。目
4) 教育設備施設を高機能化し，学習環境の充実化とアメニティの向上を図る。標

② 教育の質の向上及び改善
教員の教授能力向上と意識改革を図る体制を整備する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【47】① 適切な教職員の配置等に関す
る具体的方策
1) 教員組織の編成方策
a. 教育活動を活性化するために，全学 【47-1】全学に配置した教育コーディネ 愛媛大学教育改革促進事業（愛大GP）の事業種目に「教育コーディネーター研修
において教育重点型教員を適正に配置す ーターの活動を支援するために 「教育 会の課題等を各学部・研究科で実質化するための取組」を新設（６件採択）し，教，
る。 改革促進事業 （愛大GP）をさらに充実 育コーディネーターの活動支援を更に充実させた。」

させる。

b. 教員採用を原則的に公募とし，ジェ 【47-2】教員採用公募において，女性教 学部，研究センターの教員公募要領に「男女共同参画社会基本法の趣旨に配慮し
ンダー・バランスに配慮し 社会人教員 員の積極的な採用を推進する。 教員選考を行う 「女性の積極的な採用に努める 「男女共同参画の推進に取り組， ， 」 」
外国人教員の登用を積極的に行う。 み，業績と能力が同等であると認められた場合は，女性を積極的に採用する」等の

， 。 ， ，旨を記載し 女性教員の採用を推進した この結果 平成21年度の教員採用内訳は
男性48人（75.0％ ，女性16人（25.0％）となり，教員全体における女性比率は，）
前年度比0.2％増加した。

c. 任期付きポストの導入を進め，人事 【47-3】大学の自主的取組により 「上 大学の自主的取組として，上級研究員センターにテニュアトラック制度により４人，
の流動性及び教員の多様性の確保を図 級研究員センター」に若手研究者を採用 の上級研究員を採用した。
る。 し，テニュア・トラック制度の導入を推

進する （ 9-1】再掲）。【

【48】2) 教育内容の検討を行うための
組織体制
a. 学部間のカリキュラムの連携を図る 48 教育学生支援会議の審議に基づき 履修学生の数，所属学部分布状況の実績等を審査した上で，各学部等が全学に開【 】 ，
組織を発足させ，教育資源の共有化を企 教育コーディネーターを中核に，カリキュ 放して行う特別講義・講演を対象に教育充実特別支援経費（学長裁量経費）による
画調整する。 ラムの連携による教育資源の共有化を図 支援を実施し，教育資源の全学的な共有化を推進した。

る。

b. 共通教育と専門教育の接続性及び大 （平成19年度までに実施済みのため，
学教育の内容の改善を検討する委員会を 平成21年度は年度計画なし）
設置する。

【49】3) 教育支援者の配置方策
a. 「大学教育総合センター」を中心に （平成20年度までに実施済みのため，
総合的な全学教育実施体制を実現する。 平成21年度は年度計画なし）

b. 教育の一環として大学院生を学部学 【49 「今後のTA活用のありかたについ 「今後のTA活用のありかたについて」の提言に基づき，TAの効果的運用を図るた】



- 50 -

生の教育に参加させる体制を充実発展さ て」に基づき，TAの効果的運用を図ると めのTA研修会やTAワークショップを実施した。また，共通教育科目「スポーツ」及
せる。 ともに，TA研修会やTAワ－クショップを び「スポーツと教育」におけるSA（スチューデント・アシスタント）の試行的導入

充実させる。 に伴い，SA研修会（教員向け，SA向け）を企画・実施した。さらに，留学生を対象
とするTA研修会の実施準備として，英語版のTA研修会資料を作成した。

c. 技術系職員の組織を見直し，研究教 （平成20年度までに実施済みのため，
育能力の向上を図る。 平成21年度は年度計画なし）

【50】② 教育に必要な設備，図書館，
情報ネットワーク等の活用・整備の具体
的方策
1) 講義等に必要な施設・設備の整備・
活用方策
a. 施設整備，キャンパス環境整備等を 【50-1】改善計画の再検証を行うととも 改善計画の実施状況を検証し，トイレ・屋上防水・構内危険部位の調査・点検結
総合的に検討し，教育研究環境の改善を に，年次計画に沿って教育研究環境の改 果調書の見直しを行い，当該年度及び次年度以降における改善計画を修正するとと
図る。 善を図る。 もに，平成21年度の工事を定め，附属高校校舎，法文学部本館，教育学部３号館，

工学部３号館のトイレ改修，農学部附属演習林管理棟，附属特別支援学校校舎，車
庫の屋上防水改修，城北団地構内の外構危険箇所の改善を実施した。

b. 効率的で分かりやすい授業を創るた 【50-2】IT機器・視聴覚機器の整備状況 IT化推進チーム会議を11回開催し，コスト削減，システム調達における透明性の
めに IT機器 視聴覚機器の充実を図る について評価・見直しを行い，新規整備 確保及び業務運営の合理化を目的とした「情報化業務・システム最適化計画取扱要， ， 。

計画の策定を行う。 項 （案）を策定した。また，同チームにおいて次期情報基盤システム更新（平成」
22年10月）における基本方針を策定するとともに，情報基盤システム仕様策定委員
会及び複数のWGを設置し，全学的な情報基盤システム更新の仕様を策定した。この
ほか，同チームの下に光LANケーブル仕様検討WGを設置し，学内光LANケーブルを再
整備するとともに，無線LANシステムの全学への新規展開を行った。

c. 遠隔双方向型授業システム等を導入 （平成17年度までに実施済みのため，
・整備し，キャンパス間・大学間の遠隔 平成21年度は年度計画なし）
授業，遠隔セミナーを可能にする。

d. 学習図書館機能の充実を図る。 【50-3】引き続き学生用図書を整備充実 学生希望図書の申込の増加を図るため，昨年度より引き続き希望図書ポストの整
させる。 備，ブックハンティングの実施等を行い，535冊（内ブックハンティング分401冊）

を購入した。また，修学支援システムの更新に伴い，シラバスに記載された「参考
書」が大幅に増加したため，予算を増額して絶版等を除く全点を整備した（1,231
冊 。これらは，コーナーを設け別置する等により，利用の促進を図った。このほ）
か，学部及び教育・学生支援機構へ図書の選定を依頼し，推薦された選書リストに
よる購入・整備を行った。引き続き職員による新刊図書の推薦を実施し，話題の図
書を迅速に購入･提供できるようにした。

【51】③ 教育活動の評価及び評価結果
を質の改善につなげるための具体的方策
1) 自己点検・評価の実施と評価結果の
フィードバック
a. 教育活動等に関する個人・組織デー 【51】教員活動実績データベースの管理 教員の教育・研究・社会的貢献・管理運営等の活動実績をまとめた「教員活動実

」 ， 「 」タを全学的に蓄積する。 ・運用方針に基づき，教育研究活動等に 績データベース と その一部の項目を用いて学内外に公表する 教育研究者要覧
関する個人データを全学的に蓄積する。 の充実のため，全教員にデータ入力を促す通知を行い，データベースの入力数を増

加させた。

b. 教員各人の教育活動を公正に評価す （平成20年度までに実施済みのため，
る基準と体制を策定し 「教員の総合的 平成21年度は年度計画なし），
業績評価」を実施する。

【52】2) 学生による授業評価等の実施
方策
a. 学生による授業評価アンケートを実 （平成19年度までに実施済みのため，
施し，科目ごとに評価結果を公表する。 平成21年度は年度計画なし）



- 51 -

b. 学生の声を教育改善にフィードバッ 【52】教育企画室による授業コンサルテ 教育企画室による授業コンサルティング・サービスを学内に周知するため，チラシ
クする仕組みを構築する。 ィング・サービスを学内に周知して，こ を作成し全教員に配付するとともに，教育企画室所属の研究員２人をコンサルタン

れを利用する教員数の増加を図る。 ト担当可能なスタッフとして育成し，授業コンサルティング・サービスの充実を図
った。また，農学部からの依頼に基づき，学部全教員を対象にしたコンサルティン
グを実施することとなり，平成21年度後学期は新たに９人の教員に対するコンサル
ティング及び実施方法等の検証を行った。

【53】3) 教育の成果に関する評価につ
いての研究開発

「大学教育総合センター」を中心とし 【53】各授業科目において到達目標に対 各学部における成績評価についての検討に資するため，教育企画室が各授業科目
て，教育成果に関する評価について研究 応した適正な成績評価を実施する。 の成績分布データを修学支援システムから抽出・整理し，各学部の統括教育コーデ

【 】 。 ，「 」，「 」，開発する。 （ 42 【46-1】再掲） ィネーターに周知した また 授業デザインワークショップ 様々な評価方法
「わかりやすいシラバスの書き方」講座を実施し，各授業科目の到達目標に対応し
た成績評価を実施するためのスキルを向上させることにより，成績評価の適正化を
図った。

【54】4) 教員の教育能力の評価システ
ムの確立と顕彰・処遇システムの整備

教育活動において優れた実績を示した 54 ティーチング・ポートフォリオ 教 ティーチング・ポートフォリオの本格導入に必要なメンターを育成するために，【 】 （
教員に対しインセンティブを付与する。 育業績記録）の導入に向けて，学内でメ ティーチング・ポートフォリオ作成ワークショップを２回実施し，延べ31人が参加

ンターの育成を行う。 した。

【55】④ 教材，学習指導法等に関する
研究開発及びＦＤに関する具体的方策
1) 教材，学習指導法等に関する研究開
発及びＦＤの実施体制の整備
a. 各学部，各研究科のFD委員会及び全 【55-1】教育コーディネーターを中心に 教育・学生支援機構教育学生支援会議に国際連携推進機構副機構長を，教育コー
学のFD委員会を確立し，その機能を強化 して，授業の改善，カリキュラムの改善 ディネーターに同機構国際教育支援センター教員を加え，全学的教育改革の指針・
する。 及び組織の整備・改革をさらに促進す 方針を決定・実行できる体制を整備した。また，教育コーディネーター研修会を４

る。 回開催し（延べ154人参加 ，各学部のカリキュラム・アセスメント・チェックリ）
ストの作成 アセスメントの試行を行った さらに 愛媛大学教育改革促進事業 愛， 。 ， （
大GP）の事業種目に「教育コーディネーター研修会の課題等を各学部・研究科で実
質化するための取組」を新設（６件採択）し，教育コーディネーターの活動支援を
更に充実させた。

「 （ ）」b. 教育実践，教育改善について定期的 【55-2】全学及び各学部において教育改 本学が代表校となっている 四国地区大学教職員能力開発ネットワーク SPOD
にシンポジウム，研修等を企画・実施す 善のためのシンポジウム，研修会をさら の事業として，授業デザイン・ワークショップ（２回 ，FDer（ファカルティ・デ）
る。 に充実させる。 ィベロッパー）養成ワークショップ（１回 ，ティーチング・ポートフォリオ作成）

ワークショップ（２回）を開催し，学内外からの参加者（86人）を得たほか，９月
には，FD/SDのセッションを行うSPODフォーラムを初めて開催し，全国の高等教育
機関から400人を超える教職員や学生の参加を得た。また，各学部においても，学
科の研修会と並行したFD懇談会（法文学部総合政策学科 ，独自のFDフォーラムに）
おいて副専攻型カリキュラム等に関する研修（法文学部人文学科 ，附属学校との）
協働についてのFDシンポジウム（教育学部 ，看護学教育シンポジウム（医学部 ，） ）

（ ）英語カリキュラムについてのシンポジウムやクリッカーについての講習会 工学部
など，教育改革のための研修会等の充実を行った。
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愛媛大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

④学生への支援に関する目標

① 学生の学習効果を向上させ，かつ学生による自主的学習を促進するために，学生と教職員とのつながりを強化し，学習環境や学習に関する相談体制を強化す中
る。期

② 心のケアや人権問題も含めて，学生生活上の困難を克服するための体制を強化する。目
③ 教室及び周辺空間のアメニティを向上させ，学習の場としてふさわしい環境を整備する。標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【56】① 学修支援，生活相談，就職支
援等に関する具体的方策
1) 学生支援に関して全学的に連絡調整 【56-1】学生サービスステーション等と 教育支援課と各学部が連携することにより，履修科目の未登録学生，標準修業年限

，を行う体制を整備する。 学生支援センターを中心に，学修支援， を超えた学生の状況を把握して，継続的に指導・サポートする体制を整備した。また
生活相談，キャリア支援等の学生支援機 学生何でも相談窓口担当職員のスキルアップを図るため，農学部職員２人を「学生
能の充実を図る。 支援相談業務に関する基礎研修講座」に参加させるとともに 「スチューデントコ，

ンサルタント」の資格を取得させ，相談窓口対応の充実を図った。さらに，学生支
援センターに学生生活サポート担当教員を配置し，不登校の徴候がある学生の早期
発見及び早期対応に努めるとともに，医学部及び農学部にも臨床心理士を配置して
学生相談の更なる充実を図った。このほか，就職相談員１人の増員を行い，就職相

， 。談機能を強化するとともに キャリア支援セミナーや少人数制の勉強会を開催した

2) 履修計画と学生生活について助言す 【56-2】学生支援センター，総合健康セ 学生支援センターが中心となって，総合健康センターや各学部窓口等との連絡会
る専門的教職員を配置し 「学生生活担 ンターと各学部の学生生活担当教員との を開催し，情報を共有しながら，学生相談等における個々の事例に応じた支援を行，
当教員制度」と併せて学生に対する支援 連携により，学生への個別支援を強化す った。なお，相談等の件数は，総合健康センターの受診が延べ850件 「学生なん，
活動にあたる。 る。 でも相談窓口 （学生支援課）がインテーカーとなった件数が約60件，学生支援セ」

ンターが開設する教職員からの個別相談の利用件数が約50件であった。

3) 「ピア・サポート・ルーム（学生に （平成18年度までに実施済みのため，
よる学生相談窓口 「ESMO（愛媛大学 平成21年度は年度計画なし））」，
学生メンターズ 」等により，学生相互）
の相談体制を整備する。

4) 各担当教員が待機すべきオフィスア （平成18年度までに実施済みのため，
ワーを設ける。 平成21年度は年度計画なし）

5) 留年学生，不適応学生に対する原因 【56-3】学生支援センター教員と学部教 学生支援センターと教育支援課とが協働して，新入生対象の共通教育科目（ こ「
調査と対策を継続的に検討し，学習・生 員が連携して不適応学生の早期発見に努 ころと健康 ）での連続欠席学生を把握し，学生生活担当教員との連携の下，３回」

， 。 ，活・心理面から支援する体制を整備す め，個別に支援する。 以上の欠席者20人に対して電話連絡をした結果 19人の連続欠席が解消した また
る。 ９月中旬に前学期の履修状況に基づき不登校の徴候のある学生を抽出し，学部学担

教員への連絡や相談受付など，対象学生56人のうち約半数の学生についての支援を
行った。

6) 身体に障害のある学生の受け入れに 【56-4】身体に障害のある学生の受け入 学生支援課バリアフリー推進室に，専任の障がい学生支援コーディネーターを１
対応するため，障害学生支援制度と支援 れに対応するため，障害者修学支援委員 人増員し，２人体制で障がい学生との面談を毎週実施した。併せて障がい学生のニ
ボランティア養成制度を立ち上げ，運用 会，バリアフリー推進室及び支援ボラン ーズ調査を行い，毎週開催の学生支援センターミーティングで報告し，対策を検討
する。 ティアの３者の連携による支援の充実を した。また，支援ボランティア連絡会の開催などを通じて，学生ボランティアとバ

図る。 リアフリー推進室の専任職員及び学生支援センター教員との連携を強化するなどの
組織強化を図った。一方，障害者修学支援委員会において「愛媛大学バリアフリー
理念検討WG」を立ち上げ，支援委員会委員（教員 ，学生支援センター教員，及び）
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障がい学生支援コーディネーターがメンバーとなって，本学における今後の障がい
学生支援の方向性について検討を行った。さらに，障がい学生の情報を共有するた
めに，学生支援センターミーティングに教育支援課職員も同席できるようにして，
各組織間の連携を強化した。

「 」7) 学生に対する人権侵害の防止に努め 【56-5】人権侵害に関する研修会を定期 新任職員研修及び有期契約職員初任者研修において 人権侵害等の防止について
るとともに，人権侵害が発生した場合は 的に開催し，教職員・学生の意識向上を を開催するとともに，12月に広島大学から講師を招いて「人権啓発講習会」を開催
迅速かつ厳正に対処する。 図るとともに，指針等について適宜見直 （参加者37人）し，教職員の意識向上を図った。

しを行い，人権侵害の防止と迅速な対応
に努める。

8) 「保健管理センター」と「人権委員 【56-6】各学部の相談窓口と「総合健康 学生支援センターが中心となって，総合健康センターや各学部窓口等との連絡会
会」が各学部との連携を強化し，学生に センター 「学生支援センター 「人 を開催し，情報を共有しながら，学生相談等における個々の事例に応じた支援を行」， 」，

。 ， ，対する精神的・心理的ケアを充実する。 権問題相談員連絡協議会」との連携によ うことにより学生の精神的・心理的ケアを充実させた なお 総合健康センターが
り学生に対する精神的・心理的ケアを充 各学部・学科，学生支援課，学生支援センター，人権問題相談員連絡協議会などか
実する。 ら相談を受けた学生，あるいは自発的に受診した学生のケアは延べ850件 「学生，

」（ ） 。なんでも相談窓口 学生支援課 がインテーカーとなった件数は約60件であった

， ，9) 自主学習のためのスペースを確保し 【56-7】全学的な自主学習スペースの利 全学共用の自主学習スペースの利用状況を調査するとともに 学生リーダー研修
整備する。 用状況及び学生の要望について調査を行 SPODフォーラム学生による大学教育改革提言作成ワークショップ，教室デザインワ

，「 」う。 ークショップ等で学生及び教職員のニーズ把握を行い 自主学習スペース事例集
として取りまとめた。さらに，愛大ミューズラウンジ利用検討専門部会において，
ラウンジスペースの効果的な利用法について検討を行い 「愛大ミューズラウンジ，
利用計画」を策定し，平成22年２月に，個別学習用，グループ学習用など，使途別
に利用しやすいようテーブルや座席レイアウトに工夫を凝らしたラウンジ５室を整
備した。

10) 進路指導，就職支援に関する全学的 【56-8】新しいキャリア教育の理念に基 労働基準，社会保障制度についての理解を深めさせるために，１月に卒業予定者
な連絡調整機能を強化する。 づいて，キャリア教育のコンテンツの充 向けのキャリアセミナーを３コマ開講した。また，各学部のキャリア教育に関する

実を図るとともに，進路指導，就職支援 科目について，学生支援センター専任教員が協力して企画・運営を行った。このほ
11) キャリアアドバイザーを配置し，キ に関する全学と各学部の連携を強化す か，各学部等で開講しているキャリア教育関連の授業や取組の実態把握を行い，新
ャリア教育の充実を図る。 る。 しいキャリア教育の理念に基づいて学生の学習・学生生活段階に応じた５つのステ

ップに分類・整理し，本学におけるキャリア教育，支援の概要を示すパンフ発行の
準備を行った。

12) 教職員向けに 学生支援の取組み方 【56-9】従来の教職員向け研修会・講演 ４月に新任教職員を対象として学生支援・メンタルヘルスケア等に関するオリエ， ，
メンタルヘルスケア等に関する研修会・ 会を継続するとともに，その内容の充実 ンテーションを実施した。また，９月にはSPODフォーラムにおいて学内外の教職員
講演会を実施する。 を図る。 を対象として「学生との話し方・関わり方」の講義を開講し，事例検討を行った。

このほか，３月に定例の「学生との関わり方セミナー （事例検討型研修会）を実」
。 ， （ ， ，施した さらに今年度は 学生生活担当教員研修会を３回シリーズで実施 ９ 12

３月）するなど，内容の充実を行った。

【57】② 社会人・留学生等に対する配
慮など
1) 社会人学生に対して，修業年限の適 （平成18年度までに実施済みのため，
切な設定，インターネットを利用した学 平成21年度は年度計画なし）
習指導，休日・夜間の講義等，学業と職
業の両立を図るための措置を講じる。

2) 入国から帰国まで一貫した留学生の 【57-1】留学生の一貫した指導体制を強 留学生サークルの設立にあたって，他大学の事例に関する資料の提供，活動につ
指導体制を整備する。 化するとともに，帰国後のフォロ－アッ いての助言，学内関係部署との連絡・調整等の支援を行うとともに，就学中及び卒

プを視野に入れ，留学生ネットワ－クの 業後のネットワーク強化のためにソーシャルネットワークを立ち上げた。また，留
充実を図る。 学生データベースを活用し，日本語及び英語（特に重要なものは韓国語・中国語で

も）の電子メールにより様々な情報を留学生に提供した。

3) 留学生の住環境及び就学環境の改善 【57-2】留学生の住環境，生活環境及び チューターが留学生支援を的確に行うための基本的な知識や態度を身に付けると
を図る。 就学環境の整備・改善を推進する。 ともに，業務を行う上での問題点，悩みなどに対応するため，チューター研修会を
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４月と10月に各２回ずつ開催した。また，チューターを半年間行った学生とチュー
ター制度に関する意見交換会を行い，得られた意見を参考に，制度改善の検討に役
立てた。また，国際交流会館の入居者の安全管理のため，監視カメラを設置するな
ど，防犯システムの強化を実施し，盗難事件や不審者の出没に対処するため最寄り
の派出所の警官に巡回強化を依頼した。このほか，留学生対象のポータルサイトの
設置，愛媛県留学生等交流推進会議の機関誌をWeb化し，国際連携推進機構のウェブ

， 。サイトへ掲載するなど ITを活用した生活環境・就学環境の整備・改善を推進した
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愛媛大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

①研究水準及び研究の成果等に関する目標

① 目指すべき研究の水準に関する基本方針
1) 総合大学にふさわしい学術的基盤を確保する。
2) 先見性，独創性のある研究を発掘し，創造力豊かな研究拠点となることを目指す。中
3) 特色ある分野で国際レベルの先端研究を推進し，国際的研究拠点となることを目指す。期

②成果の社会への還元に関する基本方針目
1) 地域にある学術拠点として，地域社会と双方向の関係を結び，地域から学びつつ，その成果を地域に還元する。標
2) 大学の知的資産を社会に公開・還元し，文化の発展に貢献する。
3) 産業経済界及び行政機関との連携協力関係を緊密にし，研究の活性化を図るとともに，産業の発展に貢献する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【58】① 目指すべき研究の方向性
1) 基礎研究を充実する。 【58-1】異分野間にまたがる基礎研究を 基礎研究を一層推進するため，老朽化した「Ｘ線構造解析装置」と「核磁気共鳴

推進するために 「研究推進ラボ」の機 装置」をそれぞれ更新した。，
器を充実する。

2) 先見性・独創性のある萌芽的研究を 【58-2】ステップアップ方式による育成 研究開発支援経費の採択審査委員を，各学部の統括研究コーディネーターで構成
発掘して全学的に支援する。 を図るため，厳正な研究評価を基礎とし し，審査をより実質化させるとともに，科学研究費補助金不採択で審査評点がＡの

て，研究開発支援経費（COE育成支援研 者を優先してヒアリング対象として審査するなど，評価方法を工夫して研究費の重
究，特別推進研究，萌芽的研究）の重点 点配分を行った。
配分を行う。

3) 先端的研究を全学の戦略的プロジェ 【58-3 「東アジア古代鉄文化研究セン 東アジア古代鉄文化研究センターでは，今治市・今治市教育委員会との共同主催】
クトとして推進する。 ター 「宇宙進化研究センター」の研 によるシンポジウムの開催，高大連携授業における製鉄実験の実施，韓国の研究者」，

究活動を推進するとともに，新たに設置 の招聘による研究セミナー・講演会の開催 2009年度第１回鉄文化シンポジウム た， 「
する「プロテオ医学研究センター」を全 たら製鉄の歴史と技術」の開催など，研究活動を推進した。宇宙進化研究センター
学的に支援する。 では，COSMOSプロジェクトの推進及び高赤方偏移銀河の新たな研究の推進，活動銀

河中心核を有する銀河の化学進化に関する研究の展開，独自に提唱している高速磁
気リコネクション理論を用いた太陽フレアや地球磁気圏サブストーム現象の物理機
構の解明など，研究活動を推進した。新たに設置したプロテオ医学研究センターに
ついては，センター事務室の設置，学長裁量定員の配置，学長裁量経費の措置によ
る新設ラボ設置など，全学的な支援を行った。

4) 社会的要請のある今日的課題に対し 【58-4 「南予水産研究センター」を軸 平成21年度都市エリア産学官連携促進事業（愛媛県南予エリア「持続可能なえひ】
て，機動的なプロジェクトチームを編成 に，愛媛県，宇和島市及び愛南町と協力 め発日本型養殖モデルの創出 ）を愛媛県，宇和島市及び愛南町等と協力して実施」
して取り組む。 して，南予活性化を推進する。 した。また，愛媛県，宇和島市及び愛南町と連携推進会議をそれぞれ開催して，平成

21年度の南予活性化のための具体的事項（漁業養殖・真珠養殖・ひじき養殖他）を
決定し，全学体制で南予活性化を支援した。このほか，学外有識者（市町の長，愛
媛県農林水産研究所長，漁協関係者）を構成員とする南予水産研究センター参与会

， ，や南予地域の漁業協同組合等との懇談会や報告会を開催するとともに 地元漁業者
漁協職員及び地方自治体職員を地域特別研究員（８人）として受け入れ，地域研究
者の育成を行った。

【59】② 大学として重点的に取り組む
領域
1) 地域，環境，生命を主題とする研究 【59-1 「地域創成研究センター 「防 地域創成研究センターでは，学内登録団体が開催する研究会・講演会・シンポジ】 」，
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の特色化に取り組む。 災情報研究センター」の研究プロジェク ウムへの後援活動及びそれら会合の資料や報告書の作成支援を通じ，学内外におけ
トを発展させ，学際的研究への展開を図 る地域に関する研究成果の公開を促進するとともに，地方分権問題に関する学習会
る。 を定期的に開催し，県内自治体の職員や市民が参加して，活発な議論を行った。防災

情報研究センターでは 「土木学会四国支部大会フォーラム」の開催 「えひめ建， ，
設BCP研究会」の発足のほか，四国４大学，建設業関係者，行政機関等による「建
設業BCP懇談会」を結成し，四国内建設業者のBCP作成の指導等を行うための研究会
を実施した。さらに，８月には新居浜市で教員を対象とした小中学校防災教育研修
会を開催して防災教育プログラム及び防災教育ツールを開発するとともに，11月に
新型インフルエンザをテーマに「総合防災フォーラム」を開催した。

※ BCP= business continuity plan 事業継続計画 災害や事故などの予期せぬ出来
事の発生により，限られた経営資源で最低限の事業活動を継続，ないし目標復旧時
間以内に再開できるようにするために，事前に策定される行動計画のこと

【59-2】グローバルCOEプログラム「化 沿岸環境科学研究センターでは，グローバルCOEプログラム「化学物質の環境科
学物質の環境科学教育研究拠点 「先進 学教育研究拠点」形成に向け，３つのサブプロジェクト及び特別教育研究経費によ」
的実験と理論による地球深部物質学拠 る「瀬戸内海長期変動研究プロジェクト」を計画どおり推進した。また，地球深部
点」形成を軸とする先端的研究の一層の ダイナミクス研究センターでは 「先進的実験と理論による地球深部物質学拠点」，
充実を図る。 形成に向け，海外ワークショップ，国際セミナーの開催，博士後期課程の学生教育

等，各種プログラムを計画どおり推進した。

【59-3】無細胞タンパク質合成技術を軸 平成21年４月に，ゲノム情報とタンパク質情報とを一体化したプロテオ医学研究
とした生命科学分野の「プロテオ医学研 を軸に，人類が抱える難病である悪性新生物（がん），新興・再興感染症，自己免疫
究」を推進する。 疾患，生活習慣病，神経変性疾患を克服することを目的に，基礎・臨床融合の研究

組織「プロテオ医学研究センター」を設置した。同センターには，医用タンパク質
技術部門，新興・再興感染症部門，自己免疫疾患病理解析部門，加齢制御ゲノミク
ス部門，細胞増殖・腫瘍制御部門，難治性神経疾患分子制御部門，幹細胞分化制御

， ，部門の７つの研究部門を設置し これまで蓄積してきた最先端の研究成果を駆使し
病態理解と治療技術の開発を進めた。

2) 国際的に研究を先導し，我が国の研 【59-4 「沿岸環境科学研究センター ， 沿岸環境科学研究センターでは，グローバルCOEプログラム等各種の継続プロジェ】 」
究の中心的拠点となりえる研究を重点的 地球深部ダイナミクス研究センター クトに加え，新規の科学研究費補助金（基盤S，A，B（２件）等）を獲得し，活発に「 」，
に推進する。 「無細胞生命科学工学研究センター」の 研究を推進した。地球深部ダイナミクス研究センターでは，グローバルCOEプログ

研究活動を一層推進する。 ラムを計画どおり実施するとともに，TANDEMの活動，中国での２拠点との協定締結
及び人的交流を行った。このほか，科学研究費補助金による特別推進，新学術等の
大型先端研究を実施した。無細胞生命科学工学研究センターでは，新興・再興感染
症研究ネットワークにおいて，北海道大学，帯広畜産大学，大阪大学，長崎大学，
琉球大学と共同研究を継続して行ったほか，ワクチン候補抗原の探索システムを構築
， ， 。し 新規ワクチン候補のスクリーニングを開始するなど 研究活動を一層推進した

【60】③ 成果の社会への還元に関する
具体的方策
1) 懇談会，研究会，シンポジウム，ワー 【60-1】地方公共団体，地元企業等と連 地方公共団体，地元企業等と連携した懇談会，公開講座，シンポジウム・研究会
クショップ，公開講座などの開催を通し 携して，懇談会，シンポジウム，公開講 （あいだい博2009，愛媛大学産官学交流会，えひめ5:30クラブ，プロテインアイラ
て地域社会との交流を活発にし，研究成 座等を開催し，研究成果の地域への還元 ンド松山国際シンポジウム等）の開催，四国中央市，今治市，宇和島市でのサテラ
果の公開と共有化を図る。 を積極的に行う。 イト事業として行った公開講座「まちなか大学・ことぶき大学他」の開催，グロー

バルCOE特別セミナー，地球環境フォーラム，鉄文化シンポジウムなど先端的研究
センターによるセミナー等の開催を行った。このほかにも研究成果報告書やニュー
スレター等のメールマガジン配信を行うことにより，研究成果の地域への積極的な
還元を行った。

，【60-2】研究成果のホームページでの公 社会連携推進機構のウェブサイトに本学の研究成果を掲載して広くPRを行ったほか
表を全学的に充実させるとともに，研究 サテライトオフィス東京において，研究成果の報告会，JSTと連携した「技術シー
成果報告会や新技術発表会等を開催す ズ研究発表会」を開催した。また，愛媛県及び愛媛銀行が開催した「ビジネスマッ
る。 チング2010 「メイド・イン愛媛2010」にも出展し広く研究成果等PRを行った。」，

2) 国際特許取得を含む知的所有権及び （平成20年度までに実施済みのため，
企業倫理等の文理融合型の教育と実務を 平成21年度は年度計画なし）
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企画・実施する体制を作る。
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愛媛大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

②研究実施体制等の整備に関する目標

① 研究者の配置方針
1) 教員人事の流動化を図り，戦略的で機動的な人事を可能にする。中
2) 研究，教育及び管理運営における教員の弾力的な役割分担を可能にし，各分野の高度な展開を図る。
3) 若手研究者育成のための体制を強化し，研究の活性化を図る。期

② 研究環境整備の基本方針
1) 先導性の高い研究組織を中核にして新たな学内COEさらには研究センターの設置構想を推進する。目
2) 設備，施設，研究スペースの整備を進めるとともに，共用化，共同利用化を推進し，研究活動の活性化を図る。
3) 研究支援体制の整備強化を図る。標

③ 研究の質の向上及び改善のためのシステムに関する基本方針
教員個人及び研究組織を評価するシステムを構築し，それに基づき公正な評価を定期的に実施する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【61】① 適切な研究者等の配置に関す
る具体的方策
1) 学長裁量の教員定員を確保し，研究 【61-1】学長裁量定員を確保し，先端研 学長裁量定員によって新たに，地域創成研究センター（准教授），地球深部ダイナ
者の戦略的・機動的配置を可能にする。 究センターを中心に研究者を戦略的に配 ミクス研究センター（助教２人 ，南予水産研究センター（助教）国際連携推進機）

置する。 構（教授）及びプロテオ医学研究センター（教授，助教）に，計７人の教員を配置
した。

2) 教員の役割分担を進め，先端的な研 【61-2】先端的研究を推進するために， 先端的研究を推進するための財政支援策として，特別教育研究経費が採択された
究，特色ある研究等を推進する教員を研 学長裁量経費による研究経費の財政支援 センターに対し「特別教育研究経費の学内負担分」を継続して措置するとともに，
究重点型と位置付け，研究に専念できる を継続し，研究環境を整備する。 学長裁量経費により宇宙進化研究センター，東アジア古代鉄文化研究センターに運
環境を整備する。 営費を，本年度新設したプロテオ医学研究センターにスタートアップ経費を措置し

て，研究環境の整備を行った。

3) 国内外の他研究機関との間で人事の 【61-3】国内外派遣研究員制度による派 研究活動の更なる活性化を図るため 本学からの派遣のみ規定していた従前の 国， 「
連携，客員研究員の交流を促進する。 遣及び国内外客員研究員の受け入れを促 内派遣研究員実施要項」を廃止し，他大学等からの教員受入制度を含む「国内研究

進する。 員規程」を制定した。また，各部局長を通じ「愛媛大学客員研究員規程」に基づく
客員研究員の受入を奨励した。

4) ポスドク，学術振興会特別研究員等 【61-4】学術研究委員会と研究コーディ 各部局等への通知により，PD研究員やDC学生に対する学術振興会特別研究員への
の制度を活用し，若手研究者の育成を図 ネーターのイニシアティブにより，学術 応募を奨励し，他機関のPD等にも本学を受入機関とする応募を奨励するとともに，
る。 振興会特別研究員等への応募と受け入れ 本学では８人（H20:６人）を受け入れた。

を奨励し，アクティビティが高い若手研究
者の育成を推進する。

【62】② 研究資金の配分システムに関
する具体的方策
1) 研究資金を，各教員の研究基盤を確 【62】研究のデュアルサポート体制（研 「研究開発支援経費 （学長裁量経費）の採択等にあたる学術研究委員会のメン」
保するための資金枠と競争的に配分する 究基盤経費と競争的研究経費）を維持す バーを，各学部を代表する統括研究コーディネーターで組織することにより，審査
資金枠に分け，後者については公正で透 るとともに，資金を投入した研究につい 評価機能を充実させた。また，採択された研究課題の成果について公開シンポジウ
明性の高い評価に基づき資金を配分し， て研究実績の調査により，研究評価シス ムを開催し公表するとともに，平成21年度で期間終了となる課題については，学術
かつ，その成果を評価するシステムを導 テムのさらなる充実を図る。 研究委員会が新たに作成した成果評定表による評価を行い，特に優秀な評価を得た
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入する。 研究者を表彰する等インセンティブを付与した。

2) 学長裁量の研究資金を確保し，重点 （平成20年度までに実施済みのため，
研究，プロジェクト研究，萌芽的研究の 平成21年度は年度計画なし）
支援，若手研究者に対する支援，その他
戦略的研究事業に機動的に資金を投入で
きる仕組みを確立する。

3) 研究資源の開拓，研究の需要調査， （平成20年度までに実施済みのため，
外部資金導入の促進等を図る全学的組織 平成21年度は年度計画なし）
を設置する。

【63】③ 研究に必要な設備等の活用・
整備に関する具体的方策
1) 研究活動の効率化を図るため 設備 【63-1】施設マネジメント委員会におい 施設実態調査結果により各学部の基準面積の見直しを行うとともに，各学部の使用， ，
施設，研究スペースの再配分と共同利用 て，施設有効活用方針及び施設有効活用 状況を検証した上で，各学部の施設利用計画を施設マネジメント委員会で審議し，
化を総合的に検討する。 整備計画を再検証するとともに，計画的に 平成22年度のスペースチャージ制導入対象面積（3,100㎡）を確定した。また，各学

， 。既存施設の有効活用を図るため，既存施 部から拠出する面積データを基に 既存施設の再構築のための基礎資料を作成した
設の再構築を推進する （ 25-1】再掲）。【

2) 教育研究に必要な設備の維持・更新 【63-2】設備整備に関するマスタープラ 設備マスタープランを策定し，設備の維持・更新を計画的に実施した。また，文
を計画的に行う。 ンに基づき，設備の維持・更新を計画的 部科学省への概算要求時にプランの完成版を提出するとともに，そのプランを踏ま

に実施する。 えた設備概算要求を行った。

3) 「総合科学研究支援センター」におい 63-3 総合科学研究支援センターの 研 老朽化した「Ｘ線構造解析装置」と「核磁気共鳴装置」をそれぞれ更新するとと【 】 「
て，研究支援の諸機能を一元的管理する 究推進ラボ」の機器を充実し，学内外の もに，これらの装置を利用した愛媛県試験研究機関との共同研究を行うなど 「研，
とともに，異分野間の共同研究を支援す 共同研究を推進する。 究推進ラボ」の充実による学内外の研究者との共同研究を推進した。
る。

4) 学術文献（電子ジャーナルを含む ， 【63-4】間接経費の投入による電子ジャ 電子ジャーナル経費（約１億円）のうち，間接経費による85％（前年比10％増））
学術資料を充実するための全学的体制を ーナルの共通経費化をさらに推進する。 の共通経費化を実現させ，各部局等の経費負担の軽減を行った。
確立する。

5) 体系的な図書・資料の収集及び先進 【63-5】次期整備計画に備えトライアル Scopus競合製品の情報収集のために前年度に引き続きWeb of Scienceのトライア
的情報検索システムの導入によって，研 等により，電子ジャーナル及び二次情報 ル，製品評価のためのRSC（英国化学会）やメディカルオンライン等12種類のトラ
究図書館機能を充実する。 データベースの導入希望の意向調査や現 イアル（電子ジャーナルを含む）を実施した。また，電子ジャーナルの次期整備計

システムの利用状況等の情報収集を行 画策定に向けて，電子ジャーナル及び二次情報データベースの導入意向調査アンケ
う。 ートを行った。このほか，引き続き各社電子ジャーナルパッケージの統計情報の参

照などにより，利用状況の把握を行った。

【64】④ 知的財産の創出，取得，管理
及び活用のための具体的方策

知的財産の創出，取得，管理及び活用 （平成20年度までに実施済みのため，
を戦略的に行う体制を検討し 整備する 平成21年度は年度計画なし）， 。

【65】⑤ 研究活動の評価及び評価結果
を質の向上につなげるための具体的方策
1) 各部局の特性を考慮した上で，研究 （平成20年度までに実施済みのため，
組織及び教員各人の研究活動を公正に評 平成21年度は年度計画なし）
価する基準と体制を策定し 「教員の総，
合的業績評価」を実施する。

2) 教員の総合的業績評価 に基づき 【65-1】優れた研究者等に対して，イン 「科研インセンティブ経費 （学長裁量経費：1,500万円）を，平成21年度科学研「 」 ， 」
優れた研究者，研究グループに対する重 センティブとして学長又は学部長裁量経 究費補助金の新規申請件数及び新規採択数に基づく算出結果（ポイント）により基
点的な資金配分等の適切なインセンティ 費により研究費の重点配分を推進する。 盤研究経費として各教員へ傾斜配分を行うなど，研究費重点配分を推進した。
ブを付与する。

3) プロジェクト研究やグループ研究に 【65-2】研究開発支援経費等による研究 平成22年２月に「愛媛大学研究開発支援プロジェクト公開シンポジウム」を開催



- 60 -

ついて，公開研究発表会等を行い第三者 に関するシンポジウムを開催して，研究 し，研究成果を学内外に広く公開するとともに，学術研究委員会委員による評価を
的な評価を受ける。 成果を学内外に広く公開し，社会的評価 行った。公開シンポジウムの開催に関し，ウェブサイトに掲載するとともに，地方

を受ける。 紙にも記事を載せ一般公開した。また，テレビ局による取材も受けた。
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愛媛大学

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(3) その他の目標

①社会との連携，国際交流等に関する目標

① 地域との連携
立地する地域社会との連携体制を強化し，地域社会と双方向的な関係を確立する。中

② 産官学連携
産業経済界及び行政機関との連携協力関係を緊密にし，教育と研究の活性化を図るとともに，産業の発展と国民の福利向上に貢献する。期

③ 他の大学等との連携
四国地域をはじめとする国内の他の大学や教育研究機関と積極的に連携し，教育と研究の活性化を図る。目

④ 国際交流
世界に開かれた大学として，諸外国の大学や教育研究機関と学術交流を図るとともに，留学生の受入れ，本学学生の海外派遣等を通じて国際社会との人的交標

流を推進する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

【66】① 地域社会等との連携・協力，
社会サービス等に係る具体的方策
1) 地方自治体等の政策形成や地域の課 【66-1】愛媛県，松山市，東温市，愛南 愛媛県，松山市，東温市，愛南町とそれぞれ連携推進会議を開催して，具体的実
題解決に参画し，自律的な地域社会・地 町等と連携して 地域活性化に取り組む 施事項を決定し，課題解決に取り組んだ。， 。
域文化の創生に貢献する。

【66-2】サテライトを設置した四国中央 今治市，宇和島市と連携推進協議会を開催し，地域の課題を収集して，その解決
市，今治市，宇和島市の政策形成に参画 に取り組んだ。また，各市に設置したサテライトにおいて，科学技術相談を行い，
し，地域活性化に取り組む。 その課題解決に取り組むとともに，研究協力会会員企業を訪問し，会員企業のニー

ズを収集して，その解決に取り組んだ。

【66-3 「防災情報研究センター」にお 防災情報研究センターでは，新居浜市教育委員会と連携して，８月に防災教育主】
いて，防災に関する国，地方公共団体， 任研修会を，２月に防災教育事例発表会を実施した。また，新居浜市の小・中学生
地域からの要望に広く対応するととも を対象として 「四国防災八十八話」を紙芝居化したものを基本とした防災教育テ，
に，特に地域における防災教育や防災リ キストを，冊子とDVDで作成した。さらに 「防災教育推進に関する協定」を締結，
ーダーの育成に努める。 した愛南町では，防災教育連携協力協議会及び同懇談会の開催，愛南町東海小学校

における防災教育担当者への研修会及び新居浜市多喜浜小学校との交流会の開催，
防災教育に関するフォーラムの開催など，地域における防災教育や防災リーダーの
育成に努めた。

2) 愛媛県をはじめ四国地域にある文化 【66-4 「地域創成研究センター」にお 地域創成研究センターでは，今治市において，ゆかりのある「猿飛佐助」と立川】
的遺産，自然的富の保存・活用に積極的 いて，地域の文化資源等の発掘・保全・ 文庫をテーマとしたシンポジウム（参加者：150人 ，松山市長をパネリストに招）
に関わる。 活用に関する研究調査を支援するととも いて「坂の上の雲のまちづくりシンポジウム」（参加者：120人）を開催した。また，

に 「サテライト分室mit」で開催する 市内商店街にある「まちなか大学」では，松山地方法務局と協力して，身近な法律，
「まちなか大学」の内容を充実させる。 の講座を開催するなど，地域との連携を深めた（全10回，参加者180人 。各研究）

グループの研究成果は年報やウェブサイトに掲載することにより公表した。

3) 社会人入学の促進，生涯学習やリカ 【66-5 「生涯学習室」において，生涯 生涯学習室において，地域住民等を対象とした講演会等の情報を一元化できるよ】
レント教育等の持続的学習の場を提供す 学習に関する情報の一元化を行うととも う，各学部等に情報の提供を求めるとともに，開講計画に基づき学校図書館司書教
るためのプログラムを整備する。 に，生涯学習の充実を図る。 諭講習，公開講座等の生涯学習関連事業を実施した。

4) 附属図書館等の公開，研究施設の開 【66-6】愛媛県及び各市町村誌料の収集 新たに三輪田米山（松山市の書家）関係の資料22点の寄贈を受け，デジタル化を
放を促進する。 と公開を推進する。 行った。10月に今治市の今治地域地場産業振興センターにおいて「愛媛大学図書館
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企画展2009今治藩家老江島家文書展」を開催した。また，貴重資料「鈴鹿文庫 ，」
「米山日記」をデジタル化し，ウェブサイトで公開した。

【66-7 「総合科学研究支援センター」 総合科学研究支援センターを中心に，愛媛県の研究機関や地域企業と連携して地域】
を中心に，地域社会と連携した研究を推 資源を活用し，地域の活性化を図った。また，城北ステーション内に「臭素化学懇話

」 ，「 」 。進する。 会事務局 を置き 臭素化学 に関するテーマで関連企業と共同研究を推進した

【66-8】情報発信・社会教育機能を持つ 愛媛大学開学60周年を記念して，大学の学術研究成果のわかりやすい公開・発信
「愛媛大学ミュージアム」を開設する。 を目的とした「愛媛大学ミュージアム」を11月に開設した。ミュージアムのスタッ

フとして，学芸員資格取得希望者などミュージアム業務に関心のある学生７人を採
用し，事前研修を行うことで，サービスの向上に努めた。また，プレオープン企画
として８月に開催した「昆虫展」では，５日間で3,752人の入場者があり，マスコ
ミにも取り上げられるなど，ミュージアムの宣伝効果も高めた（来館者数（11月～
３月 ：8,672人 。） ）

5) 総合的な地域支援情報ネットワーク 66-9 地方公共団体 関連病院 企業 連携協定を締結している愛媛県及び松山市とそれぞれ連携推進会議を，東温市，【 】 ， ， ，
を構築し，保健，医療，福祉，教育等に 金融機関等との連携協定に基づき，一元 愛南町，今治市及び宇和島市とそれぞれ連携推進協議会を開催して，自治体とのネ
おける社会サービス活動を推進する。 的な地域支援情報ネットワークを充実さ ットワークを強化した。また，連携協定を締結している伊予銀行，愛媛銀行，愛媛

せる。 信用金庫の職員を客員教授に任用して，金融機関とのネットワークを強化した。

【67】② 産官学連携の推進に関する具
体的方策

， ， ， ，1) 「地域共同研究センター」を中核に 【67-1】四国TLO等と連携し，産学連携 四国TLOと連携して バイオEXPO2010 新技術説明会 イノベーションジャパン
して国内外の民間企業に対する技術指導・ に関する事業実施件数の増加に努める。 ナノバイオ・新機能材料展等に出展し，本学の研究成果を情報発信した。また，総
技術移転及び共同研究・受託事業を推進 務省，JST等の競争的資金制度の説明会を年４回開催するとともに，総務省，経済
し，実施件数を増加させる。 産業省，NEDO，JST等の競争的資金制度の説明会に参加させることにより，応募件

数152件（対前年度30件増 ，採択件数71件（対前年度16件増）に増加した。）

2) 「リエゾンオフィス」の一層の充実 【67-2】行政機関や企業等からの客員教 昨年度に引き続き，文部科学省産学官連携コーディネーター，愛媛県及び四国TLO
を図り，外部人材の組織化，産学コーデ 授及び産官学連携職員の協力を得て，産 の職員を客員教授として配置するとともに，四国TLOの職員を社会連携推進機構の
ィネート機能，産官学の交流，大学の知 官学の連携交流を推進する。 コーディネーターに委嘱し，知的財産部門及び産官学連携部門の人材を強化して，
的財産の広報などの業務を推進する。 連携交流を推進した。また，宇和島市及び愛南町の職員を産官学連携職員として配

置し，産官学連携部門の人材を強化して，連携交流を推進した。

3) 利益相反に関する指針等を速やかに （平成20年度までに実施済みのため，
策定する。 平成21年度は年度計画なし）

【68】③ 他大学等との連携・支援に関
する具体的方策
1) 大学コンソーシアム化を視野に入れ 68-1～2 大学コンソーシアムえひめ 「大学コンソーシアムえひめ」の構成大学が連携して，愛媛県内４大学（愛媛大，【 】「 」
地域の公私立大学等との教育研究資源の の構成大学が連携して 「共同授業 「日 学，松山大学，松山東雲女子大学・短期大学）に在籍する学生355人が参加して，， 」，
共有化を推進する。 本語英語 「インターンシップ 「大学 インターンシップ研修を実施した。また，宇和島東高校において，10大学が参加し」， 」，

ガイダンス・セミナー 「FD／SD」等を て 「愛媛県大学ガイダンスセミナー （模擬講義（受講者：延べ406人 ，大学紹」 ， 」 ）
実施する。 介・個別進学相談会）を実施した。さらに 「四国地区大学教職員能力開発ネット，

ワーク（SPOD 」のSPODフォーラムには加盟校から22のプログラムに267人の教職）
員が，FD／SD研修には22のプログラムに延べ295人の教職員が参加した。

2) 目的に応じて，他大学と自主的な連 【68-1～2】四国の国公私立大学・短期 「四国地区大学教職員能力開発ネットワーク（SPOD 」と連携し，四国地区の各）
携・協力体制を構築する。 大学・高等専門学校が参加する「四国地 加盟校向けのFDer ファカルティ・ディベロッパー 養成に係るFDプログラム 学（ ） ，「

区大学教職員能力開発ネットワーク 代 務系職員養成プログラム 「次世代リーダー養成プログラム 「高等教育トップ」（ 」， 」，
表：愛媛大学）と連携して，汎用性のあ リーダーセミナー 「職員キャリアアップサポート 「スタッフポートフォリオ」」， 」，
るFD／SDプログラムを開発する 【110】 等のSDプログラム，プレFDとして，教える仕事に就きたい大学院生のための研修プ。

ログラムをそれぞれ開発した。また，SPODフォーラムを開催し，全国から全27プロ
グラムに400人を超える参加があり，参加者の93％から「有意義又は満足」との高
い評価を受けた。
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【69】④ 留学生交流その他諸外国の大
学等との教育研究上の交流に関する具体
的方策

， 】 ，「 」1) 国際交流の推進のため 「留学生セン 【69-1 「国際交流センター」を拡充改 教育と研究の両面において国際交流・連携を推進するため 国際交流センター
ター」の機能を強化する。 組する 国際連携推進機構 を発足させ を拡充改組し，４月に「国際連携推進機構 （国際連携企画室，国際教育支援セン「 」 ， 」

全学の国際化を強力に進める体制を整備 ター，アジア・アフリカ交流センター）を設置した。松山市役所国際文化振興課と
し，国際交流事業を推進する。 の共催によるESDオープンセミナーや国際交流ワークショップ「UMAPと国際交流の

ための新戦略」等を開催し，学外の国際交流関係機関との連携強化を図るなど，国
際交流事業を推進した。

2) 「海外留学プログラム」を整備し， 【69-2】国際連携推進機構の下に長期留 「長期留学支援室」を設置し，国際教育支援センターと協働して，英語圏・中国
。 ， ，本学学生の海外派遣を強化する体制を作 学支援室を設置し，その整備・充実を図 ・韓国等への留学相談を行った また 日本学生支援機構から留学相談員を招聘し

る。 り，学生の国際的な学習機会の拡大を図 学生・教職員を対象とした海外留学セミナーを開催するとともに，インドへの留学
る。 経験者による留学報告会を開催して，留学への意識を高めるなど，学生の国際的な

学習機会の拡大を図った。

3) 「英語教育センター」と「留学生セン 【69-3 「多文化交流ゾ－ン」における 留学生の要請に応じて就職支援のための相談及びカウンセリングを随時実施する】
ター」の共同による異文化コミュニケー 多文化交流を促進する。 とともに，チューター研修会，J-support（学内の日本人学生における日本語学習
ション空間を創設する。 支援ボランティア）説明会，学生ボランティア団体である国際交流コーディネータ

ー（ICO）の行事案内等，留学生支援のための会を実施した。また，短期研修「愛
アイプログラム」の課外学習のため，J-supportによる日本語支援を行った。これ
らの取組により，多文化交流ゾーンにおける交流に参加する留学生が増え，交流が
促進された。

4) 帰国後のフォローアップ体制を整備 【69-4】校友会（同窓会）の国内，海外 校友会と連携した，ソーシャルネットワーク（Facebook）等の活用により，帰国
し 帰国留学生ネットワークを構築する 支部活動の充実を図るための支援を行 後の留学生のネットワークのシステムを構築した。また，ベトナムで開催された日， 。

い，帰国後のフォローアップ体制の充実 本学生支援機構の日本留学フェアにおいて，校友会ベトナム支部と交流を行った。
を図る。 さらに，本学とインドネシアの国際連携をより円滑にするため，５月にサテライト

オフィス・インドネシアを設置した。

【70】⑤ 教育研究活動に関連した国際
貢献に関する具体的方策
1) 日本科学技術振興財団，JICA等の外 【70-1～3】国際共同研究・調査を推進 JICA，JSPS等の外部組織と連携して，学内の研究者等を対象にアジア・アフリカ
部組織と連携した国際共同研究を奨励・ するための支援体制を充実・強化すると を中心とした事業についての説明会を開催するなど，国際共同研究に係る情報提供
推進する。 ともに，実績の集積，成果報告会などの を行うとともに，関係担当部署と協働して，国際会議・研究集会の開催や参加への
2) 国際会議・研究集会の開催に経済的・ 開催による国際研究活動の資源化・共有 支援制度に関する情報を収集し，ウェブサイトに掲載して周知するなど，資源化・
人的支援が行えるよう学内的な環境整備 化を図る 【115】 共有化を図った。。
を行う。
3) 若手研究者，大学院生の国際学会・
研究集会への参加や短期留学・研修に対
して重点的に支援する。

4) 諸外国の大学・研究所との学術交流 【70-4】学術交流活動に関する情報収集 研究者及び学生の学術交流活動，外国機関との共同研究等に関する状況調査を実
の推進を図り，外国人研究者・技術者の を促進し，外国人研究者，技術者，職員 施しデータ化するとともに，外国人研究者等に対する労働条件通知書等の英文表記
受け入れ体制，研修体制を整備する。 の受け入れ体制，研修体制を全学的に支 の検討や留学生及び外国人研究者を対象とした日本語支援の出前授業など，外国人

援する。 研究者等の受け入れ体制，研修体制を全学的に支援した。

5) 任期付きポスト，客員教授ポスト等 【70-5】先端研究センターにおいて，任 沿岸環境科学研究センターに客員准教授１人，グローバルCOE准教授１人の外国
を用いて，外国人研究者を教員として招 期付き教員，客員教授として外国人研究 人研究者を配置した。
聘する。 者を配置する。
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愛媛大学

大学の教育研究等の質の向上Ⅱ
その他の目標(3)

② 附属病院に関する目標

医学部附属病院は 「患者から学び，患者に還元する病院」であることを理念の基礎におき，以下の目標を定める。，
① 病院組織及び職員の業務の見直しを図る。
② 愛媛県民から信頼され，愛される病院を目指した体制の構築を図る。中
③ 医療に関わる安全管理体制の充実を図る。期
④ 病院収支を改善し，病院経営の健全化を図る。目
⑤ 患者の権利を守り，患者の立場に立てる医療人の育成を図る。標
⑥ 愛媛で育ち，世界に羽ばたく先端医療の創造を図る。
⑦ 地域との医療連携の強化を図る。

進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

（平成20年度の実施状況概略）【71】① 管理運営体制の整備に関する
・病院長の諮問機関である「病院運営企画会議」を月１回開催し，重要具体的方策

1) 病院長専任制の推進により，管理運 事項等について審議するなど，病院長のリーダーシップが迅速に発揮
営体制を強化する。 できるよう，管理運営体制を強化した。

Ⅲ
（平成20年度までに実施済みのため，

平成21年度は年度計画なし）

2) 診療支援部を設置する。

Ⅲ
（平成17年度までに実施済みのため，

平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）3) 薬剤部，看護部，事務部の組織体制
を見直す。 ・正確な返品処理を実施するため，薬剤部にクラークを配置し，管理体

制を強化した。また，次期システムに返品医薬品減少方策を盛り込む
ため，看護部等の関係部署と協議するなど，返品医薬品の管理体制を
強化した。

・各看護単位をグループ化して協働体制を構築し，看護必要度・繁忙度
・必要看護師数（７：１看護体制）等のデータを基に応援体制を強化

， ，するなど 業務量の調整や休暇取得のための取組を行ったことにより
看護師の離職率が平成19年度の11.9％から10.6％に低下した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【71-1】薬剤部内の人材配置の適正化

を検討し，業務の効率化とチーム医療 薬剤部の人材配置の適正化を検討した結果，薬剤師が混注業務を担当
を推進する。 する体制を整備し，新生児特定集中治療室（NICU）の担当者として薬剤

師２人を配置して，業務の効率化とチーム医療を推進した。

（平成20年度の実施状況概略）【72】② 医療サービスの向上に関する
・附属病院自己点検・評価委員会において，中央診療施設等の中間評価具体的方策

1) 中央診療施設の機能拡充，臓器別診 を実施し，報告書を作成した。
療の実施及び疾病に特化した診療組織 ・肌の老化予防や皮膚がんの早期発見を目的として，全国でも数少ない
及び部門を開設する。 「抗加齢皮膚ドック」を開設した。
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・再生医療研究センターの再生医療応用部門に細胞プロセシングセンター
を設置し，再生医療・細胞治療の臨床試験を実施できる環境を整備す
るとともに，冠動脈疾患集中治療部を脳卒中・循環器病センターに統
合して，同センターに小児循環器部門，成人循環器部門，外科循環器
部門及び脳卒中部門を新設し，専任医師及び兼任医師各４人を配置す
るなど，診療体制を拡充・専門化した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【72-1】医学部附属病院自己点検・評

価委員会において実施した自己点検・ 医学部附属病院自己点検・評価委員会において実施した自己点検・評
評価の結果を受け，中央診療施設等の 価の結果に基づき，放射線部の改修，材料部の機器の更新，病理部のホ
機能改善に取り組む。 ルマリン対策等，中央診療施設等の機能改善に取り組んだ。

（平成20年度の実施状況概略）2) 外来診療体制の多様化を図るととも
に，入院サポート体制を充実する。 ・前年度のアンケート調査結果に基づき，院内３ヶ所に分散しているATM

の集中化，シャワー室・コインランドリーの設置，院内レストラン・
喫茶店の運営形態見直し，院内売店面積の大幅な拡充等，患者やその
家族の要望に対応した整備を行った。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【72-2】アメニティ整備の検討結果を

改修計画に反映し，実施に向けて取り サービス部門再開発WGにおけるアメニティ整備の検討結果に基づき，
組む。 院内レストラン及び喫茶店の開店，院内売店面積の大幅な拡充（141→281

㎡）等，患者や教職員の要望に対応した整備を行った。

【72-3】外科系講座の再編，小児外科 副病院長と各診療科において，附属病院全体の機能拡充を図るための
系病棟の設置，手術室の増床等の構想 改善事項等の意見交換を実施し，約100件の要望等に対し，優先順位を付
を踏まえ，評価項目を再検討する。 けて対応した。

（平成20年度の実施状況概略）3) 医療，福祉，看護に関する相談業務
を充実するとともに，退院後の円滑な ・退院支援等の手引きを作成するとともに 「地域連携ネットワーク研，
在宅・転院療養を支援する。 究会 （研究会参加機関：県内約50の医療関係機関）を立ち上げ，県」

内における保健・医療・福祉機関との連携強化体制を構築した。
Ⅲ

（平成20年度までに実施済みのため，
平成21年度は年度計画なし）

4) 民間輸送会社と連携した患者輸送シ
ステムの整備を推進する。

Ⅲ
（平成19年度までに実施済みのため，

平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）5) 地域住民を対象とした健康に関する
イベントを開催する。 ・市民からの相談ニーズに幅広く対応するため 「すこやか健康相談／，

あいナビステーション （平成19年11月設置）を通じて，医学部附属」
病院の看護師と社会福祉士が無料で医療福祉相談に応じ（水～日の10
時～17時 ，市民の健康に対する意識向上に貢献するとともに，住民）
の健康に対するニーズをとらえるアンテナショップと情報発信拠点の
役割を果たした（延べ利用者：8,766人，相談件数：1,515件 。また，）
松山市と実務者会議を３回開催し，活動を充実させた。さらに，地域
住民を対象とした健康に関するイベントを３回開催した。

Ⅲ
（平成20年度までに実施済みのため，

平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）【73】③ 安全管理体制の整備に関する
・医療の現場で患者の安全・安心をより質の高いものとするために，専具体的方策

（ ）1) リスクマネージャーによる指導体制 門的な研修を終えた看護師長を専任ゼネラルリスクマネージャー GRM
を強化する。 として医療安全管理部に配置した。また，医療安全管理のさらなる向
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上を目指し，新たな看護師等に対する専門的な研修への参加の推奨，
リスクマネージャーバッジの作成など，教職員の医療安全に対する意
識向上を推進するとともに，インシデント（医療現場における好まし
くない事象）の解決策及び事故再発防止策等の周知・徹底を行った。

Ⅲ
（平成20年度までに実施済みのため，

平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）2) 問題発生時の患者・家族への支援体
（ ） ，制を強化する。 ・平成19年度に作成した対応マニュアル 平成20年度に改訂 に基づき

病院全職員を対象として，３月に防犯グッズを使用した院内暴力・患
者避難誘導の対応訓練を実施した。

Ⅲ
（平成20年度までに実施済みのため，

平成21年度は年度計画なし）

【74】④ 経営の効率化に関する具体的
方策
1) 企画・分析機能を重視した経営体制
を構築する。

Ⅲ
（平成19年度までに実施済みのため，

平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）2) 経費削減を徹底するとともに，医療
サービスの充実等により診療収入の増 ・手術部の看護師を７人（23人→30人）増員するとともに，眼科，皮膚
加を図る。 科等の局所麻酔手術を短期手術室で実施することなどにより，前年度

の手術件数と比べ，２診療科で73件，病院全体で416件増加し，入院請
求額が8.2億円の増収となった。

・６月に臨床研究会を松山市で開催し，また，７月に大分市での臨床研
究会に参加して情報交換・資料収集等を行うとともに，２月に開催さ
れた「指導医のための治験臨床研究推進セミナー」での発表内容を踏
まえて，臨床研究倫理委員会委員の教育プログラムを策定した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【74-1】平成20年度の短期手術室の実

績に基づいてさらなる効率的運用を検 増築整備計画に基づき，３月に手術室２室を増床（10→12室）し，手術
討し，手術室２室の増築整備計画を推 部看護師を４人増員した。
進する（10室→12室 。）

【74-2】小児外科病床（12床 ，治験 移設計画に基づき，３月に小児総合医療センター（小児科病床13床の）
センター，人間ドック新設及び抗加齢 設置）を新設し，臨床薬理センター及び抗加齢・予防医療センターを移
センター移設計画を推進する。 設するとともに，人間ドックを新設した。また，小児外科病床13床の設

置により，看護師を23人増員した。

（平成20年度の実施状況概略）3) 臨床試験業務を拡充する。
・６月に研究者・治験依頼者を対象として研究会を開催し（参加者：約

300人 ，愛媛大学の取組や関連病院ネットワークに関する内容を紹介）
したことなどにより，臨床試験業務件数が前年度と比べ21件増加した
（69件→90件 。）

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【74-3】国際共同治験全国大会を松山

市内において開催し，薬物動態試験を ２月に国際共同治験全国大会を松山市で開催し 全国から医師 CRC 治， ， （
中心とした教育セミナ－を実施する。 験コーディネーター ，製薬会社等多数の参加者（227人）を得て，薬物）

動態試験等の教育セミナーを実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【75】⑤ 教育・研修等の質的向上に関
・従来の画一的医学教育から脱却して専門性に富み選択性のある教育をする具体的方策
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1) 医学系・看護学系学生に対する卒前 推進する目的で，愛大GP採択プログラムの一環として，２月に愛媛大
教育を充実する。 学医学部「先端医学ウインタースクール」を実施した。また，がんプロ

フェッショナル養成プログラムにおいて，愛媛大学腫瘍センターが主
催する「がんプロフェッショナル養成インテンシブコース講演会」を
４回開催した。

・平成21年度から実施する看護師の卒前教育充実のための臨地実習担当
者コアスタッフ会議を４回開催し，新カリキュラムの方針の説明や，
実習計画・評価に対する意見交換を行うとともに，学外の臨地実習指
導者３人を臨床講師として配置し，指導体制を充実した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【75-1】学生の学習効果について作成

した指標による成果の評価を行い，こ 附属病院長，臨床研修センター長等の地域医療に関係する教員で検討
れまでの評価結果と合わせて臨床系実 した結果 地域医療支援センターの中にシミュレーション・センター ス， （
習のカリキュラム成果の検証，臨床系 キルズ・ラボ）を設置することとした。
実習の新カリキュラムのためのシミュ
レーションセンター（仮称）の設置に
関し，検討する。

【75-2】 ｢新・総合臨床医コース｣を 「新・地域枠（推薦Ｂ）」枠学生を対象とした「新・総合臨床医コース」
開始する。 を開始し，地域医療学講座（愛媛県寄附講座）地域サテライトセンター

（西予市立野村病院）において，対象となる１年次生に対し介護等体験
実習を行った。

【75-3】看護基礎教育の新カリキュラ 実習指導コアスタッフ会議を開催し，看護部臨地実習指導要綱の見直
ムに基づき，看護部臨地実習指導要綱 しや具体的事例に基づいた学生実習指導について協議した。
を見直し，コアスタッフの指導を充実
する。

（平成20年度の実施状況概略）2) 他大学等の歯学系・薬学系・医療技
術系学生に対する卒前教育への協力を ・11月に実習施設の充実のための工事を完了した。また，グループ実習
推進する。 について，愛媛県病院薬剤師会と協議し，コアカリキュラムに準じた

方法を立案するとともに，長期実務実習において化学療法剤の被曝防
止を含めた混注実習を４年制学生の実習，研修生実習で試行し，方法
論を確立した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【75-4】薬学６年生実務実習について

検討する。 薬学６年生実務実習について，11週間にわたる実習カリキュラムの作
成，資料調査等を行う実習室の整備など，受入体制を整備した。

（平成20年度の実施状況概略）3) 医師，歯科医師及びコメディカルに
対する卒後教育を充実する。 ・女性医師の離職を防ぎ，復職を積極的に支援することによって地域医

療に貢献できる医師を確保することを目的として，女性医師キャリア
支援プログラム「地域のマドンナ・ドクター養成プロジェクト」を実
施した 「女性医師と女子医学生のおしゃべりサロン」を開催（４月，。
７月）して，現職女性医師と医師を目指す女子医学生との情報交換及
び情報共有を図る機会を提供した。

・附属病院薬剤師のがん専門薬剤師，がん認定薬剤師，感染制御専門薬
， ， ，剤師 NST専門薬剤師及び各種学会認定薬剤師資格の取得 登録により

研修実施体制を整備した。
Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【75-5】総合臨床研修センターと連携
し，退職医師，離職医師のリフレッシ 定年退職した医師，従来の専門を変更して一般医を目指す医師等を対
ュ教育体制の具体的な充実を図る。 象に再就職の支援を行う「リフレッシュ教育キャリア支援プログラム」

の研修生として１人の女性医師を採用し，老年・神経内科において，総
合臨床研修センター支援の下，臨床トレーニングを実施した。

（平成20年度の実施状況概略）【76】⑥ 研究成果の診療への反映及び
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・６月に，細胞プロセシングセンターを設置し，再生医療・細胞治療の先端的医療の導入に関する具体的方策
1) 高度先端医療の開発・導入を推進す 臨床試験を実施できる環境整備を行うとともに，予算面において，昨
る。 年度に引き続き，基準外医療費として4,700万円を確保するとともに，

病院経費約２億円を病院収益に応じ配分し，先進医療の開発等にも使
用できることとした。

Ⅲ
（平成20年度までに実施済みのため，

平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）2) 地域医療機関と連携し，高度先進医
療の共有化を図る。 ・治験ネットワーク５病院による幹事会を開催し，先進医療技術を開発

する治験を推進するとともに，ウェブサイトを整備し，治験等の先進
医療技術の情報共有を行った。

・愛媛県がん診療連携協議会に参画し，愛媛県におけるがん治療の連携
， 。協力体制 相談体制及びその他のがん医療に関する情報交換を行った

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【76-1】ネットワ－ク医療機関を対象

に臨床試験セミナ－を開催する。 11月に外部から講師を招いて，ネットワ－ク医療機関を対象に臨床研
究セミナ－を開催した（学内外の参加者：54人 。）

（平成20年度の実施状況概略）【77】⑦ 地域貢献に関する具体的方策
愛媛県内の各種医療団体との間に 医 ・研究科長及び病院長が愛媛県保健医療対策協議会に参画し，地域医療「

療連携協議会」を設置する。 を担う人材育成のための取組等を推進するとともに，地域医療を担う
医師確保等のため 愛媛県からの寄附による地域医療学講座(寄附講座)，
を平成21年１月に設置した。

Ⅲ
（平成20年度までに実施済みのため，

平成21年度は年度計画なし）

ウェイト小計
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愛媛大学

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上
(3) その他の目標

③ 附属学校に関する目標

① 教育基本法及び学校教育法に基づき，心身の発達に応じた教育の理論的研究及び実践的研究を推進し，地域社会における教育の拠点としての役割を果たす。中
② 学部と連携を図りながら，大学での教員養成機能の充実に寄与する。期

目
標

進捗
中期計画 平成21年度計画 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ

状況

（平成20年度の実施状況概略）【78】① 大学・学部との連携・協力の
・附属教育実践センターと愛媛県教育研究協議会との連携協力の下，研強化に関する具体的方策

1) 学部及び「附属教育実践総合センタ 修会における指導助言や研究大会のシンポジウムのコーディネーター
ー」と連携しながら，学校教育に関す 等を通して，学校教育の実践的研究を推進した。
る実践的研究・教育の充実を図るため Ⅲ

（平成21年度の実施状況）の組織を設置し，機能させる。 【78-1】附属教育実践センターと愛媛
県教育研究協議会等との連携協力に基 附属教育実践センターや愛媛県教育研究協議会との連携協力の下，合
づき，実践的教育研究を推進する。 同研修会の実施や研究発表等により地域社会における実践的な教育研究

に取り組んだ。教育学部と教育学部附属学校園の関係者によって構成す
る学部・附属連絡協議会において，学部と附属学校園との連携による実
践的研究や教育実習等の改善・強化に関して継続して協議した。

（平成20年度の実施状況概略）2) 学部及び「附属教育実践総合センタ
ー」と連携しながら，地域社会におけ ・ 知的障害のある人の就労実現を目指した特別支援学校における作業「
る教育の拠点としての役割を果たす。 実習の開発」の成果を踏まえ，教育課程に新しい作業学習を位置付け

るとともに，就労実現を目指した勤労観・職業観を育てる授業実践を
行った。また，教育実践総合センター，教育学部，附属幼稚園の共著
による「たのしさいっしょにみつけよう」を出版するとともに 「幼，
稚園と小学校との接続を見通したカリキュラム評価の在り方に関する
理論的・実践的研究」に取り組んだ。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【78-2】学部及び附属教育実践センタ

ーと連携しながら，地域社会における 教育学部，附属教育実践総合センター及び附属学校園の教員が合同で
拠点としての教育研究の一層の発信を 教育学部合同研修会を実施（４月・11月）し，地域社会のモデルとなる
行う。 教育研究実践の報告を行った。

（平成20年度の実施状況概略）【79】② 学校運営の改善に関する具体
・学校園統一の「附属学校園における学校評価実施要領」を作成し，自的方策

1) 「学校評価」の制度を確立し，外部 己評価委員会による自己（内部）評価，学校関係者評価委員会（研究
評価及び内部評価の充実を図る。 評議委員会，学校評議員会）及び第三者評価委員会による外部評価を

実施し，評価結果を学長へ報告するシステムを構築した。また，学校
評価の結果に基づいて策定した改善策は，来年度の教育計画及び学校
運営に反映した。

Ⅲ
。（平成20年度までに実施済みのため， 附属学校園において，外部評価委員会を設置して，外部評価を実施した

平成21年度は年度計画なし）

2) 「学校評議員会」の充実を図る。
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Ⅲ
（平成19年度までに実施済みのため，

平成21年度は年度計画なし）

（平成20年度の実施状況概略）【80】③ 附属学校の目標を達成するた
・校園長会及び附属学校園協議会において，入園，入学，連絡・連携入めの入学者選抜の改善に関する具体的

学に関する問題点の抽出，幼稚園から大学まで一貫する教育理念の構方策
「入試制度検討委員会」を設置し， 築，附属学校教諭の業務負担の軽減等について，来年度に継続して検

入試制度の改善を図る。 討することとした。
Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【80 「入試制度検討委員会」におい】
て改訂・実施した入学試験・入学選考 附属幼稚園・附属小学校・附属中学校における児童・生徒の入学後の
・入園選考について評価・検証を行 状況と，附属学校園の連絡入学の現状・問題点について，入試制度検討
う。 委員会で評価・検証を行い，附属高等学校を含めた「附属学校園の連絡

入学に関する基本方針」を取りまとめた。

（平成20年度の実施状況概略）【81】④ 公立学校との人事交流に対応
・附属学校園協議会において「愛媛県との人事交流に関する協定書」のした体系的な教職員研修に関する具体

問題点について検討し，退職手当の取扱いについて，人事交流の期間的方策など
1) 愛媛県教育委員会との人事交流を原 内に附属学校教諭が自己都合により退職した場合の処遇を改善するこ
則とする。 とを，学長裁定により決定した。

Ⅲ
（平成21年度の実施状況）【81-1】愛媛県教育委員会と愛媛大学

，との人事交流を一層円滑に推進するた 愛媛県教育委員会と愛媛大学との人事交流を一層円滑に推進するため
めの課題解決に取り組む。 附属幼稚園教員の義務教育等教員特別手当の適用及び副園長の４級格付

けについて見直し，平成22年度から適用することを決定した。

（平成20年度の実施状況概略）2) 公立学校との連携を密にし，愛媛県
及び松山市教育委員会の研修計画に沿 ・愛媛県教育委員会及び松山市教育委員会との連携により,10年教職経験
って教職員の研修を実施する。 者研修を実施した。また，愛媛県教育委員会の５年教職経験者研修会

に教員を講師として派遣した。
Ⅲ

（平成21年度の実施状況）【81-2】愛媛県教育委員会及び松山市
教育委員会等，地域教育委員会との連携 10年教職経験者研修に附属小学校教諭２人，附属中学校教諭２人及び
に基づいて，10年及び５年教職経験者 ５年教職経験者研修に特別支援学校教諭が１人が参加するとともに，各
研修及び各種教員研修に参画し，実践 種教員研修に積極的に参加した。また，教員免許更制度における研修講
的研究・教育の充実を図る。 座の一部に，附属学校園の教員が教育学部と連携して担当した。

ウェイト小計
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愛媛大学

教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項Ⅱ
注： 】内の数字は対応する年度計画番号を示す。【

， （ ） 「 」 （ ）○教育研究等の質の向上の状況 また 農学研究科 修士課程 に 紙産業特別コース を開設 平成22年４月
することとした。

①教育研究活動面における特色ある取組
【56-1】 【35-3】・全学的な連携体制によるによる学生支援 ・附属高等学校との高大連携の促進

教育支援課と各学部が連携することにより，履修科目の未登録学生，標準修業 附属高等学校との高大連携を促進するため，本学教員と附属高校教員が連携
年限を超えた学生の状況を把握して，継続的に指導・サポートする体制を整備し して，１年次授業科目として，前学期に「産業社会と人間 ，後学期に「産業」
た。また，学生何でも相談窓口担当職員のスキルアップを図るため，農学部職員 科学基礎」を，２年次授業科目として前学期に「キャリアプランニング ，後」
２人を「学生支援相談業務に関する基礎研修講座」に参加させるとともに 「ス 学期に 環境教育学 を実施した ３年次科目 フリーサブジェクト 及び 課， 「 」 。 「 」 「
チューデントコンサルタント の資格を取得させ 相談窓口対応の充実を図った 題研究」について，高大連携科目の授業内容の企画立案及び実施のコーディネ」 ， 。
さらに，学生支援センターにおいては，学生生活サポート教員を配置し不登校の ートを行う附属高校連携委員会（本学教員10人，附属高校教員３人で構成）で
徴候がある学生の早期発見及び早期対応に努めるとともに，医学部及び農学部に 実施方法・内容等を決定し，平成22年度より全学的協力体制を構築し，実施する
も臨床心理士を配置して学生相談の更なる充実を図った。このほか，就職相談員 こととした。
１人の増員を行い，就職相談機能を強化するとともに，キャリア支援セミナーや
少人数制の勉強会を開催した。 【37-5】・英語プロフェッショナルコースの開設

学部教育を通したキャリア教育の一環として，国際社会や地域社会で活躍で
37-1 きる人材の育成を目指した副専攻型カリキュラム「英語プロフェッショナル養成・初年次教育における学生への学習・履修・生活指導・メンタルケアの充実【 】

新入生の学生生活を心身両面から支援するため，初年次科目を改編しライフス コース」を共通教育発展科目として開設し，社会で即戦力となる英語運用能力
キルに関する初年次科目「こころと健康」を新入生全員の必修科目として開講し の育成を目指した教育を外国人教員が中心となり実施している。また，受講生
た。４つのテーマ「青年期のこころ 「食と健康 「生活の医学 「スポーツ の英語力の評価及びカリキュラムの改善に資するため，年度開始時及び年度末」， 」， 」，
（医学 」についての講義をオムニバス形式で提供した。また，競技種目別に開 にTOEIC受験を実施した結果，受講生全体で平均35点の成績向上が見られた。）
講されてきた従来の基礎科目「スポーツⅠ」を再編し，基礎的体づくりや基礎的
動きづくりを目指した共通プログラム（E-fit）を新たに組み込み，初年次科目 【58-3 【59-3】・ プロテオ医学研究センター」の設置「 】
「スポーツ」として位置付け全新入生向けに開講した。 平成21年４月に，ゲノム情報とタンパク質情報とを一体化したプロテオ医学

研究を軸に，人類が抱える難病である悪性新生物（がん ，新興・再興感染症，）
【37-6 【39-4】 自己免疫疾患，生活習慣病，神経変性疾患を克服することを目的に，基礎・臨・体験型授業「科学リテラシー科目」の導入 】

「 」 。 ，共通教育教養コア科目において，自然科学に関する講義・教員による演示実験・ 床融合の研究組織 プロテオ医学研究センター を設置した 同センターには
， ， ，学生による実験で構成する，体験型授業「科学リテラシー」科目を導入し，「エコ 医用タンパク質技術部門 新興・再興感染症部門 自己免疫疾患病理解析部門

を考える～光合成システムを題材に～ をテーマとした 生命 いのち の営み 加齢制御ゲノミクス部門，細胞増殖・腫瘍制御部門，難治性神経疾患分子制御」 「 （ ） 」，
地球の未来 の２つの題目の授業として実施した 全学部 医学部医学科以外 部門，幹細胞分化制御部門の７つの研究部門を設置し，これまで蓄積してきた「 」 。 （ ）

１年生を対象に 前学期４クラス・後学期８クラスを開講した 学生は班単位 ３ 最先端の研究成果を駆使し，病態理解と治療技術の開発を進めた。， 。 （
～４人）で実験を行い，学期末には，同時間帯４クラス合同でグループ単位の学

②教育研究活動を円滑に進めるための様々な工夫生による発表会を実施した。
【30-2】・学士課程教育の体系化

【31-2 【33】 教育コーディネーター研修会（年間４回開催，延べ154人が参加）において，・地域連携による大学院教育改革 】
組織的な大学院教育改革推進プログラム（大学院GP）として医学系研究科医学 各学部における現状のカリキュラムの有効性を検証し，第２期中期目標期間に

専攻の「地域・大学一体型先導的研究者育成システム」が採択された。これは， 向けたPDCAサイクルを進めるための，ワークショップ形式の研修を行った。この
研究室間の壁を取り去った教育カリキュラムや，９月入学制度などの社会人学生 研修を通じ，カリキュラム・アセスメントのためのツール（チェックリスト）

， 。 ，の受入，大学と地域との連携により地域医療を担う大学院生を育成する取組が評 を開発し 各学部のウェブサイトにおいて公開した さらにその一部を用いて
価されたものである。このプログラムに基づき，地域連携や先端研究センター「プロ カリキュラム・アセスメントの試行を行った。
テオ医学研究センター」との連携強化による教育プログラムの更なる充実，将来
大学院で研究を行うための研究マインドを学部学生の段階から醸成するシステム 【47-1】・教育コーディネーター制度の充実による教育改善の推進
の構築などを進めた。 愛媛大学教育改革促進事業（愛大GP）の事業種目に「教育コーディネーター

」 （ ）大学院と地域との連携による専門職型の教育コースとして，理工学研究科生産 研修会の課題等を各学部・研究科で実質化するための取組 を新設 ６件採択
環境工学専攻（博士前期課程）に「船舶工学特別コース」を，電子情報工学専攻 し，教育コーディネーターの活動支援を更に充実させた。

。（博士前期課程）に「ICTスペシャリスト育成コース」を平成21年４月に設置した
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【55-2 【68-1～2】 づく算出結果（ポイント）により，基盤研究経費として各教員へ傾斜配分を行う・他大学との連携による教育改善のための取組 】
本学が代表校となっている 四国地区大学教職員能力開発ネットワーク SPOD など，研究費重点配分を推進した。「 （ ）」

の事業として，授業を初めて担当する教員等のための授業デザインワークショップ
（２回），学部や大学でFD活動を行っている教員のレベルアップのためのFDer（ファ 【61-2】・先端的研究推進のための財政支援
カルティ・ディベロッパー）養成講座（１回 ，種々の評価に耐えうるように教 先端的研究を推進するための財政支援策として，特別教育研究経費が交付さ）
育業績を記録しまとめるためのティーチング・ポートフォリオ作成ワークショッ れたセンターに対し「特別教育研究経費の学内負担分」を継続して措置すると
プ（２回）等を開催し，四国内外の大学等からも受講者を受け入れた。また，事 ともに，学長裁量経費により宇宙進化研究センター，東アジア古代鉄文化研究
務職員の業績記録として独自に「スタッフ・ポートフォリオ」を開発して，作成 センターに運営費を，本年度新設したプロテオ医学研究センターにスタートアッ
のためのワークショップを実施した。 プ経費を措置して，研究環境の整備を行った。

さらに，SPOD事業としてSPODフォーラムを本学において９月に開催し，提供さ
れた27のFD及びSDプログラムに全国の各種高等教育機関から400人を超える教職 【47-3】・上級研究員制度の導入によるテニュアトラックの推進
員や学生の参加を得た。これらの事業に参加した教職員の９割以上から「研修が 先端的研究拠点等において，テニュアトラック制度に基づき若手研究者に自立
有意義あるいは研修に満足」と評価された。 性をもって活躍する機会を与え，次代の先端研究のリーダーを育成することを

目的とする「上級研究員」制度を導入しており，平成21年度は東アジア古代鉄
【55-2 【68-1～2】 文化研究センター，農学部附属環境先端技術センター及びプロテオ医学研究セン・教育関係共同利用施設の認定 】

平成21年度に全国の教育関係共同利用施設として，教職員能力開発拠点（本学 ターに上級研究員４人を採用した。
教育・学生支援機構 教育企画室）が文部科学大臣の認定を受けた。教職員能力

③社会連携・地域貢献，国際交流等開発拠点は，教職員の能力開発による高等教育の質の向上のために，本学が独自
に開発したプログラムや，SPOD等の外部機関との連携によって開発したプログラム 【66-8】・ 愛媛大学ミュージアム」の開設「
を全国の高等教育機関の教職員に提供し有効に活用することを目指している。 愛媛大学開学60周年を記念して，大学の学術研究成果のわかりやすい公開・

愛媛大学が提供するプログラムは，あらゆる立場の教職員にとってすぐにスキル 発信を目的とした「愛媛大学ミュージアム」を11月に開設した。ミュージアム
アップにつながる実践的なプログラムであることが特徴であり，受講者と講師と のスタッフとして，学芸員資格取得希望者などミュージアム業務に関心のある
の間で行う対話形式や，受講者間のディスカッションによって成果物を作成する 学生７人を採用し，事前研修を行うことで，サービスの向上に努めた。また，
ワークショップ形式などの手法によって，数多くのプログラムを提供することと プレオープン企画として８月に開催した「昆虫展」では，５日間で3,752人の入
している。 場者があり，マスコミにも取り上げられるなど，ミュージアムの宣伝効果も高

めた（来館者数（11月～３月 ：8,672人 。） ）
【39-1】・少人数学生参加型授業の充実

９月に開催したFDスキルアップ講座において 「グループ学習のコツ」等を開 【67-1】， ・産学官連携の推進
，講し，少人数学生参加型授業に関する教授法の改善に向けた取組を行った。「心理 四国TLOと連携して，バイオEXPO2010，新技術説明会，イノベーションジャパン

， 。 ，学から見た教室デザイン～学びを促す学習空間づくり」のFD/SDセミナーを実施 ナノバイオ・新機能材料展等に出展し 本学の研究成果を情報発信した また
するとともに，少人数学生参加型授業のデモ授業として愛媛大学リーダーズ・ス 総務省，JST等の競争的資金制度の説明会を年４回開催するとともに，総務省，
クールの授業を公開した。また，金沢大学と共同でe-Learning教材「効果的なグ 経済産業省，NEDO，JST等の競争的資金制度の説明会に参加させることにより，
ループワークの進め方 「授業デザイン入門（シラバスの書き方 「大人数講 応募件数152件（対前年度30件増），採択件数71件（対前年度16件増）に増加した。」， ）」，
義法入門 「成績評価法入門」を開発し，一部はMoodle経由で学内に公開した。 本学の研究協力会会員企業を訪問し，科学技術相談を行うとともに，企業の」，

ニーズを収集し，共同研究・受託研究への発展に努めた（共同・受託研究約8.9
【56-7】 億円，対前年度約1.5億円増（契約ベース 。・学生のための自主学習スペースの充実 ））

愛大ミューズラウンジスペースの効果的利用計画を策定し，平成22年２月に，
個別学習用，グループ学習用など，使途別に利用しやすいようテーブルや座席レイ 【69-1】・ 国際連携推進機構」の設置「

。アウトに工夫を凝らしたラウンジ５室を整備した。また，学生リーダー研修，SPOD 「国際交流センター」を拡充改組し，４月に「国際連携推進機構」を設置した
フォーラム「学生による大学教育改革提言作成ワークショップ 「教室デザイ 同機構の下に国際連携企画室，国際教育支援センター，アジア・アフリカ交流」，
ンワークショップ」等を利用して学生及び教職員のニーズ調査を行い 「自主学 センター」を設置し，専任教員７人を配置して全学の国際化を強力に進める体，
習スペース事例集」として取りまとめた。この事例集は，今後の自主学習スペー 制を整備した。
ス充実のために活用する。

【58-2 【65-1】・資源配分の取組（研究開発支援経費等） 】
特色ある優れた学術研究を支援し，研究拠点の形成及び萌芽的研究の育成を推進

する「研究開発支援経費」において，科学研究費補助金不採択で審査評点がＡの
者を優先してヒアリング対象として審査するなど，評価方法を工夫した研究費の
重点配分を行った。また 「科研インセンティブ経費 （学長裁量経費：1,500万， 」
円）を確保し，平成21年度科学研究費補助金の新規申請件数及び新規採択数に基
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ドクター養成プロジェクト｣を実施している。平成21年度は，４人（小児科，眼科○附属病院について
， ） ， 。１．特記事項 各１人 皮膚科２人 の女性医師がこのプログラムを活用して 研修を行った

【 平成16～20事業年度 】
・細胞プロセシングセンターの整備・愛媛県内唯一の特定機能病院として，地域の医療機関と連携し，高度な医療を

提供するとともに，病棟クラークの導入，診療科のマニフェスト作成，抗加齢 無細胞タンパク質合成法を研究の基盤手法として，感染症等の診断・治療及び
センターの設置により，病院収入の増収を図った（対前年度増収額 平成16年 予防法の開発に特化した７部門から成る「プロテオ医学研究センター」を平成21
度：４億3,800万円 平成17年度：６億7,400万円 平成18年度：５億200万円 年４月に設置した。これに伴い，基礎研究から得られた成果を臨床応用する（トラ， ， ，
平成19年度：５億1,000万円，平成20年度：５億9,400万円 。 ンスレーショナル・リサーチ）分野である｢細胞プロセシングセンター｣を平成22）

・国立保健医療科学院が実施した顧客満足度調査入院部門において，国立大学病院 年４月から附属病院の中央診療施設として位置付け，更なる再生医療・細胞治
31機関中第１位に選ばれ 「患者様から学び，患者様に還元する病院」を理念 療の臨床試験を実施できる環境整備を行うこととした。，
として，医師・看護師・関係スタッフが医療活動に励んできたことに対して，

（２）質の高い医療の提供のために必要な取組（診療面の観点）高い評価を得た（H17 。）
【 平成16～20事業年度 】

・痛み治療センター（H16），診療支援部（H16），抗加齢センター（H17）を設置【 平成21事業年度 】
平成21年１月に，愛媛県からの寄附により「地域医療学講座（寄附講座 」を した。）

開設し，医学部生を対象として地域医療実習等を通じ，地域医療に貢献する総合 ・がんをトータルにケアし，がん専門医を育成する腫瘍センターを設置し，厚生
医の養成に着手した。 労働省「がん診療連携拠点病院」の認定を受けた（H18 。）

附属病院では，法人化以降各種の増収策（抗加齢センターの設置，循環器病系 ・医療安全管理部（H15）と感染制御部（H18）を設置するとともに，医療事故
。の強化，手術件数の増等）を実施しており，平成21年度については６億3,500万 防止マニュアル，院内感染防止マニュアルなどを作成し医療事故防止に努めた

円の増収となった。 ・病院敷地を含む医学部構内を全面禁煙とし 患者と職員の健康保全に努めた H， （
18 。）

， （ ）２．共通事項に係る取組 ・新たに56人の看護師を増員し より安全性の高い充実した看護体制 ７対１
を整備した（H19 。（１）質の高い医療人の育成や臨床研究の推進等，教育・研究機能の向上のための ）

・がんに伴う痛みなどのさまざまな苦痛を取り除くことを目的とした「緩和ケア取組（教育・研究面の観点）
センター」を設置した（H19 。【 平成16～20事業年度 】 ）

・研修医の卒後研修をはじめとする臨床研修をサポートする「総合臨床研修セン ・海外渡航者の出国前・帰国後の健康管理を目的として，海外渡航者に感染予
「 」ター」を設置し，医療機関と連携して研修医に個別に対応する研修プログラム 防・診断書作成・健康相談などを行う専門の外来窓口 海外旅行感染症外来

を実施した（H16 。 を開設した（H19 。） ）
・内視鏡を中心にした低侵襲手術の技術の習得を目指した「低侵襲手術トレーニ ・医療の現場での患者の安全・安心をより質の高いものとするために，病院独

ング施設」を設置した（H17 。 自の「医療事故防止・安全管理マニュアル」を作成し，医療スタッフに周知）
・これまで研究室単位で実施してきた研究の共通先端技術を集約して，その研究 するとともに，必要に応じた見直しを行った（H19 。）

成果を臨床研究に応用することを目的に「再生医療研究センター」を設置した ・脳・心臓疾患の多様化と患者数の増加に伴い，それぞれの疾患に特化した診
（H18 。 療体制を整備するため，冠動脈疾患集中治療部を脳卒中・循環器病センター）

・女性医師の離職を防ぎ，復職を積極的に支援することによって地域医療に貢献 に統合し，同センターに小児循環器部門，成人循環器部門，外科循環器部門
できる医師を確保することを目的として 女性医師キャリア支援プログラム 地 及び脳卒中部門を新設するとともに，専任医師及び兼任医師各４人を配置し， 「
域のマドンナ・ドクター養成プロジェクト」を実施している（活用実績：平成 て診療体制を拡充・専門化した（H20 。）
20年度３人 。 ・特定集中治療室（ICU），新生児特定集中治療室（NICU）の増床及び脳卒中ケア）

・再生医療研究センターの再生医療応用部門に「細胞プロセシングセンター」を ユニット（SCU）の新設を行った（H20 。）
設置し，再生医療・細胞治療の臨床試験を実施できる環境を整備した（H20 。 ・肌の老化予防や皮膚がんの早期発見を目的として 「抗加齢皮膚ドック」を） ，

開設した（H20 。）
・医療の現場で患者の安全・安心をより質の高いものとするために，専門的な【 平成21事業年度 】
研修を終えた看護師長を専任ゼネラルリスクマネージャー（GRM）として医療・キャリア支援プログラムの取組

【75-5】 安全管理部に配置した（H20 。①リフレッシュ教育キャリア支援プログラム ）
定年退職した医師や従来の専門を変更して一般医を目指す医師等を対象とした

【 平成21事業年度 】再就職の支援を行う｢リフレッシュ教育キャリア支援プログラム｣の研修生とし
・インフォームド・コンセント（IC）支援看護師の設置て１人の女性医師を採用し，平成21年７月から老年・神経内科において総合臨

，床研修センターの支援の下，臨床トレーニングを実施した。 医療提供者側と医療を利用する方々との信頼関係を築くという基本姿勢の下
医師が行う検査・処置等の補足説明を行い，患者やその家族への適切な
情報提供及び治療に関する患者の自己決定を支援することを目的として，平成21②女性医師のキャリア支援プログラム

女性医師の離職を防ぎ，復職を積極的に支援することによって地域医療に貢献 年４月にIC支援看護師２人を配置し活動を行った。
できる医師を確保することを目的として，平成19年度から｢地域のマドンナ・
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・外科診療科の再編 【 平成21事業年度 】
・病院経営方針について診療現場へ啓発地域の外科治療の中心的な担い手となり，外科診療及び研究の特色を内外に示

し魅力ある外科として発展していくために，専門領域を特定した外科診療科の組 病院経営方針として，経営分析システム資料による病床稼働率，平均在院日
織再編（第一外科，第二外科→消化器腫瘍外科，胆のう・膵臓・移植外科，心臓 数，審査機関査定率，入院診療単価，外来診療単価及び病院収入目標額を毎月
血管・呼吸器外科）を平成21年８月に行った。 の病院運営委員会で周知し，経営の安定化に努めた。

・肝疾患診療相談支援センターの設置 ・経営分析による診療科へのインセンティブ配分
肝炎に関する相談支援や医療情報の提供，肝炎を中心とする肝疾患診療体制の確 「経営分析システム（Mercury 」による診療科別収支等の分析に基づき，増）

保と診療の質の向上を図るため 「肝疾患診療相談支援センター」を平成21年10月 収及び経費削減の貢献などによる「診療科等に係るインセンティブ配分」を行っ，
に設置した。 た。また，審査機関査定額が対前年度比または当該年度目標値を下回った診療

科に対して「査定減額配分」を行った。このインセンティブ配分により，診療
現場のモチベーションを維持することで経営の安定化を図った。・脊椎センターの設置

脳神経外科，整形外科の２科が主に担当している脊椎脊髄病診療を１本化する
・医療材料の診療報酬請求漏れ防止とコスト削減ことにより，診療業務の効率化と知識・技術の向上を図り，より質の高い診断と

治療を行うために 脊椎センター を平成21年11月に設置した 同センターは ６月から開始した医療材料の新物流システムのラベル運用により，使用した，「 」 。 ，
脊椎脊髄病に携わる専門の医療人の育成と院内における脊椎脊髄病の研究を推進 医療材料のラベルが保険診療報酬請求事務担当者まで届くことで特定保健医療
することも主要な目的としている。 材料に係る診療報酬請求漏れの防止を図った。また，医療材料に関し，８月に

コンサルタント会社と契約を結び，卸業者と価格交渉を行い，10月以降の半年
間で実質約1,600万円を節減した。・医療事故防止や危機管理等安全管理体制の整備

医療の現場で患者の安全・安心をより確実なものとするために，専門的な研修
○附属学校についてを終えた看護師長を専任ゼネラルリスクマネージャー（GRM）として医療安全管
（１）学校教育について理部に配置した。平成21年６月に「病院感染対策マニュアル」を，平成21年10月
○実験的，先導的な教育課題への取組状況に「医療安全管理マニュアル」を改訂し，管理体制の更なる整備を行った。
【 平成16～20事業年度 】

【72-2】 ・附属幼稚園，附属小学校及び附属中学校の教諭で構成する研究推進委員会に・患者サービスの改善（病院アメニティの整備）
①院内コンビニエンスストア及びレストランのリニューアル 平成21年６月 おいて，「生きる力」を育成するための基本方針を確認し，３校園共同による（ ），

②コーヒーショップオープン（平成21年８月 ，③病院正面の駐車場から病院玄 一貫カリキュラムの開発に努めた。また，学校種の異なる教諭が連携して行）
関へ続く歩道全体にテント屋根を設置するなど 病院アメニティーの整備を行い う授業に取り組むとともに，公開授業等を実施して教諭の能力開発に努めた， ，
患者サービスの改善を図った。 （H20 。）

・附属特別支援学校において，知的障害のある児童生徒の12年間の教育内容に
ついて勤労観・職業観を育てるキャリア教育の視点から見直し 「キャリア（３）継続的・安定的な病院運営のために必要な取組（運営面の観点） ，
発達段階・内容表（試案 ，各部・学年間の系統性や関連性を明らかにした【 平成16～20事業年度 】 ）」

・診療情報管理士を採用し，病棟クラークを導入した（H16 。 キャリア学習プログラムやキャリア教育全体計画を作成した（H20 。） ）
・外部経営コンサルタントによる経営分析を実施し，手術部の運用改善，病床稼

【 平成21事業年度 】働率の改善，外部委託導入による運営改善などを行った（H17 。）
「 」・外来患者駐車場確保のために，カーゲート方式の駐車場システムの導入を行っ 文部科学省国立教育政策研究所の 平成21・22年度教育課程研究指定校事業

た（H18)。 （研究主題「新学習指導要領の趣旨を具体化するための指導方法の工夫改善に
・日本医療機能評価機構による外部評価を受審し，最新のVer.５の認定を受けた 関する研究 ）に，附属中学校から２件（理科及び技術・家庭 ，附属高等学校」 ）

（H18 。 から１件（家庭）が委嘱され，その研究成果を国立教育政策研究所の連絡協議）
・松山市との連携協力に基づき 「すこやか健康相談／あいナビステーション」 会及び研究協議会において発表した。，

を市内のデパート内に設置し，附属病院の看護師と社会福祉士が無料で医療福 附属小学校において，経済産業省資源エネルギー庁補助金交付事業の「省エ
祉相談を行っている（相談件数：平成19年度645件，平成20年度1,515件 。 ネルギー計測監視等推進事業」に国公立学校として唯一選定された。また，ソ）

， 。・手術部の看護師を７人増員するとともに，眼科，皮膚科等の局所麻酔手術を短 ニー子ども科学教育プログラム努力校 エネルギー教育実践校にも選定された
期手術室で実施すること等により 前年度の手術件数と比べ ２診療科で73件 附属特別支援学校において，知的障害のある児童生徒の12年間の教育内容を， ， ，
病院全体で416件増加した（H20 。 キャリア教育の視点から策定した「キャリア発達段階・内容表（試案 「キャ） ）」

・診療現場に役立つ分析システムとして，複数月にわたる１回の入院期間におけ リア学習プログラム 「キャリア教育全体計画」に基づく取組を行った。また，」
る診療行為の確認，行為シミュレーション，包括（DPC）と出来高の額を含め 教育学部GPの支援を受けて開発した新しい作業学習「クリーン班」をスタート
た患者別原価計算，損益分岐点確認，行為情報のEXCELエクスポート機能など した。
を実装した「経営分析システム（Mercury 」を稼働した（H20 。） ）
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ている（H20 。○地域における指導的あるいはモデル的学校となるような，教育課題の研究開発の ）
成果公表等への取組状況

【 平成16～20事業年度 】 【 平成21事業年度 】
・愛媛教育研究大会において，附属幼稚園，附属小学校及び附属中学校の共同研 附属高等学校では，総合大学の附属高等学校という特性を活かして，１年次

究の成果である「＜人間力＞を育てる幼小中連携教育の探求」を公表した。特 は「課題発見プログラム ，２年次は「課題追求プログラム ，３年次は「成果」 」
に公開授業では，モデル的に，小学校と中学校の教諭が，また小学校の教諭と 集約・進路選択プログラム」と段階的に進行する高大連携プログラムを平成20
大学の教員が連携して行う授業等を公開した さらに 教育実践総合センター 年度より導入している。導入２年目となる今年度の高大連携プログラムでは２。 ， ，
教育学部，附属幼稚園の共著による「たのしさいっしょにみつけよう」を出版 年生に対し 「キャリアプランニング」と「環境教育学」を実施し，将来の職，
した（H20 。 業を視野に入れた「生き方」に関する学習と地球環境の様々な角度からの捉え）

・愛媛教育研究大会において，知的障害のある児童生徒の勤労観・職業観を育てる 方に関する学習を，大学教員が担当して授業を行った。
キャリア教育の視点から，各部の発達段階に応じた，身に付けることが期待さ

①大学・学部における研究への協力についてれる能力・態度を明らかにした「キャリア発達段階・内容表 ，各部・学年間」
○大学・学部の教育に関する研究に組織的に協力する体制の確立及び協力の実践の系統性や関連性を明らかにしたキャリア学習プログラムやキャリア教育全体

状況計画を公表するとともに そのプログラムに基づいた授業公開を行った H20， （ ）。
【 平成16～20事業年度 】

教育学部の全教員及び教育学部附属学校園の全教諭によって構成する大学附属【 平成21事業年度 】
附属幼稚園，附属小学校及び附属中学校が４年にわたって行った共同研究「＜人 合同研究会において，教育学部と附属学校園との組織間連携・共同研究の在り

間力＞を育てる幼小中連携教育の探究」の成果を研究紀要に取まとめ，愛媛教育 方と方向性について検討を行った（H20 。）
研究大会（中学校の部及び幼小の部）において発表した。この研究大会には，地

【 平成21事業年度 】域の教員等延べ1,000人を超える参加者があり，公開授業・保育では，幼・小，
小・中の教員が合同で行う授業等を公開した。 教育学部の全教員及び教育学部附属学校園の全教諭を対象とした大学附属合同

愛媛教育研究大会（特別支援学校の部）においては，知的障害のある児童生徒 研修会において，教育学部と附属学校園との組織間連携・共同研究の在り方と
の勤労観・職業観を育てる視点から改善した キャリア発達段階・内容表 試案 方向性について検討を行った。「 （ ）」
「キャリア学習プログラム 「キャリア教育全体計画」を公表するとともに，プ」

○大学・学部と附属学校が連携して，附属学校を活用する具体的な研究計画のログラムに基づいた授業公開を行い，県外参加者100人を含む350人が参加した。
立案・実践状況

（２）大学・学部との連携 【 平成16～20事業年度 】
教育改革促進事業（愛大GP）に採択された「教育実習を軸とした教育実践力○大学・学部の間における附属学校の運営等に関する協議機関等の設置状況

の質的向上」の研究 「特別支援教育が分かる教員の養成」に係る研究に取り【 平成16～20事業年度 】 ，
組んだ。また，教育学部長裁量経費により，教育学部の各研究室と附属学校が・ 愛媛大学附属学校園協議会」の設置「

附属学校園に係る管理運営体制の明確化と教育・研究機能の活性化を図るため 共同で 「幼少の接続を見通したことばの発達とその教育に関する実践的・歴， ，
「愛媛大学附属学校園協議会」を設置し，附属学校園の組織体制整備，附属学校 史的研究」をはじめ，11の研究を行った（H20 。）
園の改革，附属学校園と大学との連携，一貫的教育の実施等について，全学的な

【 平成21事業年度 】観点から審議を行った（H20 。）
教育学部長裁量経費において，学部・附属学校園共同研究助成として総額500

万円を確保し 「新学習指導要領におけるエネルギー・環境学習教材の開発と【 平成21事業年度 】 ，
。愛媛大学附属学校園協議会において，附属学校園にかかわる第２期中期計画， 授業研究」等14の研究を，教育学部の各研究室等と附属学校園の共同で実施した

附属学校園の連絡入学に関する基本方針，附属学校園機能の高度化と人材育成の
②教育実習についてための方策など，附属学校園の諸課題について審議した。
○大学・学部の教育実習計画における，附属学校の活用状況また，教育学部と教育学部附属学校園の関係者によって「学部・附属連絡協議
【 平成16～20事業年度 】会」を設置し，教育学部と附属学校園との連携による実践的研究や教育実習等の
・教育実習コーディネーター会議の設置改善・強化に関する審議を行った。

教育学部及び教育学部附属学校園が連携して教育実習の効果を高め，教員
の資質向上を図るため 「教育実習コーディネーター会議」を設置し 「教育実○大学・学部の教員が附属学校で授業をしたり，行事に参加したりするようなシス ， ，
習」のカリキュラム上における位置付けと成績評価方法について検討を行ったテムの構築状況
（H20 。【 平成16～20事業年度 】 ）

・高大連携プログラムの導入
農学部附属農業高等学校を愛媛大学附属高等学校に改組して，総合大学の附属

。 ，高等学校という特性を活かした高大連携プログラムを導入した 本プログラムは
各学部の教員が講師として参画し，１年次は「課題発見プログラム ，２年次は」
「課題追求プログラム ，３年次は「成果集約・進路選択プログラム」を設定し」
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【 平成21事業年度 】
教育改革促進事業（愛大GP）に採択された「教育実習を軸とした教育実践力の

質的向上－附属校園と大学の密接な連携を通して－」において，教育実習の評価
を実習生自身と実習担当教員の双方が中間段階と最終段階に行い，それを省察に
活かす取組を行った。

○大学・学部の教育実習の実施協力を行うための適切な組織体制の整備状況
【 平成16～20事業年度 】

教育学部実習カリキュラム委員と教育学部附属学校園の教育実習担当教員によ
って構成する実習コーディネーター委員会を設置し，教育実践力向上のため教育
実習の在り方について協議し，実習計画・評価計画を策定した（H20 。）

【 平成21事業年度 】
教育学部実習カリキュラム委員と教育学部附属学校園の教育実習担当教員によっ

て構成する実習コーディネーター委員会において，教育実践力向上のため教育実
習の在り方について協議し，実習計画・評価計画を策定した。

（３）附属学校の役割・機能の見直し
○ 附属学校の使命・役割を踏まえた附属学校の在り方に関する検討状況
【 平成21事業年度 】

平成21年度から，附属学校担当理事と附属学校園長が定期的に会合し 「国立，
大学法人の組織及び業務全般の見直しに関する視点について」及び「国立大学附
属学校の新たな活用方策等について」に基づいて，附属学校の使命・役割を踏ま
えた今後の附属学校の在り方について議論を行い，その結果を附属学校園協議会
に報告した。
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愛媛大学
Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む 、収支計画及び資金計画。）

※ 財務諸表及び決算報告書を参照 財務諸表及び決算報告書により対応しますので、記載は不要です。

Ⅳ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
３８億円 ３８億円 該当なし

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生

等により緊急に必要となる対策費として借り 等により緊急に必要となる対策費として借り
入れすることも想定される。 入れすることも想定される。

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

附属病院の病棟・診療棟改修，基幹・環境整備 附属病院の基幹・環境整備及び病院特別医療機 本学病院敷地（所在：東温市志津川字前川・同市志津川字三ッ
， ，及び病院特別医療機械設備整備に必要となる経費 械設備整備に必要となる経費の長期借入れに伴 狭間・同市志津川字野中 番地：甲172番1・甲486番・甲393番3

の長期借入れに伴い，本学病院の敷地及び建物に い，本学病院の敷地及び建物について，担保に供 地目：学校用地，地籍：48,954㎡・13,251㎡・40,920㎡）を，附
ついて，担保に供する。 する。 属病院の基幹・環境整備及び病院医療機械設備整備に必要となる

経費の長期借入れのため，担保に供した。

Ⅵ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は，教育研 決算において剰余金が発生した場合は，教育研 20年度決算において剰余金が発生し，本年度教育研究の質の向
究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 上及び組織運営の改善に充てた。
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愛媛大学
Ⅶ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 決定額（百万円） 財 源

総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金・附属病院病棟 ・ ・（ （城北）耐震対 城北）耐震対
・診療棟改修 2,887 （574） 3,049 （1,872） 4,240 （2,996）策事業 繰越 策事業 繰越（ ） （ ）

長期借入金 長期借入金 長期借入金・附属病院基幹 ・ ・（ （樽味）耐震対 樽味）耐震対
・環境整備 （2,313） （1,177） （1,177）策事業 繰越 策事業 繰越（ ） （ ）

国立大学財務・経営セン 国立大学財務・経営セン・病院再開発に ・ ・（ （重信）耐震対 重信）耐震対
ター施設費交付金 ター施設費交付金伴う病院特別 策事業 繰越 策事業 繰越（ ） （ ）

（ ）医療機械設備 （ ） ・ ・ 67（ （医病）基幹・ 医病）基幹・
環境整備 環境整備整備

・小規模改修 ・病院特別医療 ・病院特別医療
機械整備 機械整備

・小規模改修 ・小規模改修

（注１）金額については見込みであり，中期目標を達 （注１）金額については見込みであり，上記のほか，
成するために必要な業務の実施状況等を勘案し 業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備
た施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施 や，老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修
設・設備の改修等が追加されることもある。 等が追加されることもあり得る。

(注２)小規模改修について17年度以降は16年度同額
として試算している。

なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶
建造補助金，国立大学財務・経営センター施設
費交付金，長期借入金については，事業の進展
等により所要額の変動が予想されるため，具体
的な額については，各事業年度の予算編成過程
等において決定される。
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愛媛大学
Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

【人事評価システムの整備・活用】 【人事評価システムの整備・活用】
・教員の教育，研究，管理運営，社会貢献等の活 ・ 平成20年度までに実施済みのため，平成21年度 「 1）業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成（ （
動に関して「教員の総合的業績評価」を行い， は年度計画なし） するための措置」P10～P13参照
評価結果を人事考査に反映させる制度を導入す
る。

・事務職員等の適正な処遇及び長期的な育成を図 ・新人事評価制度及び評価結果の処遇への反映方法
るため，明確な評価基準，評価結果のフィード について再検証を行うとともに，契約職員及び再
バック方法を確立して人事評価システムを充実 雇用職員の評価を実施する。
させる。

【柔軟で多様な人事制度の構築】 【柔軟で多様な人事制度の構築】
・兼業に関するガイドライン等の整備により規制 ・ 平成17年度までに実施済みのため，平成21年度（
の緩和を図る。 は年度計画なし）

・全学的な計画による組織の新設・改編に対して ・ 平成20年度までに実施済みのため，平成21年度（
は，定員の供出を含め全学が協力する。 は年度計画なし）

・教員人事を点検評価し，定員の管理，定員移動 ・平成20年度に実施した教員選考の基本方針及び選
等の審査及び教員人事の適正化を図る。 考手続き等の見直しに基づき，人事委員会におい

て，教員人事について点検評価し，その適正化を
図る。

【任期制・公募制の導入】 【任期制・公募制の導入】
・教員人事は公募制を原則とし，任期付きポスト ・ 愛媛大学教員選考に関する規程」及び「同実施「
を導入して，教員の流動化と教育研究の活性化 細則」に基づき，教員の公募採用に努める。
を図る。 ・研究センターにおける任期付きポストの拡大を図

る。

【外国人・女性等の教員採用の促進】 【外国人・女性等の教員採用の促進】
・外国人・女性等の教員採用に当たっては人事運 ・これまでの検討結果に基づき，職員の育児支援策
営上の配慮 勤務・生活上の条件整備に努める として，学内保育施設の設置及び保育費用の一部， 。

援助について具体化する。

【事務職員等の採用・養成・人事交流】 【事務職員等の採用・養成・人事交流】
・高度な専門知識を必要とする職種の職員の民間 ・ 愛媛大学事務職員等選考採用実施方針」に基づ「
登用を推進する。 き，高度な専門的知識を有する民間等経験者の採

用を推進するとともに，採用した民間等経験者の
評価を行う。

， 「 」 ，・若い職員を長期的展望に立って育成するために ・ 職員人事・人材育成ビジョン の効用を検証し
人事ローテーションによる人材開発手法を導入 計画的な人材育成の向上に努める。
する。

・職員の専門的能力，資質向上のための研修制度 ・ 職員人事・人材育成ビジョン」に基づき，資質「
を整備するとともに，ＯＪＴ，上司の考課によ 向上のための研修プログラムを充実させるととも
り職員の育成を図る。 に，育成した学内講師による研修を実施する。
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・研究支援に携わる専門的職員を養成する。 ・研究支援等に係る研修の充実を図るとともに，研
究支援に関する外部研修等に積極的に参加させ，
研究成果を研究支援に反映させる。

・国，地方公共団体，企業等からの人材の受け入れ
を推進し，研究支援職員等を養成する。

・民間を含む他機関との人事交流等を推進する。 ・引き続き民間等経験者の採用及び県，市等からの
職員の受け入れ並びに他の国立大学法人等との人
事交流を推進する。
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○ 別表１（学部の学科、研究科の専攻等の定員未充足の状況について）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率
法文学研究科

総合法政策 【修士課程】 30 33 110.0(a) (b) (b)/(a)×100
人 文 科 学 【修士課程】 20 25 125.0(人) (人) (％)

法 文 学 部 教育学研究科
総合政策学科 学校教育専攻 修士課程 10 13 130.0【 】

【昼間主コース】 1,070 1,209 113.0 特別支援教育専攻 修士課程 16 12 75.0【 】
【夜間主コース】 360 413 114.7 教科教育専攻 修士課程 60 42 70.0【 】

人 文 学 科 学校臨床心理専攻 修士課程 18 25 138.9【 】
【昼間主コース】 470 547 116.4 医学系研究科
【夜間主コース】 220 254 115.5 看護学専攻 修士課程 32 42 131.3【 】

教 育 学 部 理工学研究科
学校教育教員養成課程 400 462 115.5 生産環境工学専攻 120 131 109.2【 】博士前期課程

特別支援教育教員養成課程 40 45 112.5 物質生命工学専攻 114 166 145.6【 】博士前期課程

総合人間形成課程 120 127 105.8 電子情報工学専攻 114 148 129.8【 】博士前期課程

スポーツ健康科学課程 40 42 105.0 数理物質科学専攻 80 89 111.3【 】博士前期課程

芸術文化課程 100 111 111.0 環境機能科学専攻 52 73 140.4【 】博士前期課程

障害児教育教員養成課程 40 49 －
生活健康課程 80 93 － 農学研究科
情報文化課程 60 70 － 生物資源学専攻 修士課程 144 160 111.1【 】

理 学 部
教 養 課 程 150 162 108.0
数 学 科 160 188 117.5 修士課程 計 810 959 118.4
物 理 学 科 161 179 111.2
化 学 科 170 197 115.9
生 物 学 科 145 172 118.6 医学系研究科
地 球 科 学 科 114 127 111.4 医 学 専 攻 博士課程 120 111 92.5【 】
数理科学科 6 － 形態系専攻 博士課程 2 －【 】
物質理学科 13 － 機能系専攻 博士課程 8 －【 】
生物地球圏科学科 4 － 理工学研究科

医 学 部 生産環境工学専攻 18 19 105.6【 】博士後期課程

医 学 科 570 587 103.0 物質生命工学専攻 15 13 86.7【 】博士後期課程

看 護 学 科 260 264 101.5 電子情報工学専攻 12 6 50.0【 】博士後期課程

工 学 部 数理物質科学専攻 12 14 116.7【 】博士後期課程

機械工学科 360 402 111.7 環境機能科学専攻 12 18 150.0【 】博士後期課程

電気電子工学科 320 361 112.8 生 産 工 学 専 攻 1 －【 】博士後期課程

環境建設工学科 360 405 112.5 環 境 科 学 専 攻 2 －【 】博士後期課程

機能材料工学科 280 324 115.7 連合農学研究科
応用化学科 360 401 111.4 生物資源生産学専攻 博士課程 27 60 222.2【 】
情報工学科 320 361 112.8 生物資源利用学専攻 博士課程 12 49 408.3【 】
学 科 共 通 20 生物環境保全学専攻 博士課程 12 41 341.7【 】

農 学 部
生物資源学科 700 797 113.9

博士課程 計 240 344 143.3

学士課程 計 7,450 8,372 112.4
※定員充足率の「－」は，入学者の募集停止を示す。
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教育学部附属小学校 720 709 98.5
教育学部附属中学校 480 479 99.8
教育学部附属特別支援学校 60 61 101.7
教育学部附属幼稚園 160 139 86.9
愛媛大学附属高等学校 360 369 102.5

計 1,780 1,757 98.7

合計 10,280 11,432 111.2

○ 計画の実施状況等

定員充足率－ 以上の理由１０％

【研究科の状況】
・収容定員充足率が９０％を下回っている専攻（修士課程の教育学研究科特

別支援教育専攻，教科教育専攻，博士後期課程の理工学研究科物質生命工
学専攻，電子情報工学専攻）においては，入学試験の結果，一定の水準以
上の学力を有する学生が少なかった場合や，入学志願者自体が少ない状況
であることから，入学人員の確保に今後とも一層の努力を行うこととして
いる。



○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成20年度）

※理学部，工学部及び農学部学生数にスーパーサイエンス特別コースの学生数を含む。

○定員超過率３０％以上の理由
　 　 連合農学研究科において収容定員超過率が１３０％を超えているが，これは近年，志願者数が入学定員を大きく超過しており，志願者に優秀は学生や勉学意欲の高い外国人
　 留学生が多いことから，特に高い充足率状況となっている。また，連合農学研究科においては，外国人留学生向けの特別コースを開設しており，毎年，東南アジア地域から多数
　 の優秀な学生が入学している。

11 9 26 81.3%0 0 0 9医学系研究科【修士課程】 32 44 1

18 6 81 158.8%76 0 0 5連合農学研究科【博士課程】 51 168 91
10 8 61 88.4%6 2 0 3理工学研究科【博士課程後期】 69 80 16

92.4%
医学系研究科【博士課程】 120 124 16 7 0 0 1 13

3 16 14 133
9 546 113.8%

農学研究科【修士課程】 144 158 17 8 0 0

78.0%

理工学研究科【博士課程前期】 480 571 12 5 2 0 9 9

91.3%
法文学研究科【修士課程】 50 61 8 1 0 0 8 13
教育学研究科【修士課程】 104 104 1 0 0 0 5 4

22 20 774

4 95
13 39

110.6%1 0 0 9農学部 700 804 1
148 125 2,110 104.5%2 7 0 30工学部 2,020 2,274 15
19 3 833 101.6%

996 110.7%
医学部 820 841 0 0 0 0 5

16
理学部 900 1,054 2 0 0 0 54

139 2,2580
教育学部 880 991 2 0 0 0

（％）

（人） （％）（人） （人） （人）

106.5%
966 109.8%

38

（研究科等） (人) （人） （人）（人）（人） （人）

（学部等） (人) （人）
法文学部

（人） （人）
02,120 2,482 18 0

学部・研究科等名 留年
者数
（Ｈ）

（人） （人） （人）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

（人）

外国人
留学生数

（Ｃ）

収容定員
（Ａ）

収容数
（Ｂ）

（人）

超過率算定
の対象となる

在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

左記の留年者数の
うち、修業年限を

超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

左記の収容数のうち

左記の外国人留学生のうち

国費
留学生数

（Ｄ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等

数（Ｆ）

（人）

0 116 96.7%

休学
者数
（Ｇ）

85 179
9 18
20

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100
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○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成21年度）

※理学部，工学部及び農学部学生数にスーパーサイエンス特別コースの学生数を含む。

○定員超過率３０％以上の理由
　 　 連合農学研究科において収容定員超過率が１３０％を超えているが，これは近年，志願者数が入学定員を大きく超過しており，志願者に優秀は学生や勉学意欲の高い外国人
　 留学生が多いことから，特に高い充足率状況となっている。また，連合農学研究科においては，外国人留学生向けの特別コースを開設しており，毎年，東南アジア地域から多数
　 の優秀な学生が入学している。

10 8 29 90.6%1 0 0 4医学系研究科【修士課程】 32 42 1

16 14 69 135.3%65 1 0 1連合農学研究科【博士課程】 51 150 79
10 10 51 73.9%7 2 0 3理工学研究科【博士課程後期】 69 73 19

102.1%
医学系研究科【博士課程】 120 121 17 7 0 0 3 10

5 6 3 147
12 590 122.9%

農学研究科【修士課程】 144 160 13 5 0 0

86.0%

理工学研究科【博士課程前期】 480 607 16 2 2 0 1 12

86.5%
法文学研究科【修士課程】 50 58 7 1 0 0 4 10
教育学研究科【修士課程】 104 92 1 0 0 0 0 2

22 18 765

2 90
10 43

109.3%1 0 0 13農学部 700 797 2
140 121 2,086 103.3%2 7 0 38工学部 2,020 2,254 15
18 1 846 101.9%

973 108.1%
医学部 830 851 0 0 0 0 4

25
理学部 900 1,048 1 0 0 0 65

106 2,2540
教育学部 880 999 3 0 0 0

（％）

（人） （％）（人） （人） （人）

106.3%
957 108.8%

55

（研究科等） (人) （人） （人）（人）（人） （人）

（学部等） (人) （人）
法文学部

（人） （人）
02,120 2,423 21 0

学部・研究科等名 留年
者数
（Ｈ）

（人） （人） （人）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

（人）

外国人
留学生数

（Ｃ）

収容定員
（Ａ）

収容数
（Ｂ）

（人）

超過率算定
の対象となる

在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの合計）】

左記の留年者数の
うち、修業年限を

超える在籍期間が
２年以内の者の数

（Ｉ）

左記の収容数のうち

左記の外国人留学生のうち

国費
留学生数

（Ｄ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等

数（Ｆ）

（人）

0 111 92.5%

休学
者数
（Ｇ）

63 142
17 31
20

定員超過率
（Ｋ）

（Ｊ）／（Ａ）×100
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